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第1章　現在の若者の意識・行動の特徴



　本白書においては、20代・30代にある者を「若者」とし、分析を行う。また、20代・30代の期間を「若年期」とする（ただし、場合によっては10代も分析の対象とする）。


　第1章では、現代の若者が集団としてどのような特徴を持った世代なのかについて分析するため、若者を取り巻く社会経済状況の変化を追うとともに、様々な分野における若者の行動の根幹を成していると考えられる現在の若者の意識の特徴を取り上げる。












第1節　若者を取り巻く社会経済状況の変化



　時代時代の若者の意識や行動を形作るものとして、我が国の社会経済状況はどのように変化してきたのだろうか。第1章では、現在の若者の意識の形成に大きな影響を及ぼしていると思われる要因として、人口構造の変化、長期的な経済の低迷、国際化の進展を取り上げて分析する。











（１）人口構造の変化



（人口減少・少子高齢化の進展）

　戦後、我が国の総人口は増加を続け、1967年には初めて1億人を超えたが、2008年の1億2,808万人をピークに減少に転じた。国立社会保障・人口問題研究所の推計によると、我が国の人口は2048年に9,913万人と1億人を割り込み、2060年には8,674万人まで減少すると見込まれている（図表1）。人口の推移をより長期的に見ると、明治時代後半の1900年頃から100年をかけて増えてきた我が国の人口が、今後100年のうちに再び同じ水準に戻ることが見込まれ、我が国はこれから、これまでの歴史を振り返っても類を見ない水準の人口減少を経験することになる（図表2）。



　
図表1　我が国人口の推移


[image: 図表1　我が国人口の推移]



　
図表2　我が国人口の長期的な推移
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　若者の数は、1970年に約3,600万人、2010年に約3,200万人だったものが、2060年にはその半分以下の約1,500万人になると推計されている。また、全人口に占める若者人口の割合を見ると、1970年の35.0％（約3人に1人）から2010年には25.1％（約4人に1人）へと減少しており、2060年には更に17.4％（約6人に1人）にまで減少することが見込まれている。


　このような若者人口の減少の背景には、出生率の落ち込みがある。戦後の出生数の推移を見ると、1940年代後半の第1次ベビーブーム、1970年代前半の第2次ベビーブームを経た後、出生数は減少し、特に1970年代から1980年代にかけて大きく減少した。その後も減少は続き、2011年には過去最低の出生数（105万人）となった。合計特殊出生率（当該年次の15歳から49歳までの女性の年齢別出生率を合計したもので、一人の女性が仮にその年次の年齢別出生率で一生の間に生むとしたときの子どもの数に相当）は、1947年に4.54だったものが1975年には1.91へと減少し、さらに、2005年には過去最低の水準となる1.26となった（図表3）。



　
図表3　出生数及び合計特殊出生率の推移
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　圏域別に人口の変化を見ると、2010年から2040年にかけての全年齢の人口の変化率は、地方圏で-20.9％、大阪圏で-16.5％、名古屋圏で-11.7％、東京圏で-9.3％と見込まれており、都市圏よりも地方圏において人口減少が急速に進行していくことが分かる注1（図表4、5）。20代の人口については、全年齢と同様、地方圏における減少率が最も高く、大阪圏、東京圏、名古屋圏と続いている。30代の人口については、東京圏における減少が目立つが、これは、前後の世代と比較して大きな人口ボリュームを持つ第2次ベビーブーム世代（1971〜1974年生まれ）が2010年時点では36〜39歳となっており、2010年時点でその多くが東京圏に居住していたことと関連しているものと考えられる（世代ごとの居住地の動向については第2章第2節で詳述する）。20代人口と30代人口の減少率は、いずれの圏域においても全年齢人口の減少率よりも高くなっており、人口減少が進展する中で、特に若者人口の減少が急速に起こることが分かる（図表6、7、8、9）。



　
図表4　圏域別の人口（全年齢）の推移（2010年=100）
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図表5　圏域別の人口（全年齢）の変化率（2010年→2040年）
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図表6　圏域別の人口（20代）の推移（2010年=100）
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図表7　圏域別の人口（20代）の変化率（2010年→2040年）
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図表8　圏域別の人口（30代）の推移（2010年=100）
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図表9　圏域別の人口（30代）の変化率（2010年→2040年）
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　また、我が国の若者人口の減少は、国際的に見ても早いスピードで進展している。我が国では1950年代から若者人口比率が上昇し、1970年にはピークとなる35％を記録した。その後、1990年までに若者人口比率は急速に低下し、1990年から2005年にかけては27％前後の水準で横ばいとなったものの、その後再び減少を始め、2035年以降は20％を下回り、2090年まで長期的に減少を続けることが見込まれている。諸外国の若者人口比率は我が国とは異なる動きをしており、1960年代後半頃にそれまで減少傾向にあった若者人口比率は底を打ち、日本の若者人口比率が減少傾向に入った1970年頃から上昇を続け、その後1990年前後から減少段階に入ることとなった。諸外国においても今後長期的な若者人口の減少が見込まれているが、若者人口比率は長期的には20％台前半に収束すると見込まれており、我が国と比較して、若者人口比率の減少のスピードも減少幅も緩やかと言える（図表10）。



　
図表10　各国の若者人口比率の推移
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（単身・夫婦のみ世帯の増加と世帯の小規模化）

　人口減少・少子高齢化が進展する中で、世帯構成も変化している。我が国の総人口が減少を始めた一方で、一般世帯総数は、1960年の2,216万世帯から2010年の5,184万世帯まで継続的に増加している。国立社会保障・人口問題研究所の推計によると、我が国の一般世帯総数は今後2019年まで増加が続き、5,307万世帯でピークを迎えるが、その後は減少に転じ、2035年には4,956万世帯まで減少すると見込まれている。


　世帯数の増大の内訳としては、単身世帯、夫婦のみの世帯、ひとり親と子の世帯の増加が大きい。単身世帯は1960年の358万世帯（16.2％）から一貫して増加していたが、高齢者の単身世帯の増加や未婚化・晩婚化の進展による未婚単身者の増加等を受け、1990年代以降、特に増加が進んだ。単身世帯は2010年には1,678万世帯（32.4％）となったが、この増加傾向は一般世帯総数が減少に転じる2020年以降も継続し、2030年に1,872万世帯（36.5％）となるまで続くものと見込まれている。夫婦のみの世帯については、1960年の163万世帯（7.4％）から増加が続いており、2010年には1,027万世帯（19.8％）となった。今後、2020年まで増加した後は減少に転じると見込まれているが、一般世帯総数に占める割合としては上昇傾向にあり、2010年の19.8％から2020年の20.8％、2035年の21.2％と上昇が見込まれる。


　かつて一般世帯総数の40％超をしめた夫婦と子の世帯は、1985年の1,519万世帯をピークに既に減少傾向に入っているが、今後それが加速し、2010年の1,447万世帯（27.9％）から2035年の1,153万世帯（23.3％）にまで減少すると見込まれている。


　また、人口減少局面において世帯構成の変化と世帯数の増加が継続する中で、世帯規模は縮小し、平均世帯人員は長期的に減少傾向にある。平均世帯人員は1960年には4.14人であったが、2010年には2.42人となり、2035年には2.20人になると予想されている（図表11）。



　
図表11　世帯構成の推移（全年齢）
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　特に30代が世帯主の世帯構成について見ると、一般世帯総数は1985年の806万世帯から減少し、1995年には640万世帯となったが、第2次ベビーブーム世代が30代となったことや、その中でも単身世帯が増加したこと等により、その後増加に転じ、2005年には771万世帯となった。その後は再び減少に転じ、2035年には509万世帯となると見込まれている。


　30代の世帯構成の推移で特徴的なのは、夫婦と子供から成る世帯の割合の減少と単身世帯の割合の増加である。夫婦と子供から成る世帯は、1985年の470万世帯から1995年の327万世帯まで減少した後増加に転じ、2005年には337万世帯となった。その後は減少局面に入り、2035年には200万世帯まで減少すると見込まれている。夫婦と子供から成る世帯の世帯数はこのように増減を繰り返し推移しているが、一般世帯総数に占める割合は一貫して減少しており、1985年の58.3％から1995年の51.0％、2005年の43.7％と減少し、2035年には39.3％となることが見込まれている。また、単身世帯については、世帯数自体は2010年の248万世帯をピークに減少していくと予想されるが、その割合は長期的に増加傾向にあり、1985年の15.0％から2010年には32.2％へ、さらに2035年には35.3％まで上昇すると予想される（図表12）。



　
図表12　世帯構成の推移（世帯主が30代）
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注1　本白書においては、特に断りがない限り「東京圏」は埼玉県、千葉県、東京都、神奈川県から成る圏域を、「名古屋圏」は岐阜県、愛知県、三重県から成る圏域を、「大阪圏」は京都府、大阪府、兵庫県、奈良県から成る圏域を指すこととし、これらの都市圏をまとめて「三大都市圏」と言う。「地方圏」は、三大都市圏以外の地域を指す。











（２）長期的な経済の低迷



（経済成長率の低迷）

　我が国の経済は、第二次世界大戦の戦後復興と高度経済成長期を経て大きな成長を遂げ、1960年代の終わりには世界第2位の経済大国となった。しかしながら、1990年初めのバブル崩壊を受け、1988年度に6.4％だった実質経済成長率は1993年度に-0.5％まで減少するなど、我が国の経済成長はそれまでと比べ大きく落ち込むこととなった。2002年からは長期の景気拡張過程に入っていたが、2008年にはリーマンショックを契機とした世界経済の低迷の影響を受け、我が国の経済成長率はマイナス成長に転じ、その後も低成長を続けている（図表13）。



　
図表13　実質GDP、実質経済成長率の推移
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　このようにマクロ経済が変化する中で、これまでの若者はそれをどのように体感していたのだろうか。若年期に経験した経済成長率を世代別に見てみると、現在の若者は、以前の若者世代が経験したよりも低い経済成長率を経験していることが分かる。2012年時点で69歳（1943年生まれ）の人々が20代・30代の頃に経験した経済成長率の平均が6.59％だったのに対し、59歳（1953年生まれ）の人々は3.99％、49歳（1963年生まれ）の人々は2.55％、39歳（1973年生まれ）の人々は0.83％、29歳（1983年生まれ）の人々は0.84％と、おおむね、近年になればなるほど、若年期に経験した経済成長率の平均が低くなる傾向にある（図表14）。



　
図表14　各世代の若年期の経済成長率
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（失業率の上昇）

　次に、完全失業率の推移を見てみる。年齢別の完全失業率は、どの年齢層でも上昇しているものの、20〜24歳では特に上昇幅が大きく、1970年には2.0％だった失業率が2012年には7.9％となるなど、現在の若者は以前の若者と比較して高い水準の失業率に直面している（図表15）。



　
図表15　若者の失業率の推移
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　世代ごとに、各年齢で経験した完全失業率を見てみても、同一の年齢時点で比較した場合、若い世代ほどより高い失業率を経験していることが分かる。例えば、20〜24歳時点では、1953〜1962年生まれの世代では3.5％、1963〜1972年生まれの世代では4.3％、1973〜1982年生まれの世代では7.8％、1983〜1992年生まれの世代では8.2％の失業率を経験しており、その後、25〜29歳、30〜34歳と年齢を重ねた際に、それぞれの世代において20〜24歳時よりも失業率はおおむね低下しているものの、若い世代ほど、より高い水準のまま推移している（図表16）。



　
図表16　世代別にみた完全失業率の推移
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（デフレーションの進行）

　また、物価水準の推移を見てみると、1970年から長期的に物価の上昇が続いていたが、1998年をピークに下落傾向に転じることとなった。1999年以降、2012年までは物価の下落が続いており、現在の若者は若年期のほとんどをデフレーションの中で過ごしていると言える（図表17）。



　
図表17　消費者物価指数の推移（全国）（2010年＝100）
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　このように厳しい経済状況を経験してきた影響もあり、国土交通省が2013年3月に実施した国民意識調査（以下「国民意識調査」という。）注1において、10年後の社会に対するイメージを尋ねたところ、「不安がある社会」、「暗い社会」等と答えた者の割合は他の年齢層よりも高くなっている（図表18）。



　
図表18　10年後の社会に対するイメージ
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注1　2013年3月に全国の20代から60代までの男女を対象に、インターネットを利用して実施し、4,109人の回答を得た。地域、性別による偏りが生じないように、実際の人口構成比に合わせて割付を行っている。











（３）国際化の進展



　各国経済の結びつきが強まり、輸送手段や情報通信技術などが発達する中で、国境を越える人、モノ、サービス、資本、情報等の移動がますます活発になっている。




（人流・物流の増大）

　人の動きについて見ると、訪日外客数は長期的に増加傾向にあり、直近では800万人を超える水準となっている（図表19）。その中で、米国の占める割合が減少する一方、中国の占める割合が1998年は6.5％、2012年は17.1％となり、倍以上に増加している（図表20）。



　
図表19　訪日外客数の推移
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図表20　地域別の訪日外客数の割合の推移
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　また、我が国から海外への旅行者数の推移を見ても、1964年にそれまで業務渡航や留学のみに限られてきた海外旅行が観光目的でも自由化されて以来、日本人の出国者数は増加を続けている。特に、1980年代後半から1990年代にかけての増加が著しく、1990年には出国者数が初めて1,000万人を超えた。その後、2001年は米国同時多発テロ等の影響により、2003年はSARSやイラク戦争の影響等により一時的な落ち込みがあったものの、現在までおおむね1,500万人を超える水準で推移している（図表21）。



　
図表21　日本人の出国者数の推移
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　また、我が国から海外の大学等に入学した日本人の数は、1990年代から2000年代に大きく増加しており、ここ数年は留学者数の落ち込みが見られるものの、現在も若者（18〜29歳）人口1,000人当たり3.7人が留学するなど、高い水準にある（図表22）。



　
図表22　日本から海外への留学者数の推移


[image: 図表22　日本から海外への留学者数の推移]





　モノの動きとして、諸外国との貿易の状況を見てみると、日本の貿易は、1960年当時は、輸出が約1兆5,000億円、輸入も約1兆6,000億円程度の規模で推移していたが、1973年からは輸出入とも10兆円の大台に乗り、1980年には輸出入ともに約30兆円と拡大した。2012年には輸出が約64兆円、輸入が約71兆円となっている（図表23）。貿易相手別に見ると、これまで長期にわたり米国が我が国の第1の貿易相手となっていたが、2002年以降は中国が米国を抜いて我が国の第1の貿易相手国となっている（図表24）。



　
図表23　我が国の輸出入総額の推移
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図表24　1995年〜2011年の相手国別貿易額の推移
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（国際的な分業体制の構築）

　資本の動きとしては、国際競争が激化する中、製造業では海外に生産拠点を置くことにより、グローバルな規模で最適な分業体制をとろうとする動きが進んでいる。製造業の海外生産比率（海外現地法人売上高を海外現地法人売上高と国内法人売上高の和で除したもの）は増加基調にあり、2011年度は18.0％となっている（図表25）。



　
図表25　海外生産比率の推移（製造業）
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第2節　若者の意識の変化



（１）将来に対する不安の高まり



　経済成長率の低迷や失業率の上昇等、厳しい経済状況を経験する中で、現在の若者の間では、以前の若者と比べ、自らの将来に不安を感じる者が多くなっている。日頃の生活の中で感じる悩みや不安として、「今後の収入や資産の見通し」、「現在の収入や資産の見通し」等の経済面や、進学・就職・結婚など自分の生活上の問題について悩みや不安を感じている者の割合は全年齢で高まっているが、特に若者世代では他の年齢層を上回る高まりを見せている（図表26）。



　
図表26　将来に対する悩みや不安


[image: 図表26　将来に対する悩みや不安]









（２）将来に備える意識の高まり



　将来の経済状況に対する不安は、将来に備えようとする意識を生み出し、その意識が行動としても現れている。「毎日の生活を充実させて楽しむ」よりも、「貯蓄や投資など将来に備える」ことに力を入れたいと考える者の割合は以前の若者世代よりも高くなっており、1世帯当たりの平均貯蓄率を見ても、全年齢平均の平均貯蓄率は1989年の16.6％から2012年の21.2％へと4.6ポイント上昇しているのに対し、40歳未満の世帯では同じ期間に17.0％から24.9％へと7.9ポイント上昇している（図表27、28）。



　
図表27　将来に対する意識


[image: 図表27　将来に対する意識]



　
図表28　1世帯当たりの平均貯蓄率（貯蓄性向）


[image: 図表28　1世帯当たりの平均貯蓄率（貯蓄性向）]





　貯蓄と表裏の関係にある消費についても、将来に備えて支出を抑えようとする意識が見られる。「買い物でローンや借金はしたくない」と考える者の割合が8割を超える高い水準となっていることや、「商品を買う前にまずインターネットで情報収集をする」と答える者の割合が、他の年齢層よりも20代・30代で高くなっていること等から、身の丈以上のお金の使い方をせず、インターネット等で効率的に情報収集をしながらお金を使っている様子がうかがえる（図表29）。また、モノを他人と共有して使用することについて、「コストが高いものについては共有でも構わない」と考える者の割合は他の年齢層よりも高くなっており、自分専用でモノを所有すること自体にはあまりこだわらず、コストを下げながら利用しようとしていることが分かる（図表30）。



　
図表29　消費に関する価値観


[image: 図表29　消費に関する価値観]




　
図表30　シェアに関する考え方


[image: 図表30　シェアに関する考え方]










（３）生活に満足している者の増加



　このように、将来に備えて消費を抑制する一方で、現在の若者は満足度の低い暮らしを送っているわけではない。

　現在の若者が生まれ育った環境は、これまでの世代と比較して、物質的には遙かに充足した環境だと言える。1950年代後半、「三種の神器」と呼ばれる白黒テレビ、洗たく機、冷蔵庫の家電三品目が登場して以降、1960年代後半には、「新三種の神器」と呼ばれるカラーテレビ、乗用車、ルームエアコンの普及が始まるなど、1950年代後半からの高度経済成長期には、我が国の家庭にはこれまで存在しなかった消費財が次々ともたらされることとなった。冷蔵庫、洗たく機、カラーテレビは1980年代には普及率がほぼ100％となっており、現代の若者にとってはこれらの製品が存在することが当たり前となっているほか、近年は、スマートフォンやタブレット端末など新たな製品が登場しており、消費財の種類や品質、その普及度などから見た我が国の物質的な豊かさは向上し続けていると言える（図表31）。



　
図表31　耐久消費財の普及率の推移


[image: 図表31　耐久消費財の普及率の推移]




　このような状況を反映してか、生活に満足している若者の割合は増加している。「国民生活に関する世論調査」によると、現在の生活に「満足している」又は「まあ満足している」と回答した者の割合は、他の年齢層では減少傾向又は横ばいで推移しているのに対し、20代・30代の若者では上昇傾向にあり、2012年にはこの30年間で最高の水準となっている（図表32）。



　
図表32　生活満足度の推移（1977年＝100）


[image: 図表32　生活満足度の推移（1977年＝100）]





　また、将来の生活水準について、「今よりも生活水準を落としたくない」と考えるかどうか尋ねたところ、「とてもそう思う」と答えた者の割合が他の年齢層より高くなっている（図表33）。



　
図表33　将来の生活水準の意向


[image: 図表33　将来の生活水準の意向]










第2章　若者の暮らしにおける変化



第1節　働き方の変化



　若者の雇用環境については、我が国の経済の低迷を受け、前述のとおり若者の失業率が上昇するなど厳しい状況が続いている。本節では、若者の雇用環境の変化について詳細に分析するため、高学歴化の進行と卒業後の進路の動向、雇用形態の変化、収入の変化について分析するとともに、若者の働く意識の変化、女性の就業状況の変化、国土交通に関連する産業における若者の就業状況の変化について分析を行う。











（１）雇用環境の変化



（高学歴化の進行）

　少子化に伴い18歳以上人口が減少する中、高等学校進学率及び大学進学率は上昇を続けている。高等学校進学率は1974年に初めて90％を超え、近年は100％に近い水準で推移している。大学進学率は1960年代から1970年代半ばにかけて及び1990年以降に上昇しており、2012年には50.8％と、過半数の者が大学に進学することになった（図表34）。



　
図表34　高等学校進学率及び大学進学率の推移


[image: 図表34　高等学校進学率及び大学進学率の推移]




　こうした若者人口の減少と高学歴化は、新規学卒者の就職の動向にも影響を与えている。新規学卒就職者数の推移を見ると、ピークの1966年には160万人を超えていたが、2011年には約63万人にまで減少している。学歴別に就職者数の推移をみると、1950年代は、中学校卒業者が新規学卒就職者の中心であったが、1960年代には高校卒業者中心に逆転し、その後、中学校卒の就職者は急速に減少した。1990年代には、大学進学率の上昇を受けて高校卒就職者が大きく減少し、1998年には大学卒就職者が高校卒就職者を上回った（図表35）。大学卒就職者は、2010年時点では就職者の過半数を占める54.3％となった。近年では、大学院卒の就職者も増加しており、新規学卒就職者の高学歴化が進行している（図表36）。このように、かつては中学校卒や高校卒で働き始めていた人々が大学に進学するようになった結果、大学卒業者の進路の多様化が進んだと考えられる。



　
図表35　学歴別就職者数の推移


[image: 図表35　学歴別就職者数の推移]




　
図表36　学歴別就職者割合の推移


[image: 図表36　学歴別就職者割合の推移]






（大学卒業者の就職率の低下）

　次に、大学卒業者について卒業後の進路を見ると、1990年代始めまでは卒業者のうち就職した者の割合は70％から80％台の水準で推移したが、バブル崩壊後は低下を続け、1991年の81％から2000年の56％まで下落した。2001年以降は回復を見せていたものの、2008年以降はリーマンショックの影響等により再び厳しい状況となっている（図表37）。



　
図表37　大学卒業後の進路


[image: 図表37　大学卒業後の進路]





　一方、大学卒業者のうち一時的な仕事に就いた者及び就職も進学もしない者の割合は、バブル崩壊後の就職率の低迷と表裏一体の動きとして上昇し、2003年には過去最高の27.1％となった。一時的な仕事に就いた者及び就職も進学もしない者の増減は、卒業時の景気や雇用情勢に大きく左右されると考えられ、厳しい雇用情勢（低い求人倍率）となった2000年前後のほか、2000年代末に上昇している。また、1960年代〜1970年代半ば及び1990年代に大学進学率が上昇した時期にも一時的な仕事に就いた者及び就職も進学もしない者の割合が大きく上昇していることから、大学卒業者の中での就職競争が激化していることが要因となっているとも考えられる（図表38）。



　

図表38　大学進学率・一時的な仕事に就いた者及び進学も就職もしない者の割合の推移


[image: 図表38　大学進学率・一時的な仕事に就いた者及び進学も就職もしない者の割合の推移]






（非正規雇用割合の上昇）

　次に、就職をした者について雇用形態の変化を見てみる。年齢階級別に非正規雇用割合の推移を見ると、非正規雇用者の割合は長期的に上昇しており、特に15〜24歳の層ではバブル崩壊後の1990年代半ばから2000年代半ばにかけて大きな上昇が見られた（図表39）。



　
図表39　年齢階級別非正規雇用割合の推移


[image: 図表39　年齢階級別非正規雇用割合の推移]





　世代別に非正規雇用割合の推移を見ると、男性では、20代前半の非正規雇用割合が継続的に上昇しており、特に1970年生まれ以降の世代で大きく上昇している。また、どの世代でも20代前半から20代後半にかけて一旦非正規雇用割合が低下しており、一度非正規雇用に就職したとしても、その後正規雇用への転換が見られる。1978〜1982年生まれの世代では20代前半から後半にかけての非正規雇用割合の低下が大きかったが、依然、20代後半の非正規雇用割合は他の世代よりも高い水準となっている（図表40）。



　
図表40　世代別に見た非正規雇用割合の推移（男性）


[image: 図表40　世代別に見た非正規雇用割合の推移（男性）]





　一方女性については、おおむねどの世代で見ても、20代前半の非正規雇用割合が低く、年齢とともに非正規雇用割合が上昇していく傾向にある。ただし、1978〜1982年生まれの世代については、20代前半の非正規雇用割合が高い水準となり、その後20代後半にかけて非正規雇用割合が低下した。女性の社会進出が進む中で、正規雇用での働き方を希望する者が増えていると考えられるが、世代ごとに見ると、20代前半の非正規雇用割合は男性と同様に1970年代生まれ以降の世代で大きく上昇している（図表41）。



　
図表41　世代別に見た非正規雇用割合の推移（女性）


[image: 図表41　世代別に見た非正規雇用割合の推移（女性）]





　フリーターやニートと呼ばれる若年無業者（15〜34歳の非労働力人口のうち、家事も通学もしていない者）の数も増加している。フリーター数はバブル崩壊以降急速に増加し、2003年には217万人に達した。その後5年間は減少が続いたが、2009年にはリーマンショック等を受け再び増加に転じ、2012年は180万人となった（図表42）。ニート数は、2002年以降、60万人を超える水準で推移しており、2010年には一旦減少が見られたものの、2012年には再び増加し63万人となった（図表43）。



　
図表42　フリーター数の推移


[image: 図表42　フリーター数の推移]




　
図表43　若年無業者数の推移


[image: 図表43　若年無業者数の推移]






（離職率は高水準で推移）

　また、一旦就職したものの、離職する者も多い。大学卒の就業者の就職後3年以内の離職率を見ると、バブル崩壊後に上昇し、1995年以降は30％を超える水準が続いた。2004年3月の卒業生の離職率については、ピークとなる36.6％を記録し、以後は低下傾向にあるものの、2009年3月の卒業生については28.8％となるなど依然として高い水準にある（図表44）。高校卒の就業者についても同様に、バブル崩壊以降に離職率が上昇し、2000年3月の卒業生については離職率が50.3％となった。その後は低下傾向にあるが、2009年3月の卒業生で35.7％となっている（図表45）。



　
図表44　新規大学卒業者の在職期間別離職率の推移


[image: 図表44　新規大学卒業者の在職期間別離職率の推移]




　
図表45　新規高校卒業者の在職期間別離職率の推移


[image: 図表45　新規高校卒業者の在職期間別離職率の推移]





　若者（15〜34歳）の失業率の内訳を求職理由別に見ると、最も割合が高いのは自発的離職による失業で、その構成比は2011年で約4割を占めている（図表46）。また、転職入職者の「前職をやめた理由」を見ると、10代〜30代の女性では、全年齢と比べ、労働条件の悪さや結婚・出産等を挙げる者が多い。



　
図表46　求職理由別若年失業率の推移


[image: 図表46　求職理由別若年失業率の推移]





　10代〜30代の男性では、全年齢と比べ、会社の将来に不安を感じたり、収入や労働条件に不満を感じたりした者が多い（図表47）。このように若者が就職後短期間のうちに離職してしまう背景としては、学校卒業時の就職環境が厳しい世代ほど、不本意な就職先に就職した者が多いために将来の離職が増えるということが考えられ、実際に、大学卒業者の離職率は新卒時の大学卒求人倍率が低いほど高まる傾向にある。



　
図表47　転職入職者が前職をやめた理由


[image: 図表47　転職入職者が前職をやめた理由]





　このように、労働環境の改善を求めて離職をする者は多くいるものの、必ずしも転職を経て収入が改善されたり、雇用形態が改善されたりするとは限らない。転職者について転職前後の収入の増減を見ると、転職後に収入が増加した者の割合は、25〜34歳、35〜44歳のいずれの年齢階級についても20％台後半から30％台後半となっている（図表48）。



　
図表48　収入が増えた転職者の割合


[image: 図表48　収入が増えた転職者の割合]





　また、雇用形態の変化について見てみても、フリーターから正社員への転職は、フリーター期間が半年以内の場合、男性では約7割、女性では約6割が正社員になっているが、フリーター期間が3年を超える場合、正社員になれた割合は男性で約6割、女性で約4割となっており、フリーター期間が長ければ長いほど正社員になることが難しくなると言える（図表49）。



　
図表49　フリーターから正社員への転職状況


[image: 図表49　フリーターから正社員への転職状況]






（収入は減少傾向）

　我が国の経済状況や若者の雇用環境が変化する中で、若者の収入にも変化が見られる。収入の変化は、いつどれだけのお金を何に費やすかといった消費行動のあり方を変化させるものであることから、若者の暮らしの変化の根本にあるものと言うことができる。




1)年収の変化

　年齢階級ごとに年収の変化を見ると、20代及び30代の年収は他の年齢層よりも低い水準で推移している。また、1990年代後半から現在にかけては、それぞれの年齢階級で年収の減少が見られるが、30〜34歳及び35〜39歳については特に減少傾向が顕著である（図表50）。



　
図表50　年齢階級別一般労働者の年収の推移（実質）


[image: 図表50　年齢階級別一般労働者の年収の推移（実質）]




2)賃金上昇率の変化

　世代別に実質賃金の推移を見ると、より高齢の世代では年齢の上昇に伴う賃金の上昇が相対的に大きく、カーブが急な右上がりになっているのに対し、若い世代では、年齢の上昇に伴う賃金の上昇が相対的に小さく、カーブの傾きが鈍くなっている（図表51）。



　

図表51　世代別に見た実質賃金の推移（20〜24歳時の実質賃金＝100）


[image: 図表51　世代別に見た実質賃金の推移（20〜24歳時の実質賃金＝100）]





　このように、年齢の上昇に伴う賃金の上昇が若い世代で縮小している背景には、若い世代における非正規雇用割合の高まりがあると考えられる。正規雇用者と非正規雇用者の賃金を比較すると、非正規雇用者の賃金水準が正規雇用者に比べて低いのと同時に、非正規雇用者については正規雇用者に見られるような年齢の上昇に伴う賃金の上昇が見られないことが分かる。これは、非正規労働者では、労働組合等を通じた賃金交渉力が弱いことのほか、技能形成を進める仕組みが乏しい結果、賃金が上昇しにくい状況にあるためと考えられる（図表52）。



　
図表52　雇用形態・年齢階級別賃金


[image: 図表52　雇用形態・年齢階級別賃金]




3)収入格差の動向

　このように非正規雇用者の増大を背景とした収入の減少が起こる中で、世代内の収入格差も増大している。世代別に、雇用者の年間収入についてのジニ係数の推移を見ると、女性については大きな変化は見られないものの、男性については、若い世代ほど、各年齢時点においてジニ係数が高まっており、収入の格差が拡大していることが分かる（図表53）。



　
図表53　世代別に見たジニ係数の推移（男女別）


[image: 図表53　世代別に見たジニ係数の推移（男女別）]










（２）働く意識の変化



　厳しい雇用状況の中で、若者の働く意識はどのように変化しているのだろうか。新入社員に対し、転職に関する考え方を尋ねたアンケートによると、「今の会社に一生勤める」と答えた者の割合は、「きっかけ、チャンスが有れば転職してもよい」と答えた者の割合を上回っており、その差は近年拡大傾向にある（図表54）。



　
図表54　転職に対する考え方


[image: 図表54　転職に対する考え方]




　また、理想的な仕事について尋ねた調査では、「収入が安定している仕事」を選択する者の割合が他の年齢層と比べて高くなっている一方で、「自分にとって楽しい仕事」を選ぶ者の割合も高くなっており、経済面での安定性を望む一方で、どのような内容の仕事でも良いというわけではなく、「楽しさ」を求めているように、自分の価値観に合った仕事を選択しようとしていることがうかがえる（図表55）。



　
図表55　理想的な仕事


[image: 図表55　理想的な仕事]





　また、新入社員の海外勤務の希望を見ると、海外で「働きたいとは思わない」と回答する者の割合が2001年の29.2％から2010年の49％に上昇する一方で、「どんな国・地域でも働きたい」と回答する者の割合もこの10年で最大となっている。両者の中間的な志向である「国・地域によっては働きたい」と考える者の割合は減少していることから、積極的に海外で働きたいかそうでないかの意思が両極に強く出るようになったと見ることができ、この点においても、自分の価値観を明確に持っており、それに基づいた行動を取ろうとする様子が見てとれる（図表56）。



　
図表56　新入社員の海外勤務の希望


[image: 図表56　新入社員の海外勤務の希望]










（３）女性の就業状況の変化



（女性の社会進出の進展）

　今から約30年前の1980年、我が国では、夫婦のうち男性が主な働き手となる片働き世帯が主流であった。その後、共働き世帯数は継続的に増加し、1997年には共働き世帯が片働き世帯数を上回ることとなった。その後も共働き世帯は増加を続けており、片働き世帯数との差は拡大傾向にある（図表57）。



　
図表57　共働き世帯・片働き世帯の推移


[image: 図表57　共働き世帯・片働き世帯の推移]




　年齢階級別に女性の就業率を見ると、20代後半〜30代前半の上昇が目立つ。1975年には25〜29歳では41.4％、30〜34歳では43.0％だった就業率は、2011年にはそれぞれ72.8％、64.2％まで大きく上昇した（図表58）。



　
図表58　年齢階級別女性の就業率の推移


[image: 図表58　年齢階級別女性の就業率の推移]





　このような女性の就業率の上昇の背景のひとつには、女性の労働意欲の高まりがあると考えられる。女性の理想とするライフコースを尋ねると、「両立コース」（結婚し子どもを持つが、仕事も一生続ける）及び「再就職コース」（結婚し子どもを持つが、結婚あるいは出産の機会にいったん退職し、子育て後に再び仕事を持つ）を選択する者が2010年時点でそれぞれ30％を超えており、特に両立コースを選択する者については1992年の調査以降一貫して増加傾向にあるなど、家庭と仕事を両立しようとする女性の意欲の高まりが見られる（図表59、60）。



　
図表59　女性の理想ライフコース


[image: 図表59　女性の理想ライフコース]




　
図表60　女性の予定ライフコース


[image: 図表60　女性の予定ライフコース]






（結婚後の就業継続割合は上昇、出産後の就業継続割合は横ばい）

　これまで女性は、就業していても結婚・出産・育児に伴って退職する者が多く、また、出産後に復職するとしても、育児と両立がしやすいパートタイム労働の形で就業することが多かった。近年、女性の就業率の上昇が見られる中で、ライフステージごとに見た場合、女性の就業状況はどのように変化しているのだろうか。


　我が国の女性の労働力率を年齢階級別に見た場合、結婚・出産時期に当たる20代後半から30代にかけて労働力率が著しく減少するいわゆる「M字カーブ」を描くことが知られている。このM字カーブの底は依然として落ち込みが見られるものの、年々上昇をしており、この変化は、未婚・晩婚化、結婚・出産年齢の変化、結婚・出産に伴う退職の動向の変化、雇用形態の変化等の様々な要因によって起こっていると考えられる。


　M字カーブの中で、「15〜19歳」については、大学等への進学率の高まりを受けて、労働力率は低下傾向にある。M字のボトムは、1975年（42.6％）は「25〜29歳」、1985年（50.6％）、1995年（53.7％）は「30〜34歳」であったが、2011年（67.0％）は「35〜39歳」へと移っており、女性の晩婚化・晩産化が影響していると考えられる。25〜29歳及び30〜34歳で労働力率の上昇が見られる背景としては、大学卒などで就業する者が増えてきていること、未婚化の進展により長期的に就業を継続する者が増えてきていること、結婚・出産を経ても就業を続ける者が増えていること等の要因が考えられる（図表61）。



　
図表61　女性の年齢階級別労働力率の推移


[image: 図表61　女性の年齢階級別労働力率の推移]





　中でも、結婚・出産と就業継続の関係について見てみると、結婚に伴う退職と出産に伴う退職は異なる動きを見せていることが分かる。結婚前後に妻がどのような就業状態であったかを見ると、結婚後も就業を継続する者の割合は6割前後で推移しており、結婚退職する者の割合は1985〜1989年の37.3％から2005〜2009年の25.6％まで減少している（図表62）。一方、出産前後に妻がどのような就業状態であったかを見ると、妊娠前に就業していた者の割合が増加していることから、出産退職する者の割合が1985〜1989年の37.4％から2005〜2009年の43.9％に増加するとともに、出産後も就業を継続する者の割合も24.0％から26.8％へと微増している（図表63）。



　
図表62　結婚年別に見た結婚前後の妻の就業変化


[image: 図表62　結婚年別に見た結婚前後の妻の就業変化]




　
図表63　第1子出生年別に見た出産前後の妻の就業変化


[image: 図表63　第1子出生年別に見た出産前後の妻の就業変化]





　これについて、結婚前、妊娠前に就業していた者に限定して就業を継続した者の割合を見ると、結婚前に就業していた者のうち就業を継続した者の割合は1985〜1989年の60.3％から2005〜2009年の70.5％に上昇したものの、妊娠前に就業していた者のうち出産後も就業を継続した者の割合は38〜39％台で推移しており、約30年間変化がない（ただし、出産後も就労を継続した者のうち、育児休業制度を利用して就業を続けた者の割合は高まっている）ことから、女性にとって依然として仕事と子育ての両立が難しい環境となっていることが分かる（図表64）。



　
図表64　結婚・出産前後の妻の就業継続割合


[image: 図表64　結婚・出産前後の妻の就業継続割合]






（非正規雇用による就業の増加）

　また、M字カーブにおいて労働力率が高まっている25〜29歳及び30〜34歳の年齢層について、就業者の雇用形態の変化を見てみる。1987年と2007年を比較すると、25〜29歳と30〜34歳のいずれの年齢区分においても就業率は上昇しているが、「正社員」、「パート・アルバイト」、「派遣社員・嘱託・その他」の雇用形態ごとの就業率を見ると、就業率全体の上昇は、「正社員」の増加よりも、「パート・アルバイト」及び「派遣社員・嘱託・その他」の増加によるところが大きい（図表65、66）。



　
図表65　雇用形態別・年齢階級別女性の就業者割合（1987年）


[image: 図表65　雇用形態別・年齢階級別女性の就業者割合（1987年）]




　
図表66　雇用形態別・年齢階級別女性の就業者割合（2007年）


[image: 図表66　雇用形態別・年齢階級別女性の就業者割合（2007年）]






（管理職に占める女性の割合は低水準）

　また、管理職に占める女性の割合を見ても、十分な水準になっているとは言えない。係長、課長、部長等の職位別に見ると、女性の登用率はどの職位についても年々上昇しているが、職位が高くなればなるほど女性が占める割合は低くなっている（図表67）。



　
図表67　女性管理職の割合


[image: 図表67　女性管理職の割合]










（４）国土交通に関連する産業における若者の就業状況の変化



（産業別の国内総生産は建設産業で減少）

　建設業、不動産業、運輸業等、国土交通に関連する産業は、人々の生き生きとした暮らしや我が国経済の発展を支えるとともに、日々の生活における安全・安心の確保や多様性ある地域の創造に重要な役割を果たす産業である。


　我が国経済における国土交通に関連する産業の位置付けを見てみると、2000年の水準を100とした産業別の国内総生産は、全産業では緩やかに減少傾向にある中、運輸業及び不動産業はおおむね横ばいで推移している。一方、建設業の国内総生産は減少傾向にあり、2011年には71.2となるなど、我が国における建設産業の縮小が見られる（図表68）。



　
図表68　産業別国内総生産の推移（2000年＝100）


[image: 図表68　産業別国内総生産の推移（2000年＝100）]





（若者の就業者数は減少）

　また、産業ごとの状況を、若者の就業者数という観点から見ると、若者の全就業者数が減少傾向にある中、国土交通に関連する産業においても若者の入職者数は減少しており、産業の縮小がここでも見られる。2000年の水準を100とした場合、若者（35歳未満）の産業別の入職者数は、不動産業では増減を繰り返して推移しているものの、建設業及び運輸業では減少傾向にあり、特に建設業ではこの10年で大きく減少している（図表69）。



　
図表69　35歳未満の産業別入職者の推移（2000年＝100）


[image: 図表69　35歳未満の産業別入職者の推移（2000年＝100）]





　産業ごとに入職者と離職者のバランスを見てみると、入職者数から離職者数を引いた入職超過数は、不動産業においてはほぼ横ばいで推移しているものの、建設業及び運輸業においては長期的に減少傾向にあり、新規に産業に入ってくる若者の数がネットで見ても減少していることが分かる（図表70）。



　
図表70　35歳未満の産業別入職超過数の推移


[image: 図表70　35歳未満の産業別入職超過数の推移]





　この結果、産業ごとの就業者の人口構成にも変化が現れている。就業者に占める40歳未満の割合を産業別に見ると、その割合は全産業で減少傾向にあり、2000年の42.4％から2012年の38.5％まで減少している。建設業及び運輸業についても就業者に占める40歳未満の割合は減少傾向にあるが、全産業に比べて低い水準にあり、割合の減少幅も大きくなっている。不動産業については、他産業に比べて40歳未満の占める割合が低い水準にあったが、更に低下している（図表71）。



　
図表71　40歳未満の産業別就業者の割合


[image: 図表71　40歳未満の産業別就業者の割合]










第2節　住まい方の変化



（１）結婚・子育てに関する動向



（未婚化・晩婚化の進展）

　未婚率は、1970年代後半から上昇し、2010年時点で、男性の25〜29歳では71.8％、30〜34歳で47.3％、35〜39歳で35.6％、女性の25〜29歳で60.3％、30〜34歳で34.5％、35〜39歳で23.1％となっている（図表72、73）。50歳時点で一度も結婚をしたことのない者の割合を示す生涯未婚率も上昇傾向にあり、特に1990年代以降に大きく上昇し、2010年時点で男性は20.1％、女性は10.6％となった。今後更に上昇するものと考えられ、2030年には男性でおよそ27.6％と3.6人に1人が、女性で18.8％とおよそ5.3人に1人が生涯未婚と見込まれている（図表74）。



　
図表72　年齢別未婚率の推移（男性）


[image: 図表72　年齢別未婚率の推移（男性）]



　
図表73　年齢別未婚率の推移（女性）


[image: 図表73　年齢別未婚率の推移（女性）]




　
図表74　生涯未婚率の推移


[image: 図表74　生涯未婚率の推移]





　また、未婚化とともに晩婚化も進展している。妻の平均初婚年齢は1970年代半ば以降上昇傾向にあり、1975年時点で24.7歳だったものが、2011年時点では29.0歳となった。このような晩婚化に伴い、平均出生時年齢も上昇しており、第一子出生時の母の平均年齢は1975年には25.7歳だったが2011年には30.1歳にまで上昇している（図表75）。



　
図表75　平均初婚年齢と母親の平均出生時年齢の推移


[image: 図表75　平均初婚年齢と母親の平均出生時年齢の推移]






（結婚に対する意欲は依然として高水準）

　このように未婚化・晩婚化が進展する一方で、若者の結婚に対する意欲自体は依然として高い水準にある。35歳未満の未婚者のうち、いずれは結婚したいと考える者の割合は、1982年以降、男性では85％以上の水準を、女性では90％前後の水準を保っている。2010年時点でも、男性で86.3％、女性で89.4％の者が「いずれ結婚するつもり」と答えており、結婚意欲自体が低下しているわけではないことが分かる（図表76）。



　
図表76　結婚への意欲（35歳未満男女・推移）


[image: 図表76　結婚への意欲（35歳未満男女・推移）]





　結婚に対する意欲自体は高い水準にあるにもかかわらず未婚化・晩婚化が進展している要因としては、経済的な制約が考えられる。未婚者にとってどのような要因が結婚の障害となっているかを見ると、男女とも未婚者の40％超の者が、結婚の障害となるものとして「結婚資金」の欠如を、男性で19％超、女性で15％超の者が「結婚のための住居」を挙げている（図表77）。



　
図表77　結婚の障害となるもの


[image: 図表77　結婚の障害となるもの]





　これらの要因自体は以前から結婚への障害となってきたものであるが、現在の若者については、雇用の不安定化やそれに伴う収入の減少等が起こる中で、より厳しい経済制約に直面していると考えられる。若者の雇用形態別の婚姻状況を見ると、男性については、2010年度時点で正規雇用者の既婚率が27.2％となる一方、非正規雇用者の既婚率は6.7％となっており、両者の差が20ポイント以上となっている。女性については、正規雇用者の既婚率が28.2％であるのに対し、非正規雇用者では25.8％となっており、雇用形態による既婚率の差は男性ほど大きくない。このことから、特に男性の非正規雇用者の増加が未婚化・晩婚化と関連していると考えられる（図表78）。



　
図表78　雇用形態別の婚姻・交際状況（20代・30代）


[image: 図表78　雇用形態別の婚姻・交際状況（20代・30代）]





　同様に、年収が婚姻状況に与える影響について見てみる。男性では、年収が600万円までの区分では年収が上がれば上がるほど既婚率が高くなる一方で、年収1,000万円以上の者については既婚率が低下しており、ある程度の所得以上の階層においては既婚率が低くなることが分かる（女性の年収600〜800万の者についても同様の現象が見られる）。これは、経済的に既に自立していることから、結婚による追加的な経済的メリットを感じにくいこと等が理由と考えられる（図表79）。



　
図表79　年収別の婚姻・交際状況（20代・30代）


[image: 図表79　年収別の婚姻・交際状況（20代・30代）]






（単身世帯、親と同居する若年未婚者の割合の増加）

　未婚化・晩婚化は世帯のあり方にも影響を与えている。未婚化・晩婚化に伴う若者の単身世帯の増加については、第1章で見たとおり、1985年に30代の単身世帯の割合は15.0％であったものが、2010年には32.2％にまで上昇し、その後も上昇を続け、2035年には35.3％になると見込まれている（図表12）。


　また、これまで結婚を機に親元を離れていた層が未婚化・晩婚化の進展とともに親元にとどまるようになったほか、これまで進学や就職に伴って親元を離れていた層の中でも、経済的な自立が困難という理由により親元に残る者が増えたことから、親と同居を続ける若者も増えている。若者の配偶関係及び親との同居状況を見ると、独身者で親と同居する者の割合は20代、30〜34歳、35〜39歳のいずれの年齢層でも増加傾向にあり、2010年においては、20代で53.1％と過半数の者が、30〜34歳で27.6％と3.6人に1人が、35〜39歳で20.1％と5人に1人が親と同居していることが分かる。中でも、35〜39歳の年齢層における親との同居率の上昇が著しく、1995年から2010年にかけて割合で見ると10.9％から20.1％へ、人数で見ると85万人から193万人へ増加している（図表80、81、82）。



　
図表80　20代の配偶関係・親との同居状況


[image: 図表80　20代の配偶関係・親との同居状況]




　
図表81　30〜34歳の配偶関係・親との同居状況


[image: 図表81　30〜34歳の配偶関係・親との同居状況]




　
図表82　35〜39歳の配偶関係・親との同居状況


[image: 図表82　35〜39歳の配偶関係・親との同居状況]





　また、親と同居する未婚者の割合を就業の状況別に見ると、男性では、正規社員で親と同居する者の割合は70％を下回る水準であるのに対し、パート・アルバイトを行う者では80％を超える水準となっている。女性でも同様の傾向が見られることから、雇用が不安定な者ほど親と同居する傾向にあることがわかる（図表83）。



　

図表83　就業の状況別に見た、親と同居する未婚者の割合（18〜34歳）


[image: 図表83　就業の状況別に見た、親と同居する未婚者の割合（18〜34歳）]






（合計特殊出生率、合計結婚出生率は減少傾向）

　合計特殊出生率は、戦後、1950年代から1960年代にかけて大きく減少し、1951年に3.26だったものが1960年には2.00まで落ち込んだ。1975年代以降は2.0を下回る水準で推移し、2005年には過去最低の水準となる1.26を記録した。近年は持ち直しの動きが見られ、2011年は1.39となっている。


　一方、夫婦の最終的な出生子ども数を意味する合計結婚出生率は、長期的に減少しており、1951年に3.61だったものが1995年には1.79となり、以降は2.0を下回る水準で推移しているが、合計特殊出生率と比較するとその減少幅は小さい。合計特殊出生率と同様に、近年は持ち直しており、2009年時点で1.86となっている（図表84）。



　
図表84　合計結婚出生率と合計特殊出生率の推移


[image: 図表84　合計結婚出生率と合計特殊出生率の推移]





　また、夫妻の結婚年齢別にみた平均出生子ども数を見ると、妻の結婚年齢が20〜24歳の夫婦（結婚持続期間15〜19年の場合。以下同じ。）では平均出生子ども数が2.08人であるのに対し、25〜29歳では1.92人、30〜34歳では1.50人となっており、結婚年齢が高くなると出生子ども数が減少する傾向が見られる（図表85）。



　
図表85　夫妻の結婚年齢別・結婚持続期間別に見た平均出生子ども数


[image: 図表85　夫妻の結婚年齢別・結婚持続期間別に見た平均出生子ども数]





　これらのことにより、我が国の少子化は、次の世代を生み出す若者人口自体が減少していることに加え、未婚化により子どもを持たない者が増えていること、晩婚化等により結婚した夫婦が持つ子供の数が減少していること等様々な要因によって引き起こされているということが分かる。











コラム　ライフサイクルの将来予想



　進学率の上昇、未婚化・晩婚化・晩産化の進展、定年の延長、平均寿命の伸長。これらは我々の社会全体の変化を示すものですが、これらの変化を形作っている我々ひとりひとりのライフサイクルに立ち返ったとき、我々の「典型的な」ライフサイクルというものはどのように変化してきているのでしょうか。ここでは、1950年生まれ、1980年生まれ、2000年生まれの世代を取り上げ、ライフサイクルの変化を見ることにします。


　1950年生まれの男性については、高校卒業後の18歳で就職、28歳で結婚、29歳で第一子を持ち、60歳で定年を迎えた後、老後の期間を15年過ごし、75歳で生涯を終えるというのが平均的なライフサイクルでした。しかし、1980年生まれ、2000年生まれと、近年生まれた世代になればなるほど、進学率の高まりによる就業年齢の高齢化、晩婚化、定年の延長による就業期間の長期化、平均寿命の伸長によるライフスパンの拡大により、ライフサイクルのそれぞれの節目に当たる年齢が後ろ倒しされることが見込まれます。また、結婚をするかしないか、子供を持つか持たないかの選択により、異なるライフスタイルを経験することになるため、圧倒的多数が経験するライフスタイルというものが存在せず、複数の形のライフスタイルが並立して存在することになります。


　まず、結婚をするかしないかでライフスタイルを大きく2つに分けることができます。1950年生まれの男性では結婚をするのが平均的なライフスタイルでしたが、1980年生まれ、2000年生まれの世代では、結婚をせず生涯未婚を選択する者も増えてきています。


　次に、結婚をする者の中でも、子どもを持つか持たないかで異なるライフスタイルを選択することになります。1950年生まれの男性では子どもを持つのが平均的なライフスタイルでしたが、1980年生まれ、2000年生まれの世代では、子どもを持たない者も増えてきています。女性についてもこれらと同様の傾向が見られます。



　
年代別の平均的なライフサイクルとその分化


[image: 年代別の平均的なライフサイクルとその分化]









（２）居住地の動向



（地方部から都市部への人口移動は継続しつつも規模は縮小傾向）

　戦後、我が国の都市は、ある時は地方圏からの人口を受け入れ、ある時は地方圏へ人口を送り出すことにより、その規模を伸縮させながら発展を遂げてきた。戦後、特に高度経済成長の過程では、産業構造の変化に伴い都市圏における所得水準が上昇したことから、より良好な雇用機会や賃金水準を求め、地方部から三大都市圏への人口集中が進むこととなった。その後、高度経済成長が終焉を迎える1970年代に入ると、都市圏と地方圏との所得格差が縮小したことから、地方からの転入圧力は弱まり、三大都市圏への転入超過数は減少した。1980年代からは、景気拡大を背景に東京圏への人口流入が再び増加し、バブル期の1987年には転入超過数が16万人を超えた。しかし、バブル崩壊による景気の後退に伴い東京圏への転入超過数は再び減少し、1990年代前半には転出超過に転じた。1990年代後半以降は再び東京圏への転入超過が拡大し、2007年にはバブル期に匹敵する転入超過数となった。その後、転入超過数は縮小しているものの、東京圏への人口流入自体は続いている（図表86）。



　
図表86　転入超過数の推移


[image: 図表86　転入超過数の推移]




　このような地域間移動が起こる主な要因としては、人々がより豊富な就業機会やより高い所得水準を求めて移動する経済的な要因、進学や就業、結婚、住宅購入等のライフサイクルに関する社会的な要因、また、これらの経済的・社会的要因による移動が最も活発な時期と考えられる若年期にある者がどのくらいのボリュームで存在するかという人口学的な要因があると考えられる。現在も人口流入が続く東京圏についても、若者の流出入の動向が全体の人口変化を大きく左右していると考えられることから、以下では東京圏における年齢階級別の人口変化の推移を見ることにする。


　東京都においては、高度経済成長期前半の1950年代後半から1960年代にかけて、10代後半から20代前半にかけての層が大量に流入した。その後も同年齢層の東京都への転入超過は続いているものの、その規模は縮小傾向にあり、特に10代後半の転入超過数の縮小が著しい。1955年から1960年にかけては約50万人を記録した10代後半の転入超過数は、2005年から2010年にかけては約8万人にまで減少している（図表87）注1。



　
図表87　年齢階級別人口増減の推移（東京都）


[image: 図表87　年齢階級別人口増減の推移（東京都）]






（地元進学志向の高まり）

　この東京都への若者の転入超過数の縮小の背景には、前述した経済的要因のほか、地方における地元志向の高まり等があると考えられる。進学を契機とした地域間移動の動向について見ると、出身高校所在地と同じ都道府県の大学に進学する者の割合が上昇しており、進学に伴い地方圏から東京圏に移動する者が減少していることが分かる（図表88、89）。



　
図表88　出身高校所在地と同じ都道府県の大学に進学する者の割合


[image: 図表88　出身高校所在地と同じ都道府県の大学に進学する者の割合]




　
図表89　東京圏内の大学に入学する圏外出身者の割合


[image: 図表89　東京圏内の大学に入学する圏外出身者の割合]






（東京都から近隣三県への転出の縮小）

　転入人口だけでなく、転出人口の動向にも変化が見られる。東京都からは、1960年代後半から1970年代にかけて20代後半から30代の層が多く流出しており、1970年代には、20代後半で30万人、30代前半で20万人を超える水準で転出超過が起こった。1980年代に入ると、転出超過自体は継続したものの、その規模は縮小し、1990年代後半には、20代後半で5.1万人、30代前半で3.6万人、30代後半で1.8万人の水準まで低下した。2000年代になると、20代後半から30代における転出超過は転入超過に転じ、「10代後半から20代前半にかけて東京都に流入し、20代後半から30代にかけて東京都から流出する」という戦後一貫して見られた若者人口の動きがここで転換することとなった（図表87）。


　この東京都からの人口流出の動きは、近隣三県（千葉県、埼玉県、神奈川県）への人口流入の動きと連動している。東京都からの20代後半・30代の転出が多く見られた1960年代後半から1970年代にかけては、近隣三県において20代後半から30代にかけての層の流入が見られることから、東京都から転出した人口の多くが近隣三県に転入していたことが推察される。このことは、「国勢調査」の移動調査の結果からも示され、特に1970年前後に東京都から近隣三県への人口流出が起こっていたことが分かる（図表90、91）。



　
図表90　年齢階級別人口増減の推移（近隣三県）


[image: 図表90　年齢階級別人口増減の推移（近隣三県）]




　
図表91　東京都から近隣三県への人口移動


[image: 図表91　東京都から近隣三県への人口移動]





　また、1960年代後半から1990年代にかけての20代後半・30代の東京都から近隣三県への転出の動きは、住宅取得の動向と関連している。戦後から1970年代始めにかけては、東京圏に大量に流入した人口の受け皿となる住宅の確保が喫緊の課題となり、東京都の多摩地域における多摩ニュータウンの開発（1966年に着工、1971年に入居を開始）等、郊外における宅地開発や住宅建設が急速に進められた。このような動きを反映し、東京圏における新設住宅着工戸数は高度経済成長期の末頃の1972年にピークを迎え、60万戸を超える水準となった（図表92）。このように、かつては、進学・就職に伴い10代後半から20代前半にかけて東京圏に流入してきた人口が20代後半から30代となり、東京都の郊外部や近隣三県に移り住宅を取得するという動きが見られた。



　
図表92　新設住宅着工戸数の推移（東京圏）


[image: 図表92　新設住宅着工戸数の推移（東京圏）]





　この動きとは対照的に、前述のとおり、東京都における2000年代以降の若者人口の動態は、20代後半から30代にかけても転入超過が見られることが特徴となっており、10代後半から20代前半にかけて東京都に流入した人口が20代後半から30代になっても都内にとどまっていることや、20代後半から30代にかけて新たに東京都に流入する人口が出てきていることが要因と考えられる。この背景には、土地価格の下落や、企業の土地放出の動きにより、大規模マンションが建築可能な土地取得が容易になったことから、特に東京都において住宅供給が高水準で推移することとなり、東京都に滞留する人口を支えたということがあったと考えられる（図表93）。



　
図表93　主な都市における住宅地の平均価格の推移


[image: 図表93　主な都市における住宅地の平均価格の推移]






（東京都に居住する人口割合の上昇）

　このように、近年は、10代後半から20代前半にかけての年齢層のみならず、20代後半から30代にかけての年齢層においても東京都への流入が続いていることから、若い世代では、年齢を追うごとに都内に居住する者の割合が高まっていると考えられる。東京都に居住する人口の割合の推移を世代別に見てみると、1966〜1970年生まれの世代以前では、東京都に居住する者の割合は20〜24歳でピークを迎えその後は減少傾向にあるのに対し、1976〜1980年生まれの世代では、年齢を重ねるにつれて東京都に居住する人口の割合が高まっている（図表94）。



　
図表94　世代別に見た東京都に居住する人口割合の推移


[image: 図表94　世代別に見た東京都に居住する人口割合の推移]






（居住地の分布から見る都心回帰の進展）

　このような東京都への人口集中、いわゆる「都心回帰」の動向は、東京圏内の若者人口の分布の変化からも読み取ることができる。

　ここでは、過去と現在の若者の、10代から20代にかけて、及び、20代から30代にかけての地域間移動の動向を比較するため、東京圏における過去と現在の若者人口の社会増減の動向を明らかにする。


　具体的には、1985年時点の10代（1966〜1975年生まれの者で、2012年時点で37〜46才の者）の人口分布と、1995年時点の20代の人口分布を比較することにより、この世代の10代から20代にかけての社会増減の動向をエリアごとに明らかにするとともに、2000年時点の10代（1981年〜1990年生まれの者で、2012年時点で22〜31才の者）の人口分布と2010年時点の20代の人口分布を比較することにより、この世代の10代から20代にかけて社会増減の動向をエリアごとに明らかにし、さらにこれらの2時点の社会増減の動向を比較することで、過去と現在の若者の10代から20代にかけての地域間移動の動向の違いを明らかにする。


　同様に、20代から30代にかけての地域間移動の動向については、1985年時点の20代（1956〜1965年生まれの者で、2012年時点で47〜56才の者）の人口分布と1995年時点の30代の人口分布の比較、及び、2000年時点の20代（1971年〜1980年生まれの者で、2012年時点で32〜41才の者）の人口分布と2010年時点の30代の人口分布の比較、さらにこれらの2時点の社会増減の動向の比較により明らかにする注2。




1)東京圏における人口移動

　東京圏においては、以前の若者世代よりも現在の若者世代の間でより鮮明に都心居住の動きが見られる。1985年に10代だった者が1995年に20代となった時は、人口増加は、東京都西部を中心に、埼玉県等東京都に隣接する県の広範囲で見られた。東京23区においては、文京区や新宿区等において増加が見られたものの、都心3区と呼ばれる千代田区、中央区、港区ではほとんど人口増加が見られなかった（図表95）。対照的に、2000年に10代だった者が2010年に20代となった時は、都心3区を含む東京23区における人口増加が大きく、東京都市部や近隣県においては人口増加が引き続き起こっている地域もあるものの、以前と比較して鉄道の沿線部に人口増加が集中するなど、人口増加が見られるエリアが縮小していることが分かる（図表96）。



　

図表95　東京圏における若者人口の社会増減（1985年10代→1995年20代）


[image: 図表95　東京圏における若者人口の社会増減（1985年10代→1995年20代）]



　

図表96　東京圏における若者人口の社会増減（2000年10代→2010年20代）


[image: 図表96　東京圏における若者人口の社会増減（2000年10代→2010年20代）]




　この都心部への人口集中の傾向は、10代から20代にかけての年齢層よりも20代から30代にかけての年齢層でより顕著に見られる。1985年に20代だった者が1995年に30代になったときには、江戸川区等一部の区を除き東京23区内ではほとんど人口増加が見られなかったのに対し、近隣三県においては広範囲で人口増加が見られた（図表97）。他方、2000年に20代だった者が2010年に30代となった時（いわゆる第2次ベビーブーム世代の「団塊ジュニア」世代がこれに含まれる）には、東京都内では江東区、港区、中央区等の湾岸部の区部における人口増加が目立っており、東京都の郊外部及び近隣三県における人口増加は以前よりも限られたエリアで起こっている（図表98）。



　

図表97　東京圏における若者人口の社会増減（1985年20代→1995年30代）


[image: 図表97　東京圏における若者人口の社会増減（1985年20代→1995年30代）]



　

図表98　東京圏における若者人口の社会増減（2000年20代→2010年30代）


[image: 図表98　東京圏における若者人口の社会増減（2000年20代→2010年30代）]



2)名古屋圏における人口移動

　東京圏だけではなく、他の都市圏や地方圏の都市部においても、まちの中心部に人口が集中する動きが見られる。名古屋圏においては、1985年に10代だった者が1995年に20代となった時は、名古屋駅の周辺においてはほとんど人口増加が見られなかったのに対し、2000年に10代だった者が2010年に20代となった時は、中区、中村区等の名古屋駅周辺のエリアに人口増加が集中して見られた（図表99、100）。



　

図表99　名古屋圏における若者人口の社会増減（1985年10代→1995年20代）


[image: 図表99　名古屋圏における若者人口の社会増減（1985年10代→1995年20代）]



　

図表100　名古屋圏における若者人口の社会増減（2000年10代→2010年20代）


[image: 図表100　名古屋圏における若者人口の社会増減（2000年10代→2010年20代）]




　20代から30代にかけての人口移動についても同様に中心部に人口が集中する動きが見られ、1985年に20代だった者が1995年に30代になったときには、名古屋市と周辺都市の市境付近に人口増加が目立ったのに対し、2000年に20代だった者が2010年に30代となった時には、名古屋市内のうち、中区、熱田区等、市の中心部において人口増加が見られるようになった（図表101、102）。



　

図表101　名古屋圏における若者人口の社会増減（1985年20代→1995年30代）


[image: 図表101　名古屋圏における若者人口の社会増減（1985年20代→1995年30代）]



　

図表102　名古屋圏における若者人口の社会増減（2000年20代→2010年30代）


[image: 図表102　名古屋圏における若者人口の社会増減（2000年20代→2010年30代）]



3)大阪圏における人口移動

　大阪圏においては、1985年に10代だった者が1995年に20代となった時は、都島区等の一部の区部において人口増加が見られたほか、大阪市の周辺市や兵庫県や奈良県等の周辺県の広範囲で人口増加が見られた（図表103）。一方、2000年に10代だった者が2010年に20代となった時は、中央区、西区、浪速区等、大阪市内の中心部の区部に人口増加が集中した（図表104）。



　

図表103　大阪圏における若者人口の社会増減（1985年10代→1995年20代）


[image: 図表103　大阪圏における若者人口の社会増減（1985年10代→1995年20代）]



　

図表104　大阪圏における若者人口の社会増減（2000年10代→2010年20代）


[image: 図表104　大阪圏における若者人口の社会増減（2000年10代→2010年20代）]




　20代から30代にかけての人口移動についても同様に中心部に人口が集中する動きが見られ、1985年に20代だった者が1995年に30代になったときには、都島区や鶴見区の一部を除き中心部における人口増加はほとんど見られなかったが、2000年に20代だった者が2010年に30代となった時には、大阪市内のうち、中央区、西区、福島区等において人口増加が顕著に見られた（図表105、106）。



　

図表105　大阪圏における若者人口の社会増減（1985年20代→1995年30代）


[image: 図表105　大阪圏における若者人口の社会増減（1985年20代→1995年30代）]



　

図表106　大阪圏における若者人口の社会増減（2000年20代→2010年30代）


[image: 図表106　大阪圏における若者人口の社会増減（2000年20代→2010年30代）]



4)札幌都市圏における人口移動

　次に、地方圏の都市における都心居住の動向を見てみる。札幌都市圏においては、1985年に10代だった者が1995年に20代となった時は、札幌駅周辺部を除き、JR線や地下鉄線沿線のエリアを中心に、東区、中央区、白石区、豊平区の広い範囲で人口増加が見られたが、2000年に10代だった者が2010年に20代となった時は、札幌駅を中心とした地下鉄線沿線に人口増加が集中していることが分かる（図表107、108）。



　

図表107　札幌都市圏における若者人口の社会増減（1985年10代→1995年20代）


[image: 図表107　札幌都市圏における若者人口の社会増減（1985年10代→1995年20代）]



　

図表108　札幌都市圏における若者人口の社会増減（2000年10代→2010年20代）


[image: 図表108　札幌都市圏における若者人口の社会増減（2000年10代→2010年20代）]




　20代から30代にかけての人口移動についても同様に中心部に人口が集中する動きが見られ、1985年に20代だった者が1995年に30代になったときには、札幌駅を中心とする地下鉄沿線部ではほとんど人口増加が見られなかったのに対し、2000年に20代だった者が2010年に30代となった時には、中央区の中でも特に札幌駅周辺における人口増加が顕著となっている（図表109、110）。



　

図表109　札幌都市圏における若者人口の社会増減（1985年20代→1995年30代）


[image: 図表109　札幌都市圏における若者人口の社会増減（1985年20代→1995年30代）]



　

図表110　札幌都市圏における若者人口の社会増減（2000年20代→2010年30代）


[image: 図表110　札幌都市圏における若者人口の社会増減（2000年20代→2010年30代）]



5)福岡都市圏における人口移動

　福岡都市圏においては、1985年に10代だった者が1995年に20代となった時は、西区、中央区、南区、博多区、東区等複数の区域にまたがり、鉄道沿線を中心に広範囲で人口増加が見られたが、2000年に10代だった者が2010年に20代となった時は、そのうち特に西鉄福岡（天神）駅や博多駅の周辺のエリアに人口増加が集中した（図表111、112）。



　

図表111　福岡都市圏における若者人口の社会増減（1985年10代→1995年20代）


[image: 図表111　福岡都市圏における若者人口の社会増減（1985年10代→1995年20代）]



　

図表112　福岡都市圏における若者人口の社会増減（2000年10代→2010年20代）


[image: 図表112　福岡都市圏における若者人口の社会増減（2000年10代→2010年20代）]




　1985年に20代だった者が1995年に30代になったときには、中央区や博多区においてはほとんど人口増加が見られなかったのに対し、2000年に20代だった者が2010年に30代となった時には、博多駅周辺等同地区の一部のエリアにおいて人口増加が見られるようになった（図表113、114）。



　

図表113　福岡都市圏における若者人口の社会増減（1985年20代→1995年30代）


[image: 図表113　福岡都市圏における若者人口の社会増減（1985年20代→1995年30代）]



　

図表114　福岡都市圏における若者人口の社会増減（2000年20代→2010年30代）


[image: 図表114　福岡都市圏における若者人口の社会増減（2000年20代→2010年30代）]





（駅に近いエリアに居住する傾向の高まり）

　各都市圏における人口分布の変化を見た際に、特に鉄道沿線における人口増加が顕著に見られたが、これは、通勤・通学等の日常的な移動の利便性を高めるため、駅近くに居住することを好む者が増えているためと推察される。このことを詳細に分析するため、各都市圏内において駅近くに居住する者の割合がどのように変化しているかを見る。具体的には、東京圏、名古屋圏、大阪圏のそれぞれの都市圏及び札幌市、福岡市において、2000年と2010年の2時点で、若者（10代、20代、30代）人口のうち、鉄道駅の中心から500m以内のエリアに居住する者の割合を算出した。


　その結果、東京圏において鉄道駅から500m以内のエリアに居住する者の割合は、2000年から2010年にかけて、10代で21.2％から22.4％、20代で25.8％から28.9％、30代で25.6％から28.0％に増加していることから、駅に近いエリアに居住する若者が増えてきていることが分かる。同様の傾向が名古屋圏、大阪圏、札幌市、福岡市について言え、特に福岡市の20代は、駅に近いエリアに居住する者の割合が2000年から2010年にかけて23.4％から31.6％と8.2ポイント増加している（図表115）。



　
図表115　鉄道駅から500m以内のエリアに居住する者の割合


[image: 図表115　鉄道駅から500m以内のエリアに居住する者の割合]







注1　このように、同じ生年の集団の2時点の人口を比較することにより、正確には、若者人口の社会増及び自然増を合計したものが人口の変化として表れることになるが、社会増減に比して自然減の影響は小さいと考えられることから、ここでは、人口の変化を社会増減による変化と見なし、転出入の動向として分析を行う（図表87、90）。


注2　図表87及び90に関する分析と同様に、同じ生年の集団について2時点の人口分布を比較することにより、正確には、若者人口の社会増減及び自然減を合計したものが人口の変化として表れることになるが、社会増減に比して自然減の影響は小さいと考えられることから、ここでは、人口の変化を社会増減による変化と見なし分析を行う（図表95〜114）。1985年から1995年にかけての人口分布の変化については日本測地系を、2000年から2010年にかけての人口分布の変化については世界測地系を用いて集計しているが、便宜上、ともに世界測地系に基づき作図をしている。











（３）住居に関する動向



（全国では持ち家率は減少、東京圏では持ち家率は持ち直しの傾向）

　全年齢平均の持ち家率は1983年から1993年にかけて微減したが、その後は2008年にかけて持ち直しの傾向が見られる。また、この間を通して6割程度の水準で推移している。年齢別に見ると、40代以下の持ち家率は1983年以降おおむね減少傾向にあり、特に30代の持ち家率については、1983年から2008年にかけて53.3％から39.0％になるなど減少幅が大きい（図表116）。



　
図表116　年齢階級別持ち家率の推移


[image: 図表116　年齢階級別持ち家率の推移]




　東京圏においては、30代の持ち家率は、1983年から1998年にかけて46.0％から31.3％に下落したが、その後持ち直しの傾向が見られ、2008年には36.8％まで上昇した。30才未満の持ち家率についても、1983年から1993年にかけて減少した後、持ち直しの動きが見られる（図表117）。



　
図表117　年齢階級別持ち家率の推移（東京圏）


[image: 図表117　年齢階級別持ち家率の推移（東京圏）]





　東京圏の中でも、特に持ち家率の持ち直しの傾向が顕著なのは東京都である。東京都と近隣三県の30代の持ち家率の推移を見ると、近隣三県では1998年から2008年にかけて4.4ポイント（37.8％から42.2％）上昇しているのに対し、東京都では7.0ポイント（21.8％から28.8％）上昇しており、東京都の方が上昇幅が大きいことがわかる（図表118、119）。



　
図表118　年齢階級別持ち家率の推移（東京都）


[image: 図表118　年齢階級別持ち家率の推移（東京都）]




　
図表119　年齢階級別持ち家率の推移（近隣三県）


[image: 図表119　年齢階級別持ち家率の推移（近隣三県）]





　東京圏における持ち家率の持ち直しの動向を裏付けるものとして、1990年代半ばから2000年代半ばにかけては、東京圏において持ち家の住宅供給が高水準で進んだことが見て取れる。持ち家（注文住宅、分譲住宅の合計）の新設着工戸数は1990年代半ばから2000年代半ばにかけて毎年25万戸前後で堅調に推移し、東京圏における人々の住宅取得意欲に応えたと考えられる。1990年代後半から2000年代後半にかけては、持ち家の中でも特に分譲住宅（マンション）の供給が増加し、持ち家の新設住宅着工戸数に占める分譲住宅の割合は4割を超える水準で推移した（図表120）。この結果、東京圏の新設住宅着工戸数に占める貸家の割合は1990年代前半には約6割近くあったが、2000年には約32％にまで落ち込んだ（図表121）。



　
図表120　持ち家の新設住宅着工戸数の推移


[image: 図表120　持ち家の新設住宅着工戸数の推移]




　
図表121　貸家の新設着工戸数の推移


[image: 図表121　貸家の新設着工戸数の推移]





　一方、全国については、東京圏と異なり、バブル崩壊後に約69万戸まで落ち込んだ住宅供給が1990年代半ば頃に一旦回復を見せたものの、その後2000年代はバブル崩壊後とほぼ同水準の70万戸前後で推移した。また、持ち家に占める分譲マンションの割合を見ても東京圏と比較して低い水準で推移している。


　また、東京圏において、1990年代半ばから2000年代半ばにかけて持ち家の住宅供給が高水準で推移する中で、従来と異なるタイプの住宅の供給が進んだことも分かる。部屋数別にマンションの販売戸数を見ると、東京圏においては、2000年代初め頃から、1部屋や2部屋といった部屋数の少ないマンションの販売割合が上昇傾向にある一方で、4部屋以上の割合は減少してきている（図表122）。これは、単身世帯や夫婦のみの世帯が増加することによる世帯人員の縮小を受けての動向と考えられる。実際に、東京圏においては、全国と比較して、全世帯に占める単身世帯や夫婦のみの世帯の割合が高く、世帯人員の縮小が特に進んでいる（図表123）。


　全国においては30代の持ち家率が減少する中で、東京圏においては持ち直しの傾向が見られた要因としては、住宅取得に関する人々の意識の変化や人口動態、東京圏における住宅購入環境の変化等、様々なことが考えられる。



　
図表122　タイプ別マンション販売戸数（東京圏）


[image: 図表122　タイプ別マンション販売戸数（東京圏）]




　
図表123　世帯構成の推移（世帯主が30代）


[image: 図表123　世帯構成の推移（世帯主が30代）]




1)住宅取得に関する人々の意識の変化

　国民意識調査において、実家以外の場所のうち、近い将来（5〜10年後）に住んでみたいところ及び老後に住んでみたいところについてそれぞれ尋ねたところ、20〜30代では東京圏を挙げる者の割合が高いという結果となった（図表124、図表125）。また、1994年及び2001年に実施された「国土の将来像に関する世論調査」の結果からは、理想の居住地として三大都市圏の主な都市（東京23区及び政令指定都市）を挙げる若者（20代・30代）の割合が上昇していることが示され、過去と現在の若者を比較した場合も都心居住意向が高まっていることが分かる（図表126）。このような若者の都心居住意向の高まりを受け、東京圏で持ち家を取得する者が増えた可能性がある。



　
図表124　近い将来の居住地の意向


[image: 図表124　近い将来の居住地の意向]




　
図表125　老後の居住地の意向


[image: 図表125　老後の居住地の意向]




　
図表126　若者の理想の居住地


[image: 図表126　若者の理想の居住地]




2)人口動態の影響

　また、人口動態として、持ち家の中心的な需要者である30代後半から40代前半にかけての年齢層の人口が増加したことにより、30代に占める持ち家需要者の割合が高まったことが、持ち家率の動向にも影響を与えたと考えられる。特に2008年前後は、人口ボリュームの大きい第2次ベビーブーム世代（1971〜1974年生まれで、2008年時点で34〜37歳の者）が30代後半の一部を構成するようになったことから、30代後半の人口が増加するとともに、30代に占める30代後半の者の割合も高まった。このことは、30代人口の中で、住宅取得年齢にあたる者の占める割合が高くなっていることを意味することから、これにより、統計上、30代の持ち家率が引き上げられている可能性がある。実際に、全国では35〜39歳人口は2000年の811.5万人から2010年の978.6万人へ21％増加しているのに対し、東京圏においては2000年の235.3万人から2010年の306.0万人へ30％増加しており、全国よりも高い割合で35〜39歳人口が増加している（図表127）。また、30代人口に占める35〜39歳人口の割合についても、全国では2000年の48.0％から2010年の54.0％へと6ポイント上昇しているのに対し、東京圏では2000年の46.3％から2010年の54.1％へと7.8ポイント上昇しており、上昇幅が大きい（図表128）。



　
図表127　年齢階級別人口の推移


[image: 図表127　年齢階級別人口の推移]




　
図表128　30代人口の内訳


[image: 図表128　30代人口の内訳]




3)住宅購入環境の変化

（ア）住宅価格

　東京圏における住宅価格の変化も、若者の持ち家率の持ち直しの動向に影響を与えたと考えられる。1980年代後半から1990年代初頭にかけては、全国的に地価の高騰に伴う住宅価格の上昇が見られたが、東京圏においては特にその傾向が顕著に見られ、1990年代半ば頃から住宅価格が下落した際も、下落幅が大きなものとなった。このように、東京圏においては、1980年代後半から1990年代初頭にかけての時期と2000年代を比較した場合、全国よりも相対的に大きく住宅価格が下落したことが人々の住宅取得を促したと考えられる（図表129）。



　
図表129　マンション価格の推移


[image: 図表129　マンション価格の推移]




（イ）住宅ローン金利

　東京圏における若者の住宅取得を促した要因として、住宅ローン金利の低下も考えられる。住宅ローン金利は、1990年のバブル期には8.5％を記録したが、1998年には2.5％にまで下がり、以降は2.5％前後を推移している（図表130）。



　
図表130　住宅ローン金利の推移


[image: 図表130　住宅ローン金利の推移]






（持ち家志向は依然として高水準）

　全国的に見て若者の持ち家率が減少する一方で、土地・建物の所有意思を見ると、土地・建物の両方を所有したいと考える者の割合は年々減少傾向にあるものの、依然として約8割という高い水準で推移している。一方で、借家（賃貸住宅）でも構わないと考える者の割合も徐々にではあるが増加してきている（図表131）。



　
図表131　土地・建物の所有意思（20代・30代）


[image: 図表131　土地・建物の所有意思（20代・30代）]






（民間賃貸住宅に居住する者の割合が増加）

　また、若者の住宅の所有別世帯数の推移を見ると、先に見たとおり持ち家率が減少する中で、借家に居住する世帯の割合が増えてきている。その中でも特に民間賃貸住宅の割合が高まってきており、1983年から2008年にかけて公社・公団・公営住宅や給与住宅に居住する世帯の割合はそれぞれ9.8％、8.3％から5.2％、6.8％に減少する一方で、民間賃貸住宅に居住する世帯の割合は39.7％から59.7％に高まっている（図表132）。公営住宅や都市再生機構賃貸住宅の入居者を年齢別に見た場合も、入居者に占める若者（40歳未満）の割合は年々減少している（図表133、134）。



　
図表132　若者（40歳未満）の住宅の所有関係の推移


[image: 図表132　若者（40歳未満）の住宅の所有関係の推移]




　
図表133　公営住宅の居住者の世帯主年齢


[image: 図表133　公営住宅の居住者の世帯主年齢]




　
図表134　都市再生機構賃貸住宅の居住者の世帯主年齢


[image: 図表134　都市再生機構賃貸住宅の居住者の世帯主年齢]






（住居費負担の増加）

1)持ち家取得に係る経済的負担

　30歳未満と30代の住宅（マンション）価格の年収倍率を見ると、バブル期には地価高騰等により住宅（マンション）価格が上昇し、1990年にはそれぞれ9.2倍、7.8倍となった。バブル崩壊以降1990年代終盤までは、住宅価格が下落する中で年収倍率の減少が続き、1998年においてはそれぞれ7.2倍、5.5倍となった。しかし、その後は、住宅価格が上昇する一方で若者の年収は減少傾向にあるため年収倍率は上昇を続けており、2011年には8.7倍、6.8倍となった（図表135）。



　
図表135　住宅（マンション）価格の年収倍率の推移


[image: 図表135　住宅（マンション）価格の年収倍率の推移]





　また、可処分所得に占める住宅ローン返済額の割合について見ると、同割合は全年齢で増加傾向にあるが、30代は全年齢より高い水準で推移している。このような持ち家取得に係る経済的負担の増加が、先に述べた若者の持ち家率の減少の一因と考えられる（図表136）。



　
図表136　住宅ローン返済額の対可処分所得比の推移


[image: 図表136　住宅ローン返済額の対可処分所得比の推移]




2)借家の住居費負担

　可処分所得に占める家賃の割合は増加傾向にあり、1989年から2009年にかけて、40歳未満の単身の男性で12.4％から19.9％に、40歳未満の単身の女性で19.0％から24.7％に、世帯主が40歳未満の二人以上の世帯では10.5％から14.9％に上昇するなど、特に単身世帯での住居費負担の高まりが見られる。また、男性よりも女性の方が可処分所得に占める家賃の割合が高くなっているが、これは、家賃については男性よりも女性の方が高い傾向にあることに加え、可処分所得については女性の方が男性よりも低い傾向にあることによる（図表137、138、139）。家賃について男性よりも女性の方が高くなっている要因の一つとして、女性の方が民間賃貸住宅に付いていて欲しいと思う設備や仕様の水準が高く、特に安全性に強いこだわりがある注1ということが考えられる。



　
図表137　家賃の対可処分所得比の推移


[image: 図表137　家賃の対可処分所得比の推移]




　
図表138　家賃の推移


[image: 図表138　家賃の推移]




　
図表139　可処分所得の推移


[image: 図表139　可処分所得の推移]






（持ち家と民間賃貸住宅で異なる質）

　ここでは、若者の多くが居住する民間賃貸住宅の質について持ち家との比較を行う。



1)持ち家と民間賃貸住宅の評価

　住宅に対する評価（全年齢）について見ると、持ち家の不満率（「多少不満がある」、「非常に不満がある」と回答した者の割合）は28％であるのに対し、民間賃貸住宅の不満率は42％と高い（図表140）。また、住宅に対する不満の内容について項目別に見ると、持ち家と民間賃貸住宅で比較して総じて民間賃貸住宅への不満率が高く、特に遮音性について不満率に差がある（図表141）。



　
図表140　住宅に対する不満率


[image: 図表140　住宅に対する不満率]




　
図表141　住宅の各要素に対する不満率


[image: 図表141　住宅の各要素に対する不満率]




2)若者の居住する住宅の居住面積

　若者（40歳未満）の単身世帯について見ると、6.7％が持ち家に居住しており、その居住面積の平均は、戸建て、共同建てでそれぞれ104.4m2、62.3m2と、単身者の一般型誘導居住面積水準（55m2）、都市居住型誘導居住面積水準（40m2）注2を上回っている。一方、約8割が居住している民間賃貸住宅の居住面積の平均は、35.1m2で単身者の都市居住型誘導居住面積水準（40m2）を下回っている（図表142）。



　
図表142　若者（40歳未満）の単身世帯の住宅ストックの状況


[image: 図表142　若者（40歳未満）の単身世帯の住宅ストックの状況]




　若者（世帯主が40歳未満）の二人以上世帯について見ると、43.7％が持ち家に居住しており、その居住面積の平均は、戸建て、共同建てでそれぞれ115.7m2、78.3m2と居住者が二人の場合の一般型誘導居住面積水準（75m2）、都市居住型誘導居住面積水準（55m2）を上回っている。若者の二人以上世帯の約4割が居住している民間賃貸住宅の居住面積の平均は、55.4m2で居住者が二人の場合の都市居住型誘導居住面積水準（55m2）を辛うじて上回っている（図表143）。しかし、若者の二人以上世帯数と50m2以上の住宅数とを比較すると、民間賃貸住宅に居住する二人以上世帯数が272万世帯である一方、50m2以上の民間賃貸住宅に居住する世帯数が181万世帯であることから、いわゆるファミリー向け民間賃貸住宅は91万戸不足していると考えることもできる注3（図表144）。



　

図表143　若者（世帯主が40歳未満）の二人以上世帯の住宅ストックの状況


[image: 図表143　若者（世帯主が40歳未満）の二人以上世帯の住宅ストックの状況]



　

図表144　民間賃貸住宅に居住する世帯主が40歳未満の世帯人員別世帯数と延床面積別戸数との比較


[image: 図表144　民間賃貸住宅に居住する世帯主が40歳未満の世帯人員別世帯数と延床面積別戸数との比較]




3)バリアフリー性能、省エネ性能

　共同住宅のバリアフリー化率について見ると、共同住宅における共用部分が道路から玄関までベビーカー等の通行が可能であるものの割合は、持ち家で41.2％、借家で8.9％となっている（図表145）。また、省エネルギー性能についてみると、二重サッシ又は複層ガラス窓のある住宅の割合は、持ち家で27.6％、民間賃貸住宅で12.0％となっている（図表146）。



　
図表145　共同住宅のバリアフリー化率


[image: 図表145　共同住宅のバリアフリー化率]




　
図表146　二重サッシ又は複層ガラス窓のある住宅ストックの割合


[image: 図表146　二重サッシ又は複層ガラス窓のある住宅ストックの割合]






（子育てをしやすい環境の整備）

　暮らしの豊かさを広げるためには住宅のみならず、住宅を取り巻く周辺環境の充実が必要である。子育てにおいて重要な要素を聞いたところ、「子どもの遊び場、公園」、「まわりの道路の歩行時の安全性」、「幼稚園・小学校などの利便」、「子育て支援サービスの状況」、「託児・保育所などの利便」と回答した者が36.9％おり、住宅の周辺の子育てをしやすい施設等の整備が求められている注4（図表147）。



　
図表147　子育てにおいて重要な要素


[image: 図表147　子育てにおいて重要な要素]







注1　東京圏（東京・神奈川・埼玉・千葉）在住の20代・30代の一人暮らしの賃貸住宅居住者を対象に「付いていて当たり前」、「付いていない部屋は借りない」と思う設備・仕様について聞いたところ、「2階以上」と答えた者の割合は女性で64.1％、男性で43.7％、「オートロック」と答えた者の割合は女性で18.4％、男性で13.6％となっている（「賃貸のお部屋「絶対に欲しい設備」・「なくてもいい設備」ランキング（2010年2月17日）」、著作者：SUUMO、発行者：リクルート住まいカンパニー）。


注2　誘導居住面積水準は、世帯人数に応じて、豊かな住生活の実現の前提として多様なライフスタイルに対応するために必要と考えられる住宅の面積に関する水準であり、都市の郊外及び都市部以外の一般地域における戸建住宅居住を想定した一般型誘導居住面積水準と、都市の中心及びその周辺における共同住宅居住を想定した都市居住型誘導居住面積水準からなる。詳細は参考資料参照。


注3　二人の場合の都市居住型誘導居住面積水準は55m2であるが、総務省「住宅・土地統計調査」では55m2以上という区分がないため、便宜上ファミリー向け賃貸住宅を50m2以上の住宅としている。


注4　保育所待機児童数については2007年の17,926人から増加傾向にあったが、2011年に4年ぶりに減少となり、2012年は前年に引き続き減少し、24,825人となった。待機児童の解消策の一つとして保育所の定員の増加を図っているところ、定員は2012年において224万人となり、2004年の203万人から一貫して増加している。











第3節　動き方の変化



（１）外出の動向



（外出率は横ばい）

　「全国都市交通特性調査注1」により、外出率（居住人口に対する外出した人数の割合）について、1987年から2010年までの年齢別の変化を追う。平日では、三大都市圏においても地方都市圏においても、40代以降の年齢層については高齢になればなるほど外出率が上昇する傾向にあるのに対し、若者世代についてはほぼ横ばいとなっている（図表148、149）。休日では、三大都市圏においては平日同様、高齢になればなるほど外出率が高まる傾向にあるが、若者世代については横ばいの状態である（図表150）。地方都市圏では、若者を含む全年齢層で1987年から1999年にかけて外出率が低下したが、1999年から2010年にかけて回復を見せている（図表151）。



　
図表148　三大都市圏の外出率（平日）


[image: 図表148　三大都市圏の外出率（平日）]



　
図表149　地方都市圏の外出率（平日）


[image: 図表149　地方都市圏の外出率（平日）]




　
図表150　三大都市圏の外出率（休日）


[image: 図表150　三大都市圏の外出率（休日）]




　
図表151　地方都市圏の外出率（休日）


[image: 図表151　地方都市圏の外出率（休日）]






（トリップ数は三大都市圏で減少、地方都市圏で横ばい）

　また、1人1日当たりのトリップ数（人がある目的をもってある地点からある地点へ移動した単位）を見てみる。平日の三大都市圏においては、1987年から2010年にかけて若者世代でトリップ数の減少が見られるが、外出率が変化していない一方でトリップ数が減少していることから、一度の外出で済ませる用件の数が減ったと考えられる。平日の地方都市圏においては、1999年から2010年にかけて、若者の外出率だけでなくトリップ数についても横ばいとなっている（図表152、153）。



　
図表152　三大都市圏の1人1日当たりトリップ数（平日）


[image: 図表152　三大都市圏の1人1日当たりトリップ数（平日）]




　
図表153　地方都市圏の1人1日当たりトリップ数（平日）


[image: 図表153　地方都市圏の1人1日当たりトリップ数（平日）]





　平日の三大都市圏における若者のトリップ数の変化を性別ごとに見ると、女性で通勤目的のトリップが増加している一方、私事目的のトリップ数が大きく減少していることから、女性の社会進出に伴い、外出の目的が私事から通勤にシフトするとともに、他の目的のトリップと一緒に行われていた私事目的のトリップが減少したものと推察される。男性では、1987年から1999年にかけて私事目的のトリップ数が大きく減少したが、1999年から2010年にかけては回復が見られる（図表154）。また、平日の地方都市圏における若者のトリップ数の変化についても同様に、女性の通勤目的のトリップが増加する一方私事目的のトリップが減少し、男性の私事目的のトリップ数は増えている。地方都市圏においては、男性の私事目的のトリップ数の増加が女性の私事目的のトリップ数の減少よりも大きいことから、男女計では私事目的のトリップ数は増加している。このように、平日では、女性の通勤目的のトリップ数の増加と私事目的のトリップ数の減少、男性の私事目的のトリップ数の回復が三大都市圏、地方都市圏に共通して見られる（図表155）。



　
図表154　三大都市圏の目的別トリップ数（平日）


[image: 図表154　三大都市圏の目的別トリップ数（平日）]




　
図表155　地方都市圏の目的別トリップ数（平日）


[image: 図表155　地方都市圏の目的別トリップ数（平日）]





　休日の三大都市圏における若者のトリップ数については、平日と同様、1987年から2010年にかけて減少が見られ、外出率が変化していない一方でトリップ数が減少していることから、一度の外出で済ませる用件の数が減ったと考えられる（図表156）。休日の地方都市圏における若者のトリップ数については、外出率と同様に、1987年から1999年にかけて減少したものの、1999年から2010年にかけては持ち直しを見せている（図表157）。



　
図表156　三大都市圏の1人1日当たりトリップ数（休日）


[image: 図表156　三大都市圏の1人1日当たりトリップ数（休日）]




　
図表157　地方都市圏の1人1日当たりトリップ数（休日）


[image: 図表157　地方都市圏の1人1日当たりトリップ数（休日）]





　休日の三大都市圏における若者のトリップ数の減少は、男女ともに私事目的のトリップ数が減少していることからもたらされており、反対に、休日の地方都市圏における若者のトリップ数の持ち直しは、男女ともに私事目的のトリップ数が増加していることによるものとなっており、三大都市圏と地方都市圏で若者の外出の動向が異なることが分かる（図表158、159）。



　
図表158　三大都市圏の目的別トリップ数（休日）


[image: 図表158　三大都市圏の目的別トリップ数（休日）]




　
図表159　地方都市圏の目的別トリップ数（休日）


[image: 図表159　地方都市圏の目的別トリップ数（休日）]





　このような外出率やトリップ数の変化と一体のものとして、外出時の移動範囲についても変化が起こっていると考えられる。先に見たように、三大都市圏においては外出率に変化がない一方でトリップ数が減少していることから一度の外出で済ませる用件の数が減ったと考えられるが、これに伴い移動の範囲も縮小している可能性がある。


　これに関連し、休日の外出先について尋ねると、20代・30代では、住んでいる地域の中心市街地や移動時間が片道1時間未満の近隣の都市といった比較的近距離のエリアに外出する者の割合が高いのに対し、他の年齢層では、郊外の大型商業施設や移動時間が片道1時間以上の場所等の中・長距離のエリアに外出する者の割合が高くなっている。この傾向は三大都市圏よりも地方圏においてより顕著に見られる（図表160）。



　
図表160　地域別・年齢階級別に見た休日の外出先


[image: 図表160　地域別・年齢階級別に見た休日の外出先]






（三大都市圏では自動車から鉄道へシフト）

　三大都市圏における代表交通手段分担率を1987年、1999年、2010年の3時点で比較すると、全年齢平均では、1987年から1999年にかけては男女ともに自動車の分担率が上昇したものの、1999年から2010年にかけては、男性の自動車の分担率は低下、女性の自動車の分担率は上昇と、男女で異なる動きを見せている。また、20〜39歳については、男性では1987年から2010年にかけて一貫して自動車の分担率が低下しているのに対し、女性では1987年から1999年にかけては自動車の分担率は上昇しており、また、1999年から2010年にかけては自動車の分担率は減少しているものの男性ほど減少ポイントが大きくないなど、ここでも男女で異なる傾向が見られる。また、自動車からの転換や鉄道の利便性の向上等を背景として鉄道の利用が進んでいると考えられ、全年齢平均でも若者でも、男女ともに鉄道の分担率が上昇している（図表161）。



　
図表161　代表交通手段分担率（三大都市圏：平日）


[image: 図表161　代表交通手段分担率（三大都市圏：平日）]





　地方都市圏においては、全年齢でも若者でも三大都市圏よりも自動車の分担率が高くなっている。自動車利用については地方圏においても男女で異なる動きが見られ、男性では自動車の分担率が全年齢で微増、若者で減少傾向にあるのに対し、女性では全年齢・若者ともに分担率が上昇している。鉄道やバスなどの公共交通機関の分担率については、全年齢と若者のそれぞれについて男女別に見ても大きな変化は見られず、自動車の分担率の変化は、「二輪車」や「徒歩・その他」の分担率の変化により相殺されている（図表162）。



　
図表162　代表交通手段分担率（地方都市圏：平日）


[image: 図表162　代表交通手段分担率（地方都市圏：平日）]







注1　本調査における三大都市圏とは「東京圏、名古屋圏、大阪圏」を指し、地方都市圏とは「三大都市圏以外の都市」を指す。










（２）自動車利用の動向



（免許保有率は依然として高水準）

　若者の運転免許の保有率は、他の年齢層の免許保有率が上昇しているとは対照的に、微減の傾向にある。この傾向は特に東京都において顕著であり、20代では1991年に74.2％であった免許保有率が2011年には63.5％まで減少している。ただし、2011年時点でも、全国においては20代の8割以上、30代においては9割以上の者が免許を保有していることから、若者の免許保有率は依然として高い水準にあると言える。また、10代及び20代で免許保有率の低下が見られることについても、他の年齢層の免許保有率が上昇基調で推移していることから、現在の若者についても取得年齢の後ろ倒しが起こっている可能性もあり、免許取得意向が弱まっていると一概に言うことはできない（図表163、164）。



　
図表163　年齢階級別運転免許保有率の推移（全国）


[image: 図表163　年齢階級別運転免許保有率の推移（全国）]



　
図表164　年齢階級別運転免許保有率の推移（東京都）


[image: 図表164　年齢階級別運転免許保有率の推移（東京都）]






（自動車保有率は属性により異なる動向）

　自動車保有率を世帯形態別に見ると、単身世帯では1999年から2009年の10年間に30歳未満では55.3％から46.5％へ8.8ポイント、30代では63.2％から57.5％へ5.7ポイント減少しているのに対し、二人以上の一般世帯では、30歳未満で87.5％から81.5％まで6.0ポイント、30代では91.3％から89.4％へと1.9ポイントしか減少しておらず、単身世帯における減少が相対的に大きいことが分かる（図表165）。これは、二人以上の世帯、特に夫婦と子どもから成る世帯等においては、同一目的地に複数人で移動する機会が多く、コストや利便性の観点から公共交通機関よりも自家用車を選択することが多いためと推測される。



　
図表165　世帯形態別自動車保有率


[image: 図表165　世帯形態別自動車保有率]





　また、「全国都市交通特性調査」により女性の子供の有無別の交通分担率を見てみると、子供がいる就業者の平日の交通分担率は、子供のいない就業者の平日の分担率よりも、三大都市圏においても地方都市圏においても自動車の分担率が高くなっていることが分かる。なお、非就業者についても同様の傾向が見られる（図表166）。



　
図表166　女性の子供の有無別の交通分担率


[image: 図表166　女性の子供の有無別の交通分担率]





　また、若者（30歳未満）の自動車普及率を男女別に見ると、1999年から2009年の間に男性では63.1％から49.6％へと13.5ポイント減少しているのに対し、女性では42.7％から43.6％へと0.9ポイント増加している（図表167）。女性は、就業率の高まり等を受け、自動車で外出する機会や外出する範囲が拡大したことから、このように男女で異なる傾向となっていると考えられる。



　

図表167　30歳未満の単身勤労世帯の自動車普及率の推移（男女別）


[image: 図表167　30歳未満の単身勤労世帯の自動車普及率の推移（男女別）]





　東京都の免許保有率が全国と比べて大きな幅で減少していることについては先に述べたが、自動車の保有率については、東京圏内においても、都心部に居住する者か郊外部に居住する者かで動向は異なる。概して都市部では、電車やバス等の公共交通機関が充実していることから自家用車に拠らずとも移動ができることや、自動車を保有した場合に駐車場の確保が難しい等の理由により自動車保有率が低くなると考えられるが、東京圏についても、都心から離れた地域になればなるほど自動車保有率が高くなる傾向にあることが分かる（図表168）。また、東京圏の地域別の自動車保有率の経年変化を見ても、1998年から2008年の間に都心近くでは自動車保有率が低下したが、郊外部では保有率が増加している（図表169）。



　

図表168　若者（世帯主が20代・30代）の自動車保有率（2008年）


[image: 図表168　若者（世帯主が20代・30代）の自動車保有率（2008年）]



　

図表169　若者（世帯主が20代・30代）の自動車保有率の変化（1998年→2008年）


[image: 図表169　若者（世帯主が20代・30代）の自動車保有率の変化（1998年→2008年）]





（若者の「車離れ」）

　以上のように、若者の免許保有率と車の保有率はそれぞれ減少傾向にあるが、若者の免許取得率は車の保有率ほどは減少していないことから、車の「保有」意欲と車の「利用」意欲を別々に扱うことが適切と考えられる。すなわち、日常的な移動目的で車を保有する必要性が低下していることや経済的な理由により車の保有意欲が減退する一方、免許を保有することは将来的に車を運転する機会に備えてのことであることを踏まえると、レンタカーを利用して旅行に出かけるなど、単発的な機会に自動車を利用しようとする意欲は継続しているものと考えられる。


　また、若者の自動車保有意欲についても、「いずれは保有したい」という意向自体はあるものの、現在は経済的な理由等により自動車を保有することが難しく、購入を後ろ倒しにしていることから、若者の自動車保有率が落ち込んでいると見ることもできる。現在自動車を保有しない者の中で、「いずれ購入したいと思っているが、今は費用や保管場所などが確保できない」という者の割合が20代・30代で高くなっていることや、自動車保有率について、単身世帯では40代以降の年齢層において、二人以上の世帯については60代以降の年齢層において保有率が上昇する傾向にあることから、現在の若者についても、より高齢になったときに自動車を取得する可能性もある（図表170）。



　
図表170　車を保有しない理由


[image: 図表170　車を保有しない理由]





　自動車を保有せず、必要な時に利用する方法として、これまではレンタカーの利用が見られたが、近年はカーシェアリングの利用も進んでおり、レンタカー型カーシェアリングの事業者数、車両数、貸渡拠点数は年々大きく増加している（図表171）。タイムズ２４株式会社のアンケート調査によると、将来的な車の保有意向については、「元々、購入しようと思っていた」者が32.7％となっており、自家用車を購入するまでの代替手段としてカーシェアリングを利用している者も多いことが分かる。また、カーシェアリング利用前後の購入意欲の変化を見ると、カーシェアリング利用後に「購入意欲あり」と答える者の割合が若者ほど高くなっており、車に触れる機会が増大することにより、今後、車の保有意欲が高まることも考えられる（図表172）。また、このようなカーシェアリングの普及に見られるように、自らの専有物であるかどうかにこだわらず、利用したい時や必要な時に利用ができれば良いと考える志向は、車の保有形態の変化にも現れている。自家用自動車の保有形態は、個人専用から家族との共有にシフトしてきており、1999年には81.4％だった個人専用車の割合が、2010年には66.8％まで減少している（図表173）。



　

図表171　レンタカー型カーシェアリングの事業者数、車両数、貸出拠点数


[image: 図表171　レンタカー型カーシェアリングの事業者数、車両数、貸出拠点数]




　
図表172　カーシェアリング利用者の車の購入の意思


[image: 図表172　カーシェアリング利用者の車の購入の意思]




　
図表173　自動車の所有形態の変化


[image: 図表173　自動車の所有形態の変化]










（３）自転車利用の動向



（自転車利用の増加）

　通勤・通学に普段自転車を利用する者の割合を見ると、1999年には20代で15.5％、30代で10.7％だったが、2009年には20代で15.9％、30代で12.9％と、それぞれの年齢層で自転車利用者の割合が上昇している（図表174）。全年齢の平均では1999年から2009年にかけて自転車利用者の割合が減少していることから、若者の自転車利用が特に進んでいると言える。



　
図表174　通勤・通学に自転車を利用する者の割合


[image: 図表174　通勤・通学に自転車を利用する者の割合]




　このような動きを背景として、都心部においては、通勤などの自転車利用者に向けたサービスとして、自転車保管用ラック、ロッカー、シャワールームなどを完備したサイクルステーションの設置が進んでいる。


　また、地域においても、地域内の新しい交通手段として、「コミュニティサイクル」を設置する動きも見られる。コミュニティサイクルは、鉄道駅に隣接されたサイクルポートを拠点とし目的地までの往復移動を基本とするレンタサイクルと異なり、地域内に複数のポートを設置することにより面的な移動を可能とすることから、生活交通の利便性を向上するなど、まちづくりの課題を解決するものとして期待されている。


　また、観光産業においても、新たな自転車利用の需要を掘り起こし、産業の活性化につなげようとする動きが見られる。具体的には、自転車を取り入れた新たな形のツアーとして、「サイクリングバスツアー」等と称し、参加者が自分の自転車を持ち込み、バスや電車に積み込んで目的地まで行き、目的地でサイクリングを楽しむツアーが催されている。











コラム　サイクルシェアを通じたまちづくり　〜札幌みんなのサイクル　ポロクル〜



　札幌市都心部では、新しい公共交通として、自転車を共同利用する「ポロクル」の利用が進んでいます。ポロクルは、あらかじめ専用のサイト等で登録をした利用者が、「サイクルポート」と呼ばれる無人の貸出拠点でICカードや携帯電話により利用者認証を行うことにより、自転車を自由に借りたり返したりすることができるサービスです。



　
サイクルポートの設置状況


[image: サイクルポートの設置状況]



　
ポートの様子


[image: ポートの様子]



　
貸出の様子


[image: 貸出の様子]




　現在、ポロクルは、札幌都心部で東西約5km、南北約3kmのエリアに45カ所のサイクルポート、約270台の自転車を展開しており、利用者の登録件数は6,500件を超えました（2012年度営業終了時点）。2012年に実施された利用者に対するアンケート調査によると、ポロクルにより行動範囲が拡大したと答えた若者の割合は75％となるなど、ポロクルの利用により札幌都心部における若者の行動が活発化していることが分かります。


　ポロクル導入の背景には、歩道上の放置自転車や自転車利用者のマナーの悪さにより、札幌都心部の魅力が低下しているという問題がありました。このような問題を解決する試みとして、2008年、産学研究グループによるサイクルシェアリングサービスの開発が始まり、2011年には（株）ドーコンモビリティデザインによる本格的な実用化が始まりました。


　全国で自転車の共同利用を推進する動きが見られる中で、ポロクルの特徴となっているのは、若者が運営主体として積極的に参画しているという点と、札幌大通まちづくり株式会社等のまちづくりに携わる様々な主体と連携を図っているという点です。


　ポロクルの運営は、20歳前後の若者たちを中心としたNPO法人ezorockが担っており、自転車やポートの点検、ポート間の自転車の台数調整など日常的な管理運営業務を行うほか、自転車利用時のルール遵守やマナー向上を目指し、市民向けのPR活動などを行っています。また、札幌大通まちづくり株式会社は、商店街等が主体となって策定した「都心部自転車対策アクションプラン」に基づく取組みを進めていますが、ポロクルはこの中で、個人所有の自転車からの代替手段として、また、マナー啓発活動の拠点として位置づけられています。


　このように、ポロクルは、単に移動手段としての役割を果たすだけでなく、若者やまちづくりに携わる人々の意欲を取り込むことにより、にぎわいの創造、良好な都市景観の形成や歩行空間の安全性・快適性の確保、環境に優しい交通体系の実現等、様々な観点からまちづくりに貢献しています。



　
自転車ルール遵守に向けた街頭啓発の様子


[image: 自転車ルール遵守に向けた街頭啓発の様子]









（４）都道府県を越える移動の動向



　都道府県を越える移動については、所要時間や料金等が異なる様々な交通手段がある中で、若者はどのような交通手段を選択しているのだろうか。都道府県を越える休日の移動（乗用車による移動及び仕事目的の移動を除く）について、年齢別の代表利用公共交通機関を見ると、20代は他の世代に比べて航空を利用する割合が低い一方、幹線バスを利用する割合が高くなっている。2005年時点の20代と2010年時点の20代を比較すると、航空を利用する者の割合が他の年齢層よりも大きなポイントで減少しており、その分、幹線バスを利用する者の割合が高まっている（図表175、176）。



　

図表175　代表交通機関分担率（2005年・休日）（乗用車等及び仕事目的を除く）


[image: 図表175　代表交通機関分担率（2005年・休日）（乗用車等及び仕事目的を除く）]



　

図表176　代表交通機関分担率（2010年・休日）（乗用車等及び仕事目的を除く）


[image: 図表176　代表交通機関分担率（2010年・休日）（乗用車等及び仕事目的を除く）]





　具体的に、鉄道とバスの競合するエリアを取り上げ、年齢別の交通分担率を見てみると、若者では費用の安さ等により、幹線バスを選択する者が多い。例えば、宮城〜秋田間の移動については、19歳以下では82％が、20代、30代でもそれぞれ68％、57％が幹線バスを利用するなど、若い年齢階級の者ほど幹線バスを利用する者の割合が高くなっている（図表177）。



　

図表177　宮城〜秋田間の移動における交通分担率、交通機関別サービス水準


[image: 図表177　宮城〜秋田間の移動における交通分担率、交通機関別サービス水準]





　また、我が国では、2011年度にピーチアビエーション（株）が、2012年7月にジェットスター・ジャパン（株）が、同年8月にはエアアジア・ジャパン（株）がそれぞれ就航を開始するなど、LCC（Low
Cost
Carrier：格安航空会社）の参入が相次いでおり、今後、新たな航空需要の創出も期待されることから、若者の交通分担率にも変化が現れると予想される。











（５）移動需要の変化



　先に見たように、三大都市圏においては、自動車の利用が減少する一方で鉄道の利用が進んでおり、車による移動が公共交通機関による移動に代替されている様子がうかがえる。車を保有していない者について車を持たない理由を尋ねると、過半数の者が、公共交通機関で十分移動できると答えており、また、4割を超える者が、自転車、バイク、徒歩等の公共交通機関以外の交通手段によって十分移動できると答えている（図表170）ことから、公共交通の利便性が高まったことや、様々なモノ・サービスへのアクセシビリティの高いまちの中心部に居住する者が増えたこと等により、車に依存しない生活を送る者が増えていると推察される。


　車での移動を代替するものは、他の交通手段に限らない。「移動」というものは、ドライブ等交通機関での移動そのものを目的とする場合もあるが、そのほとんどは、通勤・通学や買い物等の目的を果たすために派生的に発生するものと言える。これまでは、人々が、目的のモノやサービスを得られる場所に移動することによって目的を達成することが多かったが、近年は、情報通信技術や物流網の発達等により、人が移動せずとも得られるようになったモノやサービスもある。例えば買い物については、店舗に出かけ、店員に相談をしながら商品を比較し購入するという従来の方法に加え、インターネットで商品を検索し、口コミを見ながら商品を比較し、購入したものを自宅に届けてもらうという方法が急速に普及している。実際に、年齢別に買い物先を見てみると、他の年齢層と比べ、30歳未満や30代では一般小売店やスーパーにおける買い物の割合が低く、インターネットによる通信販売による買い物の割合が高くなっている（図表178、179）。



　
図表178　年齢階級別に見た買い物先


[image: 図表178　年齢階級別に見た買い物先]



　
図表179　年齢階級別インターネット販売の利用状況


[image: 図表179　年齢階級別インターネット販売の利用状況]





　このような移動をめぐる変化は、都市部・地方部のそれぞれにおいて人々の暮らし方を大きく変えるものと考えられる。モノ・サービスには、例えば、病院で精密な検診を受けたり、観光名所をめぐったりといったように移動させられないものがあることや、移動自体を楽しみたいという需要も引き続き存在すると考えられることから、今後も、モノ・サービスの性質により、人をモノ・サービスに近づける機能とモノ・サービスを人に近づける機能の両方を保ちつつ、移動自体に対する人々の需要も踏まえながら、望ましい交通のあり方が検討されることが重要である。











（６）旅行の動向



　「社会生活基本調査」により、宿泊を伴う国内外への旅行や半日以上かけた日帰り旅行（行楽）をした者の割合の推移を見ると、50代以上の年齢層においては1986年から2001年にかけて当該割合は上昇したが、2001年から2011年にかけてはそれ以上に減少したため、2011年は1986年よりも低い水準となった。一方、15〜19歳、20代及び30代の若者については、1986年から2011年にかけて当該割合の減少が続いており、他の年齢層よりも大きな減少幅となっている（図表180）。



　
図表180　宿泊旅行・行楽（日帰り）をした人の割合


[image: 図表180　宿泊旅行・行楽（日帰り）をした人の割合]





（国内宿泊観光旅行、行楽の減少）

　20代の若者が1年以内に国内旅行（宿泊観光旅行及び行楽）に行った回数を見ると、宿泊観光旅行や行楽に行かなかった者（0回と回答した者）の割合はそれぞれ増加傾向にある。行楽については、1991年から2011年にかけて、0回と回答した者の割合は24.0％から37.9％に上昇（＋13.9ポイント）したのに対し、宿泊観光旅行については32.7％から49.9％に上昇（＋17.2ポイント）しており、若者の中で特に宿泊観光旅行に行かなくなった者が多いことが分かる。


　1回以上旅行に行った者について旅行回数別に動向を見ると、国内宿泊観光旅行では1〜2回の者の割合が最も高く、3〜4回の者、5回以上の者と、旅行回数が増えるにつれて割合が減少するのに対し、行楽では5回以上の者の割合が最も高くなっていることから、時間や金銭的な負担の軽さから、若者にとっては行楽がより身近な旅行形態となっていると推察される（図表181、182）。



　
図表181　国内宿泊観光旅行の回数別行動者率の推移


[image: 図表181　国内宿泊観光旅行の回数別行動者率の推移]




　
図表182　行楽の回数別行動者率の推移


[image: 図表182　行楽の回数別行動者率の推移]





　若者が国内宿泊観光旅行に行かなくなっている傾向は、国内宿泊観光旅行の平均回数の減少からも見て取れる。全年齢平均では1994年から2010年にかけて1.43回から0.93回に減少しているのに対し、20代は1.86回から0.89回と大幅に減少している（図表183）。



　
図表183　国内宿泊観光旅行の年間平均回数


[image: 図表183　国内宿泊観光旅行の年間平均回数]





　このように若者の国内宿泊観光旅行回数が1990年代半ばから2000年代に急激に減少した背景としては、1990年半ば頃に活発になったスポーツを目的とする旅行、特にスキー旅行が、その後落ち込んだ影響等があると考えられる。




（旅行動向を左右する要因）

　国内旅行が減少した要因としては、1990年前後から現在にかけての経済状況の変化や旅行の同行者の変化等があったと考えられる。




1)経済状況の変化

　1980年代後半から1990年代初頭にかけては、バブル期の好景気が若者の旅行を促していた側面があると考えられる。国内宿泊観光旅行1回当たりの国内宿泊観光旅行の平均費用額を見ると、平均費用額が最も高かったのはバブル期であり、20代の1回当たりの旅行の平均費用額は1986年には約4.5万円であったが、バブル崩壊後の1998年には約3.3万円にまで落ち込んだ。


　その後、2004年、2010年には、それぞれ約3.4万円、3.5万円となるなど、旅行の平均費用額の回復が見られるが、国内宿泊観光旅行の平均回数がバブル崩壊後継続して減少していることと合わせて考えると、バブル期と比較し、総額としては引き続き旅行費用を抑えようとする動きがあることが分かる（図表184）。



　
図表184　国内宿泊観光旅行1回あたりの平均費用


[image: 図表184　国内宿泊観光旅行1回あたりの平均費用]




2)同行者の変化

　国内旅行に行きたいと思ったきっかけについて尋ねると、「気分転換をしたい」、「魅力的な旅先を見つけた」といった能動的な理由よりも、「友人・知人に誘われた」等、受動的な理由を挙げる者が多いことが分かる。特に女性については、「友人・知人に誘われた」のほか、「家族に誘われた」、「恋人に誘われた」という理由を挙げる者も男性と比べて多い（図表185）。また、国内旅行に行かない理由について尋ねた場合も、特に一年内非旅行者（一年内に旅行をしていない者）では、「一緒に行く人がいない」、「誘われない」等の理由を挙げる者が全体より多い結果となった（図表186）。



　
図表185　国内旅行に行きたいと思ったきっかけ


[image: 図表185　国内旅行に行きたいと思ったきっかけ]




　
図表186　国内旅行に行かない理由


[image: 図表186　国内旅行に行かない理由]





　このように、旅行に出かけるきっかけとして、誰かに誘われるかどうかが大きな意味を持つと考えると、バブル期のように若者の旅行が全般的に盛んな時期には、能動的に旅行に出かける者に加え、「誰かに誘われたから参加する」といった理由から受動的に旅行に参加する者が生まれることから、潜在的な（能動的な）旅行需要よりも多くの人々が実際に旅行行動を取ることになると考えられる。一方で、現在のように若者が全体としてあまり旅行に出かけない状況では、能動的に旅行に出かけようとする者の中で、「誰かと一緒に旅行に行きたいが、一緒に行ってくれる人がいないので行かない」という決断をする者が出てくることから、実際に旅行に出かける者が、潜在的な旅行需要よりも少なくなってしまう可能性もある。


　宿泊観光旅行及び行楽に出かける際の同行者について、同行者別の割合を見ると、「学校・職場の人」及び「友人・知人など」の割合が減少傾向にあるが、特に「学校・職場の人」の割合が大きく減少している。1991年から2011年にかけ、宿泊観光旅行については39.8％から19.3％に、行楽については28.5％から20.7％に減少している（図表187、188）。国内旅行に出かけるきっかけとして、誰かに誘われることが大きな要因となっていることを踏まえると、職場や大学のサークルの仲間との旅行等、誰かに誘われて参加する旅行が減少したことが若者の国内旅行回数が減少する一因になったと考えられる。



　
図表187　宿泊観光旅行をした者の同行者割合（20代）


[image: 図表187　宿泊観光旅行をした者の同行者割合（20代）]




　
図表188　行楽（日帰り）をした者の同行者割合（20代）


[image: 図表188　行楽（日帰り）をした者の同行者割合（20代）]





　一方で、近年、宿泊観光旅行及び行楽ともに1人で行く者の割合は増えており、旅行に強い関心がある者は、同行者がいなくとも1人で旅行に出かけるようになっている様子が見られる。この割合は、特に行楽について高くなっているが、これは行楽の方が同行者がいなくも行きやすいという性格があるためと考えられる。若者の国内旅行の動向について、宿泊観光旅行と比べ行楽の方が旅行回数の減少の幅が小さいということを先に述べたが、行楽については、旅行の同行者のうち、「学校・職場の人」の割合の減少幅が小さいことや、「1人」の割合が高いことから旅行回数の減少幅が小さくなっているものと考えられる。




（海外旅行の動向の二極化）

　海外旅行の動向について、出国率を見てみると、他の年齢層と比較して20代後半及び30代前半の出国率は高い水準にあるが、1996年と2011年の出国率を比較すると、10代後半と30代後半以降の年齢層においては出国率が上昇しているのに対し、20代及び30代前半の出国率は減少しており、特に20代後半の減少幅が5.5％と最も大きくなっている（図表189）。



　
図表189　出国率の推移


[image: 図表189　出国率の推移]





　男女別・年齢別に出国率の推移を見ると、男女で異なる傾向があることが分かる。男性については、15〜19歳の年齢層の出国率が最も低い水準で推移しており、20〜24歳、25〜29歳、30〜34歳、35〜39歳と年齢層が上がるにつれて出国率が高い水準で推移しているのに対し、女性では、15〜19歳の年齢層の出国率が最も低い水準で推移している点は男性と共通しているものの、20〜24歳の年齢層で出国率が上昇し、更に25〜29歳の年齢層は最も出国率が高い年齢層となっている。30〜34歳、35〜39歳の出国率は20代よりは低い水準となるものの、全年齢平均よりは高い水準であることから、女性については、20〜30代の時期に海外に渡航する者が多いと言える。


　長期的な推移を見ると、男性については、1990年代初頭から1990年代半ばにかけて各年齢層で出国率が上昇したが、15〜19歳を除く年齢層ではその後出国率の低下が続いており、この数年は回復傾向にあるものの、1990年代半ばと比べ未だ低い水準にある。女性については、男性と同様に1990年代初頭から1990年代半ばにかけて各年齢層で出国率が上昇したが、20〜24歳及び25〜29歳でその後出国率が著しく減少しており、この数年は回復傾向にあるものの、1990年代半ばと比べ未だ低い水準にある。その他の年齢層については、2003年や2008年に一時的な減少は見られたものの、出国率はおおむね上昇傾向で推移している（図表190）。



　
図表190　男女別・年齢別出国率の推移


[image: 図表190　男女別・年齢別出国率の推移]





　20代の海外観光旅行の動向を旅行回数別に見てみると、国内旅行と同様に、海外観光旅行に行かなかった者（0回と回答した者）の割合が増えている一方で、旅行をした者の中で旅行回数別の割合の推移を見ると、1回の者の割合が減少している一方、2回以上行く者の割合が増加していることから、旅行に行かない者と頻繁に行く者との間で旅行動向が二極化してきていることが分かる（図表191、192）。



　
図表191　20代の海外観光旅行の旅行回数別行動者率の推移


[image: 図表191　20代の海外観光旅行の旅行回数別行動者率の推移]




　
図表192　20代の海外観光旅行をした者の海外旅行回数の推移


[image: 図表192　20代の海外観光旅行をした者の海外旅行回数の推移]





　このような旅行動向の二極化は、旅行需要が過去の旅行経験に基づいて生まれる側面があることから生じていると考えられる。海外旅行経験者と未経験者が挙げた項目の違いに着目すると、最も違いが大きかったのは、「海外旅行に行くことが、自分にとってどのような価値があるのかわからない」という項目であるが、このことは、実際に一度でも海外旅行を経験すれば、その経験から得られる価値が認識され、次の旅行への動機付けが行われる可能性があることを示唆している（図表193）。実際に、旅行の経験回数別に旅行意向を見ると、海外旅行の経験回数が多い者ほど海外旅行意欲が高くなっている（図表194）。



　
図表193　海外旅行の阻害要因


[image: 図表193　海外旅行の阻害要因]




　
図表194　若者の海外旅行意向（海外旅行経験別）
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　若者の海外旅行を阻害している要因を見てみると、上位の項目には、「海外旅行の旅行代金が高すぎる」、「余暇・趣味にかけるお金がない」等、資金の不足を挙げる者が多く、また、「海外旅行よりも他のレジャー・趣味に優先的にお金をかけている」という理由を挙げる者も多いことから、余暇や趣味に充てられる資金が不足していることや、資金があったとしても、その使途としての旅行の相対的順位が落ちていることが分かる。また、海外旅行の阻害要因として「長期休暇がとりにくい」ことを理由に挙げる者も多いが、2005年と2010年の比較では男女ともに余暇時間は増えていることから、余暇時間は総計としては増えているものの、実際にはその時間は細分化されており、旅行に出かけられるほどまとまった時間となっていないのが実態と推察される。なお、余暇時間の過ごし方として、男女ともインターネットに費やされる時間が顕著に増加していることや、携帯電話にかかる通信費やその消費支出に占める割合が増加していることから、インターネットや携帯電話の普及により若者の時間やお金の使い方が変化し、旅行動向に影響を与えている側面があると考えられる（図表195、196）。



　
図表195　携帯電話にかかる通信費とその消費支出に占める割合


[image: 図表195　携帯電話にかかる通信費とその消費支出に占める割合]




　
図表196　余暇時間の過ごし方と増減


[image: 図表196　余暇時間の過ごし方と増減]






（旅行に関する新たな動き）

　以上で見たように、若者の行動は、国内旅行についても海外旅行についても以前の若者と比較し、あまり活発でなくなっている側面があるが、現在若者の旅行に関して以下のような新たな動きが見られており、今後の若者の旅行動向に影響を与える可能性がある。




1)海外旅行の利便性の向上

　2012年5月ピーチ・アビエーション社により大阪（関西）・ソウル（仁川）間の直行便が就航するなど、我が国のLCC（格安航空会社）が海外への運航を開始し、その路線数や便数も徐々に増加している（図表197）。このように、低価格で、乗継ぎなしで渡航できる都市の選択肢が増えるなど海外旅行の利便性は年々向上していることから、金銭的な理由や時間的な制約によりこれまで海外旅行に出かけられなかった者の間に、今後新たな旅行需要が生まれる可能性がある。今後の海外旅行でのLCC利用意向について各年齢層に尋ねた調査においては、若者ほど利用意向が高いという結果も出ている（図表198）。



　
図表197　1990年以降に就航した日本発の直行便


[image: 図表197　1990年以降に就航した日本発の直行便]



　
図表198　今後の海外旅行でのLCC利用意向


[image: 図表198　今後の海外旅行でのLCC利用意向]




2)インターネットの普及

　先に見たように、若者の間ではインターネットに費やす時間が著しく増加しており、情報の主な入手先としてインターネットを頼る者も増えている（図表199）。



　
図表199　メディアの利用者割合の増減（2005年＝100）


[image: 図表199　メディアの利用者割合の増減（2005年＝100）]





　インターネットは、自らの所在地に関係なく、世界各国の情報をリアルタイムに入手することを可能にしたが、これにより若者の旅行行動には相反する二つの影響が出ていると考えられる。一つは、インターネットの普及により旅行に行かずとも情報が容易に手に入るようになったことから、それに満足し、旅行に行かなくなったというものである（図表200）。もう一つは、インターネットの普及により様々な地域に関する情報が手に入りやすくなったため、実際にそこに旅行してみたいと思うようになったというものである（図表201）。現在のところ、若者がインターネットに費やす時間やお金が増加する一方で海外旅行が減少していることから、前者の効果が大きく出ていると推察されるが、今後、インターネットから入手できる情報が個人や社会としてある程度蓄積された時に、インターネットからの情報だけでは満足できず、実際に現地を訪れてみたいと考える者が増える可能性もある。



　

図表200　若者の旅行減少はネット普及により情報の入手が容易となったから


[image: 図表200　若者の旅行減少はネット普及により情報の入手が容易となったから]




　

図表201　携帯電話やインターネットの普及により、色々な地域に関する情報が手に入りやすくなったため、実際にそこに旅行してみたいと思うようになった



[image: 図表201　携帯電話やインターネットの普及により、色々な地域に関する情報が手に入りやすくなったため、実際にそこに旅行してみたいと思うようになった]




3)新しい旅行形態の登場

　若者の旅行の減少の背景として、学校・職場の人や友人・知人等とともに出かける旅行が減少していることに触れたが、近年は、SNS注1の普及により、SNSを介して見た場所に惹かれて出かけたり、SNSで知り合った友人に会うために出かけたりするなど、SNSをきっかけとした外出・旅行需要が新たに生まれている（図表202）。



　
図表202　SNSがきっかけとなったお出かけ・旅行


[image: 図表202　SNSがきっかけとなったお出かけ・旅行]





　また、興味を同じくする者たちで「ソーシャル旅行」（旅行プランをSNS上で提案し、賛同者が一定数以上集まると旅行会社がツアー化するもの）を企画する動きもある（図表203）。現在の認知度はそれほど高くないものの、若者の中でソーシャル旅行に何らかの関心を持つ者は4割に上っており、今後、新たな旅行需要につながる可能性がある。



　
図表203　ソーシャル旅行への興味


[image: 図表203　ソーシャル旅行への興味]






注1　Social Networking
Serviceの略。インターネット上で友人を紹介しあって、個人間の交流を支援するサービス。










第3章　国土交通分野における取組み



　第2章においては、「働き方」、「住まい方」、「動き方」といった観点から、現在の若者の暮らしにどのような変化が起こっているのかについて分析を行った。現在の若者は、今後、社会の中核を担っていく存在であり、彼らの暮らし方は、今後の我が国の形を大きく左右するものと言える。第3章においては、現在の若者の暮らし方が、彼ら自身のこれからの暮らし方、さらには将来の人々の暮らし方につながるものと考え、現在及びこれからの時代を生きていく人々が豊かな暮らしを送れるよう、国土交通行政が今後目指すべき方向性や実施していく施策について記述する。











第1節　働き方に関する取組み



　前章で見たように、若者の長期勤続志向は高いにもかかわらず、離職率は高い水準にあることから、若者が理想とする雇用環境と現実の雇用環境との間のギャップが若者の継続的な就業を阻んでいると考えられる。国土交通に関連する産業においても、若者が継続的に就業できるよう、雇用環境を改善していくことが求められる。また、国土交通に関連する産業において、若者の就業者数の減少や就業者の高齢化が見られることから、国民の暮らしや我が国の経済を支えるこれらの産業が持続的にその役割を果たしていけるよう、それぞれの産業において、若者の入職を促進し、世代間の技能継承を促していくことが必要である。


　また、女性については、就業率は上昇しているものの、出産後の就業継続割合が低いことや、非正規雇用者が増加していること、管理職に占める女性の割合が上昇傾向にあるもののいまだ低い水準にあること等、依然として多くの課題がある。出産・子育てと仕事が両立できる環境づくりを進めるとともに、様々な職種における女性の採用や管理職登用を促進すること等により、女性にとって働きやすく、働きがいのある職場環境を作っていくことが必要である。











（１）若者の就労支援



1)建設産業における取組み

　前章で見たように、我が国の建設業においては、若者の入職者数が減少するとともに高齢化が進展している。今後、豊富な経験を有する世代が引退する局面を迎えることからも、技術・技能の継承が世代間でスムーズに行われ、将来的にも足腰の強い建設産業を構築できるよう、次世代を担う若年入職者を確保するとともに、熟練工の持つ技能を若い世代に継承することが必要である。




（ア）若年者の入職支援

　若者の入職促進については、建設産業団体等から構成される建設産業人材確保・育成推進協議会や関係省と連携し、ポータルサイトの積極的な活用等によって、技能労働者が、学生にものづくりの楽しさや喜びを伝える出前講座、工事現場での見学会、現場実習、インターンシップ、建設関係の資格取得の支援等を展開し、若者の入職動機の形成、入職促進を図っていくこととしている（図表204）。



　
図表204　高校生現場見学会の実施風景


[image: 図表204　高校生現場見学会の実施風景]




　また、建設産業は、住宅・社会資本の整備や維持管理、災害時における地域社会の安全・安心の確保等、社会において大きな役割を果たしている産業であるが、若者の建設産業への就業を促すためには、このような建設産業の魅力をPRし、正しく理解してもらうことが重要である。このため、行政機関や建設業団体等が一体となり、若者だけでなく子どもや一般市民も対象とし、それぞれの受け手に応じた戦略的広報を行うこととしている。




（イ）技術者や技能労働者の確保・育成

　建設業への若年入職者が減少する中でも、特に、技術者や技能労働者となる人材の減少が進行しており、元請企業が一定金額以上の下請工事を出す場合に配置が義務づけられている監理技術者については、40歳未満が約1割程度しかない業種があるなど、高齢化の進展も著しく、優秀な技術者の確保・育成が図られる環境を整備することが急務となっている（図表205）。



　
図表205　業種別資格者証保有者年齢の変化


[image: 図表205　業種別資格者証保有者年齢の変化]




　このため、国土交通省においては、技術者の実態把握に向けた技術者データベースの整備について検討を進めてきたところであるが、今後は、技術力のある技術者が適正に評価され、技術者を雇用し施工力のある建設企業となるインセンティブが高い仕組みとなるよう検討を続けることとしている。


　また、若年入職者の減少の背景として、技能労働者の就労環境の悪化が進んだことが一因と考えられることから、若者が継続して就労できるよう、社会保険等未加入対策の更なる徹底を図るとともに、技能労働者が保有する資格や研修履歴等の技能に係る情報を蓄積することにより、技能に見合った処遇が受けられる就労環境づくりを進めるなど、就労環境の向上に向けた取組みを行うこととしている。




2)観光産業における取組み

　観光産業は、一般には魅力ある職場と認識されており、就職時の希望先企業として学生から人気を得ているが、実際の労働環境は他産業に比して決して恵まれているとは言えない。いわゆる「3年の壁」といわれる定着率の低さ、長時間労働・処遇改善等の課題、さらには優秀なスキルを有するベテランの活用やその雇用確保も含め、改善のための取組みを進める必要がある。


　このため、観光産業についての若者の興味を喚起し、理解を深めてもらうことにより、将来にわたって観光産業界が魅力ある職場として位置づけられるよう、インターンシップモデル事業や大学の教育プログラムの開発等、産学官が連携した人材育成に取り組んでいる（図表206）。今後は、適切な労務管理等による労働時間の削減等、労働環境の改善を図るとともに、若い世代が将来を見通したキャリアパスやライフプランを持つことができるよう、キャリアについて考える機会を提供していく必要がある。



　
図表206　インターンシップモデル事業


[image: 図表206　インターンシップモデル事業]



3)海事産業における取組み

　我が国における輸出入貨物の99.7％、国内貨物輸送の39.5％を担っている海運は、国民生活・経済を支える上で大きな役割を果たしている。海運の安定輸送確保の観点からは、船員の確保・育成が極めて重要であるが、現在、我が国における船員を取り巻く状況をみると、外航日本人船員の減少や内航船員の高齢化が進行しており、内航海運、外航海運それぞれにおいて人材の確保が課題となっている（図表207）。



　
図表207　内航船員の年齢構成比


[image: 図表207　内航船員の年齢構成比]





　こうした課題に対応するため、海の魅力のPRや船員の職業としての魅力を向上させるための取組み等を通し、船員を目指す若者の裾野を拡大することが必要であり、海事関係者が一丸となり効果的な海事広報を推進するとともに、船員の労働条件や労働環境の向上に向けた取組みを推進している。また、即戦力を備えた新人船員の養成に向け、海運事業者の自社船による乗船実習の導入や航海訓練所における船員志望者への重点的な乗船実習の実施等、乗船実習の見直しを行っている。また、水産高校卒業者の就職機会の増大を促進するため、2013年4月より、水産高校卒業者について、六級及び三級の海技免許取得に必要な乗船履歴をそれぞれ短縮することにより、免許取得までの期間を縮小する措置を講じている。さらに、外航船員については、運航技術者としての役割だけでなく、我が国の外航商船隊の船員のうち多数を占める外国人船員を指揮監督する役割も担っていることから、英語力・コミュニケーション能力等の向上を目指したカリキュラムを充実させるなど、船員教育機関における教育内容等の見直しが図られている。




4)インフラ海外展開により求められる人材

　近年のアジアをはじめとする諸国の経済発展、都市の成長は著しく、途上国を中心とした人口の増加、世界的な経済成長やそれに伴う所得水準の向上、中所得層の増加等によりインフラ整備に対する需要の伸びは今後とも世界的に大きくなることが見込まれており、特にアジアでは、2020年までに約8兆ドル超のインフラ需要が見込まれている（図表208）。



　
図表208　アジアにおけるインフラ需要（2010〜2020年）


[image: 図表208　アジアにおけるインフラ需要（2010〜2020年）]





　少子高齢化の進展等により我が国の国内市場が縮小する中で、今後も我が国が成長を継続していくためには、我が国が培ってきた技術と経験を活かしたインフラを展開することにより、これらの国々の成長を取り込んでいくことが不可欠である。


　インフラの海外展開を進めるに当たっては、関係する国土交通に関連する産業の事業者だけでなく、学会や国内外の大学、研究機関等を含めた幅広い産学官の連携の下、それを担う人材を確保・育成する必要がある。特に、プロジェクトの一番の「川上」である構想段階や「川下」である施工後の維持・管理運営段階において、必要な知識・知見を持ったグルーバル人材を確保・育成していくことが求められており、国際的な契約実務、労務管理やプロジェクトファイナンスに関する知見等、トータルの受注を可能とする体制を担うべき人材の確保・育成を進めることが必要となっている。2013年3月時点で、国際的な建設マネジメント能力を修得し、海外のリーダー層との人脈を有する人材を育成するため、フランス、英国、タイ、フィリピンの大学と我が国建設業との人材交流プログラムを構築している。











コラム　日本の伝統木造建築技術の継承



　伝統構法を活かした木造軸組住宅は、湿度の高い我が国の気候風土に適し、長寿命化のための補修や増改築が容易であるなどのすぐれた特徴を有していますが、高度な技能を持った大工技能者の高齢化が進む一方で、新規の大工就業者数が減少していることから、次代を担う若い後継者への技能の継承が困難な状況となっています。


　このような状況を踏まえ、伝統構法を活かした木造住宅の生産体制を再構築するとともに、我が国の職人文化・もの作り文化の再興を担う人材育成を目指し、2003年より「大工育成塾」が開塾され、大工技能者の育成に取り組んでいます。


　大工育成塾には毎年18歳から25歳以下（平均年齢約19歳）の若者が全国で100名程入塾しており、研修は、3年間にわたり現場実習及び教室講義の形式で実施されています。現場実習は、受入れ工務店（2013年4月現在：全国566社）の住宅建設現場等で、1棟梁に対し1人の塾生が個別に伝統的な木造住宅に関する技術・技能について実技指導を受けています。教室講義は、全国4箇所の会場で約60日、1泊2日の集中合宿を行い、伝統的な木造住宅に関する技術・技能の理論を体系的に学んでいます。3年目には、研修の集大成として、全国の塾生が集い、各自が培った技能を活かしながら全員で約2週間かけて1棟の木造軸組住宅を建築する修了制作が行われるなど、研修を通じて大工技能者としての基本技術を取得するカリキュラムとなっています。



　
現場実習の様子


[image: 現場実習の様子]



　
修了制作の様子
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（２）女性の就労支援



　国土交通に関連する産業における女性の就業状況を見てみると、宿泊業においては就業者のうち56.4％が女性となっており、全産業の平均である42.3％よりも高い水準となっている。一方で、建設業、運輸業においては、バス事業における運転手のように女性の就業が進んできた分野もあるものの、女性の就業者比率はそれぞれ13.9％、17.2％と、他の産業に比べ低い水準となっている（図表209、210）。



　
図表209　女性の産業別就業者数及び比率（2012年平均）


[image: 図表209　女性の産業別就業者数及び比率（2012年平均）]



　
図表210　女性バス運転者数と女性比率の推移


[image: 図表210　女性バス運転者数と女性比率の推移]





　少子高齢化が進行し、労働力人口が減少していく中、我が国経済が持続的な成長を遂げるためには女性の労働力を活用することが重要であり、国土交通分野の産業においても女性の活躍を促進することが不可欠である。




1)育児施設の駅施設等への併設

　保育サービスの充実は、女性が育児と仕事を両立させるための重要な要素であり、特に、駅施設に併設される子育て支援施設は、通勤時に子供を預けることや、駅周辺に集積する医療・福祉サービスや行政サービス等の他の様々なサービスを併せて利用することを可能にすることから、働きながら育児をする女性の暮らしを支える役割を担っている。このため、鉄道駅総合改善事業等により、既存の鉄道駅に保育施設等の生活支援機能を併設し、域内外の子育て世帯の利便性の向上を図っている（図表211）。



　
図表211　鉄道駅等に併設する保育施設のイメージ


[image: 図表211　鉄道駅等に併設する保育施設のイメージ]



2)女性の就労環境の改善

　国土交通に関連する産業においても、女性の社会進出を促進するための様々な取組みが見られる。建設業においては、従来、「男性の仕事」というイメージが強く持たれてきたところがあり、女性の就業者比率も他の産業と比較して低かったが、現在、各事業者において女性の入職や継続的な就業を促すための取組みが進められている。例えば住宅のリフォームにおいては、住まいづくりに関する多様な感性が求められる中で、女性の観点を活かすことでより良い提案ができるとの考えから、従来は男性が大半であった営業職に女性を積極的に採用するなど、女性の職域を拡大する動きが見られる。また、採用後についても、育児休業制度や短時間勤務制度の充実に加え、各種研修等の実施や女性管理職の積極登用等により、女性の活躍を推進するための様々な取組みが進められている。











コラム　女性が活躍できる環境の拡大に向けた取組み



　宅配便事業は男性の仕事というイメージが持たれがちですが、インターネット販売の普及等により配送荷物が小型軽量化してきたことを背景に、女性の活躍の場としての期待が高まっています。また、顧客側からの期待としても、配達の際に荷物を置く向きに配慮するなど、女性ならではのきめ細かなサービスが行われることに対し、評価が高まっています。


　宅配便事業を主体に展開する佐川急便（株）では、ドライバー職を中心に女性従業員の育成・登用を積極的に推進しており、台車や三輪自転車で集配を行うサービスセンターでも多くの女性従業員が勤務しています。現在では、女性従業員の割合はグループ事業全体で約20％を占めており、2014年にはこの割合を30％にまで引き上げることを目標としています。


　その一環として、2012年9月、環境負荷の軽減に貢献するとともに、女性に新しい配達の手段を提供するものとして、京都市中京区において三輪電気自動車が試験導入されました。トラックの運転に抵抗がある女性にとって、コンパクトで機動力のある三輪電気自動車は、細い道路や坂道がある同エリアでも効率的に集荷・配達できる新しい手段となることが期待されています。



　
30kg以下の宅配便取扱い個数の推移


[image: 30kg以下の宅配便取扱い個数の推移]



　
三輪電気自動車による配達の様子


[image: 三輪電気自動車による配達の様子]









第2節　住まい方・動き方に関する分野横断的な取組み



（１）コンパクトシティの形成



　前章で見たとおり、まちの中心部や鉄道駅に近いエリアに居住する若者が増加したり、外出時の移動範囲が縮小したりするなど、現在の若者の生活圏は以前の若者と比べコンパクトになってきていると言える。このような若者の暮らし方の動向を踏まえ、これまで整備されてきた都市基盤ストックを活用し、行政サービスの提供を効率的に行えるまちづくりを進めることが重要である。このため、医療・福祉施設、商業施設等の都市機能が住まいに身近なところに集積し、住民が過度に自家用車に頼ることなく、公共交通機関によりこれらの施設にアクセスできるようなコンパクトシティの形成を促進する。あわせて、徒歩や自転車等による移動の利便性や安全性を確保するため、歩道・自転車道の整備、バリアフリー化等を一体的に進める（図表212）。



　
図表212　コンパクトシティのイメージ図


[image: 図表212　コンパクトシティのイメージ図]



1)都市機能の集約化

　コンパクトシティの形成が進むことにより、あらゆる人が、自家用車に過度に頼ることなく公共交通により、医療・福祉施設や商業施設等の日常生活に必要なサービスや行政サービスを享受できるようになる。特に子育て世帯にとっては、住まいと職場、子育て支援施設等が近接して立地し、それらへのアクセスが容易になることから、就業と子育ての両立につながるものと考えられる。このため、中心市街地共同住宅供給事業、街なか居住再生ファンド等を活用し、中心市街地において共同住宅、公共公益施設等の整備を進めるとともに、団地再生や公共賃貸住宅の建替え、鉄道駅の拠点化等に際して、医療・介護施設や子育て施設等の新設・併設等を支援する（図表213）。



　
図表213　街なか居住再生ファンドの例（岡山県岡山市）


[image: 図表213　街なか居住再生ファンドの例（岡山県岡山市）]



2)公共交通機関の利便性の向上

　都市機能の集約化を図るエリアと公共交通サービスが提供されるエリアは表裏一体の関係で密接に関連することから、都市機能の集約化の方向性に沿って公共交通サービスが提供されることが効果的である。そのため、バス路線の新設・変更やLRT等の整備をまちづくりと一体的に行い、公共交通機関の利便性の向上に取り組むことが重要である。


　特に都市圏においては、通勤・通学時の交通手段として鉄道が多く利用されているが、乗り換えに伴う不便を解消し、利用者の更なる利便性の向上を図るため、既存の都市鉄道ネットワークを活用した連絡線の整備や相互直通化を推進している。また、通勤・通学混雑の緩和に向けた地下高速ネットワークの充実や沿線地域の通勤・通学の確保に向けた貨物鉄道の旅客線化にも取り組んでいる（図表214）。



　
図表214　都市圏の鉄道整備


[image: 図表214　都市圏の鉄道整備]



3)超小型モビリティの導入促進

　自動車より小型で小回りが利き、環境性能に優れ、あらゆる世代にとって地域の手軽な移動の足となる1〜2人乗り程度の車両である超小型モビリティは、日常の買い物や子どもの送り迎え等、新たな交通手段として様々な機能を果たすことが期待されている（図表215）。



　
図表215　超小型モビリティの例


[image: 図表215　超小型モビリティの例]




　このため、2013年1月に、超小型モビリティの公道走行を可能とする認定制度を創設した。安全確保を最優先に考え、1）高速道路等では走行しないこと、2）交通の安全等を図るための措置を講じた場所において運行すること、等を条件とした上で、一部の保安基準（座席の取付強度基準等）を緩和した。また、地方公共団体等の主導によるまちづくり等と一体となった先導・試行導入に係る事業計画の実施費用を補助する制度も創設しており、今後も、成功事例の創出等を通じた国民理解の醸成を進めながら、超小型モビリティの導入促進を図る。


　2013年3月には、横浜市多摩田園都市地域において子育て世代の一般家庭を対象に一定期間超小型モビリティの貸し出しを行い、実際の日常生活にもたらす変化についてモニター調査を行った。




4)通学路における交通安全の確保

　子育て世帯にとっては、住まいの周辺の道路の安全性も、子育てにおいて重要な要素である（図表147）。通学路については、学校や保護者、警察等と連携して実施した緊急合同点検の結果等を踏まえ、歩道整備、路肩のカラー舗装、防護柵設置等の対策を実施することにより、子どもの安全・安心を確保する取組みを推進している（図表216、217）。



　
図表216　歩道の整備
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図表217　防護柵の設置
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5)自転車の利用環境の改善

　健康や環境に対する意識の高まり等を背景に利用ニーズが高まってきている自転車は、若者の通勤・通学、子育て世帯の買い物や子どもの送迎等、日常生活における身近な移動手段として重要な役割を担っている。自転車利用の有無とその目的について尋ねたところ、若者の4人に3人が自転車を利用しており、自転車を利用する目的としては、通勤・通学が23.3％、買い物が40.2％と、高い割合となった（図表218）。



　
図表218　自転車を利用する目的


[image: 図表218　自転車を利用する目的]




　このように自転車の利用が進む中で、自転車道や自転車専用通行帯等の自動車や歩行者から分離された自転車通行空間の延長が全体としてまだわずかである上、自動車の駐停車等により自転車の車道通行が阻害されているなどの問題が見られることから、ハード・ソフトの両面から取組みを行い、自転車が安全で快適に通行できるとともに、歩行者の安全性が高まるような自転車の利用環境を創出することが喫緊の課題となっている。


　このため、警察庁と共同で取りまとめたガイドライン（2012年11月公表）に基づき、各地域において、自転車ネットワーク計画の作成やその整備、通行ルールの徹底等を進めることとしている（図表219）。



　
図表219　道路の整備形態の例
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6)バリアフリー化の推進

　国民意識調査において、自分の居住地域において子育てと仕事の両立が難しいと思う項目として、「歩道や鉄道駅などにおいて、妊婦や乳幼児連れの移動が考慮されていない」と答えた者の割合は、20代・30代の若者の方が他の世代の者よりも高い結果となった（図表220）。



　
図表220　自分の居住地域で子育てと仕事の両立が難しいと思う項目
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　あらゆる世代が安全で快適にまちの中を移動できるよう、幅の広い歩道の整備や歩道の段差の改善、乗合バス車両におけるノンステップバスの導入、駅におけるエレベーター設置等、移動のためのバリアフリー化を推進している。また、乳幼児連れが利用する建築物等においては、多機能トイレ、授乳のためのスペース等の設置を促進している（図表221、222、223）。



　
図表221　バリアフリー化の状況


[image: 図表221　バリアフリー化の状況]




　

図表222　駅前広場におけるエレベーターや円滑に乗降できるバス停の整備の推進


[image: 図表222　駅前広場におけるエレベーターや円滑に乗降できるバス停の整備の推進]



　
図表223　子ども連れに対応したトイレの設備例


[image: 図表223　子ども連れに対応したトイレの設備例]









コラム　トリガー方式によるバス利用の促進　〜石川県金沢市の取組み〜



　金沢市が金沢大学とバス事業者（北陸鉄道（株））との間に立って学生のバス利用を促進している取組みがあります。2011年度より継続実施しているもので、具体的には、170円又は200円の料金区域において、1乗車100円相当となる特別割引の「トリガー実験定期券」を事業者が発行し、実施年度において目標とする販売枚数に達しなければ発行を中止、通常の通学定期券料金に戻すという条件を付して学生等の通学利便性の確保及びバス利用の促進を図っています。これに伴い複数回の移動が可能になることで、地域周辺での回遊性の向上及び活性化も期待されています。


　なお、2011年度の定期券販売実績は、3,001枚と目標枚数を149枚上回り、2012年度も引き続き取り組んでいます。


　

「トリガー実験定期券」の対象区間（期間：平成23年4月1日〜平成26年3月31日（3年間））


[image: 「トリガー実験定期券」の対象区間（期間：平成23年4月1日〜平成26年3月31日（3年間））]









（２）地方部における生活交通の確保・維持



　地方部においては、都市部と比べ、自家用車による移動が多く見られるが、公共交通の空白地帯が広がれば、自家用車を利用できる者と、子供をはじめとして自家用車を利用できない者との間に生活行動の範囲の格差が生じることが懸念される。地域における鉄道やバスは通学・通勤等の足として重要な役割を担っており、これらの生活交通を確保・維持することが重要であるが、一方で、バス事業者においては、人口減少等による利用者の減少等を受け、独立採算ではその経営が難しい状況となっている（図表224）。



　
図表224　一般乗合バス事業の収支状況（2011年度）


[image: 図表224　一般乗合バス事業の収支状況（2011年度）]




　このような状況を踏まえ、地域のニーズを踏まえた最適な交通手段を確保・維持するため、地域公共交通確保維持改善事業により、地域の関係者による議論を経た地方バス路線等を支援している。


事　例　東京都檜原村における通学手段の確保

　東京都檜原村においては、小中高生等の日常生活を支えるため、交通空白地域にデマンドバス「やまびこ」を導入している。主要道路を運行する路線バスは幹線、デマンドバスは支線と役割分担を行っている。


　
[image: 事例：東京都檜原村における通学手段の確保の図]













第3節　住まい方に関する取組み



　前章で見たように、未婚化・晩婚化や少子化の進展により、単身世帯や夫婦のみの世帯、親同居世帯が増加するなど世帯形態が変化するとともに、まちの中心部や駅に近いエリアに居住する者が増えるなど、若者の住居に対するニーズは多様化している。また、若者の持ち家志向は依然として高い水準にあるものの、全国的に見て持ち家率は減少傾向にあることや、若者の多くが居住する民間賃貸住宅については住宅に対する不満率が高いこと等から、若者が必ずしも希望している居住形態を実現できていない可能性があり、それぞれの居住ニーズに応じた住居が確保される必要がある。


　このため、持ち家取得を希望する者に対しては、無理のない負担で良質な住宅を確保できるよう持ち家取得のための支援を行うとともに、民間賃貸住宅については、質の向上に向けた支援を行う。また、住居費負担の高まりの中で、住宅の確保に特に配慮を要する者が増加する可能性があることから、居住の安定の確保を図るため、公的賃貸住宅の供給等による支援を行う。











（１）持ち家取得のための支援



　良質な持ち家の取得を支援するため、住宅金融支援機構における証券化支援事業のフラット35Sにより、耐久性・可変性等が優れた住宅に係る融資金利の引下げを行っている。また、住宅ローン控除や住宅取得等資金に係る贈与税の非課税等の税制措置を講じている。さらに、消費者の住宅取得に係る選択肢の幅を広げ、無理のない負担で良質な住宅を取得できるよう、中古住宅やリフォームに関する情報提供を充実させるなど、中古住宅流通・リフォーム市場の活性化に取り組んでいる。











（２）良質な民間賃貸住宅等の供給支援



　省エネルギー性能に優れた賃貸住宅の建設等について、住宅金融支援機構による融資を行っている。また、既存の民間賃貸住宅の質の向上を図るとともに空き家を有効に活用することにより、低額所得者や子育て世帯等の居住の安定確保を図るため、これらの世帯の入居等を条件として、空き家のある賃貸住宅のリフォーム（省エネルギー改修工事等）に要する費用の助成を行っている（民間住宅活用型住宅セーフティネット整備推進事業）。さらに、高齢化により高齢者にとって利便性の低下した戸建て住宅等について、広い住宅を必要とする子育て世帯等へ賃貸することを円滑化するため、高齢者等の住み替え支援事業を実施している。これにより、子育て世帯に対し子育て期に適した広い住生活空間を提供するとともに、高齢者に対し安定した家賃収入を保証することにより、高齢期の生活に適した住宅への住み替え等を促進している。











（３）公的賃貸住宅の供給等による支援



　前章で見たとおり、可処分所得に占める家賃の割合が増加傾向にあるなど人々の住居費負担が高まっていることから、住宅の確保に配慮を要する者の居住の安定の確保に向け、公的賃貸住宅を的確に供給するとともに、民間賃貸住宅への円滑な入居を支援することが必要である。


　市場において自力では適正な水準の住宅を確保することのできない低額所得者等に対して、公平かつ的確に公営住宅を供給する。また、地域の実情に応じた公営住宅の供給を図るため、2012年に公営住宅法を改正し、同居親族要件を廃止したこと等により、地方公共団体の判断によって高齢者等以外の単身者も入居対象とすることを可能としているほか、事業主体の判断によって、入居収入基準の緩和や優先入居の取扱いなどが可能となっている。


　都市再生機構の賃貸住宅では、単身者の入居を可能にするとともに、子育て世帯等に対して、新規賃貸住宅の募集（抽選）時の当選倍率を20倍に優遇する等の取組みを行っている。


　地域優良賃貸住宅制度においては、子育て世帯等に対する賃貸住宅の供給を推進するため、地方公共団体が負担する住宅の整備費用・家賃低廉化費用に対する支援を行っている（2011年度末管理実績約18万戸）。


　大規模な公的賃貸住宅団地の建替えと併せ、子育て支援施設を整備することにより、地域全体の居住機能を再生し、子育て世帯等の日常生活の利便性の向上の促進に取り組んでいる。


　また、低額所得者や子育て世帯等、住宅の確保に特に配慮を要する者が民間賃貸住宅へ円滑に入居できるよう、前述した民間住宅活用型住宅セーフティネット整備推進事業のほか、地方公共団体や不動産関係団体、居住支援団体等が連携して居住支援協議会を組織し、入居可能な民間賃貸住宅の情報提供等を実施している。2013年3月31日現在で32の協議会が設立している（図表225）。例えば、2011年7月に設立した熊本市居住支援協議会では、入居可能な賃貸住宅等の情報を掲載するホームページ（2012年度登録空き物件数451件）を運営し、定期的に相談会を実施すること等により、民間賃貸住宅への円滑な入居を促進している。



　
図表225　居住支援協議会の仕組み


[image: 図表225　居住支援協議会の仕組み]









コラム　共働き子育て夫婦を対象にした住民誘致　〜千葉県流山市の取組み〜



　都心から電車で20〜25分の距離にある千葉県流山市（人口167,674人（2013年3月時点））は、住民の誘致に向けたプロモーション活動に取り組んでいます。同市では、2005年のつくばエクスプレス開業に先立ち、2003年10月に課内組織としてマーケティング室を設置し、翌2004年４月にマーケティング課として課組織に位置づけ、住民誘致の取組みの牽引役として、共働きの子育て夫婦をターゲットに絞ったマーケティング戦略を行っていることが特徴です。テレビや新聞、WEB等を通じたPR広告の発信や、「森のマルシェ」など、緑や森をイメージしたエンターテインメント性の高いイベントを通じて、同市の知名度と「都心から一番近い森のまち」というブランドイメージの向上を目指しています。


　同市のプロモーション活動の特徴として、対象を「DEWKS（Double employed with
kids）」と呼ばれる共働きの子育て夫婦に絞ったことが挙げられます。対象を共働きの子育て夫婦にしているのは、住民税が税収の約5割、住民税の約9割を個人住民税が占めることから担税力の高い共働き夫婦を誘致し、さらに、彼ら夫婦の子どもたちに成人後も住み続けてもらうことで、世代循環を確保し、住宅都市として持続可能な発展を目指すためです。


　また、子育て世帯が安心して暮らせるよう、待機児童ゼロを目指し、例えば、「駅前送迎保育ステーション」を設置しています。これは、通勤時に子どもを駅前のステーションに送ると市内の指定保育所へバスで登園・降園することができるシステムです。これにより、市内の空きのある保育所への送迎が可能になり、待機児童解消に向け非常に大きな力となっています（平成25年4月1日現在待機児童数57人）。


　上記のような取組みの結果、つくばエクスプレス開業時の2005年から2012年までに、人口は約1万2千人増加し、人口が多い層も「60〜64歳」から「35〜39歳」に移動しました。


　2011年には「流山市シティセールスプラン」を策定し、同市のブランドイメージ向上に向けたプロモーション活動の方向性を示し、その具体例をメニューとしてまとめました。シティセールスプランの中では、2011年度において約20万人の交流人口を、2015年度までの5年間で約100万人まで増加させ、定住人口の増加へとつなげていくという目標を掲げています。



　
[image: PR広告・駅前送迎保育ステーション]









コラム　若者の定住促進に向けた取組み



1)島根県海士町

　日本海の島根半島沖合から約60km離れた隠岐諸島の中ノ島にある海士町（人口2,323人（2012年12月末時点））は、人口減少やそれに伴う過疎化・少子高齢化の進行が著しいなか、2004年度からIターン注1者による定住促進を積極的に行っています。ホームページや観光協会に定住担当課を配置し、問い合わせや下見への対応をするなど、定住希望者の家族構成や状況に応じた住まいを提供しています。その中の取組みの一つとして社会資本整備総合交付金等を活用しながら、島の暮らしを体験してもらうための住宅や空き家の改修などを含めた定住促進のための住宅整備を行っているところです。2004年度から2012年度までに定住促進のために整備した住宅は97戸、Iターン者数は361人、その定着率注2は56％という成果が出ています。Iターン者数においては、20代が102人と最も多く、次に30代が89人と続いており、20〜30代の若者が全体の半分以上を占めています。また2003年度からの年齢別人口の推移では、Iターン時に20代であった若者の定着率の影響もあり、30代の人口が徐々に増加しており、20代においても、島外への大学進学や就職のため減少傾向でしたが、ほぼ横ばいを維持していることから、若者等の状況に応じた住宅整備による一定の定住効果は表れています。



　
定住促進住宅（3LDK）


[image: 定住促進住宅（3LDK）]



　
年代別Iターン者数及び定着率


[image: 年代別Iターン者数及び定着率]



2)宮崎県西米良村

　宮崎県西米良村（人口1,260人（2013年3月時点））は過疎地域における若者の定住化促進対策として、18歳以上40歳未満の単身者を入居対象とした若者定住住宅を整備しました。若者定住住宅は1996年、99年に整備され、合計16戸あります。2013年1月末までの総入居者数は80名で、同住宅に入居したことがきっかけで知り合い、村内在住者と結婚した者は2012年12月末現在で21人（17組）となっており、若者の住まいと出会いを提供する場として、若者の定住促進に大きな成果を上げています。



　
[image: 宮崎県西米良村：A棟・B棟]





注1　出身地とは別の地方（特に都市部から田舎）に移り住み定住すること

注2　年齢別の割合はIターン時の年齢で現在も暮らしている人の割合










第4節　動き方に関する取組み



　我が国の観光市場は、大部分が国民自身の旅行によって支えられており、我が国の観光市場が今後も持続的に発展していくためには、国民の観光旅行を喚起していくことが必要である。前章で見たとおり、若者の旅行回数は減少傾向にあるが、旅行の持つ価値について十分に認識できていないことから旅行に出かける動機付けがされにくくなっていることや、同行者がいないという理由から実際に旅行行動に出られない者がいること等により、潜在的な旅行需要が十分に引き出されていない可能性がある。過去の旅行経験回数が多い者ほど将来の旅行に対する意欲が強い傾向があることを踏まえると、現在のような若者旅行の減少が続けば、長期的に国民の旅行行動が低下することも懸念されることから、我が国の現在及び将来的な旅行市場を維持・拡大するという観点や若者に良い旅行体験をしてもらうという観点等から、若者の旅行振興を進めることが必要である。




1)若者旅行振興研究会での取組み

　産学官の関係者により構成する若者旅行振興研究会を設け、2010年7月から2011年6月の第一期、2011年11月から2012年6月の第二期に渡り、若者の旅行動向に関する情報収集、他業界による若者へのアプローチの取組み等を研究し、若者の旅行振興として今後取り組むべき具体策の提言を同年7月に公表した（図表226）。



　
図表226　若者の旅行振興として今後取り組むべき具体策


[image: 図表226　若者の旅行振興として今後取り組むべき具体策]



2)表彰制度の設置

　若者の旅行振興に寄与した取組みや仕掛けを講じている地方公共団体、NPO、企業及び個人等の取組みを対象とした表彰制度として、2012年6月に「若者旅行を応援する観光庁長官賞」を設立した。また、本表彰制度をPRするため、若者が旅行に出かけたくなるようなキャッチフレーズの公募を行い、同年10月、267件の応募の中から「今しかできない旅がある」がキャッチフレーズとして選定された（図表227）。



　
図表227　「若旅」ロゴマーク


[image: 図表227　「若旅」ロゴマーク]




　同制度については、2013年2月までの約3ヶ月の公募期間の中で61件の応募があり、2013年6月にはその受賞者を表彰することとしている。




3)「若者★授業」の実施

　若者は、旅を通じ今まで知らなかった世界と触れあうことで視野を広げ、その過程の中で生きる力を伸長させていく。その第一歩として、まずは「旅に出たい、出よう」という気持ちへの働きかけを行うべく、2013年2月に、高校生を対象に旅の意義・素晴らしさを伝える「若者★授業」を実施した。講師には、協賛企業を付けて自己負担ゼロで世界一周旅行を行った伊藤春香氏を招くなど、旅行に出る際に、体験者の声を重視する傾向のある若者の価値観を踏まえた内容とした。今後も、授業を希望する学校と講師のマッチングを図りながら「若者★授業」を実施していく。











第II部　国土交通行政の動向



第1章　東日本大震災からの復旧・復興に向けた取組み



第1節　復旧・復興の現状と対応策



　東日本大震災からの復興の加速は、国土交通省の最優先課題の一つである。発災当初は約47万人に上った避難者は減少したが、今なお、約31万人注1の方々が47都道府県、約1,200市町村注2において避難生活を続けられている。国土交通省としては、これらの被災者の方々が復興を実感できる取組みを進めていく。


　また、国土交通省は、地方整備局、地方運輸局、海上保安庁、気象庁等のそれぞれの現場において、被災地の声をしっかりと受けとめ、国土交通省が一丸となって、現場の要望に迅速に対応することとしている。その取組みの一つとして、平成25年1月に、3人の大臣政務官ごとに担当する県を決め、被災地からの要望に対応する「被災地要望対応支援チーム」を設置したところである。


　道路・港湾等の基幹インフラの応急復旧は、家屋等流出地域や原子力災害の避難指示区域等の一部を除き、速やかに完了しており、本格復旧についても順調に進んでいる。一方、高台移転・災害公営住宅の整備等まちづくり・住宅再建については、更なる加速化が必要である。このため、25年3月に策定された「住宅再建・復興まちづくりの加速化に向けた施策パッケージ」を踏まえ、住まいの復興工程表に基づき、事業のスピードアップを図るとともに、加速化のための措置を着実に実施し、被災市町村それぞれの事情に応じた隘路を打開していく。


　また、工程表の遂行に当たっては、技術者・技能者の不足、生コン等資材の不足、入札不調、用地取得等様々な課題があるが、このような課題を解決し、迅速かつ円滑に事業を執行するため、各種の対策を実施することとしている。



　
図表II-1-1-1　公共インフラの本格復旧・復興の進捗状況


[image: 図表II-1-1-1　公共インフラの本格復旧・復興の進捗状況]





注1　313,329人。平成25年3月15日時点。復興庁調べ。

注2　平成25年3月16日時点。復興庁調べ。










第2節　インフラ・交通の着実な復旧・復興



（１）総論

　国土交通省が所管する各種公共施設については、家屋流出地域、原発警戒区域を除き、平成23年半ばまでにほぼ復旧が完了している。現在は応急復旧段階から本格復旧・復興段階へ移行しており、23年度から作成している事業計画及び工程表に基づき、着実に整備を推進している。今後も、被災地の要望を踏まえつつ、東北の復興を一日でも早く実現するよう、取り組んでいく。




（２）海岸対策

　海岸堤防等の本復旧工事は、国施工区間（国が災害復旧を代行する区間を含む）のうち、仙台空港や下水処理場の地域の復旧・復興に重要な施設が背後にある区間については、平成25年3月末に完了した。残る区間についても、隣接する箇所等から順次復旧を進め、おおむね28年3月末までの完了を目指している。また、復旧に期間を要する湾口防波堤についても、まちづくりや産業活動に極力支障が生じないよう、計画的に復旧を進め、おおむね28年3月末までの完了を目指している。


　これらの工事を進める際には、津波が越流した場合であっても堤防の効果が粘り強く発揮できるような構造を可能な限り、取り入れることとしている。また、災害廃棄物由来の再生資材を堤防盛土材として積極的に活用するとともに、周辺の景観や自然環境にも十分配慮することとしている。




（３）河川対策

　河川対策については、国管理区間の堤防で被災した箇所について、極めて甚大な被害が発生するなどした2箇所を除き、被災前と同程度の安全水準（地盤沈下分を含む）を確保する本復旧を完了した。引き続き、津波の遡上が想定される区間について市町村が策定する復興計画等と整合を図りながら、5年の復興集中期間において堤防のかさ上げを推進し、平成27年度末までの完了を目指すとともに、堤防等の耐震・液状化対策、水門等の自動化・遠隔操作化を逐次実施していく。




（４）下水道

　被災した下水処理場120箇所（福島県内の避難指示区域等内に位置する9箇所を除く）のうち、2箇所は汚水の発生がないため稼働の必要が無く、被害が甚大であった仙台市南蒲生浄化センターを除き117箇所は、平成24年度末までに通常レベルの処理まで復旧済である。また、被災した下水管648kmについては、24年度末現在、452kmの本復旧が完了している。引き続き、復興計画と整合を図りつつ、耐震化、耐津波化の実施と合わせ、早期の復旧・復興を目指すこととしている。




（５）土砂災害対策

　平成24年梅雨期までに崩壊発生箇所等の緊急的な対策をおおむね完了した。復興に不可欠な重要交通網等に甚大な被害を及ぼすおそれが高まっている箇所等の対策は27年末までに逐次完了を予定している。




（６）道路

　道路については、1)高速道路は、平成24年末までに区域見直し前の警戒区域を除き、本復旧が完了した。常磐自動車道の区域見直し前の警戒区域にかかる区間は、環境省の実施する除染と並行して、26年度（一部区間注1を除く）を供用目標として復旧・整備工事を実施中、2)直轄国道は、24年度末までに本復旧をおおむね完了（なお、国道45号の橋梁等大規模な被災箇所については、復興計画等を踏まえて復旧）、3)復興道路・復興支援道路のうち、新たに事業化した区間については、民間の技術力を活用した事業推進体制（事業促進PPP）により整備を推進している。中でも2路線・3区間（三陸沿岸道路（歌津〜本吉）、三陸沿岸道路（宮古中央〜田老）及び釜石花巻道路（釜石〜釜石西））については、地元の理解を得て、異例のスピードで事業が進捗し、新規事業化から1年以内に工事着工しており、24年度末までには、あわせて3路線・7区間について工事着工している。




（７）鉄道

　東日本大震災により被災した路線のうち、三陸鉄道については、平成23年度第3次補正予算において創設した新たな支援制度を活用して同年より復旧工事に着手しており、24年4月1日には北リアス線の田野畑〜陸中野田駅間の運行が再開され、南リアス線の吉浜〜盛駅間も25年4月3日に運行再開予定である。残りの区間についても、現在復旧工事を進めているところであり、26年4月頃に全線の運行が再開される見込みである。


　また、JR石巻線の渡波〜浦宿駅間、JR常磐線の浜吉田〜亘理駅間について25年3月16日に運行が再開された。さらに、関係者間において、JR常磐線の相馬〜浜吉田駅間の26年春の復旧工事着手及びJR仙石線の27年度内の全線運転再開の合意がなされた。加えて、当面の間の公共交通を確保するため、JR気仙沼線については24年12月22日に、JR大船渡線については25年3月2日に、BRT注2による仮復旧が実施されている。


　なお、まちづくりと一体となった復旧が必要と考えられるJR東日本の被災6路線（山田線、大船渡線、気仙沼線、石巻線、仙石線、常磐線）のうち、復旧方針が未定の山田線、大船渡線、気仙沼線については、国土交通省東北運輸局が事務局となり、沿線自治体、JR東日本、復興局等で構成する線区別の復興調整会議の場等を通じ、復旧に当たっての課題について検討を進めているところである。




（８）港湾

　港湾については、地域産業・経済の空洞化を防ぎ、地域の復興を実現するため、各港の「産業・物流復興プラン」に基づき、復旧を計画的に実施しており、震災後おおむね2年以内での復旧を目指していた産業・物流において、特に重要な施設については、おおむね工程どおり整備を進めた。さらに、復旧に期間を要する湾口防波堤については、震災後おおむね5年以内での復旧を目指して整備を進めるとともに、港湾の産業・物流機能、減災機能の強化に資する耐震強化岸壁、廃棄物埋立護岸等の整備を進め、地域の復興を促進している。


　また、東日本大震災により発生した災害廃棄物の処理を進めるため、仙台塩釜港石巻港区と茨城港常陸那珂港区において海面処分場を整備し、仙台塩釜港石巻港区においては、平成25年2月より、茨城港常陸那珂港区においては、24年7月より災害廃棄物等の埋立処分を実施している。








注1　浪江IC〜常磐富岡IC：供用目標は、平成26年度供用目標区間から大きく遅れない時期

注2　Bus Rapid
Transitの略で、バス専用道路を走行することにより通常の路線バスより速達性・定時性を向上させた交通システム










第3節　復興まちづくりの推進・居住の安定の確保



（１）復興まちづくりの推進

　まちづくりについては、事業手法や事業区域の柔軟な見直しや事業の段階的実施等の工夫を織り込んだ住まいの復興工程表（平成25年3月公表）を踏まえ、事業の円滑な推進に取り組んでいる。まちづくり事業は関係者間の合意形成や権利関係の調整等に専門性や経験が求められ、過去の震災と比較してもこれまでにない膨大な事業量となることが予想されることから、被災市町村における人員やノウハウの不足を補い、円滑に事業を進める必要がある。このため、全国の地方公共団体からの職員等の派遣や職員の被災地方公共団体等への出向、被災地方公共団体の発注業務の負担を軽減する発注方式の導入、（独）都市再生機構の活用等により、事業の推進を支援しているほか、事業の効率的な実施のためのガイダンスの公表・更新による技術的支援や、支援施策を取りまとめたホームページ「復興まちづくり情報INDEX」の公開等による情報提供を行っている。


　25年3月末時点で、高台移転等の防災集団移転促進事業の実施が想定される328地区のうち、325地区において集団移転促進事業計画の大臣同意に至っている。また、土地区画整理事業については、想定される59地区のうち、44地区において都市計画決定に至っている。




（２）居住の安定の確保

　まちづくりと同様、地区別の工程表をとりまとめた住まいの復興工程表を踏まえ、以下に掲げる支援事業等を通じ、迅速な居住の安定の確保を図っていく。自力での住宅再建・取得が可能な被災者に対しては、（独）住宅金融支援機構による災害復興住宅融資について融資金利の引下げ等を行ったほか、宅地のみに被害が生じた場合についても支援するため、災害復興宅地融資を実施した。既往の貸付けについても、最長5年間の払込み猶予・返済期間の延長や、猶予期間中の金利引下げ措置を実施した。


　また、自力での住宅再建・取得が困難な被災者に対しては、地方公共団体が公営住宅（災害公営住宅）の供給を進めており、その整備等に要する費用や入居者を対象とした家賃減額に要する費用に対する助成の拡充を行っているほか、入居者資格要件や譲渡に係る特例措置を講じている。


　さらに、福島第一原子力発電所事故に係る対応として、避難指示区域に居住していた者（避難者）について、災害公営住宅の入居等に関し、災害による被災者と同様の措置をとることにより、居住の安定の確保を図ることとしている。



　
災害公営住宅完成写真（福島県相馬市）


[image: 災害公営住宅完成写真（福島県相馬市）]



　

図表II-1-3-1　災害公営住宅の整備状況（平成25.3.31）


[image: 図表II-1-3-1　災害公営住宅の整備状況（平成25.3.31）]









第4節　地域公共交通の確保と観光振興



（１）地域公共交通の確保

　東日本大震災によって被害を受けた地域公共交通に対しては、地域公共交通確保維持改善事業を活用して被災地のバス交通、乗合タクシー等の確保・維持を支援するため、同事業の補助要件の緩和等の特例措置を講じている。具体的には、地域をまたがる幹線バス交通ネットワークの確保・維持、また、避難所・仮設住宅・残存集落や新規住宅と、病院、商店、公的機関等の間の日常生活の移動確保を目的とする地域内のバス交通等の確保・維持について支援している。なお、地域内のバス交通等に関しては、平成25年度から、一定の要件の下で補助上限額の引上げを行う予定である。




（２）観光振興

　一刻も早い訪日需要の回復を図るため、正確で海外消費者の目線に立った情報発信を含めた訪日プロモーションを実施した。特に、東北・北関東の訪日需要回復のため、海外7市場において、商談会や観光復興PRイベントを行い、海外旅行会社による訪日旅行商品の造成促進や、海外消費者に対して、積極的に観光地域の魅力訴求を行うとともに、同市場からの海外メディアや海外旅行会社の招請も行った。また、海外主要市場のガイドブックと連携した「東北・北関東観光ガイドブック」や訪日観光における放射線等についての情報をまとめた「安全・安心小冊子」を活用するとともに、訪日外国人旅行者によるインターネット上の「口コミ」により、世界に日本の「安全・安心」や「魅力」を伝えるため、SNS注1と連動した写真コンテスト「Share
your WOW!-Japan Photo
Contest-」を実施した。加えて、WTTC注2、IMF・世銀総会等の大規模国際会議の機会の活用によるプロモーションの実施等、訪日観光需要の回復に向けた様々な取組みを推進した結果、平成24年の訪日外国人旅行者数は約837万人（対前年比35％増、対前々年比3％減）となった。


　国内旅行については、宿泊者数全体としては回復傾向にあるものの、観光客中心の宿泊施設はまだ厳しい状況が続いている。観光庁の宿泊旅行統計調査によると、宿泊施設の延べ宿泊者数（24年7-9月期）は、前々年同時期に比べて、全国で0.2％減、東北6県注3で6.8％減、関東注4で0.4％減であり、観光客中心の施設注5の延べ宿泊者数（24年7-9月期）は、前々年同時期に比べて、全国で3.8％減、東北6県で21.9％減、関東で8.0％減となっており、地域によってはまだまだ厳しい状況である。


　国内観光需要の回復のために様々な取組みを実施しているが、特に、24年3月より、東北地域の観光需要の喚起を図るとともに、従来の観光スポットを巡る観光に加えて、地域に暮らす人々が主体となって、地域の歴史、文化、くらし等を観光資源として活かし、商店街や農山漁村集落等、地域の日常空間を観光の舞台にしていく“滞在交流型観光”の観光スタイルへの転換を目指す取組みとして、“こころをむすび、出会いをつくる”をテーマに、東北地域全体を博覧会場と見立て、30箇所のゾーンを核とした「東北観光博」を官民一丸となって実施した。加えて、東北・北関東を訪問することにより、東北・北関東の復興を応援する「東北・北関東への訪問運動」を24年3月末より本格展開しており、賛同団体の取組みを観光庁のホームページで集約・発信することで、連帯の輪を拡げていくことを目的として民間等に広く賛同を呼びかけている。







注1　Social Networking
Service：ソーシャル・ネットワーキング・サービス

注2　World Tourism and Travel Council：世界旅行ツーリズム協議会

注3　東北6県：青森、岩手、宮城、秋田、山形、福島

注4　関東：茨城、栃木、群馬、埼玉、千葉、東京、神奈川、山梨

注5　観光客中心の施設とは、宿泊者数のうち観光目的の宿泊者が全体の50％以上と回答した施設










第5節　復興事業の円滑な施工の確保



　被災地の復旧・復興事業の実施において、競争入札に付しても入札者がいないといった入札不調案件の増加傾向が見受けられ、事業における円滑な施工の確保が課題となっている。このため、国土交通省では、平成23年12月に設置した「復旧・復興の施工確保に関する連絡協議会」や25年3月に開催した「復興加速化会議」等の場を通じて、国、被災地の地方公共団体等の関係者において情報交換や意見交換を行い、不足する人材や資材を確保するための取組みや契約予定価格について実態を反映した適切な水準に設定するための取組みを進めている。具体的には、復興まちづくり事業のスピードアップを図る方策としてCM方式注1の導入や、被災地で不足する技術者等を広域的な観点から機動的に確保する方策として、復興JV制度注2の導入を進めている。








注1　コンストラクション・マネジメント方式。コンストラクションマネージャー（CMR）が、技術的な中立性を保ちつつ発注者の側に立って、設計・発注・施工の各段階において、設計の検討や工事発注方式の検討、工程管理、品質管理、コスト管理等の各種のマネジメント業務の全部又は一部を行う方式


注2　地域における雇用の確保を図りつつ、被災地において不足する技術者や技能者を広域的な観点から確保するため、被災地域と被災地域外の建設企業が共同企業体を結成することにより、復旧・復興工事の円滑な施工を確保することを目的とする制度を試行











第6節　福島の復興・再生等



　東京電力（株）の福島第一原子力発電所の事故発生を受け、平成25年3月時点で、避難指示区域からの避難者数は、約8万4千人、いわゆる自主避難者も含め福島県全体の避難者数は、約15万4千人に及んでいる（復興庁調べ）。政府としては、避難指示区域の見直しにより、インフラや生活関連サービスの復旧、除染作業の進捗を加速させるとともに、ふるさとに帰りたい方が帰れるような環境の整備を進めていく必要がある。国土交通省としては、25年3月に策定された「早期帰還・定住プラン」や「原子力災害による被災者生活支援施策パッケージ」を踏まえ、工程表に基づくインフラ復旧や避難者向けの高速道路無料措置、風評被害の払しょく等への取組みを通じて、避難されている方々の一日も早い帰還を実現していく。











第7節　東日本大震災を教訓とした津波防災地域づくり



　東日本大震災の教訓を踏まえ、「津波防災地域づくりに関する法律」が平成23年12月に成立・施行された。同法は、最大クラスの津波が発生した場合でも「人の命が第一」という考え方で、ハード・ソフトの施策を組み合わせた「多重防御」の発想による津波災害に強い地域づくりを推進するものである。


　24年度に国土交通省では、津波災害に強い地域づくりのため、地方公共団体に対する支援として、同法の施行に関する技術的助言を通知するとともに、津波浸水想定の設定に関する手引きの公表、津波浸水想定に係る相談窓口の開設、都道府県との意見交換の実施等を行った。


　その結果、24年8月の茨城県をはじめとして、青森県（一部）、徳島県、高知県、宮崎県の5県において、最大クラスの津波を想定した津波浸水想定が設定された。（25年3月末時点）


　また、被災地においては、南三陸町志津川地区等の9地区で、「一団地の津波防災拠点市街地形成施設」が都市計画決定される（25年3月末時点）など、「津波防災地域づくりに関する法律」を活用した復興の取組みも進められているところである。


　今後とも、地域ごとの特性を踏まえ、既存の公共施設や民間施設も活用しながら、海岸堤防等のハード整備や避難訓練等のソフト施策を組み合わせて総動員することにより、国民の命を守るための津波防災地域づくりを積極的に推進していく。











第2章　時代の要請にこたえた国土交通行政の展開



第1節　社会資本の老朽化対策



　我が国では、昭和39年以降の東京オリンピックの頃に整備された首都高速1号線等、高度成長期以降に整備したインフラが急速に老朽化し、今後20年間で、建設後50年以上経過する施設の割合が加速度的に高くなる見込みである。例えば、道路橋は、その割合が平成24年3月の約16％から、10年後には約40％、20年後には約65％と急増する。（図表II-2-1-1、図表II-2-1-2）。これら急速に老朽化が進むインフラを戦略的に維持管理・更新することが求められている。このため、24年7月に社会資本整備審議会・交通政策審議会の技術部会の下に社会資本メンテナンス戦略小委員会を設置し、今後の維持管理・更新のあり方について検討を進めるとともに、国土交通省を挙げて老朽化対策に取り組むための体制として、25年1月、国土交通大臣を議長とする「社会資本の老朽化対策会議」を設置し、総合的・横断的に検討を進め、同年3月、老朽化対策の全体像を、スケジュールを明確にした工程表として取りまとめた。（図表II-2-1-3）



　
図表II-2-1-1　建設後50年以上経過する社会資本の割合


[image: 図表II-2-1-1　建設後50年以上経過する社会資本の割合]



　
図表II-2-1-2　老朽化する施設


[image: 図表II-2-1-2　老朽化する施設]



　

図表II-2-1-3　社会資本の維持管理・更新に関し当面講ずべき措置　工程表（全体像・概要）　平成25年3月21日決定


[image: 図表II-2-1-3　社会資本の維持管理・更新に関し当面講ずべき措置　工程表（全体像・概要）　平成25年3月21日決定]




　当該対策として、まずは、24年12月に発生した中央自動車道笹子トンネル事故を踏まえ、今後1年を目途に集中的に点検を行うとともに、必要な修繕等を速やかに実施している。また、各々の施設の特徴を踏まえた適切な点検による現状確認と、その結果に基づく的確な修繕を実現するため、原則として25年度中に維持管理基準の改善を行うとともに、維持管理情報のデータベース構築等を進めている。


　あわせて、現場の維持管理の効率化等を推進するため、民間企業の持つ非破壊検査技術等の現場への試行的な導入や、維持管理ニーズを踏まえたIT等の先端的技術のインフラにおける実証等による検証にも積極的に取り組んでいる。これにより、維持管理・更新システムの高度化（ハード・ソフト一体の次世代型インフラシステムの構築）を図り、インフラ管理の安全性、信頼性、効率性の向上を実現し、新たな市場の創出、パッケージ型インフラ輸出の拡大等につなげていく。


　さらに、これら維持管理の現場を支える制度的な対策として、インフラの大部分を管理している地方公共団体に対し、マニュアルの提供や研修等を実施するほか、防災・安全交付金により、積極的に支援を進めている。同時に、建設産業の担い手の確保・育成のための支援や、地域との協働、PFI／PPPの活用によるインフラの維持管理・更新の推進等、制度面等の見直し・検討を進めている。


　こうした取組みに加え、内容の充実を図った長寿命化計画の策定等を通じ、26年度以降、老朽化対策について、本格的なPDCAサイクルを構築していく。メンテナンスの取組みを恒常的な軌道に乗せるため、25年を「社会資本のメンテナンス元年」として、老朽化対策に重点的に取り組む。











コラム　江戸時代から続く橋のメンテナンス



　山口県岩国市に架かる5連のアーチ橋である「錦帯橋」は、岩国藩主吉川広嘉により延宝元年（1673年）に創建されました。翌年延宝2年（1674年）の洪水で流出するものの年内に再建され、以来276年間、昭和25年（1950年）の台風被害まで流出することはありませんでした。


　再建当初から、定期的に架替等が行われ、桁（柱）橋（両端の2つの橋：第1橋と第5橋）は約40年毎、アーチ（反）橋（中央の3つの橋：第2〜4橋）は約20年ごとに架け替えられ、橋板や高欄は約15年ごとに取り替えられてきました。





　
錦帯橋架替年表


[image: 錦帯橋架替年表]





　定期的な架替等の費用を確保するために、以下の制度が設けられました。

　・「橋催相（はしもやい）」延宝3年（1675年）〜延宝4年（1676年）

　　（延宝4年に前年分もまとめて徴収）

　　架替・改修費用を藩のすべての階級（武士から農民まで）から徴収したものでした。

　　武士は石高10石につき1人役、屋敷1建につき1人役でした。



　・「橋出米（はしだしまい）」延宝6年（1678年）〜明治4年（1871年）

　橋催相を発展させて、目的税として恒常的に毎年徴収するようにした税制です。家中と寺社は、知行高10石につき米7合5勺、別に屋敷を持つ者は軒別に米7合5勺、在方（農村地）には軒別に米7合5勺が、毎年課せられました。町方は、表家の間口1間（1.8m）につき米5合又は3合7勺2才が、毎年課せられました。


　岩国藩は6万石（1703年時点）でしたが、橋出米としては、弘化4年（1847年）頃には、年に97石余集まったとの記録があります。現在の価値で示すと約4,850万円になります。


　ちなみに、平成に行われた全面的な架替では、総工費は26億円の費用がかかっています。

　創建以来、架替等に係る技術が受け継がれてきましたが、その中には大工の個人的な経験によるものもあります。例えば、「木を観る」技術は、同じ種類の木材でも一つ一つ違った性質を持っているので、現場で先輩から言葉で代々伝えられてきたものです。これまで定期的に架替が行われてきた背景には、このような大工技術の伝承がありました。


　これからも、計画的に架替等が行われることになっています。




　
[image: 錦帯橋の写真]



　
元禄12年（1699）第2・3・4橋の架替図面


[image: 元禄12年（1699）第2・3・4橋の架替図面]









第2節　新たな国と地方、民間との関係の構築



1　国と地方の新たな関係



　活力ある経済社会と地域の形成、安全・安心の確立等の国民生活に直結する重要な課題に対して、国と地方の適切な役割分担を踏まえ、都道府県・市町村等との連携を図りながら、全国的な規模又は全国的な視点で行うべき施策等を推進している。


　こうした中で、義務付け・枠付けの見直し、基礎自治体への権限移譲、地域の取組みを支援する交付金制度の再編等、地方分権に取り組んでいる。


　平成24年度には、地方分権改革推進委員会の勧告に基づく「地域の自主性及び自立性を高めるための改革の推進を図るための関係法律の整備に関する法律（第1次・第2次一括法）」が施行され、公営住宅の入居収入基準・整備基準、都道府県道及び市町村道の構造に関する基準の条例委任により基準の制定が進められるとともに、市町村が決定する都市計画の範囲の拡大等が行われた。


　また、地域自主戦略交付金の廃止に伴い、国と地方が連携して政策課題に取り組んでいく観点から、地域の社会資本整備を支援する交付金制度の再編を行い、従来の社会資本整備総合交付金に加え、地域住民の命と暮らしを守るインフラ再構築（老朽化対策、事前防災・減災対策）及び生活空間の安全確保の取組みを集中的に支援する防災・安全交付金を創設した。











2　官民連携等の推進



　厳しい財政状況の中で民間資金の活用を拡大し、真に必要な社会資本の整備・維持管理を着実に行っていくため、新たなPPP（官民連携）／PFI制度の構築と具体的な案件形成を推進している。また、東日本大震災による被災地の復興に係るPPP／PFI事業の案件形成を促進している。


　官民連携事業の推進に関する検討として、応募のあった案件を題材として検討課題を設定の上、公共施設等運営権制度の活用に係る検討等を行った。


　先導的官民連携支援事業としては、21件採択し、公共施設等運営権制度の活用を念頭においた仙台空港活性化及び空港周辺地域開発の実現可能性調査等を行った。


　震災復興官民連携支援事業としては、14件採択し、岩手県陸前高田市において民間主体の復興まちづくり会社が中心となった、まちづくりの実現可能性調査等を行った。


　また、国民の安全・安心の確保等の観点から規制を行っているが、社会経済情勢の変化に的確に対応するため、必要に応じてこの見直しを行っている。一方、構造改革特区については、平成25年3月末までの間、計22の特例措置が設けられるとともに、全国で216の特区が認定され、特区での実績を踏まえ、14の特例措置について全国規模での規制改革を行った。











第3節　国土政策の推進



　総合的な国土の形成に関する施策の指針として、「多様な広域ブロックが自立的に発展する国土を構築するとともに、美しく、暮らしやすい国土の形成」を新しい国土像として掲げる国土形成計画（全国計画）及び各広域ブロックの地域戦略とその具体的な取組みをまとめた広域地方計画並びに持続可能な国土管理を基本方針とする第四次国土利用計画（全国計画）に基づき、総合的な国土政策を推進している。


　その一環として、国土形成計画（全国計画・広域地方計画）では、国土形成計画の関係主体への指針性を向上させるため、計画のモニタリングが求められており、毎年度実施している。


　また、全国計画については、計画策定後の社会経済情勢の変化等にも的確に対応しながら推進される必要があることから、「国土形成計画法」第7条及び国土交通省事後評価実施計画に基づき、平成24年度に政策レビューを取りまとめた。


　一方、広域地方計画については、東日本大震災を受け、国土審議会防災国土づくり委員会において、23年7月に「災害に強い国土づくりへの提言」が取りまとめられたことを踏まえ、東北圏広域地方計画の見直しを進めているほか、その他の広域地方計画について総点検を実施したところであり、引き続き、災害に強い地域づくりへの取組み等を進めていく。今後は、これらの結果も踏まえ、総合的な国土政策を引き続き推進していく。











第4節　海洋政策（海洋立国）の推進



　四方を海に囲まれている我が国は、広大な海をフロンティアとして認識し、真の「海洋立国」を実現する必要があることから、海洋に関する行政分野の多くを所管する国土交通省では、「国土交通省海洋政策懇談会」を開催し、平成24年3月に今後の海洋政策の基本的な考え方や国土交通省が取り組むべき海洋政策の方向性等を取りまとめ、「海洋基本法」に基づく「海洋基本計画」の下、関係機関と連携しつつ、海洋政策を推進している。


　また、天然資源の探査及び開発、海洋環境の保全その他の活動の場として重要である排他的経済水域等の保全及び利用の促進を図ることなどを定めた「排他的経済水域及び大陸棚の保全及び利用の促進のための低潮線の保全及び拠点施設の整備等に関する法律（低潮線保全法）」及び基本計画に基づき、排他的経済水域等の根拠となる低潮線の保全、遠隔離島における活動拠点の整備等を進めている。


　さらに、海上における安全及び治安確保のため、海上保安体制の充実・強化を図るとともに、我が国管轄海域の海洋権益を保全する観点から、海洋調査の推進、海洋情報の一元化を通じ、海洋の本格的な利活用を進めるための環境整備を推進するほか、海洋再生可能エネルギーを活用した発電の普及拡大や海洋産業の戦略的育成を推進するなど、今後も海洋政策を積極的に推進していく。



　
図表II-2-4-1　海洋政策の推進


[image: 図表II-2-4-1　海洋政策の推進]









第5節　効率的・重点的な施策展開



1　第3次社会資本整備重点計画の推進



　社会資本整備重点計画は、「社会資本整備重点計画法」に基づき、社会資本整備事業を重点的、効果的かつ効率的に推進するために策定する計画である。


　平成24年8月に24年度から28年度までを計画期間とする「第3次社会資本整備重点計画」が閣議決定された。同計画では、厳しい財政状況等、様々な課題に対応するため、中長期的な社会資本整備のあるべき姿を提示した上で、「選択と集中」の基準を踏まえた4つの重点目標（「大規模又は広域的な災害リスクの低減」、「我が国産業・経済の基盤・国際競争力の強化」、「持続可能で活力ある国土・地域づくりの実現」、「社会資本の適確な維持管理・更新」）を設定するとともに、整備の効果を国民に対して分かりやすく示す指標を設けた上で、真に必要な社会資本整備を着実に進めることとしている。


　その際、ハード施策間の連携はもとより、ハード・ソフト施策間の連携、多様な主体の協働等、ソフトも含めた事業・施策間の連携を徹底することとしている。











2　公共事業の総合的なコスト構造改善の推進



　公共工事のコスト構造改善については、厳しい財政事情等を背景として、政府全体で進めており、現在は、平成20年3月に策定した「国土交通省公共事業コスト構造改善プログラム」に基づき、総合的なコスト構造改善に取り組んでいる。具体的には、従来の取組みに加え、VFM注1最大化を重視し、1)環境負荷の低減効果等の社会的コスト構造の改善、2)施設の長寿命化によるライフサイクルコスト構造の改善、3)民間企業の技術革新によるコスト構造改善を評価する「総合コスト改善率」を設定し、5年間で19年度比15％の総合コスト改善率の達成を目標としており、23年度時点の国土交通省・関係機構等の総合コスト改善率の実績は11.3％となった。



　
図表II-2-5-1　コスト構造改善のこれまでの経緯


[image: 図表II-2-5-1　コスト構造改善のこれまでの経緯]





注1　Value for
Money：経済性にも配慮しつつ、公共事業の構想・計画段階から維持管理までを通じて、投資に対して最も価値の高いサービスを提供すること











3　公共工事の品質確保や入札契約の適正化



　「公共工事の品質確保の促進に関する法律（公共工事品確法）」を踏まえ、国土交通省では、公共工事の更なる品質確保を図るため、原則すべての工事において総合評価落札方式注1を実施するとともに、建設コンサルタント業務等における総合評価落札方式を本格導入している。品質確保への支障、下請へのしわ寄せ等が懸念されるダンピング受注に対しては、施工体制確認型総合評価落札方式や特別重点調査の実施等の対策を行っている。さらに、工事目的物の品質確保を目的として設計者から施工者への設計思想の伝達等による受発注者間の情報共有の推進や、施工プロセス全体を通じて工事実施状況等の確認を行い、検査に反映させる「施工プロセスを通じた検査」を試行している。


　また、入札契約制度の一層の改善を図るため、平成23年8月に「公共工事の入札及び契約の適正化を図るための措置に関する指針」の一部変更を閣議決定し、地域維持事業（災害対応、除雪、インフラの維持管理事業）の担い手確保に資するための新たな契約方式として「地域維持型契約方式」を導入するとともに、国、地方公共団体等において、設計・施工一括発注方式やCM方式注2等の多様な発注方式の活用を推進している。


　23年度においては、国土交通省の約95.6％の工事で一般競争入札、約99.1％の工事で総合評価落札方式を実施しており（いずれも金額ベース）、24年度以降においても引き続き、価格と品質が総合的に優れた調達を行っている。なお、総合評価落札方式については、技術提案作成・審査に係る競争参加者、発注者双方の事務手続の負担増大等が課題となっていることから、施工能力を評価するタイプと技術提案を評価するタイプに二極化して簡素化を図るなどの改善案について、本格運用に向けた試行を進めてきたところである。また、地方公共団体等に対して、低入札価格調査基準価格等の適切な見直し等によるダンピング対策の強化、予定価格の事前公表の見直し等について要請を行い、入札契約の適正化を推進している。







注1　価格に加え価格以外の要素も総合的に評価して落札者を決定する方式

注2　コンストラクション・マネジメント方式。コンストラクションマネージャー（CMR）が、技術的な中立性を保ちつつ発注者の側に立って、設計・発注・施工の各段階において、設計の検討や工事発注方式の検討、工程管理、品質管理、コスト管理等の各種のマネジメント業務の全部又は一部を行う方式











第6節　交通政策の推進



　交通とは、人又はモノが空間を移動することである。人は、人の交流を通じて、また、モノの交易を通じて、文化を構成する知恵や技術等を豊かにし、また、向上させることで、人類の繁栄に寄与してきた。この意味において、人にとって交通は、単なる手段にとどまらず、人が人間生活において文化的に、また、未来に向かって創造的に生きていく活力の源泉と言える。


　一方で、交通政策は、大きな転換期を迎えており、国際競争の激化や人口減少・少子高齢化の進展、地球温暖化の防止に関する取組みの必要性の増大といった交通を取り巻く社会経済情勢は著しく変化しており、東日本大震災の発生も受け、災害に強い国土・地域づくりが求められるなど、交通に関し、様々な課題が生じている。例えば、我が国経済の再生を支える国際交通・幹線交通のネットワーク強化や災害時の代替性・多重性の確保等が喫緊の課題となっている。また、地域公共交通に関しては、その維持が困難になるなど、危機的状況となっており、その確保により地域社会を維持・活性化することが求められている。


　以上を踏まえ、多様な関係者の連携・協働により、交通政策を推進する枠組みとしての法整備の検討を進めている。










第7節　政策評価・事業評価・対話型行政



1　政策評価の推進



　「国土交通省政策評価基本計画」に基づき、1)国民本位の効率的な質の高い行政の実現、2)成果重視の行政の推進、3)国民に対する説明責任の徹底という3つの目的の達成を目指し、政策アセスメント（事業評価方式）、政策チェックアップ（実績評価方式）及び政策レビュー（総合評価方式）を政策評価の基本的な3つの方式として定めるとともに、政策の特性に応じた方式として、個別公共事業、個別研究開発課題、規制及び租税特別措置等の政策評価を実施している。平成24年3月には9テーマについて政策レビューを実施し、同年9月には13の政策目標について、44の施策目標及び213の業績指標を用いて政策チェックアップを実施した。また、これらの評価における政策の改善の方向性等を踏まえ、24年度補正予算及び25年度予算概算要求の入れ替えに対応し、25年2月に33の新規施策等について政策アセスメントを実施した注1。







注1　国土交通省政策評価関係ホームページ　http://www.mlit.go.jp/seisakutokatsu/hyouka/index.html











2　事業評価の実施



　個別の公共事業について、事業の効率性及び実施過程における透明性の一層の向上を図るため、新規事業採択時評価、再評価及び完了後の事後評価による一貫した事業評価体系を構築している。評価結果については、新規採択時・再評価時・完了後の事後評価時における費用対効果分析のバックデータも含め、評価結果の経緯が分かるように整理した事業評価カルテを作成し、インターネット等で公表している注1。


　また、新規事業採択時評価の前段階における国土交通省独自の取組みとして、直轄事業等において、計画段階評価を実施している。






注1　事業評価ホームページ　http://www.mlit.go.jp/tec/hyouka/public/index.html


　事業評価カルテ　http://www.mlit.go.jp/tec/hyouka/public/jghks/chart.htm











3　国民に開かれた行政運営と対話型行政の推進



（１）国土交通ホットラインステーション

　国民生活に極めて密接にかかわる国土交通行政の推進に当たっては、国民からの意見・要望等を幅広く把握し、国民に直結した行政を展開することが重要である。このため、「国土交通ホットラインステーション」を開設しており、月平均約1,000件の意見等が寄せられている。




（２）消費者等に対する情報提供

　従来の行政による監督に加え、消費者等による適切な選択及び市場による監視を通じた安全・安心の確保を図ることを目的に、住宅等の建築物や公共交通機関に関する事業者等の過去の行政処分等の履歴を集約した「ネガティブ情報検索サイト」を国土交通省ホームページ上に公開している。




（３）社会資本整備における計画策定プロセスの透明性の更なる向上

　社会資本整備の推進に当たっては、構想段階から透明性や公正性を確保し、住民等の理解と協力を得ることが重要である。このため、住民を含めた多様な主体の参画を促進するとともに、社会面、経済面、環境面等の様々な観点から総合的に検討を行い、計画を合理的に策定するための基本的な考え方を示したガイドラインを活用することにより、更なる透明性の向上に取り組んでいる。











第3章　観光立国の実現と美しい国づくり



第1節　観光をめぐる動向



1　観光立国の意義



　観光は、地域経済の活性化、雇用の機会の増大等、国民経済のあらゆる領域にわたりその発展に寄与するとともに、国際相互理解を推進するという意義を有するものであり、観光立国の実現は、我が国の成長戦略の柱として最も重要なものの一つである。











2　観光の現状



（１）国民の観光の動向

　平成23年の国内宿泊観光旅行の平均宿泊数は2.08泊、帰省・ビジネスも含めた国内宿泊旅行の消費額は約15.1兆円であり、22年（それぞれ2.09泊、約15.8兆円）に比べ宿泊数、消費額共に減少した。他方、23年の海外旅行消費額は約4.5兆円と、22年（約4.7兆円）に比べてほぼ横ばいであった。


　また、24年の海外旅行者数は、前年比8.8％増（約150万人増）の約1,849万人となった。



（２）外国人の訪日旅行の動向

　平成24年の訪日外国人旅行者数は、約837万人（対前年比35％増、対前々年比3％減）となり、年別では過去最高を記録した22年の約861万人に次ぐ第2位であり、市場全体としては、震災等の影響からほぼ回復した。


　また、市場別では、中国、台湾、タイ、マレーシア、インドネシア、ベトナム、インドが過去最高を記録した。国籍・地域別では、韓国が約204万人（対前年比23％増、対前々年比16％減）、次いで台湾が約147万人（対前年比48％増、対前々年比16％増）、中国が約143万人（対前年比37％増、対前々年比1％増）の順となっている。


　なお、24年の訪日外国人旅行消費額は、前年比約35.5％増（約2,726億円増）の約1兆861億円となった。



（３）観光産業の動向

1)旅行業

　平成23年度の主要旅行業者58社の取扱額は、前年度比0.5％減の約6兆490億円となった。

　海外旅行については、前年度比2.0％増の約2兆2,345億円、国内旅行については、前年度比1.4％減の約3兆7,670億円となった。また、訪日外国人旅行については、前年度比25.3％減の約473億円となった。




2)ホテル・旅館業

　平成23年度の主要登録ホテル・旅館の客室利用率は、ホテルで67.8％（前年度比4.5％減）、旅館で57.8％（同2.1％減）となった。また、主要登録ホテル・旅館のうち、黒字施設の割合は、ホテルで47.9％（前年度比2.9％増）、旅館で43.3％（同0.4％増）となった。











第2節　観光立国の実現に向けた取組み



　観光をめぐる近年の情勢の変化を踏まえ、国民経済の発展、国民生活の安定向上、国際相互理解の増進、そして東日本大震災からの復興を図るため、平成24年3月30日に閣議決定された「観光立国推進基本計画」に基づき、観光立国の実現に関する施策を総合的かつ計画的に推進している。さらに、政府としての取組みを一体的・総合的に推し進めるため、観光立国推進本部において、関係省庁間の調整・連携強化を図っている。


　また、観光の振興、発展に多大な貢献をした個人・団体に対して、「観光庁長官表彰」を行っており、これまでに34の個人・団体を表彰している。











1　国際競争力の高い魅力ある観光地域の形成



（１）滞在交流型観光の推進

　「観光圏の整備による観光旅客の来訪及び滞在の促進に関する法律（観光圏整備法）」に基づき、観光地域同士が連携し、国内外の観光客による2泊3日以上の滞在交流型観光に対応できる区域として「観光圏」の整備を促進しており、平成24年度までに観光圏整備実施計画を49件認定している。あわせて、市場と地域との窓口機能等を担う事業体「観光地域づくりプラットフォーム」の形成に向け、滞在プログラムの企画・販売、人材育成等を行う取組み等の支援を行っている。


　また、観光を軸とした地域づくりの取組みを国の所管の事業や施策により総合的に支援する「観光地域づくり実践プラン」の認定を行い、観光圏整備の促進に係る社会資本整備等の支援を行うとともに、各観光圏において観光と社会資本整備の関係者による連絡会議を開催し、社会資本整備等の改善に向けた現地調査や具体的な対応方策等に関する意見交換を推進しており、25年3月までに19の観光圏において現地調査を実施した。


　さらに、「観光圏の整備による観光旅客の来訪及び滞在の促進に関する基本方針」を改正し、25年3月から施行したところであり、今後、同基本方針に基づき、更なる滞在交流型観光の推進を図ることとしている。




（２）外客受入環境の充実

　訪日外国人旅行者数を将来的に3,000万人とすることを目標とした「訪日外国人3,000万人プログラム」の達成には、海外市場でのプロモーションと並んで、国内における受入環境の整備が喫緊の課題となっている。このため、平成24年度は、訪日外国人旅行者が安心して快適に移動・滞在・観光することができる環境を提供することにより、訪日外国人旅行者の訪問を促進するとともに、満足度を高めることによりリピーターの増加を図るため、戦略拠点・地方拠点として選定された全国45地域のうち、35地域で受入環境整備事業を行った。これにより、地域での自立的な受入環境の整備及び他地域への普及を図るとともに、日本在住の留学生等を受入環境整備サポーターとして観光地等へ派遣し、受入環境整備が遅れている部分に対して、外国人目線による改善策を提案してもらうことで、自主的な訪日外国人旅行者の受入環境整備を促進した。


　また、外国人観光案内所の質を向上することなどにより、訪日外国人旅行者の利便性、満足度の向上を図るため、外国人観光案内所の認定制度を導入し、24年度には全国342箇所を認定することで、外国人観光案内所のネットワークを構築した。さらに、東日本大震災を踏まえ、自然災害等緊急時においても訪日外国人旅行者が安心して旅行できる環境を整備するため、訪日外国人旅行者を対象にウェブサイトを用いて正確な情報を迅速に提供するための仕組みを構築した。


　外国人旅行者のニーズの多様化に的確に対応するため、「総合特別区域法」に基づく通訳案内士以外の者による有償ガイド行為を可能とする特例措置の着実な実施を図るとともに、通訳案内士の専門性を高めるための研修等、ガイドの質の向上に関する事業を行い、通訳案内士制度の充実を図った。


　他方、「国際観光ホテル整備法」に基づき、ハード・ソフトの両面から外国人旅行者の宿泊に適したホテル・旅館の登録を行っており、24年12月末現在、1,015軒のホテル及び1,650軒の旅館が登録されている。











2　オールジャパンによる訪日プロモーションの実施



　訪日外国人旅行者数を平成28年（2016年）までに1,800万人にするとの目標を達成するため、我が国の観光魅力を海外に発信するとともに、訪日を促進するビジット・ジャパン事業を展開している。


　具体的には、1)海外旅行会社の招請やツアー共同広告の実施等の現地旅行会社向け事業、2)海外広告宣伝や海外メディアの招請等の現地消費者向け事業、3)広域で連携した外国人誘客の取組みを地域と運輸局等が共同で実施する地方連携事業、4)在外公館をはじめとする関係省庁や民間企業と連携したオールジャパンによる訪日旅行促進を、韓国、中国、台湾、香港、タイ、シンガポール、マレーシア、豪州、米国、カナダ、英国、フランス、ドイツ等で実施した。











3　国際会議等のMICE分野の国際競争力強化



　MICE注1の誘致・開催の推進は、1)経済波及効果、2)ビジネス機会創出・イノベーション創出、3)都市の競争力・ブランド力向上といった幅広い意義を有し、経済成長のエンジンであると同時にインフラと位置付けられる。


　MICEの重要性と市場の拡大を理由にアジアの競合国では積極的な誘致活動を展開しているため、我が国の国際競争力が相対的に低下しつつあると懸念されていることから、海外プロモーション事業の実施等、MICE誘致・開催の推進や、国際競争力強化へ向けた取組みを行った。具体的には、我が国のMICEブランドの強化を図るため、欧州、米国、アジアの各地域における見本市への出展やMICE専門誌記者の招請等による市場開拓の強化を行った。また、MICEマーケティング戦略の高度化等を含めた我が国の取組みを抜本的に強化するため、平成24年11月には「MICE国際競争力強化委員会」を開催したほか、国内のMICE人材の裾野拡大と将来、我が国のMICE界をリードする人材の育成やMICEの実態把握のための関連調査を実施し、MICEの受入環境整備等を行った。


　なお、国際会議協会（ICCA）統計によると、2011年（23年）の我が国の国際会議件数は233件となっており、世界で第13位、アジアでは第2位となっている。








注1　「MICE」とは、企業等の会議（Meeting）、企業の行う報奨・研修旅行（インセンティブ旅行）（Incentive（Travel））、国際会議（Convention）、展示会・見本市（Exhibition）の頭文字











4　休暇改革の推進



　観光庁では旅行需要の創出に向け、休暇取得の促進に取り組んでいる。地域ぐるみの「家族の時間づくり」を目的として、企業における有給休暇取得促進と学校休業の柔軟な設定により、大人と子どもの休みのマッチングを行う「家族の時間づくりプロジェクト」について、平成24年度は全国15地域120校（23年度は10地域98校）において実施した。


　また、休暇を取得して外出や旅行等を楽しむことを積極的に促進し、休暇（オフ）を前向き（ポジティブ）にとらえて楽しむ「ポジティブ・オフ」運動を推進している。この運動は、休暇を取得しやすい職場環境を整えつつ、休暇を活用した外出・旅行等による経済活性化にも貢献し、長期的には、ワーク・ライフ・バランスや休暇を楽しむライフスタイルの実現を目的としており、内閣府、厚生労働省、経済産業省と共同して提唱・推進している。











5　観光産業の強化及び観光振興に寄与する人材の育成



（１）観光産業の強化

　観光立国を実現し、観光が我が国経済成長の新たなけん引役となるためには、観光産業の強化が不可欠である。このため、旅行業、宿泊業をはじめとする我が国の観光産業全体についてレベルアップを図り、内外のユーザー・観光関係者からの評価を高めて我が国観光産業のブランドを確立し、観光産業が発展していくための具体的な方策の検討を行っている。




（２）観光の振興に寄与する人材の育成

1)観光関係人材育成のための産学官連携方策の推進

　観光産業を担うマネジメント層の人材育成等を目的として、産学官が連携した取組みを推進している。あわせて、観光産業への社会的関心・就業意欲の向上及び社会人としての基礎的能力向上を図り、観光産業において優秀な人材を確保するための「インターンシップモデル事業」を実施している。




2)観光地域づくり人材を育成する取組みの支援

　地域の自主的・自立的な観光地域づくり人材育成の取組みを促進するため、地域の状況に応じた人材育成手法等の策定・試行を行い、全国的な普及・展開を進めている。




3)観光立国教育の推進

　子ども達の「旅をする心」を育み、「将来の地域づくりの担い手」を育成するため、「観光立国教育」の推進を図っている。










6　観光旅行の安全の確保



　平成24年4月に関越自動車道において発生した高速ツアーバス事故を受け、高速ツアーバスを扱う旅行業者に対する集中的立入検査や、旅行業法の制度の見直し等の緊急対策を実施した。


　また、同年11月に中国の万里の長城付近で発生したツアー登山の事故を受け、ツアー登山に関する安全対策の見直しや立入検査の強化等を行った。











7　観光旅行の促進のための環境の整備



（１）ユニバーサルデザインの考え方に基づく観光の促進

　高齢者や障害者を含めて誰もが安心して参加できるユニバーサルツーリズムの定着・普及を図るため、受入環境の整備や、地域の支援団体、旅行会社等関係者の連携促進等について検討を行った。




（２）ニューツーリズムの推進

　地域の特性をいかし、かつ多様化する旅行者のニーズに即した観光を提供するニューツーリズム（エコツーリズム、グリーン・ツーリズム、文化観光、産業観光、ヘルスツーリズム、スポーツツーリズム等）の振興を図っている。スポーツツーリズムについては、平成24年4月に我が国のスポーツツーリズムの中核的組織として、地域スポーツコミッションの設立や、国際スポーツイベントの誘致・開催への支援等を担う（一社）日本スポーツツーリズム推進機構（JSTA）が設立された。











8　観光に関する統計の整備



　観光政策の戦略的立案及び成果の検証に活用するため、各種観光統計の整備や利活用の推進等を行っている。

　観光産業の基本的構造（事業者数、売上規模、雇用・就労状況等）や、観光が地域経済に及ぼす影響等を明らかにするための「観光地域経済調査」について、平成24年度から、経済センサスと連動し、全国約10万事業所を対象とした調査を本格実施している。その他の観光統計についても、公表の早期化に努めるとともに、分析方法の積極的な紹介等に取り組むなど、行政や産業界が施策を立案する際に、タイムリーに活用できるようなデータ提供を行い、利活用を推進している。











第3節　良好な景観形成等美しい国づくり



1　良好な景観の形成



（１）景観緑三法に基づく取組みの推進

　「景観法」に基づく景観行政団体注1は平成25年1月1日時点で568団体に増加し、景観計画は360団体で策定されるなど、良好な景観形成の取組みが推進されている。また、「屋外広告物法」の改正による屋外広告業の登録制度の導入や景観行政団体である市町村による屋外広告物条例の制定（24年4月1日時点で50団体で条例を制定済み）等が進められている。さらに、「都市緑地法」に基づく緑化地域制度が名古屋市、横浜市、東京都世田谷区及び愛知県豊田市で適用されるなど、良好な景観形成と緑豊かで暮らしやすいまちづくり等を推進している。




（２）社会資本整備における景観検討の取組み

　景観に配慮した社会資本整備を進めるため、地域住民や学識経験者等の多様な意見を聴取しつつ、事業後の景観の予測・評価を行い、事業案に反映させる取組みを推進している。




（３）無電柱化の推進

　良好な景観の形成や観光振興、安全で快適な通行空間の確保、道路の防災性の向上等を図るため、地域住民や電線管理者等と連携し、コスト縮減を図りつつ、まちなかの幹線道路に加え、主要な非幹線道路も含めて面的に無電柱化を推進している。



　
図表II-3-3-1　欧米主要都市等と日本の無電柱化の現状


[image: 図表II-3-3-1　欧米主要都市等と日本の無電柱化の現状]



（４）「日本風景街道」の推進

　多様な主体による協働の下、道を舞台に、地域資源を活かした美しい国土景観の形成を図り、観光の振興や地域の活性化に寄与することを目的に「日本風景街道」を推進している。平成25年3月末現在130ルートが日本風景街道として登録されており、道路を活用した美しい景観形成や地域の魅力向上に資する活動を支援している。




（５）水辺空間等の整備の推進

　河川が有する固有の自然・文化・歴史等を踏まえ、「多自然川づくり」、「『かわまちづくり』支援制度」、「水辺の楽校プロジェクト」等により、誰もが身近な自然空間として利活用できるよう親水性、景観等に配慮した河川整備を推進している。


　また、公共下水道雨水渠等の空間を活用した、せせらぎ水路の整備や下水処理水をせせらぎ用水として活用するための施設整備等を推進し、下水道の持つ施設空間や下水処理水を活用した水辺の再生・創出に取り組んでいる。さらに、汚水処理の適切な実施により、良好な水環境を保全・創出している。








注1　都道府県、政令指定都市、中核市又は都道府県知事とあらかじめ協議した上で、景観行政事務（「景観法」第2章第1節から第4節まで、第4章及び第5章の規定に基づく事務）を処理する市町村をいう。











2　自然・歴史や文化を活かした地域づくり



（１）我が国固有の文化的資産の保存・活用等に資する国営公園の整備

　我が国固有の優れた文化的資産の保存及び活用等を図るため、国営公園の整備を推進しており、国営飛鳥・平城宮跡歴史公園をはじめ、全国で17公園が開園している。平成24年度には、国営吉野ヶ里歴史公園において、古代の森ゾーン等の整備を行った。




（２）古都における歴史的風土の保存

　京都市、奈良市、鎌倉市等の古都においては、「古都における歴史的風土の保存に関する特別措置法（古都保存法）」に基づき、建築物等の新・増・改築、宅地の造成等行為の制限を行うとともに、土地の買入れ等の古都保存事業や普及啓発活動等を実施することにより、歴史的風土の保存を図っている。




（３）歴史的な公共建造物等の保存・活用

　地域のまちづくりに寄与するために、長く地域に親しまれてきた歴史的な官庁施設の保存・活用を推進するとともに、歴史的砂防関係施設及びその周辺環境一帯を地域の観光資源の核として位置付け、環境整備を行うなど、新たな交流の場の形成に資する取組みを促進している。



　
地域を守る歴史的砂防設備


[image: 地域を守る歴史的砂防設備]



（４）歴史文化を活かしたまちづくりの推進

　地域の歴史や伝統文化を活かしたまちづくりを推進するため、「地域における歴史的風致の維持及び向上に関する法律（歴史まちづくり法）」に基づき、35市町（平成25年3月31日現在）の歴史的風致維持向上計画を認定し、計画に基づく取組みを支援している。また、歴史的まちなみの形成における共通課題の解決に向け、全国の15地域で実証的な検討調査を実施した。











第4章　地域活性化の推進



第1節　地域活性化に向けた取組み



　政府において地域活性化は重要課題として認識されており、地域活性化に関する統合体制（地域活性化統合本部）の下、省庁横断的・施策横断的な視点に立ちながら、地域活性化に向けた取組みが進められている。


　その一環として、平成24年2月、東京都において「環境未来都市」構想に関する国際会議を開催するとともに、同年6月に開催された「リオ＋20注1」においても「環境未来都市」構想を世界に広く周知した。


　総合特区制度では、これまで44箇所の区域について指定を行い、各特区の取組みが実現するための規制の特例措置等に関する協議を行っている。構造改革特区制度では、小水力発電に係る「河川法」の許可手続の簡素化等、地域の特性に応じた規制の特例措置を導入した。地域再生制度では、少子高齢化への対応等の全国に共通する重要課題の解決を図るため、特定地域再生制度を創設した。また、低炭素都市づくりを進める「環境モデル都市」について追加選定を開始している。


　なお、地域活性化の取組みの推進に当たっては、これまで以上に地域の声に耳を傾ける必要があることから、国の相談体制をワンストップ化し、地域ブロックごとに、地方再生の取組みを一貫してフォローする仕組みが構築されている。


　国土交通省においても、暮らしの利便性、にぎわいや活力のある地域経済社会の実現に向けて、地域の鉄道、バス、離島航路等の地域公共交通の活性化・再生、交通結節点の改善等、総合的かつ戦略的な交通施策の推進、中心市街地の活性化や都市再生、集約型都市構造への転換、観光振興等の地域の創意工夫あふれる取組みへの支援、適正価格での契約の推進や地域総合産業化支援等による建設業振興を推進している。


　一方、人口減少・高齢化の著しい地域等に対しては、NPO等の多様な主体による地域づくり活動等の支援や集落機能活性化による日常的な医療・買い物等の基礎的生活サービスの確保、コミュニティバスの導入支援等による日常生活の足の確保等により、生活者の視点に立った暮らしやすい地域づくりに取り組んでいる。


　都市再生については、1)国際空港や広域防災拠点の整備等の都市再生プロジェクトの推進、2)「都市再生特別措置法」に基づく民間都市再生の推進、3)市町村が作成する都市再生整備計画等に基づく全国都市再生の推進に取り組んでいる。


　24年4月には、都市における大規模地震発生時の安全を確保するため、「都市再生特別措置法」を改正し、都市再生安全確保計画制度を創設するなどの措置が講じられるとともに、同年8月に「都市再生基本方針」が変更された。







注1　国連持続可能な開発会議（リオ＋20）










第2節　地域活性化を支える施策の推進



1　地域や民間の自主性・裁量性を高めるための取組み



（１）各種交付金の拡充・運用改善

　「地域再生基盤強化交付金」は、地域再生計画に基づき、類似機能を有する施設を一体的に整備するための省庁横断的な交付金であり、「道整備交付金」（市町村道、広域農道又は林道）、「汚水処理施設整備交付金」（公共下水道、集落排水施設又は浄化槽）及び「港整備交付金」（地方港湾の施設及び第一種漁港又は第二種漁港の施設）で構成されている。平成25年3月末時点で全認定地域再生計画は1,607件であり、そのうち国土交通省関係では1,003件の地域再生計画に基づく事業で「地域再生基盤強化交付金」が施設整備に活用されている。




（２）地方における地域活性化の取組み支援

　民間専門家等からなる地域活性化応援隊の派遣や、地方支分部局における相談会の開催等により、地方において実施されている地域活性化に向けた取組みに対する相談体制の充実を図っている。また、各地で個性的で魅力ある地域づくりに向けた取組みが一層推進されることを目指して「手づくり郷土賞注1」の表彰を実施しているほか、地域づくりの好事例や各省庁の施策等、地域づくりに役立つ情報をメールマガジン等で発信注2することにより、地域活性化の取組みを支援している。




（３）民間のノウハウ・資金の活用促進

　地方都市の成長力・競争力の強化を図るため、地方公共団体が行う都市再生整備計画事業と連携した民間都市開発事業で国土交通大臣認定を受けたものに支援を行うとともに、地域住民等によるまちづくり事業に助成を行う住民参加型まちづくりファンドへの支援を行っている。


　また、まちの魅力・活力の維持・向上を通じた地域参加型の持続可能なまちづくりの実現と定着を図るため、民間のまちづくりの担い手が主体となったまちづくり計画の策定や、公園等の公共空間を活用したイベント、屋外広告物事業等の実験的な取組みを支援している。


　さらに、民間からの収益還元を活用した新たな官民連携によるインフラの整備・管理の展開及び都市の道路空間を活用した新たなビジネスチャンスの創出を図るため、道路空間のオープン化（民間開放）を推進している。平成23年度に導入された、にぎわい・交流の創出のための道路占用許可の特例については、東京都新宿区において全国初となる道路上の常設オープンカフェが開設されるなど、全国各地で官民連携によるまちづくりが進められている。また、直轄駐車場においては、利用者のサービスの向上、管理運営コスト縮減等を図るため、PFI事業として手続を実施し、民間事業者により維持管理・運営を開始している。



　

国土交通大臣認定の民間都市開発事業の例　氷見市ひみ番屋街・総湯整備事業


[image: 国土交通大臣認定の民間都市開発事業の例　氷見市ひみ番屋街・総湯整備事業]






注1　地域の魅力や個性を創出している、良好な社会資本及びそれと係わりのある地域活動を一体として対象とした国土交通大臣表彰制度


注2　地域づくり情報局−Repis:http://www.mlit.go.jp/sogoseisaku/region/chiiki-joho/index.html











2　集約型都市構造の実現に向けた総合的取組み



　人口減少・高齢化が進展する中、地球環境問題、都市経営の効率化等に対応するため、「集約型都市構造の実現」が重要である。このような都市構造の実現のためには、都市内の中心市街地や交通結節点の周辺に医療・介護・福祉、教育、文化施設等生活に必要な都市機能を集積し、公共交通の利便性を高めることや、多様な集積やにぎわい・交流機会を確保することが必要となる。これらにより、都市内のどの地域からでもサービスの享受が可能となり、新たな産業や雇用の創出が促進されるなどの効果が期待できるほか、徒歩・自転車、公共交通を中心とした「歩いて暮らせるまちづくり」の推進や、集積のメリットを活かしたエネルギーの高効率化等により、環境負荷低減という効果も期待できる。


　公共交通機関の利用促進、交通結節点の改善、自転車利用環境の整備、にぎわいのある歩行者空間の整備等をパッケージ化した総合的な交通戦略の推進、中心市街地の活性化・街なか居住の推進等による集約拠点の形成及び郊外における新市街地開発の抑制等市街地整備戦略の推進、自然エネルギー・未利用エネルギーの有効活用、都市公園の整備、緑地の保全・創出、公共施設等の緑化等による緑のネットワークの形成等の様々な取組みによって地域や各都市のまちづくりを支援している。


　さらに、「都市の低炭素化の促進に関する法律（エコまち法）」を平成24年12月に施行した。この法律は、市街化区域等において、低炭素化を促進する建築物の認定制度と、市町村が都市の低炭素化に資する計画を作成できる「低炭素まちづくり計画（エコまち計画）」制度を柱とするものであり、これらにより行政・市民・民間事業者が連携して「コンパクトなまちづくり」を推進することが期待される。



　
図表II-4-2-1　集約型都市イメージ


[image: 図表II-4-2-1　集約型都市イメージ]









3　地域特性を活かしたまちづくり・基盤整備



（１）民間投資誘発効果の高い都市計画道路の緊急整備

　市街地における都市計画道路の整備は、沿道の建替え等を誘発することで、都市再生に大きな役割を果たしている。このため、残りわずかな用地買収が事業進捗の隘路となっている路線について、地方公共団体（事業主体）が一定期間内の完了を公表する取組み（完了期間宣言路線（平成24年4月1日現在126事業主体439路線））を通じ、事業効果の早期発現に努めている。




（２）交通結節点の整備

　鉄道駅やバスターミナル等の交通結節点には、様々な交通施設が集中し、大勢の人が集まるため、都市再生の核として高い利便性と可能性を有する。


　このため、新宿駅南口地区等の交通結節点及びその周辺において、交通結節点改善事業や都市・地域交通戦略推進事業、鉄道駅総合改善事業等を活用し、交通機関相互の乗換え利便性の向上や鉄道等により分断された市街地の一体化、駅機能の改善等を実施し、都市交通の円滑化や交通拠点としての機能強化等を図っている。


　また、地方公共団体や鉄道事業者等で構成する協議会が策定した総合的な計画に基づく事業に対して助成し、効率的な事業実施を図る、駅まち協働事業を三宮駅前南地区（神戸市）で実施しており、阪神三宮駅の駅施設利用円滑化事業と併せて、一体的整備を図っている。


　さらに、医職住の近接による地域の集約化等の観点から、既存の鉄道駅等に子育て支援施設や医療施設を併設するなど、安心して暮らせる地域の総合的な拠点としての駅機能の高度化を推進している。



　
図表II-4-2-2　交通結節点改善事業の例（新宿駅南口地区）
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（３）企業立地を呼び込む広域的な基盤整備等

　各地域が国際競争力の高い成長型産業を呼び込み集積させることは、東アジアにおける競争・連携及び地域活性化の観点から大きな効果がある。このため、空港、港湾、鉄道や広域的な高速道路ネットワーク等、地域の特色ある取組みのために真に必要なインフラへ集中投資を行い、地域の雇用拡大・経済の活性化を支える施策を推進している。




1)空港の機能高質化

　国内外の各地を結ぶ航空ネットワークは、地域における観光振興や企業の経済活動を支え、地域活性化に大きな効果がある。特に、近年は、国際分業の進展等による経済のグローバル化に伴い、速達性に優れる航空輸送の重要性が高まってきており、エプロン拡充等のターミナル地域改良による空港の機能高質化を進めている。




2)港湾整備

　世界的に資源、エネルギー等の需給が逼迫する中、これら物資のほぼ100%を輸入に依存する我が国において、その安定的かつ安価な輸入の実現は喫緊の課題となっている。このため、大型船に対応した港湾機能の拠点的確保や、企業間連携の促進による国全体としての効率的な海上輸送ネットワークの形成により、安定的かつ安価な輸入を実現し、産業競争力の強化、雇用の創出や所得の海外流出防止を図ることとしている。




3)鉄道整備

　全国に張り巡らされた幹線鉄道網は、旅客・貨物輸送の大動脈としてブロック間・地域間の交流を促進するとともに、産業立地を促し、地域経済を活性化させることで、地域のくらしに活力を与えている。特に、鉄道貨物輸送は、地域経済を支える産業物資等の輸送に大きな役割を果たしている。




4)道路整備

　物流効率化、輸送利便性等の観点から、新規に立地する工場の約8割が高速道路のICから10km以内に立地しており、迅速かつ円滑な物流の実現等により国際競争力を強化するとともに、地域の自立と産業の振興を図るため、高規格幹線道路や地域高規格道路等の幹線道路ネットワークの形成を進めている。




（４）地域に密着した各種事業・制度の推進

1)道の駅

　「道の駅」は道路の沿線にあり、駐車場、トイレ等の「休憩機能」、道路情報や地域情報の「情報発信機能」、地域と道路利用者や地域間の交流を促進する「地域の連携機能」の3つを併せ持つ施設で、平成25年3月現在1,005箇所が登録されている。また、災害発生時の復旧活動拠点や避難所等、防災拠点としての機能も併せ持つ「道の駅」も整備している。



　
図表II-4-2-3　「道の駅」登録数の推移
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2)かわまちづくりの推進

　河川や水辺をまちづくり・観光の核として活用し、地域の魅力向上を目指す市町村等の計画に対し、まちづくりと一体となった水辺空間の整備等のハード面及び規制緩和等のソフト面の両面から支援・推進を行っている。




3)地域住民等の参加による地域特性に応じた河川管理

　河川環境について専門的知識を有し、豊かな川づくりに熱意を持った人を河川環境保全モニターとして委嘱し、河川環境の保全・創出、秩序ある利用のための業務や普及啓発活動をきめ細かく行っている。また、河川に接する機会が多く、河川愛護に関心を有する人を河川愛護モニターとして委嘱し、河川へのごみの不法投棄や河川施設の異常の発見等、河川管理に関する情報の収集や河川愛護思想の普及啓発に努めている。


　さらに、河川の清掃、草刈等を行うボランティア団体や地域住民に、河川敷を花壇等として開放し、地域に根ざした親しみある水辺空間の形成を図るラブリバー制度を推進している。このほか、市民参加型の河川管理として、河川の特定区間について住民と協定等を結び、清掃・除草等の河川環境管理を住民・地方公共団体・河川管理者が協働で実施している。




4)海岸における地域の特色を活かした取組みへの支援

　海岸利用を活性化し、観光資源としての魅力を向上させることを目的に、海岸利用活性化計画の策定及び計画に基づいた海岸保全施設の整備を行う海岸環境整備事業を社会資本整備総合交付金等によって支援している。




5)港湾を核とした地域振興

　みなとの振興を通じ、港湾所在市町村における地域活性化に向けた取組みを推進するため、社会資本整備総合交付金による支援を行っており、42プロジェクトの「みなと振興計画」が認定されている。


　また、みなとや海岸の施設を地域の情報発信拠点として、あるいは地域の方々や観光客等の交流拠点として活用する「みなとオアシス」を全国に展開しており、平成24年度末現在、68港が登録されている。これらのみなとオアシスを相互の情報交換や交流の場とするとともに、全国のみなとオアシスの振興に関する事業等を共同で行うことなどを目的とした「みなとオアシス全国協議会」において「みなとオアシスSea級グルメ全国大会」等の連携イベントの開催や共同でのPR活動等が行われている。


　このほか、旅客ターミナルの機能向上等により国内外のクルーズ船の寄港促進を図るなど、みなとを核とした地域振興に取り組んでいる。



　
図II-4-2-4　みなとオアシス全国マップ


[image: 図II-4-2-4　みなとオアシス全国マップ]



6)マリンレジャーの拠点づくり

　マリンレジャーや地域活性化の拠点となる「海の駅（平成24年度末現在143駅）」の設置を推進し、プレジャーボート利用者のみならず陸上からも人が集まり、家族や子供、障害者等がマリンレジャーを体験できるイベントの支援や情報提供等、国民が海に関心を持つような取組みを実施している。また、プレジャーボート利用者のニーズを受け、受入れに余裕のある漁港をプレジャーボートでも利活用できる方策について水産庁と連携して検討するなど、適正な利用環境の整備を進めている。




（５）地籍整備の積極的推進

　地籍調査は一筆ごとの土地の境界等を市町村が調査するものであり、進捗が遅れている都市部での重点的な実施の促進、地籍調査の前段となる国による官民境界調査及び山村部における境界情報保全調査の実施、公共事業等における地籍調査以外の測量成果の活用方策の検討等により、地籍整備の積極的な推進を図っている。


　東日本大震災の被災地では、地籍調査の実施状況に合わせて、国による官民境界調査の実施等により土地境界の明確化を推進して復興の迅速化に努めている。


　また、東日本大震災を教訓として、今後大規模な震災が想定される地域を中心に、防災・減災の取組みと連携して地籍整備を推進し、地域の防災力向上に貢献している。




（６）大深度地下の利用

　「大深度地下の公共的使用に関する特別措置法」に基づく三大都市圏での公共性の高い事業の円滑な実施のため、審査の円滑化に関する技術的検討を進めているほか、対象地域（首都圏、近畿圏、中部圏）ごとに、国の関係行政機関及び関係都道府県により組織されている「大深度地下使用協議会」を活用し、大深度地下空間の情報交換を図っている。











4　広域ブロックの自立・活性化と地域・国土づくり



（１）広域ブロックの自立と活性化

　地域の活性化及び持続的な発展を図るため、地域の知恵と工夫を引き出しつつ、総合的に施策を展開することが重要である。そのため、国土形成計画（全国計画）及び広域地方計画に基づき、多様な広域ブロックが自立的に発展する国土を構築することを目指し、広域ブロックごとにその特色に応じた施策展開を図っている。また、地域の多様な主体によるその特性を活かした地域の活性化の促進のための官民連携組織による戦略の策定・実施や、それに対する国の支援、「新しい公共」の担い手によるコミュニティづくりを進めるための施策について取り組んでいる。




1)地域自立・活性化の推進

　自立的な広域ブロックの形成に向けたハード・ソフトが連携した取組みを効率的・効果的に実施し、広域にわたる活発な人の往来又は物資の流通を通じた地域の活性化を図るため、都道府県が作成した広域的地域活性化基盤整備計画に基づき、これまでに75地域の計画に交付金を交付している。また、より広域的な地域の活性化を図るため、複数の県が連携して作成した広域的地域活性化基盤整備計画に基づき、これまでに13地域延べ33計画に交付金を交付している。




2)官民連携による地域活性化のための基盤整備推進支援事業

　地域において官民が連携して策定した広域的な地域戦略に資する事業について、民間の意思決定のタイミングに合わせ、機を逸することなく、基盤整備の構想段階から事業実施段階への円滑かつ速やかな移行を支援するため、平成23年度に制度を創設し、24年度においては、公共土木施設への再生可能エネルギー導入に係る検討を含め、16件の調査に対する支援を行った。




3)「新しい公共」の担い手による地域づくりの推進

　「新しい公共」の担い手が抱える人材、資金・資源や経営ノウハウの不足等の課題に対応するため、（ア）地域の「志ある資金」の循環を支えるための仕組みの構築による担い手に対する資金・資源の支援、（イ）中間支援組織等によるノウハウ提供等の非資金的支援について、引き続き検討を行っている。




（２）地域の拠点形成の促進等

1)多様な広域ブロックの自立的発展のための拠点整備

　「多極分散型国土形成促進法」に基づき、地方において特色ある産業、文化等の機能が集積する拠点として振興拠点地域の整備を推進している。また、首都圏整備計画に位置付けられている業務核都市注1において、業務施設の立地や諸機能の集積の進展によって、東京中心部への過度の集中の是正等に一定の効果を上げているところであり、引き続き整備を推進している。さらに、「筑波研究学園都市建設法」に基づき、科学技術の集積等を活かした都市の活性化等を目指し、筑波研究学園都市の建設を推進しているほか、つくばエクスプレス沿線で都市開発が進む中、研究学園都市の特性を活かした環境都市づくりに取り組んでいる。一方、近畿圏では「関西文化学術研究都市建設促進法」に基づき、文化・学術・研究の新たな展開の拠点形成を目指して関西文化学術研究都市の建設を推進しており、「サード・ステージ・プラン」を踏まえた「関西文化学術研究都市の建設に関する基本方針」に基づき、関係省庁、地方公共団体、経済界等と連携を取りながら、更なる都市建設の推進を図っている。このほか、世界都市にふさわしい機能と良好な居住環境等を備えた地域とするため、「大阪湾臨海地域開発整備法」に基づく整備計画の実施を推進している。




2)国会等の移転の検討

　「国会等の移転に関する法律」に基づき、国会等の移転に関連する調査や国民への情報提供等、国会における検討に必要な協力を行っている。








注1　東京都区部以外の地域で、その周辺の相当程度広範囲の地域の中核となるべき都市（14拠点）










5　地域の連携・交流の促進



（１）地域を支える生活幹線ネットワークの形成

　医療や教育等の都市機能を有する中心地域への安全で快適な移動を実現するため、現道拡幅等による隘路の解消と道路網の整備を支援している。また、合併市町村の一体化を促進するため、合併市町村内の中心地や公共施設等の拠点を結ぶ道路、橋梁等の整備を総務省と連携して市町村合併支援道路整備事業により推進している。




（２）都市と農山漁村の交流の推進

　条件不利地域（過疎、山村、離島、半島、豪雪地域）における廃校舎等の既存公共施設について交流施設等への改修整備を支援する集落活性化推進事業、幹線道路網の整備による広域的な交流・連携軸の形成、田園居住を実現するための住宅・宅地供給、交流の拠点となる港湾の整備等を実施している。また、グリーン・ツーリズム等のニューツーリズムの推進や「オーライ！ニッポン会議」の活動支援等、農林水産省等関係府省と連携して都市と農山漁村との交流を推進している。




（３）地方定住等の促進

　地域づくり活動への参加や農業・産業体験を通じた都市住民と地域住民の相互交流等UJIターンや地方定住に関する事業を実施している市町村の情報について、国土交通省ホームページで情報発信を行っている注1。また、二地域居住人口、交流人口、情報交流人口といった多様な人口の視点から地域への人の誘致・移動を促進するため、二地域居住等に関するサイトで情報発信を行っている注2。


　さらに、多岐にわたる地域の課題に対応するため、社会資本整備総合交付金による地方公共団体の空き家住宅及び空き建築物の活用等への支援、住み替え・二地域居住に関する地方公共団体等の施策情報や全国の空き家バンク等の情報提供等を行っている。







注1　http://www.mlit.go.jp/kokudoseisaku/chisei/crd_chisei_tk_000007.html


注2　http://www.mlit.go.jp/kokudokeikaku/nichiiki/index.html











6　地域の移動手段の確保



（１）地域の生活交通の確保・維持・改善

　生活交通の存続が危機に瀕している地域等において、地域の特性・実情に最適な移動手段が提供され、また、バリアフリー化やより制約の少ないシステムの導入等移動に当たっての様々な障害（バリア）の解消等がされるよう、地域公共交通確保維持改善事業により、地域の多様な関係者による議論を経た地域の交通に関する計画等に基づき実施される取組みを支援している。



　
図表II-4-2-5　地域公共交通確保維持改善事業
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（２）地域鉄道の活性化、安全確保等への支援

　地域鉄道は、住民の足として沿線住民のくらしを支えるとともに、観光等地域間の交流を支える基幹的な公共交通として、重要な役割を果たしているが、その経営は極めて厳しい状況にある。このため、地域公共交通確保維持改善事業や税制上の特例措置により、安全設備の整備等に対して支援を行うほか、幹線鉄道等活性化事業により、潜在的な鉄道利用ニーズが大きい地方部の路線について、新駅の設置等に対する支援を行っている。


　また、鉄道に比べて低コストでの運行が期待できるほか、地域における観光の新たな魅力としても期待されるDMV（デュアル・モード・ビークル）注1について、「DMVの導入・普及に向けた検討会」を開催し、導入・普及の促進を図るための方策等の検討を行っている。




（３）地域バス路線への補助

　地域住民、特に自らの交通手段を持たない高齢者や学童等の移動制約者にとって必要不可欠な公共交通機関である乗合バス等の生活交通の確保・維持は、重要な課題となっている。このため、国と地方の役割分担の下、国は地域特性や実情に応じた地域に最適な生活交通ネットワークの確保・維持が可能となるよう、生活交通（地域をまたがる幹線バス交通ネットワーク注2や、幹線交通ネットワークと密接な地域内のバス交通・デマンド交通注3等）の運行について一体的に支援することとしている。それ以外の路線については、地方公共団体の判断により維持を図ることとし、所要の財政措置が講じられている。




（４）離島との交通への支援

　離島航空路については、離島の航空輸送の確保を図るため、離島に就航する航空運送事業者に対して、機体購入費補助、運航費補助、衛星航法補強システム（MSAS）受信機購入費補助、着陸料の軽減、航空機燃料税及び固定資産税についての軽減措置を実施している。なお、運航費補助については、平成23年度から地域公共交通確保維持改善事業により支援を行っており、24年度から島民向け運賃割引への助成も新たに盛り込み、支援の充実を図っている。


　離島航路は、島民の日常生活を行う上で必要不可欠な交通手段であるが、その航路の運営は極めて厳しい状況である。このため、唯一かつ赤字が見込まれる航路に対し、地域公共交通確保維持改善事業により運営費補助の支援を行っている。また、他の地域との格差の是正、島民生活の利便性向上を図るため、島民向け運賃割引への助成や離島における港湾施設の整備等を行っている。


　なお、23年度の離島航空路線の数は67路線、23年度末現在の離島航路数は300航路（うち国庫補助航路120航路）となっている。








注1　道路から鉄道への乗入れを可能とする特殊な構造の車輪を備え、走行モード変換装置（モードインターチェンジ）を介して道路と線路の双方を自由に走行できる車両。


注2　協議会で維持・確保が必要と認められ、国が定める基準（複数市町村にまたがり、1日の運行回数が3回以上等）に該当する広域的・幹線的なバス路線


注3　利用者の個別の需要（デマンド）に応じて、需要を集約した上で、ドア・ツー・ドア型輸送サービスを提供する形態の乗合輸送










第3節　都市再生プロジェクト等の推進



1　都市再生プロジェクトの推進



　都市再生プロジェクトとは、解決を図るべき様々な「都市の課題」について、関係省庁、地方公共団体、関係民間主体等が協力・連携し、総力を挙げて取り組む具体的な行動計画である。その選定方針は、1)都市構造に係る基本的課題に取り組むものあるいは従来と異なる新しい手法によるもので、関係省庁が総力を挙げて取り組む必要があるもの、2)経済構造改革につなげるという観点から、民間の力を引き出すもの、あるいは土地の流動化に資するものとされている。


　平成25年3月末現在までに、都市再生本部により23の都市再生プロジェクトが決定されている。










2　民間都市開発の推進



（１）特定都市再生緊急整備地域制度等による民間都市開発の推進

　昨今の成長が著しいアジア諸国の都市と比較し、我が国都市の国際競争力が相対的に低下している中、国全体の成長をけん引する大都市について、官民が連携して市街地の整備を強力に推進し、海外から企業・人等を呼び込むことができるような魅力ある都市拠点を形成することが、重要な課題になっている。このため、平成23年4月に「都市再生特別措置法」を改正し、24年1月には都市の国際競争力の強化を図る地域として全国11地域を「特定都市再生緊急整備地域」に指定した。このうち7地域においては、官民連携による協議会により整備計画が作成された。


　特定都市再生緊急整備地域においては、従来の「都市再生緊急整備地域」における支援措置に加え、下水の未利用エネルギーを民間利用するための規制緩和、道路の上空利用のための規制緩和、税制支援等により民間都市開発の支援が行われる。また、整備計画に基づき、地域の拠点や基盤となる都市拠点インフラの整備を重点的かつ集中的に支援する補助制度として、「国際競争拠点都市整備事業」を設けている。


　また、「都市再生緊急整備地域」としては、25年3月末現在で東京・大阪をはじめ政令指定都市や県庁所在地等において計63地域が指定されており、現在、各地域において様々な民間都市開発事業が着々と進行している。また、（財）民間都市開発推進機構がミドルリスク資金の調達を支援するメザニン支援業務注1を実施している。



　

図II-4-3-1　特定都市再生緊急整備地域と都市再生緊急整備地域の指定状況


[image: 図II-4-3-1　特定都市再生緊急整備地域と都市再生緊急整備地域の指定状況]



（２）都市再生事業に対する支援措置の適用状況

1)都市再生特別地区の都市計画決定

　既存の用途地域等に基づく規制を適用除外とした上で、自由度の高い新たな都市計画を定める「都市再生特別地区」は、平成25年3月末現在で60地区の都市計画決定がなされ、うち41地区が民間事業者等の提案によるものとなっている。




2)民間都市再生事業計画の認定

　国土交通大臣認定（平成25年3月末現在63件）を受けた民間都市再生事業計画については、（財）民間都市開発推進機構による金融支援や税制上の特例措置が講じられている。



　
東京都心・臨海地域の例


[image: 東京都心・臨海地域の例]



（３）大街区化の推進

　我が国の主要都市中心部の多くは、戦災復興土地区画整理事業等により街区が形成されているが、その時代の土地利用や交通基盤、防災機能に対するニーズや、建築技術の水準等から設計されたものであり、現在のニーズ等に対しては、街区の規模や区画道路の構造が十分には対応していない。これらの課題に対し、複数の街区に細分化された土地の集約を進めるための「大街区化ガイドライン」に基づき、大都市の国際競争力の強化や地方都市の再生に向け、今日の土地利用ニーズを踏まえた土地の有効高度利用を推進している。








注1　メザニン支援業務とは、公共施設の整備を伴い、かつ環境に配慮した建築物及びその敷地を整備する事業のうち、国土交通大臣の認定を受けたものに対して、（財）民間都市開発推進機構がミドルリスク資金（元利金の支払が後順位となる特約が付された貸付け等の資金）の調達を支援する業務をいう。











第4節　特定地域振興対策の推進



1　豪雪地帯対策



　「豪雪地帯対策特別措置法」により、豪雪地帯・特別豪雪地帯を指定し、豪雪地帯対策基本計画により、交通の確保、生活環境・国土保全関連施設の整備等を推進するとともに、安全・安心な地域づくりのための調査を実施している。なお、豪雪地帯に指定されている市町村数は、平成24年4月現在で532市町村（うち特別豪雪地帯201市町村）となっている。











2　離島振興



　「離島振興法」に基づき、都道県が策定した離島振興計画による離島振興事業を支援するため、公共事業予算の一括計上に加え、離島地域自らの創意工夫を前提とした島づくりのための取組みへの支援等を行っている。


　また、平成24年6月に離島振興法の改正法が成立し、新たに目的規定に定住促進等が明記され、国の責務が規定されるとともに、活性化に資するソフト施策を推進するための規定等が盛り込まれた。











3　奄美群島・小笠原諸島の振興開発



　「奄美群島振興開発特別措置法」、「小笠原諸島振興開発特別措置法」に基づく振興開発事業等の実施により、基礎条件の改善を図るとともに、その特性を活かした地域の主体的な取組みを支援し、産業や観光の振興等による地域の自立的発展に向けた環境づくりを推進している。











4　半島振興



　「半島振興法」に基づき、道府県が作成した半島振興計画により、半島振興対策実施地域（平成24年4月現在23地域（22道府県194市町村）が指定）を対象に半島循環道路等の整備や産業の振興等への支援を行っている。


　また、「半島振興法」の施行に必要な情報の収集・分析のための調査と併せて、半島地域の自立的発展を推進するため、担い手育成に向けた農林水産資源等の地域資源を活用した内発的な地域づくりや半島間連携に向けた取組みに係る実証調査を行い、必要な知見の集約及び地域への普及を図っている。











第5節　北海道総合開発の推進



1　地球環境時代を先導する新たな北海道総合開発計画の推進



（１）北海道総合開発計画の推進

　我が国は、北海道の優れた資源・特性を活かしてその時々の国の課題の解決に寄与していくとともに、地域の活力ある発展を図ることを目的として、北海道の積極的な開発を行ってきた。


　現在は第7期となる「地球環境時代を先導する新たな北海道総合開発計画」に基づき、「開かれた競争力ある北海道」、「持続可能で美しい北海道」、「多様で個性ある地域から成る北海道」という3つの戦略的目標の実現に向け、食、観光、環境・エネルギー等の分野を中心に施策を推進している。


　なお、計画策定後のおおむね5年後に計画の総合的な点検を行うことになっており、平成24年度に、社会経済情勢の変化等を踏まえ、今後の課題や方向性の検討を行った。




（２）計画の実現に向けた取組み

1)総合的な食料供給力の強化

　全国の農地面積の25％を占める北海道の食料供給力の強化に向けて、農地の大区画化等の基盤整備により生産力を高めるとともに、品質管理の高度化や観光との連携等、高付加価値化を支援している。また、物流機能の強化のため、必要なインフラ整備を推進するとともに、道産品を直接かつ安定的に輸出するための「北海道国際輸送プラットホーム」設置等、食関連産業等の育成に向けた取組みを展開している。




2)国際競争力の高い魅力ある観光地づくり

　美しい景観や食等魅力的な観光資源を有する北海道のポテンシャルを活かすため、基盤整備を通じた移動時間短縮・周遊性向上やシーニックバイウェイ北海道の取組み等による受入環境の整備を推進している。また、多言語によるドライブハンドブックの配布などによる利便性向上等も図っている。さらに、国際会議等（MICE）の北海道開催を推進するため、地域の取組みに対する支援等を行っている。



　
コスモスロード（清里町）のシーニックポイント


[image: コスモスロード（清里町）のシーニックポイント]



3)自然と共生する持続可能な地域社会の形成

　北海道の恵まれた自然と共生する社会を形成するため、湿原環境の保全・再生、水生生物の生息環境に配慮した防波堤の整備、河川・湖沼の浄化等を推進している。また、北海道には、再生可能エネルギー源が豊富に存在しており、その利活用に向けた取組みを各地で展開している。




4)内外の交流を支えるネットワークとモビリティの向上

　北海道総合開発計画の3つの戦略的目標の実現に向け、高規格幹線道路や空港・港湾等の基幹的な交通基盤の整備や物流ネットワーク機能の強化等を多様な主体と連携し効果的に推進している。また、冬期交通の安全性・信頼性の向上のための取組みを推進している。




5)安全・安心な国土づくり

　近年、東日本大震災をはじめとして、大きな自然災害等が続いているが、北海道においても、豪雪や暴風雪、土砂災害、風水害が発生し、日本海溝・千島海溝周辺海溝型地震等大規模な地震・津波の可能性も高いなど、安全・安心な地域社会の形成に向けて課題が多く残されていることから、社会基盤の耐震化、総合的な治水・土砂災害対策、信頼性の高い道路ネットワークの構築等の基盤整備や、危機管理体制の強化、地方公共団体や住民等とも連携を図った地域防災等を推進している。また、施設の老朽化や維持管理にかかる課題も顕在化していることから、老朽化対策・長寿命化・予防保全等効果的・効率的な維持管理への取組みも推進している。











2　特色ある地域・文化の振興



（１）北方領土隣接地域の振興

　領土問題が未解決であることから望ましい地域社会の発展が阻害されている北方領土隣接地域について、地域の振興や住民生活の安定を図るために必要な施策を総合的に推進している。平成24年度は、国、北海道及び隣接地域1市4町による協議会を設置し、隣接地域において魅力ある地域社会の形成を図るため、第7期北方領土隣接地域振興計画期間（25〜29年度）に重点的に推進すべきハード対策とそれを活用するためのソフト対策を一体にした取組みについて検討を行った。




（２）アイヌ文化の振興等

　「アイヌ文化の振興並びにアイヌの伝統等に関する知識の普及及び啓発に関する法律」に基づき、アイヌの人々の誇りの源泉であるアイヌの伝統や文化に関する知識の普及啓発を図っている。


　平成24年度は、アイヌ政策推進会議政策推進作業部会報告（24年7月）等の提言を踏まえ、新千歳空港における普及啓発の取組みを更に充実させ、国内線・国際線ターミナルの連絡通路に、アイヌ語「イランカラプテ」（「こんにちは」の意）による歓迎メッセージを表示するなど、一層の普及啓発を図った。



　
新千歳空港国際線ターミナルにおけるアイヌ古式舞踊の披露による歓迎


[image: 新千歳空港国際線ターミナルにおけるアイヌ古式舞踊の披露による歓迎]




　さらに、同部会報告を踏まえた国民理解を促進するための方策の具体化に向け、関係機関や民間企業等多様な主体との連携による今後の普及啓発活動のあり方を検討し、取りまとめた。












コラム　「北海道国際輸送プラットホーム」の構築　〜北海道産品の海外輸出促進に向けた取組み〜



　北海道の農水産品・食料加工品といった道産品は、アジア各国においても非常に高い評価を得ているものの、ニーズは小口かつ多種多様であることが多く、さらに輸送には冷蔵や冷凍等温度管理が必要です。しかし、道内では、効率的に冷蔵・冷凍の小口混載輸送サービスを行う物流機能や、多品種多頻度需要に応じた商取引サービス等の商流機能が不足し、輸出機会を逃している状況にあります。


　こうした物流・商流双方の課題に取組み、道産品の輸出拡大・物流効率化を図るため、国土交通省北海道開発局は、平成23年9月、札幌大学と「国際物流を通じた道産品輸出促進研究会」を発足しました。同研究会では、冷蔵・冷凍貨物の小口混載輸送サービス等、道産品を直接かつ安定的に輸出できる仕組みである「北海道国際輸送プラットホーム（HOP）」を提案しています。


　この考え方に賛同した民間物流企業も参加し、24年9月より、香港・シンガポールに向けて、航空便によるサンプル輸送事業や小口冷凍・冷蔵輸送サービスを開始しています。さらに海上便についても、冷蔵・冷凍品を混載できる輸送や鉄道コンテナで国際海上輸送をする検討を行っています。


　同研究会では、5箇年計画でHOP完成を目指しており、関係機関と協力の下、取り組んでいきます。




　
[image: 北海道国際輸送プラットホーム（HOP）の図]







第5章　心地よい生活空間の創生



第1節　豊かな住生活の実現



1　住生活の安定の確保及び向上の促進



　本格的な少子高齢社会の到来、人口・世帯数の減少、厳しい雇用・所得環境等の社会経済情勢の変化や、住生活を支えるサービスに対するニーズ等を踏まえ、平成23年3月に閣議決定した、23年度から32年度を計画年度とする新たな住生活基本計画（全国計画）に基づき、1)安全・安心で豊かな住生活を支える生活環境の構築、2)住宅の適正な管理及び再生、3)多様な居住ニーズが適切に実現される住宅市場の環境整備、4)住宅の確保に特に配慮を要する者の居住の安定の確保という4つの目標の達成に向け、住生活の安定の確保及び向上の促進に関する施策を推進している。




（１）安全・安心で豊かな住生活を支える生活環境の構築

　安全・安心な住宅及び居住環境の整備を図るため、大規模な地震等に備え、住宅・建築物の耐震改修等を促進するとともに、高齢者が安心できる住まいを確保するため、医療・介護・住宅が連携した「サービス付き高齢者向け住宅」の供給を促進している。また、低炭素社会の実現に向けて、住宅の省エネルギー性能の向上、地域材の利用等を進めている。


　さらに、街なか居住の推進等により住宅及び住宅市街地における高齢者等の生活の利便性の向上を図るとともに、住生活にゆとりと豊かさをもたらす、美しい街並みや景観の維持及び形成を図っている。




（２）住宅の適正な管理及び再生

　マンションのストック戸数は約579万戸（平成23年末現在）に達し、国民の重要な居住形態となっているが、適切な維持管理や再生を推進していく上での様々な課題への対応が必要となっている。


　マンションストックを有効に活用していくために、「持続可能社会における既存共同住宅ストックの再生に向けた勉強会」を開催し、共同住宅の再生の技術情報や個別技術シート集を取りまとめ、公表した。


　また、マンションの適正な維持管理を促進するため、「マンションの新たな管理ルールに関する検討会」を開催し、専門家を活用した管理方式、災害等緊急時の意思決定ルール、反社会的勢力排除規定等について検討を行っている。


　さらに、老朽マンションについては、その改修及び建替えが円滑に行われるよう、補助、融資、税制措置等の支援措置を講じている。「マンションの建替えの円滑化等に関する法律」については、建替組合設立の認可等の権限をすべての市へ委譲した。なお、同法を活用したマンション建替事業の認可実績は、全国で65件となっている（24年10月1日現在累計）。




（３）多様な居住ニーズが適切に実現される住宅市場の環境整備

1)既存住宅が円滑に活用される市場の整備

　中古住宅・リフォームトータルプラン（平成24年3月）に基づき、既存住宅が円滑に活用される市場の整備として、以下の取組みを推進した。


　また、25年3月より「中古住宅の流通促進・活用に関する研究会」を開催し、中古住宅の流通促進に向けた制度等について検討を行っている。


（ア）消費者が安心してリフォームができる市場環境の整備

　住宅リフォームを検討する消費者は、費用や事業者選びに関して不安を有しており、これを取り除くことが住宅リフォーム市場の拡大には必要である。


　このため、具体的な見積書についての相談を行う「住まいるダイヤル」（（公財）住宅リフォーム・紛争処理支援センター）における「リフォーム無料見積チェック制度」や各地の弁護士会における「無料専門家相談制度」等の取組みを進めている。平成24年度はリフォーム見積チェックが535件、リフォーム工事に関する無料専門家相談が722件となっている。


　リフォーム工事費用に関する情報提供の充実等を図るため、「住まいるダイヤル」において、24年6月に、消費者がリフォームの見積書を自分でチェックするときのポイントを取りまとめた「リフォーム見積書セルフチェックのポイント」及び地方公共団体等が住宅リフォーム工事の価格等に係る消費者からの相談に対応する際のマニュアルとして取りまとめた「リフォーム見積相談対応マニュアル」を公開し、周知・普及を図った。


　さらに、トラブル防止とトラブル時の消費者支援を図るため、「住まいるダイヤル」において25年3月7日に、相談業務を通じて得た情報を元に事案の内容や消費者へのアドバイスを公表した。


　また、消費者が安心してリフォームができるよう、施工中の検査と欠陥への保証がセットになったリフォーム瑕疵保険制度の24年度の加入申込件数は2,625件、マンション大規模修繕工事を対象とした大規模修繕工事瑕疵保険制度の同年度の加入申込件数は495棟となっている。


　なお、事業者が保険に加入するには、建設業許可の有無や実績等の条件を満たした上で、住宅瑕疵担保責任保険法人に事業者登録をする必要があり、登録された事業者は（一社）住宅瑕疵担保責任保険協会のホームページで公開されるため、消費者は事業者選びの参考とすることができる。


（イ）消費者が安心して中古住宅を取得できる市場環境の整備

　中古住宅購入を検討する消費者は、その品質や性能に不安を有しており、これを取り除くことが中古住宅流通市場の拡大には必要である。


　このため、消費者が中古住宅の取引時点の物件の状態・品質を把握できるよう、第三者が客観的に住宅の検査・調査を行うインスペクションの普及促進を図るため、既存住宅インスペクション・ガイドライン検討会において、建築士等の資格を有する者の活用等検査・調査を行う者の技術的能力の確保や検査・調査の項目・方法等のあり方について検討を行っている。


　また、消費者が安心して中古住宅の取得ができるよう、検査と欠陥への保証がセットになった既存住宅売買瑕疵保険制度の24年度の加入申込件数は、2,177件となっている。同年度には、中古マンションの1戸毎の売買に対応した既存住宅売買瑕疵保険を創設し、消費者及び事業者の利用しやすい中古住宅の売買に係る保険商品を開発した。


　なお、消費者は、リフォーム瑕疵保険と同様に登録事業者をホームページで検索し、事業者選びの参考とすることができる。

（ウ）消費者ニーズに対応した魅力ある中古住宅流通・リフォーム市場の整備

　リフォーム市場を活性化するためには、魅力あるリフォーム市場の形成を図っていく必要がある。このため、平成24年度は、大規模小売店舗、住宅フェア、リフォームショールーム等において、消費者向けセミナーを全国で56回実施し、13,491名の参加者にリフォームの魅力や気を付けるべきポイントを説明した。


　また、消費者が自らの居住の用に供するため、既存住宅を取得し、リフォームを行う場合や分譲共同住宅の大規模修繕工事に際して、住宅瑕疵担保責任保険法人による検査、瑕疵保険への加入、履歴情報の登録・蓄積等を行う事業について、その工事費用等の一部に対して補助を行う既存住宅流通・リフォーム推進事業を実施し、住宅ストックの品質向上及び既存住宅の流通活性化を図った。




2)将来にわたり活用される良質なストックの形成

（ア）住宅の品質確保

　「住宅の品質確保の促進等に関する法律」に基づき、新築住宅の基本構造部分に係る10年間の瑕疵担保責任を義務付けるとともに、新築住宅及び既存住宅に対し、耐震性、省エネ対策、シックハウス対策等、住宅の基本的な性能を客観的に評価し、表示する住宅性能表示制度を実施している。平成24年度の実績は、設計図書の段階で評価した設計住宅性能評価書の交付が202,960戸、現場検査を経て評価した建設住宅性能評価書（新築住宅）の交付が168,942戸、建設住宅性能評価書（既存住宅）の交付が372戸となっている。


　建設住宅性能評価を受けた住宅に係る紛争については、指定住宅紛争処理機関である全国各地の弁護士会が裁判によらず迅速かつ適正な処理を図ることとしており、住宅紛争処理支援センターがその支援業務を行っている。同センターは、住宅に関する様々な相談も受け付けている。24年度の実績は、指定住宅紛争処理機関における紛争処理の申請受付件数29件、同センターの相談受付件数20,629件となっている。


（イ）住宅の長寿命化への取組み

　「長期優良住宅の普及の促進に関する法律」に基づき、住宅を長期にわたり良好な状態で使用し続けることができるよう、その構造や設備について、一定以上の耐久性、維持管理容易性等の性能を備えた住宅（「長期優良住宅」）の普及を図っている（平成24年度認定戸数：107,449戸）。


（ウ）木造住宅の振興

　国民の約8割が木造住宅を志向する注1など、国民の木造住宅に対するニーズを踏まえ、良質な木造住宅ストックの形成を図るため、地域材等資材供給から設計・施工に至るまでの関連事業者からなるグループによる、木造の長期優良住宅の建設に対する支援を行っているほか、木造住宅の建設等に係る人材育成に対する支援を行っている。




3)多様な居住ニーズに応じた住宅の確保と需給の不適合の解消

（ア）住宅金融

　民間金融機関による相対的に低利な長期・固定金利住宅ローンの供給を支援するため、（独）住宅金融支援機構では証券化支援業務を行っている。当業務には、民間金融機関の住宅ローン債権を集約し証券化するフラット35（買取型）と民間金融機関自らがオリジネーター注2となって行う証券化を支援するフラット35（保証型）があり、フラット35（買取型）における平成25年3月末までの実績は、買取申請件数752,215件、買取件数527,972件で、333の金融機関が参加している。また、フラット35（保証型）における25年3月末までの実績は、付保申請件数19,518件、付保件数12,257件で、5金融機関が参加している。


　証券化支援業務の対象となる住宅については、耐久性等の技術基準を定め、物件検査を行うことで住宅の質の確保を図るとともに、証券化支援業務の枠組みを活用し、耐震性、省エネルギー性、バリアフリー性及び耐久性・可変性の4つの性能のうち、いずれかの基準を満たした住宅の取得に係る当初5年間（長期優良住宅等については当初10年間）の融資金利を引き下げるフラット35Sを実施している。なお、平成23年度第3次補正予算及び平成24年度当初予算において、東日本大震災からの復興及び住宅の省CO2対策を推進するため、省エネルギー性の優れた住宅を取得する場合のフラット35Sの当初5年間の金利引下げ幅を0.3％から、東日本大震災の被災地においては1.0％、被災地以外の地域においては0.7%に拡大する対策を実施した（24年10月まで）。


　また、同機構は、災害復興住宅融資やサービス付き高齢者向け賃貸住宅融資等、政策的に重要でかつ民間金融機関では対応が困難な分野について、直接融資業務を行っている。


（イ）住宅税制

　消費税率の引上げに伴う一時の税負担の増加による影響を平準化し、及び緩和する観点から、平成25年度税制改正において、住宅ローン減税、投資型減税、リフォーム減税等が延長・拡充された。


　また、住宅ローン減税の延長・拡充措置を講じてもなお効果が限定的な所得層に対しては、別途、良質な住宅ストックの形成を促す住宅政策の観点から適切な給付措置を講じ、29年末まで一貫して、消費税負担増をかなりの程度緩和する給付措置を講ずることとされた。



　

図表II-5-1-1　住宅ローン減税制度の概要（平成26年〜29年）


[image: 図表II-5-1-1　住宅ローン減税制度の概要（平成26年〜29年）]



（ウ）賃貸住宅市場の整備

　賃貸住宅市場においては、戸建て住宅、マンション等の持家ストックの賃貸化等を通じたストックの質の向上を図るため、定期借家制度の普及、サブリース事業注3の適正化等の環境整備に取り組んでいる。




（４）住宅の確保に特に配慮を要する者の居住の安定の確保

1)公的賃貸住宅等の供給

　住宅に困窮する低額所得者に対し地方公共団体が供給する公営住宅を的確に供給すると共に、各地域における居住の安定に特に配慮が必要な高齢者等の世帯を対象とした良質な賃貸住宅の供給を促進するため、公営住宅を補完する制度として地域優良賃貸住宅制度を位置付け、公的賃貸住宅等の整備等や家賃の減額に要する費用に対する助成を行っている。


　また、解雇等により住居の退去を余儀なくされる者に対する住宅セーフティネットを確保するため、全国のハローワークと連携の下、離職者が利用可能な公営住宅や（独）都市再生機構賃貸住宅等の関連情報の一元的提供を行うワンストップサービスの推進や社会資本整備総合交付金を活用した家賃助成等の取組みの推進等、離職者の居住安定確保に向けた対策を講じている。



　
図表II-5-1-2　公的賃貸住宅等の趣旨と実績


[image: 図表II-5-1-2　公的賃貸住宅等の趣旨と実績]




2)民間賃貸住宅の活用

　民間賃貸住宅のセーフティネット機能の向上を図る観点から、地方公共団体、不動産関係団体、居住支援団体等により構成される居住支援協議会を通じ、高齢者、障害者、外国人、子育て世帯等が民間賃貸住宅へ円滑に入居することができるようにするため、住宅の情報提供等の居住支援を行うこととしている。







注1　内閣府「森林と生活に関する世論調査」（平成23年）

注2　資産流動化の仕組みにおいて流動化の対象となる資産を保有している企業。オリジネーターは、債権や不動産などの資産を特定目的会社に譲渡するなどして資産を証券化することで資金調達を行う。


注3　賃貸住宅管理会社が建物所有者（家主）等から建物を転貸目的で賃借し、自ら転貸人となって転借人に賃貸する事業










2　良好な宅地の供給及び活用



（１）地価の動向

　平成25年地価公示（1月1日時点）の結果は、全国的に依然として下落を示したが、下落率は縮小し、上昇・横ばいの地点も大幅に増加するなど、一部地域において回復傾向が見られる。また、半年ごとの地価動向を都道府県地価調査（7月1日時点）との共通の調査地点で見ると、前半に比べ後半は下落率が縮小している。


　東日本大震災の被災地では、被災の程度により差があるが、復旧事業の進捗や浸水を免れた高台の住宅地等に対する移転需要が高まり、地価の上昇地点が見られ、岩手県と宮城県は、上昇となった被災市町村が複数見られた。福島県は、前年より大幅に下落率が縮小した。




（２）宅地供給の現状と課題

　新規宅地の大量供給を促進する従来の施策を転換し、人口・世帯の動向を踏まえた宅地施策を推進している。具体的には、（独）都市再生機構のニュータウン事業では既に着手済みの事業のみを行っている。また、宅地開発に関連して必要となる公共施設の整備を支援するほか、税制の特例等により、良好な居住環境を備えた宅地の供給を促進している。




（３）定期借地権の活用

　借地契約の更新が無く、定められた契約期間で確定的に借地契約が終了する定期借地権は、良好な住宅取得を低廉な負担で実現する上で有効な制度であり、定期借地権付住宅は、平成23年末までに70,000戸以上が供給されている。


　なお、同制度の円滑な普及に向けた条件整備として、保証金、権利金に次ぐ第三の一時金方式である前払賃料方式の税務上の取扱いの明確化等を行っている。



　
図表II-5-1-3　定期借地権付住宅供給の推移


[image: 図表II-5-1-3　定期借地権付住宅供給の推移]



（４）ニュータウンの再生

　計画開発住宅市街地（ニュータウン）については、住宅や施設の老朽化、居住者の高齢化や小世帯化に伴って生じる機能更新等の課題に対応し、良好なストックとして引き続き活用する必要がある。


　また、ニュータウンの再生に資するよう、エリアマネジメント注1に関する情報提供を行っている。







注1　地域における良好な環境や地域の価値を維持・向上させるための、住民・事業主・地権者等による主体的な取組み










第2節　快適な生活環境の実現



1　都市公園等の整備及び良好な都市環境の形成



（１）都市公園等の整備状況と機能充実に向けた取組み

　都市公園等は、国民の多様なニーズに対応するための基幹的な施設であり、1)避難地等となる防災公園の整備による安全・安心な都市づくり、2)少子・高齢化に対応した安心・安全なコミュニティの拠点づくり、3)循環型社会の構築、地球環境問題への対応に資する良好な自然的環境の保全・創出、4)地域の個性を活かした観光振興や地域間の交流・連携のための拠点づくりなどに重点を置き、国営公園、防災公園等の整備や古都及び緑地の保全を、効率的かつ計画的に実施している。


　平成23年度末現在の都市公園等整備状況は、101,111箇所、119,016haとなっており、一人当たり都市公園等面積は約9.9m2となっている。また、国営公園については、同年度の年間利用者数が約3,199万人（国民の4.0人に1人）となっており、24年度は17箇所で整備及び維持管理を行っている。



　

平成24年4月に全エリアが開園した国営備北丘陵公園（広島県庄原市）


[image: 平成24年4月に全エリアが開園した国営備北丘陵公園（広島県庄原市）]



（２）緑豊かな都市環境の形成

　地球温暖化対策や生物多様性保全等の地球環境問題への適切な対応及び良好な自然的環境の保全と創出による緑豊かな都市環境の実現を目指し、市町村が策定する緑地の保全や緑化の推進に関する基本的な計画である「緑の基本計画」等に基づき、都市緑化及び緑地保全を推進している。また、緑豊かな都市公園の整備を推進するとともに、建築行為等の規制や土地の買入れにより樹林地等の保全を図る特別緑地保全地区や契約に基づき市民に緑地を公開する市民緑地制度等の活用により緑地の保全を図っている。さらに、社会資本整備総合交付金等により、これらの取組みを総合的に支援するとともに、道路・河川等との事業間連携を進め、水と緑のネットワークの形成を図っているほか、緑化地域制度や地区計画等緑化率条例制度等の活用により、民有地の緑化を推進している。


　そのほか、全国「みどりの愛護」の集いなどの普及啓発活動を実施するとともに、緑化を進める方々への各種表彰制度や、企業自らの緑化・緑地保全に対する取組みを評価・認証するなど、様々な施策を展開して普及啓発を推進している。











2　歩行者・自転車優先の道づくりの推進



1)人優先の安全・安心な歩行空間の形成

　安全・安心な社会の実現を図るためには、歩行者の安全を確保し、人優先の安全・安心な歩行空間を形成することが重要である。特に通学路について、学校や保護者、警察等と連携して実施した緊急合同点検の結果等を踏まえ、歩道整備、路肩のカラー舗装、防護柵設置等の対策を実施することにより、子どもの安全・安心を確保する取組みを推進している。




2)安全で快適な自転車利用環境の創出

　平成22年3月時点で、自転車道や自転車専用通行帯等の自動車や歩行者から分離された自転車通行空間の延長は約3,000kmとわずかである上、自動車の駐停車等により自転車の通行が阻害されるなど、道路の現況は自転車の車道通行にとって数々の問題を含んでいる。このような中、警察庁と共同で検討委員会を開催し、24年4月同委員会より提言がなされた。同年11月、同提言を踏まえ、各地域において道路管理者等が自転車ネットワーク計画の作成やその整備、通行ルールの徹底等を進められるよう、警察庁と共同で「安全で快適な自転車利用環境創出ガイドライン」を策定し、その周知を図るなど、安全で快適な自転車利用環境の創出を推進している。




3)質の高い歩行空間の形成

　歩くことを通じた健康の増進や魅力ある地域づくりのため、豊かな景観・自然、歴史的事物等を結ぶ質の高い歩行空間を形成するウォーキング・トレイル事業により歩行者専用道路及び休憩施設の整備等を支援している。




4)わかりやすい道案内の推進

　地理に不案内な歩行者等に対して、目的地へのわかりやすい道案内に取り組んでいる。



5)柔軟な道路管理制度の構築

　自動車交通の一層の円滑化と安全に加え、安全な歩行空間としての機能や地域のにぎわい・交流の場としての機能等の道路が有する多様な機能を発揮し、沿道住民等のニーズに即した柔軟な道路管理ができるよう、（ア）指定市以外の市町村による国道又は都道府県道の歩道の新設等の特例、（イ）市町村による歩行安全改築の要請制度、（ウ）NPO等が設置する並木、街灯等に係る道路占用の特例、（エ）道路と沿道施設を一体的に管理するための道路外利便施設の管理の特例等を実施している。











第3節　利便性の高い交通の実現



（１）都市・地域における総合交通戦略の推進

　安全で円滑な交通が確保された集約型のまちづくりを実現するためには、自転車、鉄道、バス等の輸送モード別、事業者別ではなく、利用者の立場でモードを横断的にとらえる必要がある。このため、地方公共団体が公共交通事業者等の関係者からなる協議会を設立し、協議会において目指すべき都市・地域の将来像と提供すべき交通サービス等を明確にした上で、必要となる交通施策や実施プログラム等を内容とする「都市・地域総合交通戦略」を策定（平成25年3月末時点で77都市で策定・策定中）し、関係者がそれぞれの責任の下、施策・事業を実行する仕組みを構築することが必要である。国は、同戦略に基づき実施されるLRT注1等の整備等、交通事業とまちづくりが連携した総合的かつ戦略的な交通施策の推進を支援することとしている。



　
図表II-5-3-1　都市・地域総合交通戦略の推進事例


[image: 図表II-5-3-1　都市・地域総合交通戦略の推進事例]



（２）渋滞緩和に向けたTDM等の推進

　自動車交通の状況や道路交通の混雑を解決する処方せんは都市ごとに異なるものであるが、TDM注2は都市の特性に応じて措置ができる施策であり、総合的かつ効果的なTDMの普及を推進している。朝夕のラッシュ時等に発生している渋滞を緩和するために、道路ネットワークの整備、ボトルネックの解消等の交通容量拡大策に加え、バスロケーションシステムの導入等の公共交通機関の利用促進策や、パークアンドライド注3、時差通勤等のTDM施策を実施している。また、地域によっては、バス路線マップや個別冊子を住民に配布することで、自動車の使い方の見直しを促し、公共交通を有効に使うモビリティマネジメント注4を実施している。




（３）公共交通の利用環境改善に向けた取組み

　地域の公共交通について、バリアフリー化されたまちづくりの一環として、より制約の少ないシステムの導入等地域公共交通の利用環境改善を促進するために、地域公共交通確保維持改善事業により、LRT、BRT、ICカードの導入等を支援している。平成24年度においては、福井鉄道等で低床式車両の導入が行われている。




（４）都市鉄道ネットワークの充実

　都市鉄道ネットワークは、輸送力増強による混雑緩和を主眼とした整備が進められてきた結果、相当程度拡充されてきた。その結果、大都市圏における鉄道の通勤・通学時の混雑は少子高齢化の進展等と相まって低下傾向にあるが、一部の路線では混雑率が180％を超えるなど依然として高く、引き続き混雑緩和に取り組む必要がある。このため、特定都市鉄道整備積立金制度を活用した小田急小田原線複々線化工事や東急東横線改良工事を進めている。


　また、既存の都市鉄道ネットワークを有効活用しつつ、速達性の向上や交通結節機能の高度化を図ることを目的とする「都市鉄道等利便増進法」を活用し、相鉄・JR直通線や相鉄・東急直通線等の整備を進め、利用者利便を増進するなど、都市鉄道ネットワークの一層の充実を図っている。



　

図表II-5-3-2　三大都市圏における主要区間の平均混雑率・輸送力・輸送人員の推移（指数：昭和50年度=100）


[image: 図表II-5-3-2　三大都市圏における主要区間の平均混雑率・輸送力・輸送人員の推移（指数：昭和50年度=100）]



（５）都市モノレール・新交通システム・LRTの整備

　少子高齢化に対応した交通弱者のモビリティの確保を図るとともに、都市内交通の円滑化、環境負荷の軽減、中心市街地の活性化の観点から公共交通機関への利用転換を促進するため、LRT等の整備を推進している。平成24年度は、鹿児島市電（鹿児島市交通局）において、ヒートアイランド現象の緩和、走行騒音の低減等を図るため、路面電車の軌道敷に芝生を張る軌道緑化事業が行われている。



　
軌道緑化（鹿児島市電）


[image: 軌道緑化（鹿児島市電）]



（６）バスの利便性の向上

　バスについては、バスを中心としたまちづくりを推進するオムニバスタウンの整備をはじめ、公共車両優先システム（PTPS）やバスレーン等を活用した定時性・速達性の向上、バスの位置情報を提供するバスロケーションシステム、円滑な乗降を可能とするICカードシステムの導入等を行い、利便性の向上を図っている。




（７）既存高速道路ネットワークの有効活用・機能強化

1)多様で弾力的な料金施策の実施

　物流の効率化や地域の観光振興を図るため、高速道路の利便増進事業として、平日の全時間帯に3割引以上や、土日祝日に普通車以下を対象に終日5割引等を実施した。



　

図表II-5-3-3　現行の料金割引と財源（NEXCO地方部の例）


[image: 図表II-5-3-3　現行の料金割引と財源（NEXCO地方部の例）]



2)スマートインターチェンジの整備等の促進

　既存の高速道路ネットワークを有効に活用し、地域経済の活性化や渋滞の軽減等を図るため、スマートインターチェンジの整備等を促進している。


　・我が国の高速道路IC間隔は約10kmで、欧米諸国の2倍程度

　・一定規模以上注5の工場の約5割がICの5km圏内に存在

　・スマートICは、現在64箇所で供用中、30箇所で事業中（平成25年3月末時点）


　

図表II-5-3-4　スマートIC整備と併せて周辺道路整備を実施した事例


[image: 図表II-5-3-4　スマートIC整備と併せて周辺道路整備を実施した事例]





注1　Light Rail
Transitの略で、低床式車両（LRV）の活用や軌道・電停の改良による乗降の容易性、定時性、速達性、快適性などの面で優れた特徴を有する次世代の軌道系交通システム


注2　都市又は地域レベルの道路交通混雑を緩和するため、道路利用者の時間の変更、経路の変更、手段の変更、自動車の効率的利用、発生源の調整等により、交通需要量を調整（＝交通行動を調整）する手法


注3　交通混雑緩和のため自動車を都市郊外の駐車場に駐車し（パーク）、鉄道、バス等の公共交通機関に乗り換え（ライド）、目的地に入るシステム


注4　一人一人のモビリティ（移動）が、個人的にも社会的にも望ましい方向（過度な自動車利用から公共交通・自転車等を適切に利用する方向）へ自発的に変化することを促す、コミュニケーション施策を中心とした交通政策


注5　工場又は研究所を建設する目的をもって、1,000平方メートル以上の用地を取得したもの（工場立地動向調査より）










第6章　競争力のある経済社会の構築



第1節　交通ネットワークの整備



1　幹線道路の整備

　幹線道路の整備は、昭和29年に策定された第1次道路整備五箇年計画以来、現在に至るまで着実に進められてきた。例えば、高速道路等の幹線道路ネットワークの整備は、高速道路のインターチェンジ周辺での工場の立地を促すなど、地域経済の活性化に大きく寄与するとともに、地方部における広域的な医療サービスの享受、災害等で幹線道路が途絶した場合の広域的な迂回ルートの確保等が可能となるなど、国民生活の質や安全の向上にも大きく貢献してきた。


　一方で、都市間移動の速達性を表す都市間連絡速度を見ると、高速道路が未整備の地域では遅い傾向にあり、諸外国と比較すると、我が国の都市間の速達性は全体的に低い水準にある。中国は、我が国より26年遅れの昭和63年（1988年）に初めて高速道路が開通したが、既に74,113kmが開通し、我が国の56倍のペースで整備が進められている。



　
図表II-6-1-1　都市間連絡速度


[image: 図表II-6-1-1　都市間連絡速度]



　
図表II-6-1-2　諸外国の高速道路整備延長の変化


[image: 図表II-6-1-2　諸外国の高速道路整備延長の変化]









2　幹線鉄道ネットワークの整備



（１）新幹線鉄道の整備

　新幹線は、我が国の基幹的な高速輸送体系であり、地域間の移動時間を大幅に短縮させ、地域社会の振興や経済活性化に大きな効果をもたらす。また、新幹線は安全（昭和39年の東海道新幹線の開業以来、乗客の死亡事故はゼロ）かつ環境にもやさしい（鉄道のCO2排出原単位（g-CO2／人キロ）は航空機の1／6、自家用車の1／9）という優れた特性を持っている。整備新幹線注1については、平成22年12月に東北新幹線（八戸・新青森間）、23年3月に九州新幹線鹿児島ルート（博多・新八代間）が開業した。北海道新幹線（新青森・新函館（仮称）間）、北陸新幹線（長野・金沢間）については、現在建設が進められているところであり、今後、予定通りの完成・開業を目指して着実に整備を進める。


　また、未着工区間であった北海道新幹線（新函館（仮称）・札幌間）、北陸新幹線（金沢・敦賀間）、九州新幹線長崎ルート（武雄温泉・長崎間）については、「整備新幹線の取扱いについて」（23年12月26日政府・与党確認事項）に基づき、着工に必要な条件をすべて満たしたことから、所要の手続を経て、24年6月29日に工事実施計画の認可を行った。


　中央新幹線については、22年3月より交通政策審議会において審議が行われ、23年5月、営業主体及び建設主体をJR東海、走行方式を超電導リニア方式、ルートを南アルプスルートとすることが適当であるとの答申が取りまとめられた。これを受け、「全国新幹線鉄道整備法」に基づき、国土交通大臣が営業主体及び建設主体としてJR東海を指名し、東京・大阪間について、整備計画の決定並びにJR東海に対する建設の指示を行った。JR東海は、東京・名古屋間の開業予定を39年、名古屋・大阪間の開業予定を57年とし、現在、東京・名古屋間について、環境影響評価法に基づく手続を行っている。



　
図表II-6-1-3　整備新幹線の現状


[image: 図表II-6-1-3　整備新幹線の現状]



（２）在来幹線鉄道の整備

　広域的な地域間の連携の強化や地域の活性化に資する高速輸送体系の形成を促進するため、既存の鉄道施設を最大限有効活用して、線路の曲線改良、部分複線化等による在来幹線鉄道の高速化を図っている。平成24年度に、JR北海道の札沼線（桑園・北海道医療大学間）が全面電化開業され、高速化による所要時分短縮、混雑率緩和、冷房化率の向上等が図られたところである。




（３）技術開発の促進

1)超電導磁気浮上式鉄道（超電導リニア）

　超電導リニアについては、平成9年から山梨実験線において走行試験が行われ、21年7月に開催された「実用技術評価委員会」において、「超高速大量輸送システムとして運用面も含めた実用化の技術の確立の見通しが得られた」との評価を受けた。現在、山梨実験線の延伸更新工事が実施されており、完成後は、車両や推進コイル等について実用化仕様を最終検証するための走行試験が実施される予定である。




2)軌間可変電車（フリーゲージトレイン）

　新幹線と在来線の直通運転が可能となるフリーゲージトレインについては、平成23年10月に開催された「軌間可変技術評価委員会」において、「実用化に向けた基本的な走行性能に関する技術は確立している」との評価を受けた。今後は、現在設計・製作中の新たな試験車両を用いて、耐久性を検証するために、新幹線走行、軌間変換、在来線走行を繰り返す3モード耐久走行試験を実施する予定である。








注1　「全国新幹線鉄道整備法」に基づき、昭和48年に決定された整備計画に定められている5路線










3　航空ネットワークの整備



（１）航空ネットワークの拡充

1)首都圏空港の機能強化

　我が国のビジネス・観光両面における国際競争力を強化するため、我が国の成長のけん引車となる首都圏空港の機能強化を図っている。


　東京国際空港（羽田）については、平成25年夏ダイヤからは、国内線発着枠が2万回拡大し、年間発着枠が41万回（昼間37万回＋深夜早朝4万回）となった。拡大した発着枠については、「全国的な航空ネットワークの形成・充実への貢献」、「羽田空港と地方の空港との間の路線の形成・充実への貢献」等の項目により、地方航空ネットワークの多様な輸送網の形成等の観点から評価を実施し、航空会社へ配分を行った。


　さらに、26年夏ダイヤからは、44.7万回（うち国際線9万回）まで拡大する予定である。そのため、国際線9万回への拡大に必要な国際線地区の拡充、発着枠44.7万回への拡大に必要な駐機場等の整備を行うほか、長距離国際線の輸送能力増強に必要なC滑走路延伸事業等を着実に推進していく。こうした取組みを通じ、昼間においてもアジア長距離や欧米を含む高需要・ビジネス路線を展開することで、旺盛な首都圏航空需要に対応するとともに、充実した国内線ネットワークを活用した内・際ハブ機能を強化していく。


　また、成田国際空港については、25年3月にB滑走路西側誘導路及び横堀地区エプロンが供用され、年間発着枠が24年度末に27万回まで拡大し、オープンスカイを実現した。


　今後も、旺盛な首都圏の国際航空需要に対応する国際線のメイン空港として、地元合意を踏まえ、高度な管制システムを導入し、同時平行離着陸方式の効率的な運用を図り、26年度中に30万回まで拡大するとともに、オープンスカイの推進等による国際ネットワークの充実、専用ターミナル整備によるLCC注1やビジネスジェット受入れ体制の整備、国内フィーダー路線の拡充による内際乗継機能の強化等により、アジアのハブ空港としての地位を確立していく。



　
図表II-6-1-4　東京国際空港（羽田）の主要整備事業


[image: 図表II-6-1-4　東京国際空港（羽田）の主要整備事業]



　

図表II-6-1-5　東京国際空港（羽田）の発着可能回数（昼間時間帯）


[image: 図表II-6-1-5　東京国際空港（羽田）の発着可能回数（昼間時間帯）]



　
図表II-6-1-6　成田国際空港の施設概要


[image: 図表II-6-1-6　成田国際空港の施設概要]



　
図表II-6-1-7　成田国際空港における発着回数・旅客数


[image: 図表II-6-1-7　成田国際空港における発着回数・旅客数]




2)オープンスカイの戦略的な推進

　アジアなど海外の旺盛な経済成長を取り込みつつ、世界的な航空自由化に伴う競争環境の変化に対応するため、平成19年より空港容量が逼迫していた首都圏空港を除くオープンスカイ注2を進めてきた。22年10月には成田空港の発着容量の拡大に関する地元合意及び羽田空港の国際化がなされたことから、対象を首都圏空港に拡大し、24年12月までに米国、韓国、シンガポール、マレーシア、香港、ベトナム、マカオ、インドネシア、カナダ、オーストラリア、ブルネイ、台湾、英国、ニュージーランド、スリランカ、フィンランド、フランス、中国、オランダ、スウェーデン、デンマーク、ノルウェー及びタイの計23箇国・地域注3との間で合意が得られた。




3)LCCの参入促進

　平成24年3月に本邦発のLCCであるピーチアビエーション（株）が就航した。同年7月にはジェットスタージャパン（株）、同年8月にはエアアジアジャパン（株）が就航した。



　
図表II-6-1-8　本邦LCCの概要
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　LCCの参入により訪日旅行客の増大や国内観光の拡大等、新たな需要の創出が期待されており、日本再生戦略（24年7月31日閣議決定）では「新規需要の喚起により航空需要の底上げを図り、32年までに国内外航空旅客輸送に占めるLCCの割合を欧米並み（2〜3割程度）とする」としている。


　LCCの参入を促進させるため、我が国では大きく2点の施策が行われている。

　1点目は安全に関する技術規制のあり方の見直しである。国土交通省成長戦略（22年5月）を踏まえ、航空技術の進歩への対応や利用者ニーズを踏まえた新たな事業運営形態への対応等の観点から、安全の確保を大前提に、技術の進展や国際標準等を踏まえ、航空の安全に関する技術規制（法令・通達・運用）のあり方の見直しを実施した。具体的には、旅客在機中給油の実施や実技試験のシミュレータ化等120項目の要望から100項目の対応を決定した。これにより、利用者利便向上、業務運営の効率化、人材の育成・確保、コスト削減が可能となり、LCCの参入促進にもつながると期待される。


　2点目は、LCC専用ターミナルの提供等の環境整備である。24年は、関西国際空港で10月28日に本邦初のLCC専用ターミナル（第2ターミナル）の供用が開始された。成田国際空港では、既存の第2旅客ターミナル南側及び北側にLCCの暫定的な受入施設が整備され、それぞれ同年9月12日及び10月23日に供用が開始されたほか、26年度中の完成を目指してLCC専用ターミナルの整備が図られている。また、那覇空港では24年10月18日に既存施設を活用した暫定LCCターミナルの供用が開始された。既存ターミナルより低コストで利用可能なLCC専用ターミナルの提供等の環境整備を進めることで、LCCの就航促進が期待されている。




4)ビジネスジェットの受入れ推進

　ビジネスジェットとは、数人から十数人程度を定員とする小型の航空機であり、利用者のスケジュールに応じた時間設定や、プライバシーが確保されるため搭乗中に商談等が可能であることから、時間価値の高いビジネスマン等が利用の対象となっている。


　欧米では既にビジネスジェットがグローバルな企業活動の手段となっている。我が国においても、経済のグローバル化に伴い、日本から工場を進出するなど一方的な交流ではなく、外国から日本に投資を呼び込む必要性が認識されはじめており、今後のアジア地域における経済成長の取り込みの観点から、我が国においてビジネスジェットの重要性・可能性は増してきている。


　ただし、ビジネスジェット機の保有機数を各国で比較した場合、我が国では62機の登録（平成23年）にとどまっているのに対し、最も多い米国においては約19,000機が登録（同年）されており、我が国におけるビジネスジェットの普及は十分とは言い難い。


　そこで、我が国ではビジネスジェットの受入れ促進に向けて、成田空港を中心とした環境整備や、ビジネスジェットに関する規制緩和を行ってきている。


　成田空港では、24年3月31日よりCIQ施設を備え、プライバシーを確保した専用動線を持つビジネスジェット専用ターミナルの供用開始に続き、4月よりウェブ上で発着枠・駐機スポットの申請が可能になるようにした。


　今後、全国の空港におけるビジネスジェットの受入推進施策として、成田空港における推進施策を参考にし、実施可能なものから順次導入の検討を行い、ビジネスジェットの利用定着のため、積極的な情報発信やビジネスジェットに関する規制の緩和も含めて施策の検討を行っていく。




5)空港整備の現状

（ア）一般空港等の整備

　一般空港等については、ハード・ソフト施策の組合せや既存空港の有効活用を中心とした質的充実に重点を移し、滑走路新設・延長に係る新規事業については、真に必要なものに限って事業化することとしている。平成24年度は新石垣空港の滑走路移設・延長事業を実施するとともに、既存空港の機能保持のため、更新・改良等を実施している。また、抜本的な空港能力向上のため、那覇空港では現滑走路より1,310m沖側に位置する滑走路増設案について環境アセスメント手続を実施し、福岡空港では総合的な調査を踏まえ、現空港内での滑走路増設案について具体的な施設配置等の検討を実施している。


（イ）空港等機能高質化事業

　国際競争力や空港後背地域の地域競争力強化のため、既存ストックを活用し、空域・航空路の抜本的な再編等による空港等の機能高質化を推進している。




（２）空港運営の充実・効率化

1)関西国際空港及び大阪国際空港に係るコンセッションの実現

　関西国際空港と大阪国際空港については、関西国際空港の国際拠点空港としての再生及び強化、両空港の適切かつ有効な活用を通じた関西における航空輸送需要の拡大を図ることを目的として、平成24年7月1日に新関西国際空港株式会社の下で経営統合が行われた。


　同社は、LCCをはじめとする旅客ネットワークの拡大や貨物ハブ化等、積極的な取組みを進めるとともに、これらの取組みにより、両空港の事業価値の増大を図り、できるだけ早期に公共施設等運営権の設定（コンセッション方式によるPFI事業）を行うことを目指している。




2)空港経営改革の推進

　国管理空港等については、我が国の今後の成長を支える観点から、空港を活用して内外の交流人口拡大等による地域活性化を図ることが重要であり、地域の実情に応じて空港と空港関連企業との経営を一体化し、民間による効率的な空港運営体制を構築していく必要がある。


　このような観点から、平成25年4月に国管理空港等についてPFI法を活用した空港の民間運営を可能とするための法案（「民間の能力を活用した国管理空港等の運営等に関する法律案」）を第183回通常国会に提出した。法案成立後、関係する地方公共団体の意見等も踏まえながら、個別空港ごとの経営改革の具体化を早急に進めていく予定である。




（３）航空交通システムの整備

1)新たな航空交通システムの構築

　長期的に増大が見込まれる航空交通需要や多様化するニーズへの対応が求められているとともに、国際民間航空機関（ICAO）や欧米において、世界的に相互運用性のある航空交通管理（ATM）に関する長期計画の検討が進められていることから、我が国においても、平成37年を見据えた将来の航空交通システムに関する長期ビジョンCARATS注4を策定した。CARATSは、高度に統合されたシステムにより出発から到着までの航空機の軌道を最適化する航空交通管理への変革を中核としており、その実現に向けたロードマップを策定し検討を進めている。24年度は、CARATSの実現に向けた取組みとして、産学官の連携の下、ロードマップに記載された具体的な施策の導入計画や、CARATSにおける目標を達成するための指標の分析等の検討を行った。


　具体的には、経路短縮による飛行時間や燃料費の削減、運航条件の改善等による空港就航率の更なる向上のため、高規格な広域航法（RNAV）や小型航空機用のRNAVの導入・展開について検討を進めている。また、空港に向かう航空機の合流地点における混雑を減少させるため、時刻ベースの順序づけ・間隔設定を行うことや、先行機から発生する後方乱気流の程度を予測し管制間隔の短縮につなげること、衝突防止のための電子地形・障害物情報の提供、航空気象観測情報等の高度化による運航条件の緩和等のための検討も実施している。




2)首都圏空港の容量増大への対応

　首都圏空港・空域の容量拡大による航空交通サービスの充実を図るため、東京国際空港（羽田）においては、平成22年10月より4本の井桁配置の滑走路を使用し、他の滑走路に離発着する航空機の間隙を縫って航空機の離発着を行う、これまでと全く異なる運用方式を導入しており、今後は年間44.7万回の発着容量の実現に向け、運用方式の慣熟を着実に進めていく。


　成田国際空港においても、年間30万回の発着容量の実現に向け、現行の2本の滑走路を前提としつつ、騒音影響区域を広げずに発着能力を拡大するため、我が国では初、世界的にも例の少ない同時平行離陸方式を23年10月より導入しており、今後は運用方式の慣熟を着実に進めていく。




（４）国際航空施策の戦略的推進

　航空分野における国際業務は、航空交渉、安全・セキュリティ、航空管制等、多岐にわたっている。国際民間航空機関（ICAO）の推計によると、航空交通輸送量は、今後アジア・太平洋地域を中心に増加する見込みであり、平成17年から20年間で年平均5.8％の航空輸送量の成長が見込まれ、37年には世界最大の航空市場に成長するとされている。また、ICAOは、今後10年で、国際航空輸送における重要な基盤である航空交通システムの変革に1,200億ドル（9.84兆円：1ドル82円換算）が世界的に費やされると試算している。成長が見込まれるアジア・太平洋地域に位置する我が国は、ICAOにおけるプレゼンスの拡大を図るとともに、成長の積極的取込みを図ることが重要である。


　このような中、国際航空施策を戦略的・総合的に実施するため、24年7月1日、航空局に国際航空戦略本部を設置し、我が国が強みを有する空港インフラや航空管制システム等、航空分野におけるハード・ソフトのインフラ国際展開等の施策の推進を図り、ミャンマー等の相手国における官民セミナー等の開催や、国内施設見学のアレンジ等、官民一体となったセールス活動等を実施した。今後も、官民の連携により一層の取組み拡充を図っていく。







注1　ローコストキャリア：格安航空会社

注2　航空会社の新規参入や増便、航空会社間の競争促進による運賃低下等のサービス水準の向上を図るため、国際航空輸送における企業数、路線及び便数に係る制約を二カ国間で相互に撤廃することをいい、近年、世界の多くの国がこれを進めている。


注3　当該23箇国・地域との間の旅客数は、我が国に発着する総旅客数の約91%を占めている。

注4　Collaborative Actions for Renovation of Air Traffic
Systems










4　空港への交通アクセス強化



　世界の主要空港（ロンドン、パリ、香港等）は、鉄道による都心からの所要時間がおおむね30分以内であるのに対し、成田国際空港は50分台であった。しかし、平成22年7月に北総鉄道と成田国際空港を接続する成田高速鉄道アクセス線が開業したことにより、都心からの所要時間は30分台まで短縮された。また、これに合わせ、京成電鉄日暮里駅における乗換利便性の向上を図るための駅改良を実施した。さらに、自動車による空港アクセス強化のため、東京外かく環状道路東側の整備等、高速道路ネットワークの整備を推進している。


　一方、東京国際空港（羽田）への鉄道アクセスについては、24年10月に京急蒲田駅の改良が完了したことから京浜急行電鉄空港線の容量が拡大し、品川・横浜方面からの直通列車が増発されるなど、空港アクセスの強化が図られた。


　さらに、首都圏の国際競争力を強化していく観点から、都心と東京国際空港（羽田）・成田国際空港、都心と郊外とを直結し、速達性、利便性を向上させるプロジェクトとして「都心—空港・郊外直結鉄道（都心直結線）」について調査・検討を実施している。


　また、関西国際空港へのアクセス改善方策についても調査・検討を実施している。


　
図表II-6-1-9　首都圏空港への交通アクセス強化
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第2節　総合的・一体的な物流施策の推進



　グローバル・サプライチェーンの深化や地球温暖化対策の必要性の増大等物流をとりまく情勢に迅速かつ的確に対応するため、平成21年7月に策定された「総合物流施策大綱（2009-2013）」に基づき、物流施策を総合的・一体的に推進している。なお、同大綱は25年に目標年次を迎えることから、現在、次期大綱の策定に向け、検討を行っているところである。











1　グローバル・サプライチェーンの深化に対応した物流政策の推進



　グローバル・サプライチェーンの深化に対応するため、我が国物流システムの海外展開の推進等の国際物流機能強化に向けた取組みを進めている。




（１）我が国物流システムの海外展開の推進

　我が国産業のアジア地域への進出が加速化する中、アジア各国間の国際物流においても、我が国物流企業が国内において展開しているような質の高い物流サービスの提供が求められており、我が国物流企業の海外展開の推進の重要性が高まっている。しかしながら、我が国物流企業が優位性を持つ質の高い物流システムをアジア地域へ展開するに当たっては、相手国の制度面を含め課題が存在している。このため、相手国と政策対話等を通じて、我が国物流システムの理解促進と導入のプロモーションを行うとともに、制度の改善など物流環境の整備を図る。




（２）国際海上貨物輸送ネットワークの機能強化

　経済のグローバル化が進展する中、世界的な海上輸送量は年々増加してきており、大量一括輸送による海上輸送の効率化の観点から、コンテナ及びバルク貨物輸送船舶の大型化が進展している。このような状況において、コンテナについてはアジア各国の主要港が順調に取扱貨物量を増やし、寄港地の集約により日本へ寄港する欧米基幹航路の便数が減少している。また、バルク貨物注1については大型船への対応が遅れており、相対的に不利な事業環境による国内立地産業の競争力低下等が懸念されている。


　このような状況を踏まえ、我が国の経済活動や国民生活を支える物流の効率化を進め、企業の国内立地環境の競争力を高めることで、我が国の産業競争力の強化と経済再生を実現するため、欧米基幹航路の寄港の維持・拡大や基幹的な資源・エネルギー等の輸入効率化・安定化に向けた取組みを行っている。


　また、このような取組みとともに、引き続き、国際・国内一体となった効率的な海上輸送ネットワークを実現するための取組みを推進するとともに、施策の更なる充実・深化を図ることとしている。




1)国際コンテナ戦略港湾の機能強化

　我が国の産業活動や国民生活を物流面から支えるためには、国際海上コンテナ物流において我が国と北米・欧州等を結ぶ国際基幹航路を安定的に維持し拡大していくことが必要である。


　しかし、平成18年2月に供用開始した釜山新港等では更なる港湾コストの引き下げが図られたことにより、我が国港湾への欧米基幹航路の寄港回数は依然として減少傾向にあり、維持・拡大には至っていない。さらに、海外トランシップ率注2も、近年その伸びが鈍化しているものの増加傾向は続いている。釜山新港の供用開始等により、我が国を取り巻く国際海上コンテナ物流の状況は一層厳しさを増しており、我が国港湾の国際競争力の抜本的強化は待ったなしの状況となっている。


　こうした状況を踏まえ、22年8月、我が国と北米・欧州等を結ぶ国際基幹航路を維持・拡大させることとし、阪神港及び京浜港を国際コンテナ戦略港湾として選定したところであり、両港において、コンテナターミナル等のインフラ整備、貨物集約、港湾運営の民営化等のハード・ソフト一体となった総合的な施策を実施、その機能強化を図っているところである。


　また、23年に改正された「港湾法」に基づき、24年10月に阪神港において、同年12月に横浜港において、それぞれ特例港湾運営会社が指定されたところである。その他の国際戦略港湾、国際拠点港湾においても、今後、港湾運営会社が指定される見込みとなっており、効率的な港湾運営の実現を図ることとしている。




2)資源・エネルギー等の効率的な海上輸送ネットワークの形成（国際バルク戦略港湾の機能強化）

　世界的に資源、エネルギー等の需給が逼迫する中、これらの物資のほぼ100％を輸入に依存する我が国において、その安定的かつ安価な輸入の実現は喫緊の課題となっている。


　しかし、世界的にバルク貨物輸送船舶の大型化が進展し、近隣諸国ではこれに対応した港湾施設の整備が進行している一方、我が国の港湾施設の多くは世界的に進む船舶の大型化に対応できていない状況にある。また、我が国では、国全体としての資源・エネルギー等の需要は大きいものの、国内の需要は分散しており、個々の事業者の輸入量は小さいことから、個々の事業者単位では船舶の大型化のメリットが出にくい構造となっている。


　このため、大型船に対応した港湾機能の拠点的確保や企業間連携の促進を図り、国際バルク戦略港湾を拠点とした国全体としての効率的な海上輸送ネットワークを形成することにより、安定的かつ安価な輸入を実現し、我が国の産業競争力の強化、雇用の創出や所得の海外流出の防止を図ることとしている。




3)日本海側港湾の機能別の拠点化

　経済成長著しい対岸諸国と地理的に近接する日本海側港湾において、既存ストックを活用しつつ、伸ばすべき機能の選択と施策の集中及び港湾間の連携を通じて、対岸諸国の経済発展を我が国の成長に取り入れるとともに、東日本大震災を踏まえた災害に強い物流ネットワークの構築にも資することを目指し、平成23年11月に日本海側拠点港を選定した。


　今後も継続的に「日本海側拠点港の形成に関する検討委員会」を開催し、港湾管理者から提出された計画の進捗状況等についてフォローアップを行っていくこととしている。




4)港湾関連手続の高度化

　シングルウィンドウシステムの次期更改に向け船舶の入出港時に必要な港湾関連手続の利便性向上に取り組んでいるところである。



5)国際港湾の機能向上

　時間的、距離的に国内物流と大差ない対東アジア物流において、高度化・多様化するニーズに対応し、迅速かつ低廉な物流体系を構築するため、ユニットロードターミナル注3の機能強化や貨物積替円滑化施設等の整備を進めている。さらに、コンテナ貨物やバルク貨物の増加に対応するため、国際海上輸送ネットワークや地域の拠点となる港湾において、国際海上コンテナターミナルや国際物流ターミナルの整備を行うとともに、ICT化の推進等利便性向上に向けた取組みを推進している。




6)海上交通環境の整備

　国際幹線航路のうち、浅瀬等の存在により、湾内航行に支障のある箇所の改良等を行うとともに、航路標識の整備等を行うことにより、船舶航行の安全性と海上輸送の効率性を両立させた海上交通環境の整備を行っている。




（３）国際競争力の強化に向けた航空物流機能の高度化

　我が国の国際航空貨物輸送については、国内企業の海外移転及び近年の欧州債務危機や円高等の影響により伸び悩んでいる状況にあることを踏まえ、今後も伸びが期待されるアジア発着貨物を積極的に取り込むため、首都圏空港の更なる容量拡大、機能強化、関西国際空港・中部国際空港等の我が国拠点空港の貨物ハブ化推進や輸送プロセスの円滑化に向けた取組み等を進めている。




（４）物流上重要な道路ネットワークの戦略的整備・活用

　国内輸送の約8割を担う貨物自動車による輸送における効率的な物流ネットワークの構築は極めて重要であることを踏まえ、主要都市間等を連絡する高規格幹線道路や大都市圏環状道路の整備、空港・港湾へのアクセス道路の整備等を進めるとともに、国際海上コンテナ積載車両が積み替えなく通行できる道路網の構築を図る。また、スマートICの整備を進めるなど、既存の道路ネットワークの有効活用・機能強化を図る。




（５）国際物流機能強化に資するその他の施策

　国際物流と国内の陸・海・空の各輸送モードが有機的に結びついた物流ネットワークの形成が急がれる中、韓国・中国との間のシャーシ（動力を持たない被牽引車両）の相互通行の実現や海上輸送と鉄道輸送を組み合わせたSea＆Railの活用を促進する。








注1　穀物、鉄鉱石、石炭、油類、木材等のように、包装されずにそのまま船積みされる貨物の総称

注2　日本発着のコンテナ貨物のうちアジア等の主要港で積み替えられて諸外国へ又は諸外国から輸送される貨物の率

注3　物流の迅速性・効率性を向上させるため、貨物をシャーシやコンテナ等にまとめて（ユニット化）積み卸しする輸送体系に対応したターミナル











2　国内における効率的な物流システムの構築のための施策



　1．で記載した取組みに加え、環境への負荷の低減を図りつつ、我が国産業の競争力強化に資するよう、国内における効率的な物流網構築のための取組みを進めている。




（１）地域間物流の効率化

　複合一貫輸送等の推進に向け、貨物輸送力の増強や港湾・貨物駅等の物流結節点の整備等を進めている。コンテナ列車の長編成化及び列車増発などによる鉄道貨物の輸送力増強のための施設整備については、平成25年3月に吹田貨物ターミナル駅新設及び百済駅改良と隅田川駅の鉄道貨物輸送力増強事業が完了した。このほか、博多港等で海上輸送と他の輸送モードとの連携強化のため、複合一貫輸送ターミナルの整備等を実施している。


　また、トラック輸送の効率化に向けて、基幹的な道路ネットワークを整備する。



（２）都市内物流の効率化

　「流通業務市街地の整備に関する法律」に基づき、平成25年3月末までに22都市、29箇所の流通業務市街地注1の整備が行われ（うち27箇所が稼働中）、流通業務施設の適切かつ集約的な立地により都市の流通機能の向上及び道路交通の円滑化を図っている。


　また、路上荷捌き駐車を削減するため、駐車場附置義務条例に荷捌き駐車施設を位置付けるよう地方公共団体に促している。24年3月末現在で、88都市において、一定規模以上の商業施設等への荷捌き駐車施設の設置義務付けを内容とする条例改正が実施された。


　このほか、交通流対策として、渋滞ボトルネック箇所への集中的対策、交差点の立体化、開かずの踏切の解消を図るとともに、「都市の低炭素の促進に関する法律」に基づく共同輸配送の促進や、積載効率の向上を目的としたトラックの自営転換注2等のソフト施策を併せて推進している。




（３）高度化・総合効率化した物流サービス実現に向けた更なる取組み

　高度化・多様化した物流ニーズに応える3PL事業注3をより一層促進するため、人材育成研修の実施や地方におけるビジネスモデルの公開等を通じ、物流事業者が3PL事業に進出しやすい環境の整備を行うとともに、「流通業務の総合化及び効率化の促進に関する法律」に基づき、総合効率化計画注4の認定制度を通じた物流の総合化及び効率化を図っている。25年3月末時点で同法に基づく総合効率化計画の認定は184件である。








注1　トラックターミナル、倉庫等の物流関連施設が集約的に立地した大規模物流拠点として、高速道路インターチェンジ周辺部等の適地に建設された市街地


注2　自家用トラック（自家用貨物を自ら運ぶトラック）から、複数荷主の積合せ貨物の運送等によって輸送効率の向上を図り、運送コストを低下させるため営業用トラック（他人からの依頼に応じ、貨物を有償で運ぶトラック）へ転換すること


注3　サード・パーティー・ロジスティクス：荷主から物流を一貫して請け負うサービス

注4　高速道路のインターチェンジ、港湾等の社会資本の近傍に立地する物流施設を中核として、輸送網の集約・輸配送の共同化等を図りつつ、自動ラックや情報システム等の機器を導入し、物流の総合化・効率化を行う計画












第3節　産業の活性化



1　鉄道関連産業の動向と施策



（１）鉄道事業



1)鉄道事業の動向と施策

　平成23年度の鉄道旅客の輸送人員は、前年度と比較して横ばいである。JRでは、新幹線輸送は増加、在来線輸送は横ばいに推移しており、民営鉄道は減少している。


　23年度の鉄道貨物の輸送量については、東日本大震災で被災した製造業の生産の中止や輸送ルートの寸断の影響で年間輸送トン数、輸送トンキロともに減少となった。


　各鉄道事業者においては、快適で安心な鉄道空間の確保を図っており、例えば、主に都市部の地下鉄等において、路線名と駅名にアルファベットや数字を併記するナンバリング（番号制）の普及が進んでいる。また、13年のJR東日本「Suica」以降、交通系ICカードの導入が進んでおり、25年3月23日から、JR5社と首都圏、名古屋圏、近畿圏及び九州圏の主な私鉄がそれぞれ発行する合計10種類のICカード乗車券の相互利用が開始され、更なる利用者の利便性の向上が期待される。




2)JRの完全民営化に向けた取組み

　昭和62年4月の国鉄の分割・民営化により設立されたJR各社は、以来25年余りにわたり、それぞれの地域事情や経営環境を踏まえた経営努力を続けてきた。この間、JR東日本、JR東海及びJR西日本については、（独）鉄道建設・運輸施設整備支援機構の保有株式の売却も完了し、完全民営化されたが、国鉄改革の経緯を踏まえ、当分の間、JR会社間における相互の連携・協力の確保、利用者利便の確保、中小企業への配慮等に関する措置がとられている。


　一方、JR北海道、JR四国、JR九州及びJR貨物については、各社とも、増収努力や経費削減等の取組みを行っているところではあるが、地域の足の確保や環境負荷の小さい鉄道貨物輸送の推進等の社会的に重要な役割を担っていることから、経営基盤強化のため、従来の固定資産税の軽減措置等に加え、平成23年度より、「日本国有鉄道清算事業団の債務等の処理に関する法律」に基づき、（独）鉄道建設・運輸施設整備支援機構特例業務勘定からの資金を活用し、各社に対して経営自立に向けた必要な支援を実施しているところである。




（２）鉄道車両工業

　鉄道新造車両及び鉄道車両部品（動力発生装置、台車等）の生産金額は、国内向けは横ばい傾向であり、一方、輸出向けはその年の受注状況によって波がある。平成23年度の新造車両数は1,807両、生産金額は1,778億円で、鉄道車両部品の生産金額は2,720億円となっている。


　このうち、新造車両の生産金額の構成比は、国内向け96.3％、輸出向け3.7％であり、生産金額は22年度比で国内向けは11.0％、輸出向けは69.6％減少した。なお、輸出先は米国、台湾、エジプトであった。


　車両メーカー等は、鉄道事業者と連携し、高速化、安全性・快適性等の向上、低騒音・バリアフリーといった様々な社会的ニーズを満たす車両の開発を進めているほか、基本設計や部品を共通化した「通勤・近郊電車の標準仕様ガイドライン」を参考に、設計作業の省力化、標準品の普及等を図ることにより、コスト低減に取り組んでいる。











2　自動車運送事業の動向と施策



（１）旅客自動車運送事業

1)乗合バス事業

　乗合バスの輸送人員及び収入は、中心市街地の空洞化等の都市構造の変化やモータリゼーションの進展等に伴う自家用自動車の普及等により、依然として地方部を中心に輸送需要が減少しており、また、景気が低迷する中で、乗合バスを取り巻く環境は極めて厳しい状況が続いている。





　
図表II-6-3-1　乗合バスの輸送人員、営業収入の推移


[image: 図表II-6-3-1　乗合バスの輸送人員、営業収入の推移]





2)貸切バス事業

　貸切バス事業については、平成12年2月の規制緩和後、低廉で多様なバスツアーが催行されるなど、利用者へのサービスの向上が図られる一方で、事業者数の増加に伴い競争は激化している。また、団体旅行の小口化、旅行商品の低価格化等により運送収入は減少しており、加えて、燃料費の高騰等の要因もあり、貸切バス事業を取り巻く環境は、厳しい状況が続いている。





　

図表II-6-3-2　貸切バスの事業者数、輸送人員、車両数、営業収入の推移


[image: 図表II-6-3-2　貸切バスの事業者数、輸送人員、車両数、営業収入の推移]






3)タクシー事業

　タクシー事業については、長期的に需要が減少傾向にある中、タクシー車両の増加等により、地域によっては、収益基盤の悪化や運転者の労働条件の悪化等の問題が生じており、タクシーが地域公共交通としての機能を十分に発揮することが困難な状況にある。そうした問題への対策として、平成21年に成立した「特定地域における一般乗用旅客自動車運送事業の適正化及び活性化に関する特別措置法」により、タクシー車両の供給過剰の進行等の問題が発生している地域（国土交通大臣が指定する特定地域）において、当該地域の多様な関係者の自主的な取組みを中心としてタクシー事業の適正化・活性化を推進する枠組みが導入され、関係者による取組みが進められている。





　
図表II-6-3-3　ハイヤー・タクシーの日車営収等の推移


[image: 図表II-6-3-3　ハイヤー・タクシーの日車営収等の推移]






（２）自動車運転代行業

　自動車運転代行業は、飲酒時の代替交通手段として活用することが期待されているところである。国土交通省では、平成24年3月に警察庁と連携して策定した「安全・安心な利用に向けた自動車運転代行業の更なる健全化対策」に基づき、自動車運転代行業の健全化及び利用者の利便性・安心感の向上を図るための施策を推進している。なお、24年12月末現在、認定を受けて営業している自動車運転代行業者の総数は8,838者となっている。




（３）貨物自動車運送事業

　貨物自動車運送事業者数は長期にわたり増加していたが、平成20年度以降は新規参入事業者数と退出事業者数が拮抗しており、事業者数は約63,000者とほぼ横ばいで推移している。





　
図表II-6-3-4　トラック事業者数の推移


[image: 図表II-6-3-4　トラック事業者数の推移]






　景気低迷に伴う荷動き減少、軽油価格の影響等から、事業者を取り巻く経営環境は厳しさを増している。

　こうした状況の下、事業者の運行の安全確保を図りながら、今年度は、環境対応車の普及支援を拡大するとともに、今後の施策については有識者等から構成される「トラック産業の将来ビジョンに関する検討会」のワーキンググループにおいて議論が重ねられ、10月に報告書が取りまとめられた。


　現在は、報告書の提言を踏まえ、事業参入時の安全基準の強化、荷主との間の書面契約の推進、貨物自動車運送適正化事業の充実等の対策について推進を図っているところである。











3　海事産業の動向と施策



（１）安定的な海上輸送の確保



1)日本籍船・日本人船員の確保

　四面環海で資源の乏しい我が国にとって、貿易量の99.7％を担う外航海運は、我が国経済・国民生活にとって不可欠な産業インフラ、ライフラインとして、極めて重要な役割を果たしている。この輸送の基盤である日本船舶及び日本人船員は、我が国の管轄権・保護の対象であり、経済安全保障の観点から平時より一定規模確保することが必要であるが、コスト競争力の喪失から極端に減少したままの状況にある。





　
図表II-6-3-5　我が国商船隊・外航日本人船員数の推移


[image: 図表II-6-3-5　我が国商船隊・外航日本人船員数の推移]





　このような事態に対し、日本商船隊の核となるべき日本船舶・日本人船員の計画的増加を目的として、平成20年にトン数標準税制注1を導入しており、「海上運送法」に基づく「日本船舶・船員確保計画」の認定を受けた10社がその適用を受け、日本船舶・日本人船員の計画的増加を進めているところである。


　こうした取組みにより、日本船舶及び日本人船員は増加傾向にあるが、東日本大震災や原発事故を契機として、外国船社の日本寄港の忌避等の事案が発生し、日本商船隊による経済安全保障の確立の重要性がより明確化された。こうした状況を受け、24年9月に改正「海上運送法」が成立し、日本船舶を補完するものとして、日本の外航船社の海外子会社が保有する外国船舶であって、同法に基づく航海命令が発せられた場合に確実かつ速やかに日本船舶に転籍して航行することが可能なものを「準日本船舶」として認定する制度が創設された。また、25年度税制改正大綱においては、トン数標準税制を拡充し、適用対象船舶に準日本船舶を加えることとされており、日本船舶の増加のベースアップと準日本船舶の確保の促進を図ることとしている。


　このような取組みを通じて、非常時を含めた安定的な海上輸送の確保を図っていく。



2)船員（海技者）の確保・育成

　船員は、海運の人的基盤であり、日本人船員を確保し、育成することは我が国経済の発展や国民生活の維持・向上に必要不可欠である。しかしながら、外航日本人船員は、ピーク時の約5万7千人から約2千4百人へと減少しており、かつ、内航船員の著しい高齢化（50歳以上が約5割）の進展に伴う後継者不足が顕在化するなど、安定的な海上輸送の確保が懸念される状況にある。





　
図表II-6-3-6　日本人船員数の推移


[image: 図表II-6-3-6　日本人船員数の推移]






　このため、外航日本人船員についてはトン数標準税制等を通じ、内航船員については船員計画雇用促進等事業を通じ、日本船舶・船員確保計画の認定を受け、その計画に従って船員を計画的に確保・育成する事業者を支援している。


　また、優秀な船員の確保・育成を図るべく、平成24年3月に取りまとめた「船員（海技者）の確保・育成に関する検討会」の報告を踏まえ、海運業界、船員教育・訓練機関等の船員養成に関するステークホルダーの強力な連携・協力の下に、外航海運・内航海運のニーズに応じた即戦力を備えた新人船員養成のための効率的・効果的な教育・訓練の実施、海運事業者の自社船を活用した乗船実習（社船実習）の拡大、水産系高等学校卒業者に係る資格制度の改善等による新たな供給源からの多様で優秀な人材の確保等についての具体的な方策を進めているところである。


　こうした船員の確保・育成のための取組みに加えて、船員離職者職業転換給付金制度等を活用した離職者の再就職支援、海洋立国推進功労者表彰（内閣総理大臣賞）、海事産業の次世代人材育成推進会議による広報活動等による船員志望者の裾野の拡大、船員の職業的魅力を高めるために、船舶所有者が自主的に船内での災害に係るリスクアセスメントとしてPDCAサイクルという一連のプロセスを定めて継続的な安全管理を進めることにより、安全衛生水準の段階的向上と船員災害の持続的な減少を図る「船内労働安全衛生マネジメントシステム」のガイドラインの普及についても、引き続き取り組んでいく。


　国土交通省が所管する船員養成機関として（独）海技教育機構及び（独）航海訓練所があり、（独）海技教育機構は、新人船員教育を行うとともに、海運会社のニーズや技術革新に対応した再教育等を実施しており、（独）航海訓練所では、（独）海技教育機構及び商船系大学・高等専門学校の学生等に対し、5隻の練習船による乗船実習を一元的に実施している。現在、（独）航海訓練所では、老朽化した大型タービン練習船を内航用の小型練習船に代替建造し、内航船の運航実態に即した乗船訓練を行うことにより、即戦力を備えた若手船員を効果的・効率的に養成する訓練体制の整備を進めている。




（２）海上輸送産業



1)外航海運

　平成23年の世界の海上荷動き量は、89億4,700万トン（前年比4.1％増）で、23年の我が国の海上貿易量は9億0,252万トン（前年比1.4％減）となった。


　23年度の外航海運は、新興国経済は堅調に成長したものの、米国経済の景気回復の遅れ、長引く欧州の財政・金融問題、中国の金融引き締め等を背景に世界全体の経済が低成長に留まる中、海運市況の低迷、著しい円高の進行、燃料油価格の高騰等により事業環境が大変厳しいものとなった。




2)国内旅客船事業

　国内旅客船事業は、長引く景気低迷による輸送量の大幅な減少や高速道路料金の動向等の様々な要因により厳しい経営状況が続いている。特に地域の足として、また、モーダルシフトの受け皿として重要な役割を果たしているフェリー事業については、減便、撤退が続いており、航路の維持確保が危ぶまれている。





　
図表II-6-3-7　国内旅客船事業者数及び旅客輸送人員の推移
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　このため、低炭素化促進事業による船舶の省エネ化や、船旅の魅力向上、観光業界との連携等による利便性の向上など多様な支援を地方公共団体や事業者と連携しながら進めている。


　なお、平成22年4月1日現在の事業者数は964事業者、22年度の輸送人員は8,505万人（前年度比7.7％減）となっている。




3)内航海運

　内航海運は、経済効率性が高く環境保全の面でも優れた輸送特性を有しており、国内物流の約3分の1、産業基礎物資輸送の約8割を担う、我が国の経済・国民生活を支える基幹的な輸送機関である。





　
図表II-6-3-8　内航船舶の推移
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　しかしながら、世界経済のグローバル化の加速や恒常的な円高に伴う国内産業構造の変化等を受け、産業基礎物資を中心に輸送量の低迷が長期化しており、その経営環境は厳しさを増している。また、船舶の老朽化が急速に進んでおり、今後も需要の変化に的確に対応しつつ安定輸送を供給し続けるためには、着実に輸送の効率化を進めながら船舶の代替建造を促進していくことが重要な課題となっている。このような状況に対処するために、共有建造制度を活用した環境性能向上等に資する代替建造等に対する船舶使用料の軽減による支援や船舶の省エネ化等による競争力の強化に対する支援を行うとともに、内航海運代替建造対策検討会において、内航海運における代替建造促進に向けた施策の方向性を取りまとめ、競争力の強化、環境適応型産業への展開、新たな需要構造への対応等代替建造の促進に向けた施策を推進しており、平成24年7月には船舶管理会社を活用した内航海運の活性化に向けた取組みとして「内航海運における船舶管理業務に関するガイドライン」を策定・公表したところである。また、内航海運暫定措置事業注2の円滑かつ着実な実施の支援等も行っている。




4)港湾運送事業

　港湾運送事業は海上輸送と陸上輸送の結節点として重要な役割を果たしている。事業の効率化や多様なサービスの提供を図る観点から、改正「港湾運送事業法」により、主要9港については平成12年11月より、その他の地方港については18年5月より事業参入を免許制から許可制に、運賃・料金を認可制から事前届出制とする規制緩和が実施されている（24年4月1日現在で新規許可39件、業務範囲変更229件、運賃・料金届出1,122件）。




（３）造船産業



1)造船産業の現状

　我が国造船産業は、船主の多様なニーズに応じた良質な船舶を安定的に提供することにより、地域経済・雇用に貢献している非常に重要な産業である。また、我が国は、海運業、造船業、舶用工業が互いに強く結びついて集積した海事産業クラスターを有している。





　
図表II-6-3-9　我が国の海事産業クラスター
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　造船業については、世界経済の好況に伴う海上輸送の増加等を背景とした平成20年夏までの造船発注ブームにより、中国、韓国が建造能力を急拡大し、世界の24年の新造船建造量は9,527万総トン（我が国建造量は1,743万総トン、世界シェアの18％）となった。一方、20年秋の世界的な経済の減速を受けて新造船受注は急落し、加えて、欧州の金融不安を背景に不透明感が強まっており、長期間の円高の影響も相まって、我が国造船業の事業環境はますます厳しいものとなっている。





　
図表II-6-3-10　世界の新造船建造量の推移


[image: 図表II-6-3-10　世界の新造船建造量の推移]









　
図表II-6-3-11　我が国の船用工業製品生産・輸出入実績
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　我が国舶用工業製品（船外機を除く）については、23年の生産額9,433億円（前年比約2.8％減）、輸出額2,359億円（前年比約1.4％減）となった。新造船受注の急落、国際競争の激化、従業員の高齢化等、舶用工業を取り巻く環境は今後厳しさを増すものと考えられる。




2)造船産業の国際競争力強化のための取組み

　我が国造船産業の国際競争力の強化を図り、今後とも一流の造船国であり続けるためには、受注力強化、新市場・新事業への展開等を柱とした政策を推進する必要がある。


　受注力強化については、我が国主導で導入された国際海運におけるCO2排出規制に係る国内の法整備を進めるとともに、造船・海運事業者等が行う、船舶の大幅な燃費向上を実現する革新的な省エネルギー技術開発に対する支援を行った。また、平成24年度からは環境負荷の低い天然ガスを燃料とする船舶（天然ガス燃料船）の早期実用化・導入に向けた環境整備事業を新たに開始している。今後も、官民連携の下で、我が国にとって望ましい国際的枠組みの実現と、船舶の革新的省エネ技術や天然ガス燃料船などの研究開発・普及を進めていくこととしている。


　また、新市場・新事業への展開については、今後成長が見込まれる分野である海洋資源開発、海洋再生可能エネルギー等への展開に向けた取組みを推進する。具体的には、我が国の強みを活かせる海洋資源開発プロジェクトへの進出支援や海洋資源開発関連技術開発支援等により、将来の我が国EEZ内の開発を我が国で行うための技術を確保し、海洋関連市場を創出する。また、浮体式洋上風力発電施設については、24年4月に技術基準を策定したところであり、今後は国際標準化の主導により国際競争力強化を図っていく。


　このほか、舶用工業製品の模倣品対策の協議等に取り組むとともに、（独）鉄道建設・運輸施設整備支援機構によるスーパーエコシップ（SES注3）の普及、新技術の実用化支援等を通じ、中小造船業の技術力の強化等に取り組んでいる。








注1　法人税等について、毎年の利益に応じた納税額の算出に代わり、船舶のトン数に応じた一定のみなし利益に基づいて納税額を算出する税制。世界の主要海運国でも同様の税制が導入されている。


注2　スクラップ・アンド・ビルド方式による保有船腹調整事業を解消し、保有船舶を解体、撤去した者に対して一定の交付金を交付するとともに、船舶建造者から納付金を納付させる制度


注3　電気推進システムを採用し、CO2、NOxや燃費の向上に資する優れた環境性能と経済性を有する次世代内航船











4　航空事業の動向と施策



　平成23年度の我が国航空企業の輸送実績については、世界的な景気の後退や、東日本大震災等の影響により、国内旅客が7,905万人（前年度比約3.8％減）と5年連続で減少、国際旅客も1,259万人（前年度比約8.1％減）と4年連続で減少しており、航空を取り巻く環境が厳しいものとなっている。





　
図表II-6-3-12　航空旅客数の推移（本邦社）


[image: 図表II-6-3-12　航空旅客数の推移（本邦社）]





　日本航空（株）の再建については、更生計画に定める不採算路線からの撤退や、人員削減等を着実に進めてきた結果、23年3月28日に会社更生手続が終結しており、24年9月19日に東京証券取引所に再上場し、企業再生支援機構による支援を完了した。同年5月14日に発表された23年度決算においては、営業利益2,049億円と過去最高を計上した。


　今後は、「JALグループ中期経営計画（2012年度〜2016年度）」の期間中、日本航空において企業再生が適切かつ確実に行われているか、また、公的支援によって航空会社間の競争環境が不適切に歪められていないかを確認するため、定期的又は必要に応じ、日本航空に対し再生の進捗状況について報告を求め、その状況を監視し、必要に応じ、指導助言を行うこととしている。


　このほか、24年3月1日からピーチアビエーション（株）が、関西国際空港を拠点に運航開始、ジェットスター・ジャパン（株）は同年7月3日から、エアアジア・ジャパン（株）は同年8月10日からともに成田国際空港を拠点に運航開始している。各社ともLCC事業としての低コスト運航による低価格運賃設定を通じて、新たな需要層を創出することが期待されている。











5　貨物利用運送事業の動向と施策



　貨物利用運送事業注1は、複数の輸送機関を組み合わせることで、多様な利用者のニーズに対応したサービスの提供を行っている。近年は、荷主企業のグローバル化のニーズを反映し、国際輸送に関する航空機・船舶の利用運送事業への参入が増えている。


　また、国際貿易の重要性が高まる中、世界的にも輸送の円滑化が進む一方で、輸送の安全確保も求められている。国土交通省では監査等を通じて事業者のコンプライアンスの徹底を図るなど、安全かつ確実な物流サービスの確保に取り組んでいる。







注1　貨物の集荷から配達までのDoor to
Doorの複合一貫輸送の担い手として、実運送事業者（自ら運送を行う者）の輸送手段（貨物自動車、鉄道、航空機、船舶）を利用して貨物の輸送サービスを行う事業











6　倉庫業の動向と施策



　物流の結節点として重要な役割を果たしている営業倉庫について、参入規制を登録制へ緩和した後、新規参入が着実に増加しており、倉庫事業者数は平成23年度末現在、5,902者（13年度末比847者増）となっている。


　また、近年、大都市圏を中心に物流事業者への賃貸を目的とした外資系や国内の不動産事業者やファンドによる大型で高機能な物流施設の建設が活発化しており、このような施設を借り受けて事業を展開する倉庫事業者が現れている。


　なお、高度化・多様化する物流ニーズへの対応のため、貨物自動車運送事業や貨物利用運送事業等、他の複数の物流事業を兼業する傾向にある。











7　トラックターミナル事業の動向と施策



　トラックターミナル事業は、幹線と端末のトラック輸送の結節点として、輸送の効率化や渋滞の緩和等に重要な役割を果たしている。近年は、高度化・多様化する物流ニーズに対応するため、積み卸し機能に加え、配送センター機能（仕分け・流通加工等）も有する施設の整備が進んでいる。











8　不動産業の動向と施策



（１）不動産業を取り巻く状況



　不動産業は、全産業の売上高の2.6％、法人数の10.8％（平成23年度）を占める重要な産業の一つである。

　リーマンショック以降減少が続いた住宅着工戸数も平成21年8月を底に緩やかに回復を続け、一時東日本大震災の影響で落ち込みを見せるもその後は徐々に回復し、23年7月末が着工期限の住宅エコポイントに関連する駆け込み需要が膨らむなど、底堅く回復傾向にある。


　既存住宅の流通市場については、指定流通機構（レインズ）注1の23年度の成約件数が13.6万件（前年度比4.4％増）と堅調に推移している。


　賃貸住宅管理業に関して一定のルールを設ける、任意の賃貸住宅管理業者登録制度を23年12月から施行し、優良な賃貸住宅管理業の育成と発展に努めている。登録業者数については、24年3月末現在で1,579業者となっている。




（２）宅地建物取引業法の的確な運用



　宅地建物取引に係る消費者利益の保護と流通の円滑化を図るため、「宅地建物取引業法」の的確な運用に努めている。宅地建物取引業者については、123,922業者（平成24年3月末）であり、近年、微減傾向が続いている。


　国土交通省及び都道府県は、関係機関と連携しながら苦情・紛争の未然防止に努めるとともに、同法に違反した業者には、厳正な監督処分を行っており、23年度の監督処分件数は358件（免許取消216件、業務停止54件、指示88件）となっている。


　また、マンションの販売の際の悪質な勧誘に関する問題に対応するため、23年8月に同法施行規則を改正し、宅地建物取引に係る勧誘をする際の禁止行為を明確化したところであり、引き続き、国土交通省ホームページ等で消費者に注意喚起を図るとともに、関係機関とも連携して必要な指導監督に努めている。




（３）マンション管理業者による適正な管理の確保



　マンションストックの増大に伴い、その適正な管理を図るため、「マンションの管理の適正化の推進に関する法律」に基づき、マンション管理業者の登録制度や業務規制を実施している。マンション管理業者の登録は、平成23年度末において2,391業者であり、ここ数年大きな増減はない。


　また、マンション管理業者の法令遵守を促進し、不正行為の未然防止を図る観点から、マンション管理業者に対する立入検査を実施している。




（４）不動産市場の活性化



1)不動産市場の現状

　我が国における不動産の資産額は、平成23年末現在で約2,500兆円となっている注2。

　24年度にJリート（不動産投資法人）、不動産特定共同事業者、特定目的会社等により証券化の対象として取得された、不動産又はその信託受益権の資産額は、約3.3兆円となっている。


　不動産投資市場の中心的存在であるJリートについては、24年度は19年度以来4年ぶりとなる新規上場が再開され24年度の1年間で6件の新規上場が行われた。25年3月末現在、39銘柄が東京証券取引所に上場されており、対象不動産の総額約10兆円、不動産投資証券の時価総額約7兆円となっている。


　東日本大震災直後、上場Jリート市場全体の値動きを示す東証リート指数は、震災発生前日の終値1092.29から、震災発生直後の23年3月15日には926.83にまで下落したが、Jリートが保有する不動産への震災による影響が限定的であったこと、迅速な情報開示に努めたこと、日本銀行の資産買入れ等の基金がJリートの投資口を買い入れたことなどにより、23年3月末には1055.18まで回復した。


　しかしながら、その後は深刻化する欧州の政府債務危機等により、投資家のリスク資産への投資意欲が減退し、東証リート指数が一時805.64ポイント（23年11月28日）まで下落したが、日本銀行の金融政策決定会合による金融緩和の強化（24年2月14日）等をきっかけに株式市況が回復、それに伴い東証リート指数も回復してきている。25年3月末現在1642.79ポイントまで回復し、20年1月以来の水準となっている。




2)不動産市場の条件整備

　国土交通省では、不動産市場の透明化、取引の円滑化・活性化等を図るため、全国の不動産の取引価格等の調査を行っている。調査によって得られた情報は、個別の物件が特定できないよう配慮した上で、取引された不動産の所在、面積、価格等をインターネット（土地総合情報システム注3）を通じて公表している（平成25年3月現在の提供件数は、1,614,213件、Webアクセス総数は、約3億4千万件）。


　また、指定流通機構（レインズ）が保有する取引価格情報の加工情報を、不動産取引情報提供サイト注4を通じて提供するとともに、不動産取引の成約情報に基づく住宅価格指数について、東京証券取引所が指定流通機構（レインズ）等の関係機関と協力して開発し、23年4月から試験配信を開始している。さらに、宅地建物取引業者が取り扱う物件情報を網羅的に消費者へ提供する不動産統合サイト（不動産ジャパン）注5を不動産業界が一体となって整備しており、国土交通省としても、引き続きこの取組みを支援している。


　また、サブプライム危機等の教訓から、不動産バブルに対するEarly Warning
Signal（早期警戒指標）を構築するため、国際機関が協力して不動産価格指数の作成に関する指針（RPPIハンドブック）を作成し、23年5月付けで最終稿を取りまとめた。国土交通省では、この指針に対応した不動産価格指数（住宅）を作成し、24年8月より試験運用を開始しており、今後の本格運用に向けて検討を進めている。





　
図表II-6-3-13　土地総合情報システム


[image: 図表II-6-3-13　土地総合情報システム]



3)税制の活用

　平成25年度税制改正においては、土地の売買による所有権の移転登記等に対する特例措置（登録免許税）やJリート及び特定目的会社が不動産を取得する場合における不動産流通税（登録免許税及び不動産取得税）の特例措置について適用期限の延長等を実施した。




4)新しい時代に対応した不動産市場の構築に向けて

　不動産鑑定評価に対するニーズの多様化や企業会計における不動産時価評価の進展等を踏まえ、鑑定評価等業務の手順に「業務の目的と範囲等の確定」（Scope
of
Work）の考え方を取り入れた価格等調査ガイドラインを策定し、その周知に努めているとともに、投資家等依頼者以外の第三者に広く影響を与える証券化対象不動産の鑑定評価及び財務諸表のための鑑定評価に関し、不動産鑑定業者への立入検査等を行い、鑑定評価の適正性の確保を図っている。あわせて、不動産市場の国際化や民間における多様な鑑定評価ニーズへの対応のため、国土審議会土地政策分科会不動産鑑定評価部会において、不動産鑑定評価基準等の見直しに向けた検討を行っている。


　耐震性の劣る建物が多数存在していることや東日本大震災による電力需給の逼迫等を背景に耐震・環境性能を有する良質な不動産の形成が必要となっている。そこで、建築物の耐震化等、都市機能の更新に民間資金の導入を促進するため、一定の要件を満たす特別目的会社（SPC）による不動産特定共同事業の実施を可能とする「不動産特定共同事業法の一部を改正する法律案」を第183回国会へ提出したところである。


　また、老朽・低未利用不動産について、国が民間投資の呼び水となるリスクマネーを供給することにより、民間の資金やノウハウを活用して、耐震・環境性能を有する良質な不動産の形成を促進し、オフィスビル等既存ストックにおける低炭素化や地域の拠点となる駅前等の再整備など、地域の再生・活性化に資するまちづくり及び地球温暖化対策を推進するため、耐震・環境不動産形成促進事業を創設した。


　さらに、持続可能な不動産ストックの形成に向けて、市場参加者が情報交換し、共通認識を醸成する場として、「環境不動産懇談会」を開催するとともに、環境不動産ポータルサイト注6を通じて情報発信を行っている。








注1　宅地建物取引業者が指定流通機構に物件情報を登録し、業者間で情報交換を行う仕組み。成約した物件の取引価格情報等は指定流通機構に蓄積される。


注2　国民経済計算をもとに建物、構築物及び土地の資産額を合計

注3　http://www.land.mlit.go.jp/webland/

注4　http://www.contract.reins.or.jp/

注5　http://www.fudousan.or.jp/

注6　http://tochi.mlit.go.jp/kankyo/index.html










9　建設産業の活力回復



（１）建設産業の現状



　建設投資、許可業者数及び就業者数の推移は図表II-6-3-14のとおりである。




　

図表II-6-3-14　建設投資（名目値）、許可業者数及び就業者数の推移


[image: 図表II-6-3-14　建設投資（名目値）、許可業者数及び就業者数の推移]





（２）建設産業の再生と発展のための方策の具体化に向けた検討



　平成23年6月に「建設産業の再生と発展のための方策2011」が、24年7月には「建設産業の再生と発展のための方策2012」が建設産業戦略会議において取りまとめられた。


　これらを受け、将来的にも地域を支え得る足腰の強い建設産業の構築及び将来にわたる工事の品質の確保を図るため、国土交通省では、1)専門工事業者等評価、2)建設技能労働者の「見える化」、3)登録基幹技能者の更なる普及、4)技能労働者に対する教育訓練、5)戦略的広報といった人材の確保・育成のため方策について検討を行う「担い手確保・育成検討会」を24年9月に開催し、25年3月に大きな方向性を提示した。


　また、新たな事業ニーズや多様なプロジェクトに対応した適切な契約方式を当事者間で円滑に採用できるよう、多様な契約方式を検討・普及・啓発するため「多様な契約方式活用協議会」を24年10月に設置し検討を進めている。




（３）公正な競争基盤の確立



　建設投資が急激に減少する中で「技術力・施工力・経営力に優れた企業」が生き残り、成長するための競争を実現するためには、建設業者における法令遵守の徹底をはじめとする公正な競争基盤の確立が重要である。このため、従来より下請取引等実態調査や立入検査等の実施、建設工事の請負契約を巡るトラブル・苦情等の相談窓口「建設業取引適正化センター」の設置、「建設業取引適正化推進月間」（11月）における都道府県との連携等を通じて、建設業における元請・下請間の取引の適正化に取り組んでいる。




（４）建設業への金融対策



1)地域建設業経営強化融資制度

　地域建設業経営強化融資制度は、元請建設企業が公共工事請負代金債権を担保に事業協同組合等又は一定の民間事業者から工事の出来高に応じて融資を受けることが可能となるものであり、これにより元請建設企業の資金繰りの円滑化と金利負担等の軽減を図っている。


　本制度は平成20年11月から実施されており、25年2月には事業期間を25年度末まで延長した。




　
図表II-6-3-15　地域建設業経営強化融資制度


[image: 図表II-6-3-15　地域建設業経営強化融資制度]



2)下請債権保全支援事業

　下請債権保全支援事業は、ファクタリング会社注1が、下請建設企業等が元請建設企業に対して有する工事請負代金等債権の支払を保証する場合に、保証時における下請建設企業等の保証料負担を軽減するとともに、保証債務履行時のファクタリング会社の損失を補償することにより、積極的な債権の支払保証を促進する事業である。


　本事業は平成22年3月に創設されたが、25年2月事業期間を25年度末まで延長した。




　
図表II-6-3-16　下請債権保全支援事業


[image: 図表II-6-3-16　下請債権保全支援事業]



3)建設業災害対応金融支援事業

　平成24年度補正予算において、中小・中堅建設企業による災害対応等のための機械購入を図るため、中小・中堅建設企業による災害時において使用される代表的な建設機械の購入及び東日本大震災により被災した中小・中堅建設企業による建設機械の購入に係る借入金の金利負担を軽減するために行う建設業災害対応金融支援事業を創設した。




（５）ものづくり産業を支える「人づくり」の推進



　建設産業は、技術者・技能者の能力が生産の成否を左右する「人」が支える産業であるが、建設投資の大幅な減少、就業者数の減少等を背景に、就業者の高齢化、若年入職者の減少が課題となっている。


　また、加入義務のある社会保険等の法定福利費を適正に負担しない企業が多く存在し、技能労働者の最低限の福利が確保されず、若年入職者減少の一因となっているほか、真面目に保険に加入する企業ほど競争上不利という状況が生じている。


　このため、行政、元請業者、下請業者が一体となって総合的に社会保険加入を推進するとともに、技能労働者の技能の「見える化」等の検討や、若年者の入職促進、人材の育成・評価等に取り組むこととしている。


　また、作業管理・調整能力等を有し、基幹的な業務に従事する登録基幹技能者の確保・育成・活用を推進している。登録基幹技能者数は、平成25年4月1日現在で39,043人（30職種）となり、経営事項審査における加点評価や公共工事における総合評価落札方式（試行工事）における活用等を実施している。




（６）建設産業の振興



1)地域建設業の経営支援

　「建設企業の連携によるフロンティア事業」により、91の連携体の新事業展開に対して助成を行うとともに、全国11箇所及び東京で連携体による事業成果報告会を開催した。


　また、中小・中堅建設企業の新事業展開、企業再編・廃業等の経営戦略の実現を支援するため、建設業経営戦略アドバイザーが経営戦略相談窓口で申し込んだ建設企業に対して電話・訪問アドバイスを実施した。相談企業のうち46企業に対して、同アドバイザー等から構成される支援チームが計画策定支援等を行った。また33道府県及び330金融機関とのパートナー協定を締結し、相談支援体制の更なる強化を図った。




2)建設関連業の振興

　建設関連業（測量業、建設コンサルタント、地質調査業）については、建設コンサルタント登録規程等において、暴力団排除及び指導監督強化に関する規定を追加し、インターネットを介した情報提供を行っている。これらにより、登録制度の適切な運用を図り、優良な建設関連業の育成と健全な発展に努めている。




（７）建設機械の現状と建設生産技術の発展



　我が国における建設機械の保有台数は、平成21年度で約85万台注2であり、建設機械の購入台数における業種別シェアにおいては、リース・レンタル業が約44％、建設業が約22％となっている。


　なお、建設業における死亡災害のうち、建設機械等によるものは約15％を占めている。近年では施行体制の重層化により安全管理の一元化が難しくなる傾向に対応し、建設機械施工安全技術指針の改定、建設機械施工安全マニュアルの策定等を行い、建設機械施工の安全対策を推進している。


　また、建設業の諸課題（低い生産性、熟練労働者不足、施工品質の確保等）を解決し、ICTを活用した革新的な施工技術である情報化施工の普及促進を図るため、「情報化施工推進戦略」に基づき、現在、普及の課題となっている施工管理基準等の整備や設計データの標準化を行うなど、受発注者間の環境整備に取り組んでいる。




（８）建設工事における紛争処理



　建設工事の請負契約に関する紛争を迅速に処理するため、建設工事紛争審査会において紛争処理手続を行っている。平成23年度の申請実績は、中央建設工事紛争審査会では41件（仲裁5件、調停30件、あっせん6件）、都道府県建設工事紛争審査会では123件（仲裁18件、調停86件、あっせん19件）となっている。








注1　他人が有する売掛債権の保証や債権の買取りを行いその債権の回収を行う金融事業会社のこと。現在、銀行子会社系・前払保証会社系・リース会社系など10社のファクタリング会社が、当事業を運営している。


注2　主な機種：油圧ショベル約593千台、車輪式トラクタショベル約157千台、ブルドーザ約39千台











コラム　地域のニーズを取り込み、再生を目指す中小建設企業の取組み　〜建設サービス業〜



　（株）小坂田建設は昭和30年の創業以来、岡山県の中山間地域にある旧建部町（現在は岡山市に編入）で、公共工事を中心に営業してきた中小建設企業です。昨今の公共事業予算の削減を受け、平成13年から９期連続で赤字決算が続くなど、同社もまさに倒産一歩手前の状況にありました。


　そんな同社が生き残りのためにたどりついたのが「小さなことはやってもらえない」という建設業のイメージを全面的に変えることで地域のニーズを取り込む戦略でした。21年春、同社は、トイレ詰まり、雨どいの掃除、庭の雑草取り等の家まわりから、お墓掃除、田んぼに水を入れやすくする、蜂の巣撤去等といったことまで、地域住民の暮らしの中での困りごと全般に、本業の建設業にとらわれずにワンストップ対応する「建設サービス業」をスタートさせました。同時に少額の工事でも赤字にならないよう、現場毎の日々の採算を把握する原価管理ソフトを導入しました。


　建部町の住民約6,000人の内、一部エリアを除き、ほとんどがそれまで同社のことを知りませんでしたが、住民の交流の場にもなるような自社のお仕事紹介イベントの定期開催や毎月の新聞折込通信など「知ってもらう」ための懸命な営業活動が実り、このサービスは住民に徐々に受け入れられ、また困りごとを解決することで築いた住民との信頼関係が後押しとなり、同社は墓地の改修や住宅リフォーム等の比較的大きな工事も受注するようになります。結果として業績は徐々に上向きに転じ、24年度には３期連続で黒字となるまでに回復しました。


　同社は現在、国土交通省「建設企業のための経営戦略アドバイザリー事業」の専門家派遣も利用しながら、「建設サービス業」のうち、サービス体制が十分でない建築リフォーム分野や農業分野で、顧客の多様・多方面な要望に十分に応えるための仕組みづくりを進めています。


　公共事業関係予算が限られる中、公共事業を中心に取り組んできた同社がこのような形で地域住民のお困りごと解決を糸口に民間工事にシフトし、再生の道筋をつけたことは、今後の地域の中小建設企業にとって、一つの示唆となるのではないでしょうか。





　
[image: 小坂田建設の写真]



　
建設サービス業として対応している作業


[image: 建設サービス業として対応している作業]









第7章　安全・安心社会の構築



第1節　ユニバーサル社会の実現



1　ユニバーサルデザインの考え方を踏まえたバリアフリー化の実現



　「どこでも、だれでも、自由に、使いやすく」というユニバーサルデザインの考え方を踏まえた「高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律（バリアフリー法）」により、施設等（旅客施設、車両等、道路、路外駐車場、都市公園、建築物等）の新設等の際の「移動等円滑化基準」への適合義務、既存の施設等に対する適合努力義務を定めるとともに、「移動等円滑化の促進に関する基本方針」において、平成32年度末までの整備目標を定め、バリアフリー化の推進を図っている。


　また、市町村が作成する基本構想に基づき、重点整備地区において重点的かつ一体的なバリアフリー化を推進しているとともに、バリアフリー化の促進に関する国民の理解を深め、協力を求める「心のバリアフリー」を推進するため、高齢者、障害者等の介助体験や疑似体験を行う「バリアフリー教室」等を開催しているほか、バリアフリー施策のスパイラルアップ（段階的・継続的な発展）を図っている。




（１）公共交通機関のバリアフリー化



　「バリアフリー法」に基づき公共交通事業者等に対して、旅客施設の新設・大規模な改良及び車両等の新規導入の際に移動等円滑化基準に適合させることを義務付け、既存施設については同基準への適合努力義務が課されているとともに、その職員に対し、バリアフリー化を図るために必要な教育訓練を行うよう努力義務を定めている。さらに、旅客船、鉄道駅等旅客ターミナルのバリアフリー化やノンステップバス、リフト付きバス、福祉タクシーの導入等に対する支援措置を実施している。





　
図表II-7-1-1　公共交通機関のバリアフリー化の現状


[image: 図表II-7-1-1　公共交通機関のバリアフリー化の現状]





（２）居住・生活環境のバリアフリー化



1)住宅・建築物のバリアフリー化

　高齢者、障害者等の自立や介護に配慮したバリアフリー住宅の取得や改良について支援を行っているほか、公営住宅やUR賃貸住宅については、バリアフリー化を標準仕様とするとともに、民間事業者等によるサービス付き高齢者向け住宅の供給の促進に取り組むなど、高齢者、障害者等が地域の中で安全・安心で快適な住生活を営むことができるよう支援等を実施している。


　また、不特定多数の者や主に高齢者、障害者等が利用する建築物で、一定規模以上のものを建築する場合には、「バリアフリー法」に基づくバリアフリー化の義務付けや、所定の基準に適合した認定特定建築物に対する助成制度等の支援措置を行っている。官庁施設については、高度なバリアフリー庁舎の整備や既存庁舎のバリアフリー化を推進している。





　

図表II-7-1-2　「バリアフリー法」に基づく特定建築物の建築等の計画の認定実績


[image: 図表II-7-1-2　「バリアフリー法」に基づく特定建築物の建築等の計画の認定実績]






2)歩行空間のユニバーサルデザイン

　「バリアフリー法」に基づき、駅、官公庁施設、病院等を結ぶ道路や駅前広場等において、高齢者・障害者をはじめとする誰もが安心して通行できるよう、幅の広い歩道の整備や歩道の段差・傾斜・勾配の改善、無電柱化、視覚障害者誘導用ブロックの整備等による歩行空間のユニバーサルデザインを推進している。




3)都市公園等におけるバリアフリー化

　都市公園の整備に当たっては、安全で安心した利用のため「バリアフリー法」に基づく基準や支援制度により、出入口や園路の段差解消、高齢者や障害者等が利用可能なトイレの設置等を進めている。また、身近な自然空間等としての河川、港湾等の魅力を誰もが享受できるよう、まちづくりと一体となった水辺整備の支援や港湾における旅客船ターミナルのバリアフリー化への支援を行っている。











2　少子化社会の子育て環境づくり



（１）仕事と育児との両立の支援



1)新婚・子育て世帯に適した住宅確保等の支援

　新婚・子育て世帯に適した住宅・居住環境を確保するため、（独）住宅金融支援機構の証券化手法を活用した融資等により、良質な持家の取得を支援するとともに、賃貸住宅については、地方公共団体が子育て世帯向けの賃貸住宅の整備及び家賃低廉化に対し助成を行う場合（地域優良賃貸住宅制度）には、地方公共団体を通じて支援している。また、公的賃貸住宅と子育て支援施設との一体的整備を推進している。




2)テレワークの推進

　情報通信技術を活用した場所や時間にとらわれない柔軟な働き方であるテレワークは、職住近接の実現による通勤負担の軽減や、仕事と生活の調和（ワーク・ライフ・バランス）の実現、災害時等における事業継続性の確保等の効果が期待されている。


　「新たな情報通信技術戦略」（平成22年5月策定）において様々な働き方を希望する者の就業機会の創出及び地域の活性化等に資する「テレワークの推進」を位置付け、関係各省が連携して、テレワークの一層の普及拡大に向けた環境整備、普及啓発等を推進することとされた。


　国土交通省では、テレワークによる働き方の実態やテレワーク人口の定量的な把握、官民連携によるテレワークセンターの汎用化に向けた推進方策等の検討、企業のテレワーク普及・推進を図るためのセミナーの開催等、テレワークの普及に向けた取組みを行った。




3)育児支援輸送サービスの推進等

　自宅と保育所・学校間の子どもの送迎をタクシーによって行う育児支援輸送サービスの需要に対応し、登下校時の安全確保を図る観点から、育児支援輸送サービスを行うタクシー運転者向けの接客マナーに関するガイドブックを公表している。




（２）子どもがのびのびと安全に成長できる環境づくり



　子どもをはじめとした公園利用者の安全・安心を確保するため、「都市公園における遊具の安全確保に関する指針（改訂版）」、「プールの安全標準指針」について各施設管理者へ周知を行うとともに、社会資本整備総合交付金等により、地方公共団体における公園施設の安全・安心対策を重点的に支援している。











3　高齢社会への対応



（１）高齢者が安心して暮らせる生活環境の整備



　バリアフリー化された公営住宅等の供給とライフサポートアドバイザーによる日常の生活相談、緊急対応等のサービスを併せて提供するシルバーハウジング・プロジェクトを平成23年度までに882団地（23,679戸）において実施している。


　また、高齢者等居住安定化推進事業において、先導的な高齢者等向けの住まいづくり・まちづくりに関する取組み等を支援しているほか、公的賃貸住宅団地を地域の福祉拠点として再整備することに取り組んでいる。このほか、グループホーム注1等、福祉、介護等と連携した新たな住まい方に対し、公的賃貸住宅を活用した支援を行っている。




（２）高齢社会に対応した輸送サービスの提供



　高齢者や障害者等の移動制約者の病院・施設への通院等の需要に対応するため、福祉タクシー注2導入の促進を図っており、平成23年度末現在15,092両が運行されている。また、地域公共交通確保維持改善事業費補助金を活用し、地域で必要と認められた福祉タクシー車両導入の支援とともに、24年度から高齢者等を含む様々な人が利用しやすいユニバーサルデザインタクシーについても国の認定を受けた標準仕様の車両に対して自動車重量税・自動車取得税の特例措置を実施している。さらに、改正「道路運送法」に基づき、地域住民の生活に必要な旅客輸送を確保するため、バス事業者やタクシー事業者による対応が困難であり、地域の関係者が自家用有償旅客運送の必要性について合意した場合に、市町村による市町村運営有償運送やNPO等による福祉有償運送や過疎地有償運送を可能とする登録制度が施行されており、23年度末現在、2,959団体において実施されている。







注1　高齢者、障害者等が自立して地域社会で生活するための共同住居

注2　車いすや寝台（ストレッチャー）のまま乗降できるリフト等を備えた専用のタクシー車両や、訪問介護員等の資格を有する者が乗務するタクシー車両











4　歩行者移動支援の推進



　ユニバーサル社会に向けて、高齢者や障害者をはじめ、誰もが積極的に活動できるバリアフリー環境の構築をソフト施策の面から推進することが重要であり、外部有識者を含めた勉強会を通じて、バリアフリー経路案内等にも活用できるICT（情報通信技術）による歩行者移動支援の推進を行っている。


　このため、北海道旭川市をはじめ全国5箇所で実施している実証実験事業等から得られた知見をもとに、歩行者移動支援サービスの効率的な維持更新、民間と公共のコスト負担ルール等の課題と方向性について検討し、地方公共団体等が円滑に導入可能なガイドライン案の作成等を進めている。





　
図表II-7-1-3　歩行者移動支援システムの仕組み


[image: 図表II-7-1-3　歩行者移動支援システムの仕組み]









第2節　自然災害対策



　我が国の国土は、気象、地形、地質等が極めて厳しい状況下にあり、毎年のように地震、津波、水害・土砂災害等の自然災害が発生している。平成24年においても、平成24年7月の九州の豪雨災害等により各地で甚大な被害が発生した。また、気候変動への対応や東日本大震災の経験を踏まえ、自然災害対策の重要性はますます高まっており、老朽化対策、事前防災・減災対策を抜本的に強化し、命と暮らしを守るために緊急に必要とされているインフラ整備を着実に推進する必要がある。











1　災害に強い安全な国土づくり・危機管理に備えた体制の充実強化



（１）気候変動への対応



　今後20年から30年の間に実施する気候そのものの変化と変動性を緩和させる緩和策の規模にかかわらず気温が上昇し、大雨の頻度の増加、台風の強度の増大、海面水位の上昇、降雨の変動幅の拡大等が予測されており、これらに伴う洪水や土砂災害、高潮災害、渇水等の被害を回避・低減させる適応策が必要である。適応策の実施に当たっては、関係する主体が連携して、長期的視点に立った予防的な施設の整備に加え、避難、危機管理等を中心とした取組みを進め、持続可能で強靭な社会を目指していく。




（２）水害対策



　我が国の大都市の多くは洪水時の河川水位より低い低平地に位置しており、洪水はん濫に対する潜在的な危険性が極めて高い。これまで、洪水を安全に流下させるための河道の拡幅、築堤、放水路の整備や、洪水を一時的に貯留するダム、遊水地等の治水対策を進めてきたことにより、治水安全度は着実に向上してきている。しかしながら、平成24年7月の九州の豪雨災害により矢部川の直轄管理区間で堤防が決壊するなど、大きな被害があったほか、各地で水害・土砂災害が発生し、新たな課題も明らかになっている。引き続き、大規模災害についても的確に対応するため、東日本大震災から得られた教訓である「災害に上限はない」こと、「人命が第一」であることの重要性を再認識し、ハード・ソフト施策を適切に組み合わせた防災・減災対策をより一層推進する。





　

図表II-7-2-1　平成14年〜23年　水害・土砂災害の発生件数
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1)予防的な治水対策

　大規模な水害が発生すると、人的、経済的被害が発生するなど、社会経済活動に大きな影響を与え、その復旧・復興には、多大な時間と費用を要することから、それを未然に防止する予防的治水対策が重要である。そのため、築堤、河道掘削、ダム、放水路等の治水施設の整備を計画的に実施している。また、既存ダムの再開発や複数ダムにおける容量再編等のダム再生技術を活用した既存施設の有効活用にも取り組んでいる。さらに、既設の堤防については、洪水時における浸透破壊や侵食に対して安全性が不十分なものについて、強化対策を推進している。





　
図表II-7-2-2　治水安全度等の国際比較


[image: 図表II-7-2-2　治水安全度等の国際比較]





　高規格堤防は、施設の計画規模を上回る洪水に対しても決壊しない堤防であり、また、まちづくり事業と一体となって、地域住民の人命を守る安全で良好な住環境を形成するとともに、広域避難場所の確保につながるものである。なお、高規格堤防については、平成22年10月の事業仕分けを踏まえ、一旦白紙にしてゼロベースで検討を行い、「人命を守る」ということを最重視し、そのために必要な区間として「人口が集中した区域で、堤防が決壊すると甚大な人的被害が発生する可能性が高い区間」としたところである。




2)水害の再度災害防止対策

　近年、甚大な水害を受けた地域においては、同規模の洪水で再び被災することがないよう、河川の流下能力を向上させるための河道掘削や築堤等の実施、内水はん濫を防ぐための排水機場の整備等の対策を短期集中的に実施し、洪水への不安解消に努めている。




3)流域の特性等を踏まえた様々な治水対策

　流域の開発に伴う治水安全度の低下が著しい河川や、従来から浸水被害が著しい既成市街地の河川においては、流域の持つ保水、遊水機能の確保が重要である。このような河川では流域対策の推進を図るなど、地域の特性を踏まえた多様な手法により安全・安心の確保を図っている。


（ア）総合的な治水対策

　近年の都市部及び都市周辺地域の開発の進行に伴う人口の集中、洪水時の河川への流出量の増大等により、治水安全度の低下が著しい都市河川においては、河川の整備に加えて流域の持つ保水・遊水機能の確保、災害の発生のおそれのある地域での土地利用の誘導及び警戒避難体制の確立等の総合的な治水対策が重要である。その一環として雨水貯留施設の整備を促進するため、流域貯留浸透事業、税制措置等により、地域の関係主体が一体となって、雨水の流出抑制や民間による被害軽減対策を推進している。


　さらに、都市部において浸水による都市機能の麻痺や地下街の浸水被害を防ぐため、「特定都市河川浸水被害対策法」に基づき、河川管理者、下水道管理者及び地方公共団体が協働して、雨水貯留浸透施設の整備、雨水の流出の抑制のための規制等の流域水害対策を推進している。


（イ）局地的な大雨（ゲリラ豪雨）への対応

　1時間に50ミリ、100ミリを超えるような局地的な大雨に対して、国民が安心して暮らせるよう、河川管理者が実施する河川整備や調節池等の対策、下水道の整備及び住民が行う住宅敷地内への貯留浸透施設の設置等地域ごとの集中的な対策と役割分担を定めた「100ミリ／h安心プラン」を策定し、地域における総合的な豪雨対策を推進している。





　

図表II-7-2-3　樋井川における100ミリ／h安心プランに基づく対策事例


[image: 図表II-7-2-3　樋井川における100ミリ／h安心プランに基づく対策事例]






（ウ）土地利用と一体となった減災対策

　土地利用状況等により、連続した堤防を整備するのに比べて効率的かつ効果的な場合には、輪中堤注1の整備等と災害危険区域の指定等による土地利用規制とを組み合わせる土地利用と一体となった減災対策を地方公共団体等と協力して推進している。


（エ）内水対策

　内水はん濫による浸水を防除し、都市等の健全な発達を図るため、下水管や排水機場等の整備を進めている。しかしながら、近年の計画規模を大きく上回る集中豪雨の多発、都市化の進展による雨水流出量の増大、人口・資産の集中や地下空間利用の拡大等による都市構造の高度化等により都市部等における内水はん濫の被害リスクが増大している。このため、下水道浸水被害軽減総合事業や総合内水緊急対策事業等を活用し、地方公共団体・関係住民等が一体となって、雨水流出抑制施設を積極的に取り入れるなどの効率的なハード対策に加え、降雨情報の提供、土地利用規制や内水ハザードマップの作成等のソフト対策、止水板や土のう等の設置や避難活動といった自助の取組みを組み合わせた総合的な浸水対策を推進している。




4)ハード対策と一体となったソフト対策

（ア）ハザードマップ等の整備・周知

　水害に対する危険性を周知し、効果的な住民の避難の確保を図るとともに、適正な土地利用を促すため、「水防法」に基づき、河川がはん濫した場合に浸水が想定される区域（浸水想定区域）を指定し、想定される浸水の深さ等を公表している。


　また、洪水はん濫が発生した場合でも住民が円滑かつ迅速な避難行動がとれるよう、浸水に関する情報や、避難場所、洪水予報等の伝達方法その他避難の確保を図るために必要な情報を住民に周知するため、洪水ハザードマップを作成する市町村に対する作成や周知の技術的支援や、国土交通省のホームページ上に全国の洪水ハザードマップを検索閲覧できるインターネットポータルサイト注2の開設を行っている。


　平成24年度には、平成24年7月の九州の豪雨災害等により全国で70万人以上の住民に避難勧告等が出された中で避難が遅れたり、ヘリコプターで救出されたりするなど、適切な避難行動がとられていない実態等を踏まえ、住民の的確な避難行動につながるような実践的な洪水ハザードマップを市町村が作成できるよう、「洪水ハザードマップ作成の手引き」を全面改定し、25年3月に公表した。


　浸水想定区域については、対象河川の約98％の河川で指定・公表済みであり、洪水ハザードマップについては、浸水想定区域内の約95％の市町村で作成済みである（25年3月末現在）。


（イ）洪水時の予報・警報の発表や河川情報の提供

　国土交通大臣又は都道府県知事は、流域面積が大きい河川で洪水等によって国民経済上重大又は相当な損害が生じるおそれのある河川を洪水予報河川として指定し、洪水時に気象庁長官と共同して水位又は流量を示した洪水予報（はん濫注意情報・はん濫警戒情報等）の周知等を行っている。また、洪水予報河川以外の主要な中小河川を水位周知河川として指定し、洪水時に避難勧告発令の目安となる避難判断水位（特別警戒水位）への到達情報の周知等を行っている。平成25年3月末現在、洪水予報河川は415河川、水位周知河川は1,554河川が指定されている。


　また、市町村が地下街等及び要配慮者利用施設への洪水予報等の伝達方法を定めるにあたり、都道府県と連携して支援を行っている。なお、25年3月末現在、65市町村において対象となる地下街等が、541市町村において対象となる要配慮者利用施設が市町村地域防災計画に定められている。


　河川の水位、雨量、洪水予報、水防警報等の河川情報をリアルタイムに収集、加工、編集し、ウェブサイト「川の防災情報注3」において、河川管理者、市町村、住民等に提供を行っており、洪水時の警戒や避難等に役立てられている。


　また、放送局等と協力して地上デジタルテレビのデータ放送により、河川の水位や雨量情報を提供する取組みを進めており、25年3月までに全国49放送局にて提供が開始されている。


　雨量観測に当たっては、従来のレーダ雨量計（Cバンドレーダ）・地上観測網に加え、近年増加する集中豪雨や局地的大雨（いわゆるゲリラ豪雨）による水害や土砂災害等に対して、適切な河川管理や防災活動等に役立てるために、リアルタイムでより詳細な雨量観測が可能なXRAIN（国土交通省XバンドMPレーダネットワーク）注4の整備を進めている。インターネット上でも雨量情報の提供を行っており、24年7月までに27基での観測体制を構築している。




5)水防体制の強化

　都道府県や水防管理団体と連携し、出水期前に堤防等の合同巡視や情報伝達訓練、水防技術講習会、水防演習等を実施し、水防上、特に注意を要する箇所の周知や水防技術の習得を図るなど、人命と財産を守り、被害を最小限にとどめるための水防体制の強化に向けた支援を行っている。


　また、東日本大震災を踏まえて「水防法」を改正し創設した国土交通省自ら水防活動を行う特定緊急水防活動を、平成24年7月の九州の豪雨災害及び同年8月の近畿中部地方の大雨で発生した災害において実施した。




6)河川の戦略的な維持管理

　整備された河川管理施設等が洪水時等に本来の機能を発揮することができるよう、河川や施設等の状況を把握し、その変化に応じた適切な維持管理を実施している。


　これまで河川整備が進められてきた中で、堤防、堰、水門、排水機場等の管理対象施設が増大し、更にそれら構造物の経年劣化等が進行している。このような状況下で、「河川砂防技術基準維持管理編（河川編）」に基づいて計画的に維持管理を進めていくこととしており、国の管理河川については、平成24年6月に「河川維持管理計画」を作成した。また、河川構造物については、点検等により、劣化状態やその進行を監視して適切な時期に対策を行う状態監視型の保全手法への移行を図りつつ、計画的に施設の長寿命化や更新を図ることとしており、社会資本整備重点計画において、国の管理する主要な河川構造物について、28年度までに100％長寿命化計画を作成することとしている。あわせて、長寿命化のために必要な技術開発等を進めていくとともに、都道府県等の管理河川についても適切な維持管理が進むよう、中小河川の技術基準に関する検討を連携して進めるとともに、各地方整備局等に常設の相談窓口を設け、技術支援等を行っている。


　近年、バイオマス資源として注目されている河川の草や木について、民間に幅広く活用できるようにするため、公募型の採取試行ガイドラインを作成し、試行を開始することとしている。


　24年7月には国土の保全や地域社会の安全を持続的に確保していくことを目的に、社会資本整備審議会河川分科会の下に「安全を持続的に確保するための今後の河川管理のあり方検討小委員会」を設置し、今後の河川管理のあり方に関する検討が行われたところである。




7)河川における不法係留船対策

　河川における不法係留船は、河川工事実施の支障、洪水時の流下阻害や河川管理施設の損傷の原因となっている。また、燃料の漏出による水質事故や水質汚濁等の原因となるおそれがあるほか、市民の利用の支障、騒音の発生、景観悪化等の原因となっている。このような不法係留船については、適法な係留施設への移動の指導、撤去を進めている。




（３）土砂災害対策



　我が国では、集中豪雨や地震等に伴う土石流、地すべり、がけ崩れ等の土砂災害が、過去10年（平成14年〜24年）の年平均で約1,000件以上発生しており、多大な被害が生じている。また、自然災害による犠牲者のうち、土砂災害によるものが大きな割合を占めている。このため、特に対策の必要な重点箇所に対する砂防施設整備や、自助、共助、公助による安全かつ的確な警戒避難体制の整備等、土砂災害による犠牲者を減らすための、ハード・ソフト一体となった効率的な土砂災害対策を推進している。




1)根幹的な土砂災害対策

　荒廃した山地を源流域に持つ河川は、そこから流れ出す土砂により、流域全体にわたり甚大な被害をもたらすおそれがある。このような土砂災害から国土を保全し、人命保護を図るため、砂防関係施設の整備を推進している。




2)土砂災害発生地域における緊急的な土砂災害対策

　土砂災害発生箇所及び周辺地域を含めた集中的な砂防関係施設の整備により、近年、甚大な土砂災害が発生した地域の再度災害防止対策を推進している。




3)災害時要援護者を守る土砂災害対策

　病院、老人ホーム、幼稚園等の災害時要援護者関連施設が存在する土砂災害危険箇所について、砂防堰堤等の土砂災害防止施設を重点的に整備している。


　また、「土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（土砂災害防止法）」に基づき、土砂災害特別警戒区域等内への災害時要援護者関連施設等に係る開発行為の制限等を実施している。





　

図表II-7-2-4　土砂災害による死亡・行方不明者に占める災害時要援護者の割合（平成20〜24年）
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4)市街地に隣接する山麓斜面における土砂災害対策

　都市域における土砂災害に対する安全性を高め、緑豊かな都市環境を創出するため、市街地に隣接する山麓斜面に一連の樹林帯（グリーンベルト）を形成することを推進している。平成24年度は、六甲地区（兵庫県）等13地区において実施している。




5)地域防災力向上に資する土砂災害対策

　土砂災害により社会・経済的に壊滅的な被害が生じやすい中山間地域において、各集落における警戒避難体制の強化や、人命保全上、重要な施設・防災基幹集落の保全を推進している。





　
図表II-7-2-5　全国の土砂災害警戒区域等の指定状況
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6)土砂災害防止法の推進

（ア）土砂災害警戒区域等の指定の推進

　「土砂災害防止法」に基づき、住民等の身体等に危害が生ずる土砂災害が発生するおそれのある土砂災害警戒区域を指定し、当該区域における警戒避難体制の整備を図るとともに、建築物に損害が生じ、住民等の身体等に著しい危害が生ずる土砂災害が発生するおそれのある土砂災害特別警戒区域において、特定の開発行為の制限、建築物の構造規制等のソフト対策を講じている。また、警戒避難体制の整備やハザードマップの作成のためのガイドラインや事例集を示し、市町村の土砂災害に対する警戒避難体制やハザードマップの整備を促進している。


（イ）危険住宅の移転の促進

　崩壊の危険があるがけ地に近接した危険住宅については、がけ地近接等危険住宅移転事業の活用等により移転を促進している。平成24年度は、この制度により危険住宅22戸が除却され、危険住宅に代わる住宅16戸が建設された。




7)大規模な土砂災害への対応

　河道閉塞（天然ダム）、火山噴火に伴う土石流、地すべり等といった大規模な土砂災害が急迫している状況において、市町村が適切に住民の避難指示の判断等を行えるよう、平成23年5月に改正「土砂災害防止法」を施行し、国及び都道府県が緊急調査を行い、その結果に基づき、土砂災害が想定される土地の区域及び時期の情報を市町村に提供することなどにより、土砂災害から国民の生命・身体の保護を図っている。


　また、深層崩壊に関し、対策施設や警戒避難対策の検討等に活用するため、24年9月に深層崩壊の発生危険度の渓流単位で評価したマップを公表した。




8)土砂災害警戒情報の発表

　大雨による土砂災害発生の危険度が高まった時に、市町村長が避難勧告等を発令する際の判断や住民の自主避難の参考となるよう、土砂災害警戒情報を都道府県と気象庁が共同で発表し、都道府県消防防災部局等を通じて市町村等に提供している。





　
図表II-7-2-6　土砂災害警戒情報


[image: 図表II-7-2-6　土砂災害警戒情報]



（４）火山災害対策



1)活発な火山活動に伴う土砂災害への対策

　噴火等の活発な火山活動に伴う火山泥流や土石流等の広域的かつ大規模な土砂災害への対策として、砂防堰堤等の整備を実施している。桜島では、平成21年より活発な噴火活動が続いており、弱い降雨強度及び少ない連続雨量でも土石流が発生する傾向があるため、継続的に監視・観測及び砂防堰堤の除石等を実施している。また、浅間山では中規模噴火がいつ発生してもおかしくない状況であり、今後、噴火活動が活発化した場合に、噴火活動に応じた機動的な対策を行うための直轄火山砂防事業を24年度より実施している。霧島山（新燃岳）では、23年1月から噴火活動が活発になり、相当程度の降灰が確認されたため、改正「土砂災害防止法」に基づく緊急調査を実施し、土砂災害が想定される区域及び時期の情報を市町村へ提供した。さらに、火山ハザードマップについては、火山活動による社会的影響の大きい37火山を公表している。





　
霧島山（新燃岳）の噴火状況（平成23年1月）


[image: 霧島山（新燃岳）の噴火状況（平成23年1月）]



2)火山噴火緊急減災対策砂防計画の策定

　火山噴火時の土砂災害による被害を軽減するため、関連機関と連携して火山ごとに、砂防堰堤の整備や緊急除石等の緊急ハード対策の施工やリアルタイム火山砂防ハザードマップによる危険区域の設定等の緊急対応等、ハード・ソフト対策からなる火山噴火緊急減災対策砂防計画の策定を推進している。




3)気象庁における取組み

　火山噴火災害の防止と軽減のため、全国の火山活動の監視を行い、噴火警報等の迅速かつ的確な発表に努めている。特に「火山防災のために監視・観測体制の充実等が必要な火山」として火山噴火予知連絡会によって選定された47火山については、観測施設を整備し、24時間体制で火山活動を監視している。また、各火山の火山防災協議会における避難計画の共同検討を通じて、噴火警戒レベル（平成25年3月末現在29火山で運用中）の設定・改善を進めている。





　

図表II-7-2-7　「火山防災のために監視・観測体制の充実等が必要な火山」として火山噴火予知連絡会によって選定された47火山における
火山ハザードマップ、リアルタイム火山砂防ハザードマップ、噴火警戒レベルの整備状況
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4)海上保安庁における取組み

　海域火山噴火の前兆として、周辺海域に認められる変色水等の現象を観測し、航行船舶に情報を提供している。また、海域火山噴火予知の基礎資料とするため、総合的な調査を実施し、海域火山基礎情報の整備を行っている。さらに、火山噴火の予知に資するため、南関東の離島において、GPSにより島しょ等の動きを監視している。




5)国土地理院における取組み

（ア）火山活動観測・監視体制の強化

　全国の活動的な火山において、電子基準点（GNSS注5連続観測施設）、自動測距測角装置等の火山変動測量やGNSS火山変動リモート観測装置（REGMOS）等による機動観測を実施し、地殻の三次元的な連続監視を行っている。さらに、他機関のGNSS観測データを合わせた統合解析を実施し、火山周辺の地殻のより詳細な監視を行っている。24年4月に大きな隆起を観測した硫黄島においても火山活動の監視を行っている。





　
図表II-7-2-8　GNSS連続観測がとらえた日本列島の動き
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（イ）火山噴火等に伴う自然災害に関する研究等

　GNSS、干渉SAR注6による地殻変動観測により火山活動の発生メカニズムを解明するとともに、観測と解析の精度を向上する研究を行っている。




（５）高潮・侵食等対策



1)高潮・高波対策の推進

　頻発する高潮や風浪による高潮・高波災害等から人命や財産を守るため、海岸堤防等の整備・補修や水防警報の発令等ハード・ソフト両面から施策を進めている。




2)海岸侵食対策の推進

　様々な要因により全国各地で海岸侵食が生じていることから、河川、海岸、港湾、漁港の各管理者間で連携し、サンドバイパス注7やサンドリサイクル注8等による対策を進めている。




3)高潮にかかる防災情報の提供

　市町村の防災担当者がより的確に防災対応を実施できるよう、気象庁では高潮警報・注意報を市町村単位で発表している。

　また、東日本大震災により地盤沈下が発生した地域の被災者や復興作業を支援するため、天文潮位（潮位の予測値）をまとめた「毎時潮位カレンダー」の公開等、高潮に関する情報提供を行っている。




（６）津波対策



1)津波対策の推進

　南海トラフ巨大地震等による大規模な津波災害に備え、最大クラスの津波に対してはハードとソフトの施策を組み合わせた多重防御による津波防災地域づくりを進めており、津波浸水想定の設定や避難計画の立案等において地方公共団体を支援してきている。


　また、東日本大震災を教訓に、関係省庁と連携し、ハザードマップの作成マニュアルを見直した。

　比較的発生頻度の高い（数十年から百数十年に一度）津波を対象に、必要な海岸堤防等を着実に整備するほか、耐震対策を進めている。その際、津波が天端を越流した場合でも堤防の効果が粘り強く発揮できるような構造の海岸堤防、防波堤等の整備を推進し、また、人口・機能が集積する三大湾の港湾においては比較的発生頻度の高い津波を想定した防護水準の確保を検討し、さらに、水門・陸閘等の自動化・遠隔操作化を促進する。


　さらに、全国の「港則法」の特定港（85港）を中心に「船舶津波対策協議会」を設置しており、関係機関の協力の下、各港において船舶津波対策の充実を図っている。


　河川津波対策については、東日本大震災における堤防の液状化や津波の河川遡上による被害、水門操作員の被災等を踏まえ、河川堤防のかさ上げ、堤防等の耐震・液状化対策、水門の自動化・遠隔操作化等を引き続き推進していく。


　また、東北地方における4つの水系について、東日本大震災の教訓を踏まえた地震・津波対策の考え方や、地震に伴う地盤沈下等による河口周辺の地形変化を踏まえ、「河川整備基本方針」の変更を行うとともに、同基本方針に沿った「河川整備計画」の策定・変更を行い、地域と連携しつつ、河口部の河川堤防の整備等、地域の復興・まちづくりに向けた取組みを推進していく。


　空港の津波対策については、南海トラフ巨大地震等による大規模な津波災害に備え、津波被災の可能性のある空港については、人命保護のために津波避難計画の策定を実施した。引き続き、津波被災後に空港機能を早期に回復させるために早期復旧対策の検討を進めていくこととしている。


　鉄道の津波対策については、東日本大震災における、津波発生時の避難誘導などの状況を検証するとともに、南海トラフ巨大地震等による最大クラスの津波からの避難の基本的な考え方（素早い避難が最も有効かつ重要な対策であること等）を踏まえた津波発生時における鉄道旅客の安全確保への対応方針と具体例等をとりまとめ、鉄道事業者における取組みを推進している。




2)津波にかかる防災情報の提供

　津波による災害の防止・軽減を図るため、気象庁は、全国の地震活動を24時間体制で監視し、津波警報、津波情報等の迅速かつ的確な発表に努めている。


　東日本大震災によって明らかになった課題を受け、気象庁は、マグニチュード8を超える巨大地震の場合には「巨大」という言葉を使った大津波警報で非常事態であることを伝えるなど、新しい津波警報等の情報文の運用を平成25年3月より開始した。


　また、津波警報の発表をより確度の高いものとし、迅速かつ確実に行うため、巨大地震でも測定可能な広帯域強震計を国内に整備（全国80箇所）するとともに、海底津波計（ブイ式）を東北地方太平洋沖の3箇所に設置し、津波警報の更新や沖合の津波情報への活用を開始した。


　25年3月末現在、気象庁は36箇所の海底水圧計、15箇所のGPS波浪計、173箇所の沿岸の津波観測点を監視し、津波情報に活用している。


　さらに、関係省庁と連携し、南海トラフ巨大地震等の大規模災害対策の1つとして津波・高潮ハザードマップの作成マニュアルや事例集を示している。




3)津波避難対策

　将来、南海トラフ巨大地震をはじめとする巨大地震の発生による津波被害が懸念されることから、パーソントリップ調査等の都市計画の基礎的なデータを活用した津波想定浸水域の都市圏における避難路、避難施設の適正な配置を評価するための方法の検討を行った。




4)津波被害軽減の機能を発揮する公園緑地の整備

　東日本大震災の教訓を踏まえ、地方公共団体が復興まちづくり計画の検討等に活用できるよう「東日本大震災からの復興に係る公園緑地整備に関する技術的指針」を平成24年3月に取りまとめ、公園緑地が多重防御の1つとしての機能、避難路・避難地としての機能、復旧・復興支援の機能、防災教育機能の4つの機能を有するものとし、減災効果が発揮されるための公園緑地の計画・設計等の考え方を示している。




5)官庁施設における津波対策

　官庁施設は、災害応急対策活動の拠点施設として、あるいは、一時的な避難場所として、人命の救済に資するものであるため、津波等の災害発生時において必要な機能を確保することが重要である。


　平成25年2月に社会資本整備審議会より、大津波等を想定した官庁施設の機能確保のあり方について答申されたところであり、本答申で示されたハード・ソフトの対策を組み合わせた津波対策の考え方を踏まえ、官庁施設を運用管理する機関と連携しつつ、津波対策を総合的かつ効果的に推進している。




（７）地震対策



1)住宅・建築物の耐震・安全性の向上

　改正「建築物の耐震改修の促進に関する法律（耐震改修促進法）」に基づく国の基本方針において、住宅や多数の人が利用する建築物の耐震化率を平成15年の75％から27年までに少なくとも9割とする目標を定めるとともに、「住生活基本計画」等においては、住宅の耐震化率を32年までに95％とする新たな目標を定め、建築物に対する指導等の強化や計画的な耐震化の促進を図っている。24年度は、住宅・建築物安全ストック形成事業において、住宅の耐震改修等に対する補助額の加算や住宅・建築物の耐震改修等に係る時限拡充措置の延長等、住宅・建築物の耐震化に対する支援の強化を行った。




2)宅地耐震化の推進

　大地震時における盛土の滑動崩落による被害を軽減するため、新規盛土宅地については、改正「宅地造成等規制法」等により技術基準を強化しており、既存宅地については、宅地耐震化推進事業により、造成宅地防災区域の指定等に必要な調査や防止工事を実施している。また、液状化への対応等について技術的な検討を行っているところである。




3)被災地における宅地の危険度判定の実施

　宅地において、二次災害を防止し、住民の安全確保を図るため、被災後に迅速かつ的確に危険度判定を実施できるよう業務マニュアルを整備するなど、都道府県・政令市から構成される被災宅地危険度判定連絡協議会と協力して体制整備を図っている。





　
図表II-7-2-9　密集市街地の整備イメージ


[image: 図表II-7-2-9　密集市街地の整備イメージ]



4)密集市街地の緊急整備

　防災・居住環境上の課題を抱えている密集市街地の早急な整備改善は喫緊の課題である。住生活基本計画（全国計画）において、地震時等に著しく危険な密集市街地の面積を平成32年度までにおおむね解消することとしている。


　この実現に向け、幹線道路沿道建築物の不燃化による延焼遮断機能と避難路機能が一体となった都市の骨格防災軸（防災環境軸）や避難地となる防災公園の整備、防災街区整備事業、住宅市街地総合整備事業等による老朽建築物の除却と合わせた耐火建築物等への共同建替え、避難や消防活動の向上を図る狭あい道路の拡幅等のきめ細かな対策等による密集市街地の防災性の向上と居住環境の整備を推進している。




5)オープンスペースの確保

　防災機能の向上により安全で安心できる都市づくりを図るため、地震災害時の復旧・復興拠点、生活物資等の中継基地等となる防災拠点や周辺地区からの避難者や帰宅困難者を収容し、市街地火災等から避難者の生命を保護する避難地等として機能する防災公園等の整備を推進している。また、防災公園と周辺市街地の整備改善を一体的に実施する防災公園街区整備事業を新川防災公園（東京都三鷹市）等9地域で実施している。




6)防災拠点となる官庁施設等の整備の推進

　官庁施設については、来訪者等の安全を確保するとともに、大規模地震発生時に災害応急対策活動の拠点施設として機能を十分に発揮できるよう、総合的な耐震安全性を確保する必要がある。このため、官庁施設の耐震化の目標を定め、計画的かつ重点的に整備を推進しており、平成24年度は神戸地方合同庁舎の耐震改修等を実施している。




7)公共施設等の耐震性向上

　河川事業においては、いわゆるレベル2地震動においても堤防、水門等の河川構造物が果たすべき機能を確保するため、耐震点検を実施するとともに、必要な対策を推進している。


　海岸事業においては、津波到達前に機能を損なわないよう、大規模地震対策地域において耐震対策を推進している。

　道路事業においては、地震による被災時に円滑な救急・救援活動、緊急物資の輸送、復旧活動に不可欠な緊急輸送を確保するため、緊急輸送道路等の重要な道路について、橋梁の耐震補強対策や無電柱化を実施している。


　港湾事業においては、大規模地震発生時に避難者や緊急物資等の輸送を確保するため、基幹的広域防災拠点や耐震強化岸壁を整備するとともに、緊急輸送ルートに接続する臨港道路の耐震補強、緑地等のオープンスペースの整備を推進している。


　空港事業においては、地震等被災時に緊急輸送の拠点となるとともに、航空ネットワークの維持、背後圏経済活動の継続性確保において重要と考えられる航空輸送上重要な空港等について、必要な管制機能を確保するための庁舎等及び最低限必要となる基本施設等の耐震化等を実施している。


　鉄道事業においては、発災時における鉄道利用者の安全等の確保を図ることを目的に、首都直下地震等の大規模地震による倒壊を防止するため、高架橋柱、地下トンネルの中柱、橋りょう及び複数路線が接続するなどの主要ターミナル駅等の耐震化を推進している。


　下水道事業においては、地震時においても下水道が果たすべき機能を確保するため、防災拠点等と処理場とを接続する管きょや水処理施設等の耐震化・耐津波化を図る「防災」と被災を想定して被害の最小化を図る「減災」を組み合わせた総合的な地震対策を推進している。




8)大規模地震に対する土砂災害対策

　平成23年7月に取りまとめた「今後の土砂災害対策の方向性」に基づき、東日本大震災による被害等への対応に加え、今後想定される南海トラフ巨大地震等大規模地震の発生の可能性が高まっている地域において、地震発生後の速やかな救急・復旧活動に不可欠な重要交通網や生活インフラ、地域の防災拠点、避難場所等を土砂災害から保全するための抜本的な対策を推進している。




9)気象庁における取組み

　地震による災害の防止・軽減を図るため、全国の地震活動を24時間体制で監視し、緊急地震速報、地震情報等の迅速かつ的確な発表に努めている。


　緊急地震速報については、東日本大震災での経験を踏まえ、より適切に情報発表できるよう、地震観測点の電源・通信回線の強化や計算システムのソフト改修等を行っている。さらに、予想精度の向上や情報発表の迅速化を図るため、関係機関が海域や地中深くに設置した地震計のデータを計算システムに取り込む準備を進めている。


　また、長周期地震動による人的・物的被害の早期把握といった地震直後の初動対応のために有効な情報を提供することを目指して、その情報の具体的な内容について検討を進め、平成25年3月より、長周期地震動に関する観測情報の発表を試行的に開始した。




10)海上保安庁における取組み

　地震調査研究に資するため、海溝型巨大地震の発生が将来予想されている日本海溝や南海トラフ等の太平洋側海域において、海底地殻変動を観測している。また、沿岸域及び南関東の離島において、GPS観測による地殻変動を監視している。




11)国土地理院における取組み

（ア）地殻変動観測・監視体制の強化

　全国及び地震防災対策地域等において、電子基準点1,240点によるGNSS連続観測、GNSS測量、水準測量等による地殻変動の監視を強化している。


（イ）地震に伴う自然災害に関する研究等

　GNSS、干渉SAR、水準測量等測地観測成果から、地震の発生メカニズムを解明するとともに、観測と解析の精度を向上する研究を行っている。また、国土の基本的な地理情報データ及び過去の災害履歴や震度の情報を組み合わせて解析し、緊急災害時における迅速な災害情報の取得・提供に関する研究開発を行っている。さらに、関係行政機関・大学等と地震予知に関する調査・観測・研究結果等の情報交換とそれらに基づく学術的な検討を行う地震予知連絡会及び地殻変動研究を目的として、関係行政機関等が観測した潮位記録の収集・整理・提供を行う海岸昇降検知センターを運営している。




12)帰宅困難者対策

　大都市において大規模地震が発生した場合、都市機能が麻痺し東日本大震災以上の帰宅困難者が発生することが予想されることから、都市機能が集積した地域における避難者・帰宅困難者の安全確保のため、平成24年4月に「都市再生特別措置法」を改正し、都市再生安全確保計画制度を創設した。これは、全国で63の地域が指定されている都市再生緊急整備地域において、都市再生緊急整備協議会を開催し、都市再生安全確保計画の作成や、都市再生安全確保施設に関する協定の締結、各種規制緩和等により、官民の連携による都市の防災性の向上を図る制度である。


　また、パーソントリップ調査等のデータを活用し、帰宅困難者の広域的な流動等を推計するとともに、交通結節施設等の都市交通施設における帰宅困難者の受入れのあり方や経路網の評価等の検討を行った。




（８）雪害対策



1)冬期道路交通の確保（雪寒事業）

　「積雪寒冷特別地域における道路交通の確保に関する特別措置法」に基づき、安全で安心な生活を支え、地域間の交流・連携を強化するため、道路の除雪・防雪・凍雪害防止の事業（雪寒事業）を進めている。また、異常な降雪時において大型車の立ち往生等が発生した場合、引き続き流入する交通による著しい渋滞を防ぐため、各都道府県警察と連携の上、早い段階で通行止め措置を行い、除雪作業を集中的に実施することで、迅速に交通を確保することとしている。さらに、除雪状況等の情報の共有及び提供の一元化、除雪の効率化等を図るため、道路管理者等の関係機関による情報連絡本部の設置を進めている。




2)豪雪地帯における雪崩災害対策

　全国には、約21,000箇所の雪崩危険箇所があり、集落における雪崩災害から人命を保護するため、雪崩防止施設の整備を推進している。




3)消流雪用水導入事業の実施

　豪雪地帯において、治水機能の確保と合わせ、水量の豊富な河川から市街地を流れる中小河川等に消流雪用水を供給するための導水路等の整備を実施している。




（９）防災情報の高度化



1)防災情報の集約

　「国土交通省防災情報提供センター注9」では、国民が防災情報を容易に入手・活用できるよう、保有する雨量等の情報を集約・提供しているほか、災害対応や防災に関する情報がワンストップで入手できるようにしている。




2)ハザードマップ等の整備

　災害発生時に住民が適切な避難行動をとれるよう、避難場所、避難経路等を住民にあらかじめ周知すべく市町村によるハザードマップの作成及び住民への配布を促進するとともに、全国の各種ハザードマップを検索閲覧できるインターネットポータルサイト注10を開設している。





　
図表II-7-2-10　ハザードマップの整備状況


[image: 図表II-7-2-10　ハザードマップの整備状況]






3)防災気象情報の改善

　気象庁では、警報・注意報を市町村ごとに発表するとともに、竜巻・雷・局地的な大雨等、狭い範囲に発生する激しい気象現象に対して「ナウキャスト」という1時間先までの分布図形式の予報を発表し、携帯端末でも情報を確認できるようにしている。


　一方、平成23年台風第12号による紀伊半島の大雨では、大雨警報や土砂災害警戒情報を発表した後、更に降り続いた記録的な大雨について気象情報で強い警戒を呼び掛けたが、気象庁の危機感が防災機関や住民には十分伝わらなかった経験を踏まえ、24年6月27日から、「記録的な大雨に関する気象情報」の中で“これまでに経験したことのないような大雨”等の表現を用いて災害が切迫している状況であることを短い文章で分かりやすく伝えるように改善した。


　また、暴風や強風災害への警戒を呼びかける気象情報では、瞬間的に吹く強い風への警戒を呼びかけるため、24年6月18日から、「予想最大風速」に加えて「予想最大瞬間風速」を記述するといった改善を行った。




（10）危機管理体制の強化



　自然災害への対処として、災害に結びつくおそれのある自然現象の予測（気象庁）、災害時の施設点検・応急復旧等の対応（施設管理関係部局）、海上における救助活動（海上保安庁）等を行うとともに、職員の非常参集、災害対策本部の設置等の初動対応体制を構築しているところであるが、東日本大震災における災害対応を踏まえ、危機管理体制の強化を図ることとしている。また、被災した地方公共団体等に対して、国土交通省及び関係団体等が有する資機材、マンパワー、ノウハウ等を活用した支援等をより積極的に推進する。




1)TEC-FORCE（緊急災害対策派遣隊）による災害対応

　大規模自然災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、被災地方公共団体等が行う被災状況の迅速な把握、被害の発生及び拡大の防止、被災地の早期復旧その他災害応急対策に対する技術的支援を円滑かつ迅速に実施するため、TEC-FORCE（緊急災害対策派遣隊）を派遣する体制を整えている。平成24年度は、6月から7月の九州豪雨により被害を受けた福岡県、大分県、熊本県及び鹿児島県に延べ717名を派遣したほか、8月13日から続く大雨（宇治・大津豪雨）への派遣等、延べ272名を派遣し、被災地の迅速な復旧及び再度災害防止に向けた技術支援を実施した。




2)業務継続力の向上

　首都直下地震時等に継続すべき優先業務を継続するための取組みを推進する「国土交通省業務継続計画」について東日本大震災の経験を踏まえて見直しを行うとともに、参集や災害対策本部運営訓練の実施等を通じて、業務継続力の向上を図っている。




3)災害に備えた情報通信システム・機械等の配備

　災害時の情報通信体制を確保するため、国土交通本省、地方支分部局、関係機関等の間で、マイクロ回線と光ファイバを用いた信頼性の高い情報通信ネットワーク整備に加え、災害現場からの情報収集体制を強化するために衛星通信回線を活用した機動性の高いシステムを整備している。また、迅速な災害対応のために全国の地方整備局、事務所等に配備している防災ヘリコプター、衛星通信車、排水ポンプ車、照明車等の災害対策用機械の拡充を図り、大規模災害が発生した場合には、迅速に派遣できる体制をとっている。




4)実践的・広域的な危機管理訓練の実施

　災害対策要員の能力向上を図るため、ロールプレイング方式等の実践的な危機管理訓練を積極的に実施しているほか、地域住民・企業、NPO等のより一層の参加促進、ハザードマップを活用した避難訓練を行うなど、より実践型、参加型の水防演習等を実施した。


　さらに、東日本大震災では、大規模災害時における関係機関の連携の重要性があらためて認識されたため、地方支分部局等を中心とした指定地方行政機関、消防機関、自衛隊等、多数の団体が合同で各種訓練を実施するなど、巨大地震等大規模災害に備えた広域的な防災体制の充実強化を図る取組みを進めている。




5)海上での初動対策の準備

　海上保安庁では、災害発生時に迅速に対応できるよう巡視船艇・航空機を24時間体制で配備している。また、災害の規模に応じて対策本部等を設置し、巡視船艇・航空機による被害状況調査や救助活動等を実施するなど、迅速かつ的確に対応している。





　
図表II-7-2-11　津波・高潮防災ステーションのイメージ図


[image: 図表II-7-2-11　津波・高潮防災ステーションのイメージ図]



（11）ICTを活用した既存ストックの管理



　光ファイバ網の構築により、ICTを活用した公共施設管理、危機管理の高度化を図っている。具体的には、光ファイバを活用した道路斜面の継続監視による管理の高度化、インターネット等を活用した防災情報の提供等、安全な道路利用のための対策を進めている。また、水門等の遠隔操作、河川の流況や火山地域等の遠隔監視のほか、下水処理場・ポンプ場等の施設間を光ファイバ等で結び、遠隔監視・操作を実施するなど、管理の高度化を図っている。


　さらに、水門等の施設を迅速かつ一元的に操作し、津波・高潮被害の未然防止を図る津波・高潮防災ステーションの整備については、社会資本整備総合交付金等により支援している。




（12）公共土木施設の災害復旧等



　平成24年の国土交通省所管公共土木施設（河川、道路、海岸、下水道等）の被害は、凍上災、九州北部豪雨等の大規模な災害が多発したことにより、約2,314億円（13,837箇所）が報告されている。


　これらの自然災害による被害について、被災直後より現地にTEC-FORCE等を派遣し、迅速な復旧・復興及び二次災害防止に向けた技術的助言等を行った。


　また、九州北部豪雨等の甚大な災害に速やかに対応できるよう、災害査定における総合単価の使用限度額を通常の1千万円未満から2千万円未満に拡大、実地によらず机上で査定できる限度額を通常の300万円未満から600万円未満に拡大するなど、査定の簡素化を行い、事業採択までの事務手続を大幅に簡素化・短期間化し、被災地の迅速な復旧に努めている。


　さらに、九州北部豪雨を含む梅雨前線による豪雨や強風に伴う波浪、豪雪等の自然災害により被害を受けた地区（84件）に災害対策等緊急事業推進費を執行し、住民の安全・安心の確保に資するため、緊急に再度災害防止対策等を実施した。




（13）安全・安心のための情報・広報等ソフト対策の推進



　安全・安心の確保のために、自然災害を中心として、ハード面に限らずソフト面での対策の取組みを進めるため、「国土交通省安全・安心のためのソフト対策推進大綱」に基づき、毎年、進捗状況の点検を行ってきたが、東日本大震災を受けて、ソフトとハードの調和的かつ一体的な検討が必要であることが顕在化したことから、社会資本整備重点計画・国土交通省防災業務計画の見直しを踏まえ、検討を行っている。







注1　住宅等がある区域の周囲を取り囲む堤防

注2　http://www1.gsi.go.jp/geowww/disapotal/index.html


注3　http://www.river.go.jp［インターネット版］、http://i.river.go.jp［携帯版］

注4　既存のレーダに比べ、より高頻度（1分ごと）、高分解能（250mメッシュ）での観測が可能。また、これまで5〜10分かかっていた配信に要する時間を1〜2分に短縮。


注5　Global Navigation Satellite Systems：全球測位衛星システム

注6　人工衛星で宇宙から地球表面の変動を監視する技術

注7　海岸の構造物によって砂の移動が断たれた場合に、上手側に堆積した土砂を、下手側海岸に輸送・供給し、砂浜を復元する工法

注8　流れの下手側の海岸に堆積した土砂を、侵食を受けている上手側の海岸に戻し、砂浜を復元する工法

注9　http://www.mlit.go.jp/saigai/bosaijoho/

注10　http://www1.gsi.go.jp/geowww/disapotal/index.html











コラム　河川堤防の緊急点検結果に基づく緊急対策



　平成24年7月の九州の豪雨災害では、各地でこれまで経験したことのないような大雨となり、死者・行方不明者はあわせて34名にのぼったほか、多数の住家等被害が発生するなど甚大な被害が発生しました。


　直轄管理河川においては、10河川で既往最高水位を突破し、筑後川水系花月川と矢部川水系矢部川で河川堤防が決壊したほか、河川堤防を越水するなど、計7河川ではん濫が起こりました。直轄管理河川の堤防決壊による大規模災害としては、16年度の円山川（兵庫県豊岡市）以来という事態でした。


　今回の被災メカニズムについて、筑後川水系花月川の決壊は、急流河川特有の河川水の浸食・洗掘によるものと考えられています。また、矢部川水系矢部川の決壊は、水位のピークを過ぎてから発生したものであり、決壊箇所以外でも、堤防裏の水田から噴砂を伴う漏水箇所が見つかっていました。そのため、学識者らによる「矢部川堤防調査委員会」を設置し、被災メカニズムについて詳細な検討を行いました。その結果、矢部川堤防の決壊は、地層構成、出水時の外力等の要因が複合的に重なった事による基礎地盤からのパイピングが主たる原因と考えられました。


　平成24年7月の九州の豪雨災害で様々な被災形態が見られた状況を踏まえ、要因別に3つの被災形態（1)浸透による堤防決壊、2)河岸侵食・護岸欠損、3)流下能力不足による越水被害）に対する安全性について、全国の堤防を対象に緊急的な総点検を実施し、結果を24年9月に取りまとめ、公表しました。


　今回抽出した全国の河川における要対策箇所については、特に緊要性の高い区間から優先して、ドレーン工、遮水工等の浸透対策、根固め工、護岸工等の侵食対策、築堤・河道掘削等の流下能力対策といった各種対策に着手したところであり、今後も引き続き対策を推進していきます。





　
矢部川水系矢部川の堤防決壊状況


[image: 矢部川水系矢部川の堤防決壊状況]



　
堤防の決壊メカニズムと緊急対策イメージ


[image: 堤防の決壊メカニズムと緊急対策イメージ]









コラム　深層崩壊対策への取組み



　深層崩壊とは、山地及び丘陵地の斜面の一部が表土層（風化の進んだ層）だけでなく、その下の基盤まで崩壊する現象です。深層崩壊は土砂災害の中でも発生頻度が低いですが、崩壊規模が比較的大きいことが多く、平成20年岩手・宮城内陸地震や平成23年台風第12号による紀伊半島における河道閉塞等、大きな被害を引き起こすことが多いため、更なる調査研究や防災対策を進める必要がありました。


　そこで、22年8月に過去の深層崩壊発生箇所と地形・地質条件との関連を統計的に分析した「深層崩壊推定頻度マップ」を公表し、さらに、24年9月、深層崩壊の推定頻度が特に高い地域を中心に、地質条件等が同質の一定区域内における深層崩壊の相対的な危険度を示した「深層崩壊渓流レベル評価マップ」を公表しました。


　深層崩壊に対する今後の取組みとして、深層崩壊推定頻度マップにおいて深層崩壊の発生推定頻度が特に高いと評価された地域を中心に、深層崩壊の警戒避難体制の強化に向けて大規模な崩壊の発生を検知するセンサーの設置を進めます。あわせて、モデル地区を設定し、深層崩壊渓流レベル評価マップを用いて、適切な避難路、避難場所及び避難方法を設定するなどの警戒避難体制の整備や対策の優先順位の設定等、深層崩壊に対するハード対策及びソフト対策の検討を行っていきます。





　
[image: 深層崩壊推定頻度マップ]



　

深層崩壊で生じた崩壊土砂による被害（奈良県五條市、平成23年9月）


[image: 深層崩壊で生じた崩壊土砂による被害（奈良県五條市、平成23年9月）]



　
[image: 深層崩壊渓流レベル評価マップ]









コラム　記録的な大雨に関する気象情報の提供



1．記録的な大雨に関する気象情報の発表

　平成24年7月11日から14日にかけて九州北部地方に甚大な災害をもたらした「平成24年7月九州北部豪雨」が発生し、その中で気象庁は、“これまでに経験したことのないような大雨”という表現を使った「記録的な大雨に関する気象情報」を初めて発表しました。この情報は、各地の洪水等の映像と共に報道で大きく取り上げられました。




2．記録的な大雨に関する気象情報の運用に至るまで

　紀伊半島を中心に甚大な被害をもたらした平成23年台風第12号による大雨に際して、各地の気象台は大雨警報や土砂災害警戒情報を発表し、さらに、降り続く大雨に対して気象情報で防災機関や住民に最大級の警戒を呼びかけました。しかし、市町村への事後の聞き取り調査によって、これらの情報では気象台の持つ危機感が防災機関や住民に十分伝わっていなかったという課題が明らかとなりました。


　この課題に対して直ちに実施できる改善として、平成24年6月27日より「記録的な大雨に関する気象情報」の発表を開始しました。




3．記録的な大雨に関する気象情報とは？

　気象台では、気象警報・注意報に先だって1日から数日程度前から注意を呼びかけたり気象警報・注意報を補完するために気象情報を発表します。一方、重大な災害が差し迫っている状況では、防災機関において情報が輻輳し、気象台の発表する気象情報の内容を吟味している余裕がないという指摘があります。そこで、非常に切迫した状況に対して、数値等を極力用いず、危機感を訴える短い文章のみによる気象情報を作成することにしました。この気象情報の一つが「記録的な大雨に関する気象情報」です。


　この気象情報は、おおよそ50年に1度程度という非常にまれな大雨が広い範囲で降り続く場合に発表します。




　
[image: コラム：記録的な大雨に関する気象情報の提供の図]









2　災害に強い交通体系の確保



（１）多重性・代替性の確保等



　鉄道、港湾等の施設の耐災化や救援・復旧活動に資する緊急輸送体制の確立を図ることにより、多重性、代替性等を確保し、災害発生時の全国的な輸送活動への影響の極小化及び利用者の安全確保に努めている。


　道路ネットワークは、つながって初めて機能するものであり、災害時の代替路を確保しなければ、今後想定される大規模災害には対応できないということが、東日本大震災や豪雨災害から得た教訓であると認識された。


　災害に強い広域ネットワークを構築するため、今後想定される地震、津波発生時や豪雨・豪雪時に現道が寸断することにより広域交通に影響を及ぼすおそれがある区間について、代替路の確保のための主要都市間等を連絡する高規格幹線道路等の整備を推進している。




（２）道路防災対策



　豪雨・地震・津波・豪雪等の災害に対して、安全で信頼性の高い道路ネットワークを確保するため、防災対策（斜面・盛土対策等）、震災対策（耐震補強等）及び雪寒対策（防雪施設の整備等）を進めるとともに、交通施設への防災機能の付加（道の駅及びSA・PAの防災拠点化、緊急連絡路・避難階段の整備）を進めている。


　また、特に大規模災害時には、管理者ごとに情報を提供するなど、利用者にとって分かりにくい形で情報提供がなされている面があることから、災害時においても道路利用者の利便性を図り、安全で円滑な道路交通を確保するため、道路管理者等の情報を集約し、インターネット等を活用して道路の災害情報を利用者にとって分かりやすい形で情報提供する仕組みを構築した。


　さらに、東日本大震災による津波により壊滅的な被害を受けた地域等において、復興計画に位置付けられた市街地整備に伴う道路整備や、高速道路ICへのアクセス道路等の整備を推進している。また、津波被害を軽減するための対策の一つとして、標識柱等へ海抜表示シートを設置し、道路利用者に海抜情報の提供を推進している。




（３）各交通機関等における防災対策



　鉄道については、旅客会社等が行う落石・雪崩対策や海岸保全等の防災事業、（独）鉄道建設・運輸施設整備支援機構が行う青函トンネルの機能保全のための変電所施設、列車制御施設等の改修事業に対し、その費用の一部を助成し、災害に強い、安全かつ安定的な鉄道輸送の確保を図っている。


　港湾については、災害発生時における迅速かつ正確な被害状況の把握や緊急輸送に役立てるため、国と港湾管理者により収集した被害情報の発信・共有体制の強化を図っている。


　空港については、地震等被災時に緊急輸送の拠点となるとともに、航空ネットワークの維持、背後圏経済活動の継続性確保において重要と考えられる航空輸送上重要な空港等について、必要な管制機能を確保するための庁舎等及び最低限必要となる基本施設等の耐震化等を実施している。また、南海トラフ巨大地震等による大規模な津波災害に備え、津波被災の可能性のある主な空港については、津波発生時の空港利用者等の避難方法等を定めた津波避難計画を策定した。引き続き、津波被災後に空港機能を早期に回復させるために早期復旧対策の検討を進めていく。




（４）災害に強い物流システムの構築



　東日本大震災では、円滑な支援物資物流を確保する観点から、民間物流事業者のノウハウや施設の活用の重要性が認識されたところである。この教訓を踏まえて、国、地方公共団体、物流事業者等で連携して災害に強い物流システムの構築に向けた検討を実施し、発災時に物資拠点として活用可能な民間物流施設のリストアップ（全国で934箇所）や当該施設への非常用電源設備、非常用通信設備の導入支援等、官民の連携・協力体制の構築を全国的に推進しているところである。











第3節　建築物の安全性確保



（１）住宅・建築物の生産・供給システムにおける信頼確保



　建築士等による法令遵守の徹底と適正な建築活動の確保を図り、国民が安心して住宅の取得や建築物の利用ができるようにするため、改正「建築基準法」に基づく高度な構造計算を要する一定規模以上の建築物等に対する構造計算適合性判定の義務付け等により、建築確認・検査の厳格化が図られた。


　改正「建築基準法」施行後、建築確認手続の停滞が生じ、建築確認件数が大幅に減少するなどの影響があったことなどを踏まえ、建築確認審査の迅速化・申請図書の簡素化等を図るため、二度にわたって建築確認手続等の運用改善を実施した。


　また、今後の建築基準制度のあり方について、平成24年8月に社会資本整備審議会に諮問し、24年9月に同審議会建築分科会に設置された建築基準制度部会において検討を進めている。このうち、住宅・建築物の耐震化促進方策のあり方については、25年2月に第一次答申を取りまとめ、これに基づき、「耐震改修促進法の一部を改正する法律案」が第183回通常国会に提出されたところである。


　建築士に係る施策としては、改正「建築士法」に基づき、建築士に受講が義務付けられた定期講習について、講習内容や受講促進に向けた取組みを行っている。


　さらに、新築住宅に瑕疵が発生した場合においても確実に瑕疵担保責任が履行され、消費者が安心して住宅を購入できるよう、建設業者及び宅地建物取引業者に対し、資力の確保（住宅瑕疵担保保証金の供託又は住宅瑕疵担保責任保険契約の締結）を義務付ける「特定住宅瑕疵担保責任の履行の確保等に関する法律（住宅瑕疵担保履行法）」に基づき、住宅瑕疵担保責任保険法人における保険引受体制の整備に引き続き取り組む一方、消費者に対する普及啓発等、制度の浸透に向けた取組みを行っている。




（２）昇降機や遊戯施設の安全性の確保



　平成24年10月の石川県金沢市のエレベーター死亡事故を受け、社会資本整備審議会昇降機等事故調査部会において、事故原因究明のための調査を行い、25年2月には「石川県内エレベーター戸開走行事故調査中間報告書」を取りまとめるなど、昇降機や遊戯施設の事故に係る原因究明と再発防止対策の検討を行っている。さらに、地方公共団体及び地方整備局職員を対象に昇降機や遊戯施設の事故調査を行うための研修を実施し、職員の育成に取り組んでいる。











第4節　交通分野における安全対策の強化



　安全の確保は交通分野における根本的かつ中心的な課題であり、ひとたび事故が発生した場合には多大な被害が生じるおそれがあるとともに、社会的影響も大きいことから、事故の発生を未然に防ぐため、各種施策に取り組んでいる。











1　公共交通機関における安全管理体制の構築・改善



　公共交通機関におけるヒューマンエラーに起因すると見られる事故・トラブルが多発したことを契機に導入された「運輸安全マネジメント制度」は、運輸事業者に「安全管理規程」の作成・届出、「安全統括管理者」の選任・届出等を義務付けるとともに、経営トップの主体的な関与の下で現場を含む組織が一丸となって安全管理体制の構築・強化に取り組んでもらい、その取組みを国が評価することで、安全管理体制をPDCAサイクルによって継続的に向上させるものである。





　
図表II-7-4-1　運輸安全マネジメント評価の実施イメージ


[image: 図表II-7-4-1　運輸安全マネジメント評価の実施イメージ]



　平成23年10月から24年9月末までに、運輸安全マネジメント評価を延べ915社（鉄道114社、自動車87社、海運697社、航空17社）に対して実施した。これまでの評価結果によると、制度導入以降、事業者の運輸安全マネジメントに係る取組みが充実する傾向にあり、社内における情報伝達やコミュニケーションの充実、事故やヒヤリ・ハット情報の収集・活用の促進、教育・訓練の充実等について特に顕著な改善が見られ、本制度導入による効果が現れてきている。


　また、運輸審議会運輸安全確保部会での審議を経て、23年12月に取りまとめた「運輸の安全確保に関する政策ビジョン」においては、今後の安全確保政策の方向性として、1)中小事業者については、依然として啓発・普及の必要性が高く、従前からの第三者認証機関による安全マネジメント評価実施に加えて、啓発・普及活動の段階において、保険会社等の民間リスク管理ビジネスとの連携推進を図ること、2)大手・中堅事業者に対しては、運輸安全マネジメント評価において事業者の取組み内容の実効性・有効性に重点を置くとともに、事業者による安全管理の実効性を確保すること、3)マネジメント評価を行う人材についての職員育成プログラムの強化等の検討、の三点が示された。これを受け、公共交通の安全規制の実効性確保に向けて、事故・インシデント等のデータ収集・分析に基づく安全規制の検証システムを構築するとともに、運輸安全マネジメント制度の高度化と中小事業者に対する啓発・普及を推進するなど、国・事業者等それぞれの主体的な取組みの強化を図ることとしている。





　

図表II-7-4-2　大手事業者における運輸安全マネジメント制度の導入効果（平成18年10月〜24年9月）


[image: 図表II-7-4-2　大手事業者における運輸安全マネジメント制度の導入効果（平成18年10月〜24年9月）]














2　鉄軌道交通における安全対策



　鉄軌道交通における運転事故件数は、踏切事故防止対策の推進、自動列車停止装置（ATS）等の保安設備の整備や改良等を実施してきた結果、長期的には減少傾向注1にあり、近年は横ばいで推移している。




（１）鉄軌道の安全性の向上



　JR西日本福知山線列車脱線事故等を契機として、「鉄道に関する技術上の基準を定める省令」を改正し、曲線部等における速度制限機能付き自動列車停止装置（ATS）、運転士異常時列車停止装置、運転状況記録装置等の設置を義務付けている。





　

図表II-7-4-3　鉄軌道交通における運転事故件数及び死傷者数の推移


[image: 図表II-7-4-3　鉄軌道交通における運転事故件数及び死傷者数の推移]





　また、JR東日本羽越線列車脱線事故を受け、「鉄道強風対策協議会」を設置し、鉄道における気象観測、運転規制、防風対策のあり方等、強風対策についてソフト・ハードの両面から検討を進め、風速計を新たに増設するなど、鉄道における強風観測体制の一層の強化等を図っている。


　このほか、鉄軌道事業者に対して、輸送の安全を確保するための取組み、施設・車両の管理・保守、運転の取扱い等が適切であるかなどについて、保安監査等を実施することにより、事故防止を図っている。




（２）踏切対策の推進



　都市部を中心とした「開かずの踏切注2」等は、踏切事故や慢性的な交通渋滞等の原因となり、早急な対策が求められている。このため、道路管理者と鉄道事業者が連携し、「踏切道改良促進法」及び「第9次交通安全基本計画」に基づき、立体交差化、構造の改良、横断歩道橋等の歩行者等立体横断施設の整備、踏切遮断機等の踏切保安設備の整備等により踏切事故の防止に努めている。


　平成24年度は、「踏切道改良促進法」に基づき、保安設備を整備すべき踏切として3箇所の指定を行った。



（３）ホームドアの整備促進



　視覚障害者等をはじめとしたすべての駅利用者の安全性向上を図ることを目的に、駅からの転落等を防止するホームドアの設置を促進している（平成24年度末現在、564駅で設置）。「移動等の円滑化の促進に関する基本方針」（23年3月）、「社会資本整備重点計画」（24年8月）等を踏まえ、ホームドアや内方線付き点状ブロックの整備促進、車両ドア位置の不一致等の課題に対応した新しいタイプのホームドアの技術開発等ハード面の対策とともに、鉄道利用者による視覚障害者等への声かけを推進する「ひと声マナーキャンペーン」等ソフト面の対策にも取り組んでいる。





　
ホームドア


[image: ホームドア]



　
内方線付き点状ブロック


[image: 内方線付き点状ブロック]



　
ひと声マナーキャンペーン


[image: ひと声マナーキャンペーン]






注1　JR西日本福知山線列車脱線事故があった平成17年度など、甚大な人的被害を生じた運転事故があった年度の死傷者数は多くなっている。


注2　電車の運行本数が多い時間帯において、遮断時間が40分／時以上となる踏切










3　海上交通における安全対策



　過去5年間を見ると、海難に伴う死者・行方不明者数は減少傾向にあるが、海難に遭遇した船舶の隻数（海難船舶隻数）はほぼ横ばいで推移していることから、更なる安全対策の推進が必要である。




（１）船舶の安全性の向上及び船舶航行の安全確保



1)船舶の安全性の向上

　船舶の安全に関しては、国際海事機関（IMO）を中心に国際的な基準が定められており、IMOにおける議論に積極的に参画するとともに、平成24年7月には、SOLAS条約注1の改正に伴う電子海図情報表示装置の備え付け義務化等、国内法令の整備等を実施した。また、サブスタンダード船注2の排除のため、ポートステートコントロール（PSC）注3を実施している。




2)船舶航行の安全確保

　STCW条約注4に準拠した「船舶職員及び小型船舶操縦者法」に基づき、船舶職員の資格を定め、人的な面から船舶航行の安全を確保している。平成22年6月には、船員が備えなければならない新たな知識の追加等を内容とした改正STCW条約（マニラ改正）が採択され、29年に全面的に施行されることとなっている。また、水先制度については、水先を行うことができる者の資格を定め、船舶交通の安全を図っており、19年より等級別免許制を導入するとともに、人材の安定的確保の観点から、養成教育を開始し、後継者の確保、育成を図っている。


　職務上の故意又は過失によって海難を発生させた海技士、小型船舶操縦士及び水先人に対しては、「海難審判法」に基づく調査、審判を実施しており、24年には316件の裁決を行い、海技士、小型船舶操縦士及び水先人計411名に対する業務停止（1箇月から4箇月）及び戒告の懲戒を行うなど、海難の発生防止に努めている。


　「港則法及び海上交通安全法の一部を改正する法律」（22年7月）により、海上交通センターの運用管制官が行う業務内容が拡大・高度化されたことに対応するため、統括運用管制官による運用管制官に対する指導・監督を実施し、同センターによる適切な情報提供業務を行っている。


　航路標識の整備については、船舶の高速化等海上交通環境の変化に対応し、船舶航行の安全を確保するため、新たな情報技術を活用した情報提供システムの充実強化等を図る必要があることから、航路標識等の改良・改修を264箇所で実施したほか、東日本大震災により被災した航路標識158基のうち、応急的に復旧している標識47基と未復旧3基（25年3月末時点）については、今後、港湾や防波堤の復旧に合わせて復旧していくこととしている。また、避難港の整備を下田港等5港で実施している。


　加えて、電子海図情報表示装置（ECDIS）搭載義務化を踏まえ、電子海図の更なる充実を図るとともに、外国人船員に対する海難防止対策の一環として英語表記のみの海図等を刊行しているほか、東日本大震災により被災した主要15港湾について、海図の改訂を進めている。また、Class-B
AIS等の簡易型電子航海機器の有効性評価を開始した。さらに、（独）海上技術安全研究所に設置した「海難事故解析センター」において、事故解析に関する高度な専門的分析や重大海難事故発生時の迅速な情報分析・情報発信を行っている。


　輸入原油の8割が通航する我が国にとって極めて重要な海上輸送路であるマラッカ・シンガポール海峡については、「協力メカニズム注5」の下、我が国政府として同海峡沿岸国の支援要請プロジェクトに協力するとともに、我が国産業界及び（公財）日本財団からは航行援助施設基金注6への協力を行っている。24年9月の同メカニズムにおける第5回協力フォーラムにおいて、我が国より、同海峡の重要性、我が国が行っている貢献等を説明し、同基金の安定的な発展を図るためには、他の利用国等から広く基金への拠出を募ることが大切である旨提言した。今後も引き続き、同海峡の第一の利用国として、同メカニズムが創設される以前から唯一協力を行ってきたことを通じて培った我が国の知見と沿岸国との良好な関係を活かし、官民連携して同海峡の安全対策に積極的に協力していくこととしている。




（２）乗船者の安全対策の推進



　乗船者の事故における死者・行方不明者のうち約4割は海中転落によるものである。転落後に生還するためには、まず海に浮いていること、また、その上で速やかな救助要請を行うことが必要である。このため、海上保安庁では、ライフジャケットの常時着用、防水パック入り携帯電話等の適切な連絡手段の確保、海上保安庁への緊急通報用電話番号「118番」の有効活用の3つを基本とする自己救命策の普及・啓発に努めている。また、小型船舶（漁船・プレジャーボート等）からの海中転落による乗船者の死亡率は、ライフジャケット非着用者が着用者の約4倍と高く、ライフジャケットの着用が海中転落事故からの生還に大きく寄与している。このため、LGL注7に対する支援やライフジャケット着用推進モデルマリーナ等注8の指定を行うとともに、関係省庁や地方公共団体と連携し、年間を通じてライフジャケット着用を推進している。




（３）救助体制の強化



　海上保安庁では、迅速かつ的確な救助を行うため、24時間体制で遭難周波数の聴守及び緊急通報用電話番号「118番」の運用を行うなど、事故発生情報の早期把握に努めている。また、特殊救難隊、潜水士等の救助技術・能力の向上を図るとともに、ヘリコプターからの降下・吊り上げ救助技術、潜水能力、救急救命処置能力を兼ね備えた機動救難士の航空基地等への配置を増強、救急救命士が実施する救急救命処置の質を保障するメディカルコントロール体制の充実・強化、巡視船艇・航空機の高機能化等、救助・救急体制の充実・強化を図っている。さらに、関係省庁、地方公共団体、民間救助団体等との連携についても充実・強化を図っている。







注1　1974年の海上における人命の安全のための国際条約

注2　国際条約の基準に適合していない船舶

注3　寄港国による外国船舶の監督

注4　1978年の船員の訓練及び資格証明並びに当直の基準に関する国際条約」。海上における人命及び財産の安全を増進すること並びに海洋環境の保護を促進することを目的として、船員の訓練及び資格証明等について定められた国際条約


注5　国連海洋条約第43条の精神に基づき国際海峡における沿岸国と海峡利用国の協力のあり方を世界で初めて具体化したもので、協力フォーラム、プロジェクト調整委員会、航行援助施設基金、の3要素で構成されている。


注6　マラッカ・シンガポール海峡に設置されている灯台等の航行援助施設の代替又は修繕等に要する経費を賄うために創設された基金

注7　漁業者の家族等が行う、ライフジャケット着用推進を図る地域の活動のこと。Life Guard
Ladies（女性着用推進員）の略

注8　ライフジャケットの常時着用を率先して推進しているマリーナや漁業協同組合のこと。地域におけるライフジャケット着用の推進及び安全意識の啓発へつなげる拠点として指定。











4　航空交通における安全対策



（１）航空の安全対策の強化



1)国家安全プログラム（SSP）

　航空事故や安全上のトラブル等の発生を未然に防止するため、航空会社や空港管理者等の安全管理の取組みとその安全達成度合を国が継続的に監視・評価し、安全監督を行う仕組みである国家安全プログラム（SSP）の導入に向けた検討を進めている。





　
図表II-7-4-4　国内航空会社の事故件数及び発生率


[image: 図表II-7-4-4　国内航空会社の事故件数及び発生率]





2)航空輸送安全対策

　特定本邦航空運送事業者注1において、乗客の死亡事故は昭和61年以降発生していないが、安全上のトラブルに適切に対応するため、航空会社等における安全管理体制の強化を図るとともに、安全監査等を通じた航空会社に対する監視・監督を的確に実施し、予防的安全対策を推進している。また、オープンスカイ政策の推進による外国航空会社の乗り入れの増加等を踏まえ、我が国に乗り入れる外国航空機に対して立入検査等による監視を強化するとともに、国産旅客機開発プロジェクトに対しても、製造国政府として安全性の審査の適切かつ迅速な実施に努めている。




（２）安全な航空交通のための航空保安システムの構築



　航空保安業務に係る重大インシデントはヒューマンエラーに起因するものが大半であることから、管制官とパイロットのコミュニケーションの齟齬の防止や、管制官とパイロットに対する視覚的な表示・伝達システムの整備等のヒューマンエラー対策を推進している。


　また、災害対応、急患輸送等ヘリコプターを含めた小型航空機に対する需要が高まっていることから、その運航上の特性を考慮した低高度航空路や出発及び到着・進入方式の設定等のための検討も実施している。








注1　客席数が100又は最大離陸重量が5万キログラムを超える航空機を使用して航空運送事業を経営する本邦航空運送事業者のこと










5　航空、鉄道、船舶事故等における原因究明と再発防止



　運輸安全委員会は、船舶事故等の発生場所や分析情報等について、インターネットで、1)報告書検索を容易にし、活用を促進する、2)予定航路、操業場所等でのリスクを容易に確認できる、3)操船・操業時等に注意すべき事項等を提供することを目的とした「船舶事故発生ハザードマップ」を公開した。





　
船舶事故発生ハザードマップ


[image: 船舶事故発生ハザードマップ]



　事故調査等に関しては、22件の航空事故等調査報告書を公表し、このうち平成23年1月に熊本県で発生した上昇中の航空機が山腹に衝突したと推定される事故については、国土交通大臣に対し、有視界飛行方式注1における空中飛行事故を防止するため、最新気象情報に基づき全経路で有視界気象状態維持可能と判断した場合のみ出発するなどについて、操縦者団体や操縦者個人への周知の徹底を図る旨の勧告を行うなど、航空事故等に関して1件の勧告・1件の安全勧告を行い、3件の意見を述べた。


　また、13件の鉄道事故等調査報告書を公表し、このうち23年6月に北海道で発生した、信号機が停止現示にならない事象が複数回発生した重大インシデントについては、原因関係者に対し、異常発生時に適切な対応を取ることができる教育訓練を継続実施し、安全対策について検討するとともに、必要な措置を講ずることについて勧告を行った。


　さらに、1,136件の船舶事故等調査報告書を公表し、このうち23年9月に石川県で発生した引船転覆事故については、関係行政機関の長に対し、安全に対する総合的な管理体制を構築すること及び原因関係者に対し、引船の曳航作業の安全確保のための措置を講じ、その報告を求めることなどについて勧告を行うなど、船舶事故等に関連して6件の勧告・2件の安全勧告を行い、4件の意見を述べた。








注1　航空機の飛行方式の一つ。十分な視界がつねに確保されるような気象状態では、パイロットは空港及び空港周辺で航空交通管制の指示を受けるだけで、あとは独自の判断で自由に飛行できる。これを有視界飛行方式visual
flight
rulesといい、略してVFRとも呼ばれる。この方式による場合、飛行計画を最寄りの空港事務所に提出するだけで飛行でき、VFRに規定された高度であれば、自由にコースを選ぶことができる。











6　公共交通における事故による被害者・家族等への支援



　公共交通事故による被害者等への支援の確保を図るため、平成24年4月に公共交通事故被害者支援室を設置した。同支援室では、1)公共交通事故が発生した場合の情報提供のための窓口機能、2)被害者等が事故発生後から再び平穏な生活を営むことができるまでの中長期にわたるコーディネーション機能等を担うこととしており、24年度においては、関越道高速ツアーバス事故等の被害者等への対応を行った。


　また、支援に当たる職員に対する教育訓練の実施、業務マニュアルの策定、外部の関係機関とのネットワークの構築、公共交通事業者による被害者等支援計画作成ガイドラインの策定等を行うとともに、関係者からの助言により、同支援室の機能を充実させ、公共交通事故の被害者等への支援の取組みを着実に進めていくこととしている。











7　道路交通における安全対策



　平成24年の交通事故死者数は、12年連続で減少し、4,411人（対前年比5.4％減）となった。しかしながら、交通事故死者数の約半数を65歳以上の高齢者が占めるほか、83万人が交通事故で死傷しており、依然として厳しい状況である。このため、更なる交通事故の削減を目指し、警察庁等と連携して各種対策を実施している。





　
図表II-7-4-5　交通事故件数及び死傷者数等の推移


[image: 図表II-7-4-5　交通事故件数及び死傷者数等の推移]





（１）効率的・効果的な交通事故対策の推進



　近年、道路整備の進展や社会情勢の変化等を受けて、歩行者、自転車等の多様な利用者が安全に安心して共存できる道路環境が求められている。交通事故死者数の約7割を占めている幹線道路については、「事故ゼロプラン（事故危険区間重点解消作戦）」により市民参加・市民との協働の下、効果的・効率的に事故対策を推進するなど、事故の危険性が高い箇所等について重点的に対策を実施している。


　また、歩行者・自転車に係る死傷事故発生割合が大きい生活道路等において、安全な歩行空間の確保等を目的として、面的な速度規制と連携した車道幅員の縮小・路側帯の拡幅、歩道整備、車両速度の抑制、通過交通の抑制等の面的かつ総合的な交通事故抑制対策を推進している。




（２）ITSスポットを活用した高速道路上における安全運転支援



　平成23年8月より、全国の高速道路上においてITSスポットサービスを開始しており、事故多発地点や道路上の落下物等の注意喚起、積雪や越波等の状況の事前提供を行うことにより安全運転支援を推進している。




（３）安全で安心な道路サービスを提供する計画的な道路施設の管理



　平成24年12月2日に、9名の尊い命が犠牲となった中央自動車道笹子トンネルの天井板落下事故が発生した。この事故を受け、「トンネル天井板の落下事故に関する調査・検討委員会」を開催し、落下の発生原因の把握や、再発防止策等について専門的見地から検討している。


　加えて、今後、高度経済成長期に集中して建設された多くの橋梁等、高齢化した道路ストックが急増し、重大な損傷発生の危険性が高まることが懸念される。このような状況を踏まえ、道路ストックの持続的、戦略的な維持管理・更新を図るため、高速道路から市町村道までの道路橋等について、長寿命化修繕計画等に基づく道路ストックの点検、診断、補修を実施し、予防的な補修等を計画的に進めている。また、地方公共団体の橋梁では、約1割の市区町村において、人材、技術、資金の不足等の問題により、定期的な点検が実施できていないため、点検の責務及び技術基準の明示や技術支援、財政支援等の措置を講じている。




（４）高速ツアーバス事故を受けた安全対策強化



　平成24年4月に関越道において発生した高速ツアーバス事故を受け、緊急重点監査や過労運転防止等の緊急対策を実施したほか、高速ツアーバスを企画実施する旅行会社等が乗合バス事業の許可を取得し、道路運送法に基づく安全確保の責任を負う新高速乗合バスへの移行の促進等を行った。




（５）自動車の総合的な安全対策



1)事業用自動車の安全対策

　平成20年から30年までの10年間で、事故死者数・人身事故件数の半減、飲酒運転ゼロを目標とする「事業用自動車総合安全プラン2009」に基づき、トラックにおける運行記録計の装着義務付け範囲拡大に関する検討等、更なる安全対策を実施している。




2)今後の車両安全対策の検討

　第9次交通基本計画（平成23年3月策定）においては、27年までに交通事故死者数を3,000人以下とする目標が設定されている。この交通事故削減目標の達成に向けて、「安全基準等の拡充・強化」、「先進安全自動車（ASV）推進計画」及び「自動車アセスメント」の3つの施策を有機的に連携させ、車両安全対策の推進に取り組んでいる。




3)安全基準等の拡充・強化

　大型貨物車やバスについては、事故発生時に被害が大きくなる傾向があることから、衝突被害軽減ブレーキの基準化・義務付けを進めており、平成24年3月には大型貨物車について、25年1月にはバスについて基準を策定した。また、「新たなカテゴリー」の乗物である軽自動車よりも小さい二人乗り程度の超小型モビリティについては、公道走行が可能となるよう、25年1月に認定制度を創設した。




4)先進安全自動車（ASV）の開発・実用化・普及の促進

　産学官の協力体制の下、先進安全自動車（ASV）の開発・実用化・普及の促進を図っており、衝突被害軽減ブレーキ等の実用化されたASV技術の本格的な普及促進、車車間通信システムや歩車間通信システムといった通信利用型安全運転支援システムの実用化に向けた検討を進めている。





　
図表II-7-4-6　衝突被害軽減ブレーキの作動例


[image: 図表II-7-4-6　衝突被害軽減ブレーキの作動例]



5)自動車アセスメントによる安全情報の提供

　ユーザーによる安全な自動車及びチャイルドシートの選択や製作者による、より安全な自動車等の開発を促すことを目的に、自動車等に関する安全性能の評価結果を公表している。平成24年度においては、自動車12車種、チャイルドシート9機種の評価を新たに行った。




6)リコール制度の充実・強化

　自動車のリコールの迅速かつ着実な実施のため、自動車メーカー等及びユーザーからの情報収集に努め、自動車メーカー等のリコール業務について監査等の際に確認・指導するとともに、安全・環境性に疑義のある自動車については独立行政法人交通安全環境研究所において現車確認等による技術的検証を行っている。また、ユーザーからの不具合情報の収集を強化するため、「自動車不具合情報ホットライン」（www.mlit.go.jp/RJ/）について周知活動を積極的に行った。

　自動車リコール制度をより一層ユーザーの視点に立ったものとするため、これまで情報収集体制及び調査分析体制を強化してきたところである。


　さらに、国土交通省に寄せられた不具合情報や事故・火災情報等を公表し、ユーザーへの注意喚起が必要な事案や適切な使用及び保守管理、不具合発生時の適切な対応を促進するために必要な事項について、ユーザーへの情報提供を実施した。特に、「チャイルドシートの肩ベルトの調整を忘れずに！」及び「乗用車のアームレスト等の可動部にお子様が指等を挟み込まないよう注意しましょう」について報道発表等を通じ、ユーザー等への注意喚起を行った。


　なお、平成24年度のリコール届出件数は308件及び対象自動車数台数は5,612,979台であった。



7)自動車検査の高度化

　不正な二次架装注1の防止やリコールにつながる車両不具合の早期抽出等に資するため、情報通信技術の活用による自動車検査の高度化を進めている。




（６）自動車損害賠償保障制度による被害者保護



　自動車損害賠償保障制度は、クルマ社会の支え合いの考えに基づき、自賠責保険の保険金支払い、ひき逃げ・無保険車事故による被害者の救済（政府保障事業）を行うほか、重度後遺障害者への介護料の支給や療護センターの設置等の被害者救済対策事業を実施するものであり、交通事故被害者の保護に大きな役割を担っている。





　
図表II-7-4-7　自動車損害賠償保障制度


[image: 図表II-7-4-7　自動車損害賠償保障制度]






注1　部品等を取り外した状態で新規検査を受検し、検査終了後に当該部品を再度取り付けて使用する行為等








第5節　危機管理・安全保障対策



1　犯罪・テロ対策等の推進



（１）各国との連携による危機管理・安全保障対策



1)セキュリティに関する国際的な取組み

　主要国首脳会議（G8）、国際海事機関（IMO）、国際民間航空機関（ICAO）、アジア太平洋経済協力（APEC）等の国際機関における交通セキュリティ分野の会合やプロジェクトに参加し、我が国のセキュリティ対策に活かすとともに、国際的な連携・調和に向けた取組みを進めている。


　平成18年（2006年）に創設された「陸上交通セキュリティ国際ワーキンググループ（IWGLTS）」には、現在16箇国以上が参加しており、陸上交通のセキュリティ対策に関する枠組みとして、更なる発展が見込まれているほか、日米、日EUといった二国間会議も活用し、国内の保安向上、国際貢献に努めている。




2)海賊対策

　世界の海上輸送路の要衝であるソマリア沖・アデン湾における平成24年の海賊事案は75件と、主要海運国による自国籍船への民間武装警備員乗船等の効果により前年に比べ減少したものの、依然として憂慮すべき状況である。


　このような状況の下、我が国としては、国連海洋法条約の趣旨にかんがみ、「海賊行為の処罰及び海賊行為への対処に関する法律（海賊対処法）」に基づき、海賊行為を我が国にとっての犯罪行為とし、保護対象を我が国の船舶のみならず、あらゆる国々の船舶に拡大し、海上自衛隊の護衛艦により、アデン湾において通航船舶の護衛を行うと同時に、P-3C哨戒機2機による警戒監視活動を行っている。国土交通省においては、引き続き、船社等からの護衛申請の窓口及び護衛対象船舶の選定を一元的に実施し、日本関係船舶等の防護に万全を期すとともに、外国船舶に対する国際貢献を果たしていく。


　海上保安庁では、海賊行為があった場合の司法警察活動を行うため、海賊対処行動発令によりソマリア沖に派遣されている海上自衛隊の護衛艦に海上保安官8名を同乗させているほか、（独）国際協力機構（JICA）の海上犯罪取締り研修等にイエメン等ソマリア周辺海域沿岸国の海上保安機関の職員を招へいするなど、当該沿岸国の海上保安機関の能力向上支援を実施している。


　東南アジア周辺海域における海賊対策としては、巡視船派遣による連携訓練や研修を実施しているほか、JICAの枠組みを利用した専門家派遣や我が国への招へい研修を実施し、当該沿岸国の海上保安機関に対する人材育成、技術供与等の能力向上支援を実施している。同海域での海賊発生件数は、ピーク時（12年）に比べると減少しているが、依然として根絶されていないことから、当該海域に対して、引き続き対策が必要な状況である。





　

図表II-7-5-1　日本関係船舶の海賊等事案被害発生状況（平成24年）


[image: 図表II-7-5-1　日本関係船舶の海賊等事案被害発生状況（平成24年）]



　

図表II-7-5-2　世界における海賊等事案の発生件数の推移及び海域別の発生状況（平成24年）


[image: 図表II-7-5-2　世界における海賊等事案の発生件数の推移及び海域別の発生状況（平成24年）]





3)港湾における保安対策

　ASEAN諸国を対象に、研修、専門家会合等を通じて、港湾における保安対策に係る人材育成を実施している。また、諸外国と情報共有しつつ、国際港湾における保安水準向上のための取組みを一層推進していくこととしている。




（２）公共交通機関等におけるテロ対策の徹底・強化



　近年、米国同時多発テロ事件（平成13年9月）、ロンドン同時爆発テロ事件（17年7月）、インド・ムンバイ連続テロ事件（20年11月）をはじめとする各種重大事件が世界各地で発生している。このような情勢を踏まえ、重大事件が発生した際に迅速に対応するとともに、平時においても、多客期にはテロ対策の徹底指示や点検を実施するほか、各分野ごとにテロ対策に取り組んでいる。




1)鉄道におけるテロ対策の推進

　駅構内の防犯カメラの増設や巡回警備の強化等に加え、「危機管理レベル」の設定・運用を行うとともに、「見せる警備・利用者の参加注1」を軸としたテロ対策を推進している。また、主要国との鉄道テロ対策の情報共有等にも積極的に取り組んでいる。





　

図表II-7-5-3　「見せる警備・利用者の参加」を軸とした鉄道テロ対策の実施


[image: 図表II-7-5-3　「見せる警備・利用者の参加」を軸とした鉄道テロ対策の実施]



2)船舶・港湾におけるテロ対策の推進

　「国際航海船舶及び国際港湾施設の保安の確保等に関する法律」に基づく国際航海船舶の保安規程の承認・船舶検査、国際港湾施設の保安規程の承認、入港船舶に関する規制、国際航海船舶・国際港湾施設に対する立入検査及びポートステートコントロール（PSC）を通じて、保安の確保に取り組んでいる。また、国際港湾施設に対する立入検査結果及び海外における保安水準等を踏まえ、保安対策をより一層徹底している。





　

図表II-7-5-4　国際航海船舶及び国際港湾施設における保安措置


[image: 図表II-7-5-4　国際航海船舶及び国際港湾施設における保安措置]



3)航空におけるテロ対策の推進

　我が国では、航空機に対するテロ防止に万全を期すため、国際民間航空条約に規定される国際標準に従って、航空保安体制の強化を図っている。このような状況の中、我が国内外でのテロ・不法侵入等の事案に対応し、各空港においては、車両及び人の侵入防止対策としてフェンス等の強化に加え、侵入があった場合に迅速な対応ができるよう、センサーを設置するなどの対策を講じており、更に平成24年10月からは国際線旅客に対するランダム接触検査を実施することにより、金属探知機で検知できない爆発物等の機内持ち込みを防止する新たな強化策を講じている。




4)自動車におけるテロ対策の推進

　多客期におけるテロ対策として、車内の点検、営業所・車庫内外における巡回強化、警備要員等の主要バス乗降場への派遣等を実施するよう、関係事業者に対し指示している。




5)重要施設等におけるテロ対策の推進

　河川関係施設では、河川点検・巡視時の不審物等への特段の注意、ダム管理庁舎及び堤体監査廊等の出入口の施錠強化等を行っている。道路関係施設では、高速道路や直轄道路の巡回時の不審物等への特段の注意、休憩施設のゴミ箱の集約等を行っている。国営公園では、巡回警備の強化、はり紙掲示等による注意喚起等を行っている。また、工事現場では、看板設置等による注意喚起等を行っている。




（３）自動車に関する犯罪防止策



　自動車の登録情報の不正取得や悪用を防ぐため、登録事項等証明書の交付請求手続に際し、請求者の本人確認のほか、原則として、自動車登録番号に併せ、車台番号の明示を義務付けている。




（４）物流におけるセキュリティと効率化の両立



　国際物流においても、セキュリティと効率化の両立に向けた取組みが先進国や国際機関を中心に行われている。我が国においては、物流事業者等に対してAEO制度注2の普及を促進するとともに、諸外国のAEO取得に向けた支援を行っている。平成23年度からは、AEO取得事業者が関与する輸出申告について、保税地域外で「許可」を取得できること等が可能となっている。


　航空貨物に対する保安体制については、荷主から航空機搭載まで一貫して航空貨物を保護することを目的に、ICAOの国際基準に基づき制定されたKS/RA制度注3を導入している。24年10月からは、米国向け航空貨物の保安強化への対応及び円滑な物流の維持のため、同制度を改定し、更なる保安対策の強化に取り組んでいる。


　また、主要港のコンテナターミナルにおいては、トラック運転手等の本人確認及び所属確認等を確実かつ迅速に行うため、出入管理情報システムの導入を推進している。（22年度末から試行運転を開始）。




（５）情報セキュリティ対策



　社会経済活動全般のITへの依存度が高まる中、政府機関等への標的型メール攻撃をはじめとするサイバー攻撃の顕在化に伴い、情報セキュリティ対策への取組みの重要性が増している。政府の「情報セキュリティ政策会議」の方針に基づき、情報漏洩の防止対策等、国土交通省の情報セキュリティ対策及びIT障害による事業停止を防止するためのガイドラインの策定等、重要インフラ（鉄道・航空・物流）に係る情報セキュリティ対策を推進している。


　また、国土交通省や所管事業者等へのサイバー攻撃発生に備え、初動体制の整備、被害拡大の防止等に努めている。







注1　「見せる警備」…テロの未然防止を図るため、人々の目に触れる形で警備を行う施策

　　
「利用者の参加」…テロに対する監視ネットワークを強めるため、一人一人の鉄道利用者にテロ防止のための意識を持ち行動することを促す施策


注2　サプライチェーンにおいて高度なセキュリティ措置を講じている輸出入者等を税関がAEO（認定事業者）として認定し、通関手続の簡素化等の利益を付与する制度


注3　航空機搭載前までに、特定荷主（Known
Shipper）、特定航空貨物利用運送事業者又は特定航空運送代理店業者（Regulated
Agent）又は航空会社においてすべての航空貨物の安全性を確認する制度










2　事故災害への対応体制の確立



　鉄道、航空機等における多数の死傷者を伴う事故や船舶からの油流出事故等の事故災害が発生した場合には、災害の状況等を勘案し、国土交通省の災害対策本部（特に交通分野における大規模な事故災害の場合は政府の非常災害対策本部等）を設置し、情報の収集・集約、関係行政機関等との災害応急対策の総合調整等を行い、迅速かつ的確な災害対策を実施している。


　海上における事故災害への対応については、巡視船艇・航空機の出動体制の確保、防災資機材の整備等を行うとともに、合同訓練を実施するなど、関係機関等との連携強化を図っている。また、油及び有害液体物質等による汚染事故に対しては、対応資機材等を充実させ、迅速かつ効果的に対処し得る体制の強化を図るとともに、油等防除に必要な沿岸海域環境保全情報を整備し提供している。











3　海上保安体制の強化



（１）業務体制の充実強化



　我が国の領海警備に関する情勢の変化にかんがみ、領海侵入等に適切に対処するため、領海警備のために必要な規制能力・監視能力、速力等を備えた1,000トン型巡視船及び追跡・捕捉能力、監視能力等を備えたヘリコプター等を整備しているほか、遠方海域・重大事案等に的確に対応するため、被害制御・長期行動能力等を備えた、しきしま級巡視船及び搭載ヘリコプターを整備している。また、今後発生が予想される大規模災害への対応を念頭に、災害対応能力を備えた巡視艇等を整備している。さらに、巡視船への運用司令科の設置や巡視艇の複数クルー制の拡充等、海上保安体制の強化に取り組んでいる。




（２）テロ対策の推進



　テロの未然防止措置として、臨海部の原子力発電所、石油コンビナート等の危険物施設、米軍施設等に対する巡視船艇・航空機による所要の警備を行っている。また、ゴールデンウィークや夏休み、年末年始等の旅客の移動が活発となる期間には、人が多く集まる旅客船ターミナルの警戒を重点的に実施している。


　また、前述のように、テロの未然防止のためには、関係機関はもとより民間との連携が重要であり、海上保安庁では、海事関係者や事業者等に自主警備の強化を働きかけるとともに、不審情報の提供依頼等を行い、地域と連携した取組みを実施している。




（３）不審船・工作船対策の推進



　不審船・工作船は、我が国領域内における重大凶悪な犯罪に関与している疑いがあり、その目的や活動内容を明らかにするためには、確実に不審船を停船させて立入検査を実施し、犯罪がある場合の犯人逮捕等適切な犯罪捜査を行う必要がある。このため、不審船・工作船への対応は、関係省庁と連携しつつ、警察機関である海上保安庁が第一に対処することとなっている。


　海上保安庁では、各種訓練を実施するとともに、関係機関等との情報交換を緊密に行い、不審船・工作船の早期発見に努めるとともに、不審船対応能力の維持・向上に努めている。




（４）海上犯罪対策の推進



　最近の海上犯罪の主な特色として、非漁業者が安易な気持ちで行うものから暴力団が資金源として組織的に行うものまで密漁事犯が多岐にわたるほか、処理費用の経費削減を目的として廃棄物を海上に不法投棄するなどの環境事犯が依然として発生していることが挙げられ、その形態も悪質・巧妙化している。また、国内における薬物・銃器犯罪、来日外国人による凶悪犯罪の多くは、暴力団や国際犯罪組織が関与する密輸・密航事犯と密接な関係を有しているものと考えられている。


　各種海上犯罪については、依然として予断を許さない状況にあり、海上保安庁では、巡視船艇・航空機を効率的かつ効果的に運用することで監視取締りや犯罪情報の収集・分析、立入検査を強化するとともに、国内外の関係機関との情報交換等、効果的な対策を講じ、厳正かつ的確な海上犯罪対策に努めている。











4　我が国の海洋権益の保全



（１）海洋権益を保全するための警備活動



　近年、尖閣諸島周辺海域では、多数の外国漁船が領海内に入域し操業する事案のほか、中国・台湾公船による領海侵入事案、中国・台湾活動家による領有権主張活動事案が発生している。特に、尖閣三島の取得・保有以降、台風等の荒天時を除き、中国公船が常態的に同周辺海域を徘徊し、領海侵入事案の発生件数も増加している。


　また、東シナ海等の我が国排他的経済水域において、中国・台湾等の海洋調査船による我が国の同意のない海洋調査活動等が確認されるなど、我が国の海洋権益を脅かす諸外国の活動が活発化している。


　海上保安庁では、こうした緊迫化する情勢に対して、海上警察権の強化に向けた海上保安官等の執行権限の充実強化等の制度改正を進め、平成24年9月、「海上保安庁法及び領海等における外国船舶の航行に関する法律の一部を改正する法律」が施行された。加えて、領海警備体制の強化を図り、巡視船艇・航空機による領海警備や我が国排他的経済水域における監視警戒活動を的確に行い、我が国の主権の確保、海洋権益の保全に努めている。




（２）領海及び排他的経済水域における海洋調査の推進及び海洋情報の一元化



　我が国の領海及び排他的経済水域には、調査データの不足している海域が存在しており、海上保安庁では、この海域において、海底地形、地殻構造、領海基線等の海洋調査を重点的に実施し、船舶交通の安全や我が国の海洋権益の保全、海洋開発等に資する基礎情報の整備を戦略的かつ継続的に実施している。また、内閣官房総合海洋政策本部事務局の総合調整の下、海洋情報の所在を一元的に収集・管理・提供する「海洋情報クリアリングハウス」の運用を行っている。さらに、海洋に関する様々な自然情報（海底地形、海流、水温等）や社会情報（港湾区域、漁業権区域等）を一般ユーザーが活用できるよう、地図上に自由に重ねて表示できるウェブサービス「海洋台帳（海洋政策支援情報ツール）」を整備した。




（３）大陸棚の限界画定に向けた取組み



　平成20年11月に我が国が国連海洋法条約に基づき、国連の「大陸棚限界委員会」へ提出した、200海里を超える大陸棚に関する情報について、同委員会は24年4月20日に勧告を採択した。勧告では、我が国の国土面積の約8割に相当する大陸棚の延長が認められた一方で、一部海域では審査が先送りされたため、海上保安庁では、内閣官房総合海洋政策本部事務局の総合調整の下、関係省庁と連携して、引き続き、大陸棚の画定に向けた対応を行っていくこととしている。




（４）沖ノ鳥島の保全、低潮線の保全及び活動拠点の整備等



1)沖ノ鳥島の保全

　沖ノ鳥島は、我が国最南端の領土であり、国土面積を上回る約40万km2の排他的経済水域の権利の基礎となる極めて重要な島であることから、国土保全・利活用の重要性にかんがみ、国の直轄管理により十全な措置を講じるとともに、その前提の上に可能な利活用策を検討している。




2)低潮線の保全

　「低潮線保全法」等に基づき、全国185箇所の低潮線保全区域を政令で指定し、区域内で行為規制を実施している。また、防災ヘリコプターや船舶等による巡視や衛星画像等を用いた低潮線及びその周辺の状況の調査を行い、域内における制限行為の有無や自然侵食による地形変化を確認することにより、排他的経済水域及び大陸棚の基礎となる低潮線の保全を図るとともに、低潮線の保全を確実かつ効率的に実施していくために、関連情報を適切に管理している。




3)遠隔離島（沖ノ鳥島・南鳥島）における活動拠点の整備等

　「低潮線保全法」等に基づき、海洋資源の開発・利用、海洋調査等に関する活動が安全かつ安定的に行われるよう、遠隔に位置する離島において、船舶の係留・停泊・荷さばき等が可能な活動拠点の整備を進めている。南鳥島においては平成22年度、沖ノ鳥島においては23年度に建設に着手しており、今後も引き続き整備を進めていくこととしている。





　
図表II-7-5-5　低潮線の保全
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5　安全保障と国民の生命・財産の保護



（１）北朝鮮問題への対応



　北朝鮮による弾道ミサイルの発射や核実験実施等への対応として、「特定船舶の入港の禁止に関する特別措置法」に基づき、北朝鮮船籍船舶全船の入港禁止の措置を実施しており、平成24年4月には、国際情勢にかんがみ、措置の期間を25年4月13日まで延長した。海上保安庁では、本措置の確実な実施を図るため、北朝鮮船籍船舶の入港に関する情報の確認等を実施している。また、国連安保理決議第1874号等による対北朝鮮輸出入禁止措置の実効性を確保するための「国際連合安全保障理事会決議第千八百七十四号等を踏まえ我が国が実施する貨物検査等に関する特別措置法」に基づき、国土交通省及び海上保安庁では、関係行政機関と合同訓練を実施するなど、密接な連携を図りつつ、同法による措置の実効性の確保に努めている。


　なお、北朝鮮の指導者交代等を踏まえ、国土交通省としても情報の収集と連絡を含めた即応体制を強化し、不測の事態に備えた対策等を徹底し、以後も監視・警戒体制を継続している。また、24年4月13日及び同年12月12日の北朝鮮の「人工衛星」と称するミサイル発射事案においては、情報収集と情報提供等、国民の安全・安心の確保に努めた。




（２）国民保護計画による武力攻撃事態等への対応



　武力攻撃事態等における避難、救援、被害最小化の措置等について定めた「武力攻撃事態等における国民の保護のための措置に関する法律」及び「国民の保護に関する基本指針」を受け、国土交通省、国土地理院、気象庁及び海上保安庁において「国民の保護に関する計画注1」を定めている。国土交通省では、地方公共団体等の要請に応じ、避難住民の運送等について運送事業者である指定公共機関との連絡調整等の支援等を実施することなど、海上保安庁では、捜索、救助・救急活動、指定公共機関等の輸送力不足時における避難住民・緊急物資の輸送等を実施することなどを定めている。








注1　平成20年10月の観光庁設置に際し、国土交通省の同計画を「国土交通省・観光庁国民保護計画」に変更した。










6　感染症対策



　新型インフルエンザ対策については、平成23年9月20日に政府行動計画が改定されたことを受け、国土交通省行動計画についても改定し、病原性の程度に応じた対策の機動的な実施等を可能にするとともに、運送事業者等社会機能維持事業者の協力を含め、省内一体となった取組み体制と対策を改めて明らかにした。当該改定の主なポイントは、1)病原性が高い新型インフルエンザの発生・流行に備え、運送事業者等社会機能維持の対策を強化し、2)都道府県ごとに発生状況を「地域未発生期」「地域発生早期」「地域感染期」の3段階に分けて対応することとし、3)鳥インフルエンザ対策を追加したことである。


　政府行動計画に基づき、海外発生期において、海外から国内への新型インフルエンザの侵入経路を制限・監視するため、国内検疫実施場所が集約される場合に、それが円滑に実施されるよう、空港・港湾管理者等の協力を促すとともに、国内感染期において、医薬品、食料品等の緊急物資の運送要請についての支援を行っている。また、社会機能維持者である運送事業者等においては、新型インフルエンザの発生前から事業継続計画の策定等の準備を積極的に行うことが重要であり、発生時には、事業継続計画を実行し、その活動に努めることとされており、運送事業者が事業継続及び感染拡大防止対策を実施していくため、事業継続計画の策定支援等、必要な支援を行っていくこととしている。


　また、新型インフルエンザ等に対する対策の強化を図り、国民の生命及び健康を保護し、国民生活及び国民経済に及ぼす影響が最小となるようにすることを目的とした新型インフルエンザ等対策特別措置法（以下「特措法」という。）が24年5月に公布された。特措法は、発生時において、事業者一般は対策に協力し、事業実施において適切な措置を講じるよう努める責務を有するとされ、登録事業者においても、国民生活・経済の安定に寄与する業務の継続に努める責務を有し、運送事業者である指定公共機関等は、新型インフルエンザ等緊急事態において、その業務計画で定めることにより、旅客及び貨物の運送を適切に実施するための必要な措置を講じる責務を有する旨規定された。


　なお、対策の円滑な推進のため、25年5月の同法施行に向けて、政府の新型インフルエンザ等対策有識者会議が開催されているところである。









第8章　美しく良好な環境の保全と創造



第1節　地球温暖化対策の推進



1　京都議定書目標達成計画の実施等



　平成9年（1997年）に気候変動枠組条約第3回締約国会議（COP3）で採択された京都議定書において、我が国は二酸化炭素（CO2）等の温室効果ガス排出量を、20年（2008年）から24年（2012年）の第1約束期間に基準年である2年（1990年）から6％削減することとした。


　その達成に向けた京都議定書目標達成計画は、運輸部門や民生部門等の部門ごとに目標値を定め、以下の各対策を推進して、削減目標を確実に達成するため万全を期している。



・運輸部門は、1)自動車単体対策及び走行形態の環境配慮化、2)交通流対策、3)物流の効率化、4)公共交通の利用促進等、5)鉄道・船舶・航空のエネルギー消費効率の向上等


・民生部門の住宅・建築物分野では、断熱性能等の向上や空調設備等の効率化

・コンパクトシティの実現、下水道における新エネ・省エネ対策や汚泥処理における燃焼の高度化、温室効果ガス吸収源対策としての都市緑化等


・産業部門の低燃費型建設機械の普及

等を推進している。

　
図表II-8-1-1　国土交通省の地球温暖化対策


[image: 図表II-8-1-1　国土交通省の地球温暖化対策]





　23年度（2011年度）の確定値によると、我が国の温室効果ガス排出量は13億800万トンと京都議定書の基準年と比べ3.7％上回っているが、森林吸収量の見込みと京都メカニズムクレジットの取得を加味すると、20年度から23年度の4箇年平均で基準年比9.2％減であり、引き続き、個別の取組みの検証は必要であるものの、6％削減目標は達成可能と見込まれている。


　24年10月には「地球温暖化対策のための税」が導入されたが、環境負荷の少ない大量輸送機関である海運、鉄道、航空分野については、モーダルシフトの推進や公共交通機関の利用促進等が地球温暖化対策に資するものであることから、税制上の特例措置が設けられている。また、都市機能の集約化や公共交通機関の利用促進等を通じたコンパクトシティへの転換等を進める「都市の低炭素化の促進に関する法律」が施行されたほか、再生可能エネルギーの導入拡大等に関する各種規制の見直し・緩和等を行っており、今後はこれらの幅広い政策手段を組み合わせることにより、省エネルギー推進や再生可能エネルギー導入を最大限進めていく。


　なお、我が国は京都議定書第2約束期間（25〜32年）には参加せず取組みを実施することとしており、今後、25年以降の「地球温暖化対策計画」を策定することとしている。これらの動きを踏まえつつ、社会資本整備審議会環境部会及び交通政策審議会交通体系分科会環境部会においては、国土交通省の中期的地球温暖化対策の検討を行っている。











2　運輸部門における対策



　我が国全体のCO2排出量の約2割を占める運輸部門からの排出は、平成23年度の確定値によると、2億3,000万トンであり、目標達成計画における22年度の目安としての目標である2億4,000〜2億4,300万トンを20年度以降4年連続で達成しており、更なる排出削減に向けた取組みを推進している。




（１）自動車単体対策及び走行形態の環境配慮化



1)自動車の燃費改善

　「エネルギーの使用の合理化に関する法律（省エネ法）」に基づくトップランナー方式注1の燃費基準の策定や自動車の燃費の公表等を行っており、平成19年には27年度を目標年度とした燃費基準を策定している。23年度に出荷されたガソリン乗用車のうち半数以上が27年度を目標年度とした燃費基準を達成しており、平均燃費値は16年度と比較して約30％向上した。さらに、25年に、32年度を目標年度とする新たな燃費基準を策定し、より一層の燃費改善を図ることとしている。




2)燃費性能・排出ガス低減の向上を促す仕組み

　消費者が容易に識別・選択できるよう、燃費性能の高い自動車の普及促進を目的とした自動車燃費性能評価・公表制度を実施している。また、最新の排出ガス基準値よりも有害物質を低減させる自動車については、その低減レベルに応じ、低排出ガス車認定制度を実施している。なお、これらの制度による燃費性能等の表示については、「平成27年度燃費基準達成車」等のステッカーを貼付している。




3)環境対応車の普及促進

　環境対応車の普及促進については、平成24年度税制改正において、新たな燃費基準に基づき区分を再編し、ハイブリッド自動車の燃費性能に匹敵する従来車を免税の対象に追加する等の見直し・拡充を行った上で、環境性能に優れた自動車（エコカー）に対するエコカー減税（自動車重量税及び自動車取得税）やグリーン化特例（自動車税）等の延長を図っている。平成24年度におけるエコカー減税対象車の販売台数は、販売台数全体の約73％（約365万台）を占めている。


　さらに、地球温暖化対策、大都市地域等における大気汚染対策等の観点から、トラック・バス・タクシー事業者を中心に、CNG自動車注2、ハイブリッド自動車、電気自動車の導入等に対する補助を行ったほか、交通の省エネ化・低炭素化に資する新たなカテゴリーの乗り物「超小型モビリティ」についても導入に対する補助を行うなど、環境対応車の普及促進のための施策を実施した。




4)次世代大型車等の開発、実用化、利用環境整備

　次世代大型車の開発・実用化を促進するため、平成23年度より、高効率ハイブリッドトラック、電気・プラグインハイブリッドトラック及び高性能電動バス等の技術開発を行っている。今後、これらの試作車に係る実使用条件下での実証走行試験等を行い、実用化に向けた取組みを進める。




5)エコドライブの普及・推進

　関係省庁と連携し、平成24年11月の「エコドライブ推進月間」に「エコドライブ10のすすめ」の見直しを行ったのに加え、シンポジウムや講習会等を集中的に実施したほか、プレスリリース等により、エコドライブの普及啓発活動に努めている。さらに、自動車運送事業者等へのエコドライブ管理システム（EMS）注3普及・促進に努めている。




（２）交通流の円滑化等



　交通流の円滑化による走行速度の向上が実効燃費を改善し、自動車からの二酸化炭素排出量を減らすことから、様々な交通流対策を実施している。具体的には、都市部における交通混雑を解消させるため、都心部を通過する交通の迂回路を確保し都心部への流入の抑制等の効果がある環状道路等幹線道路ネットワークの整備、交差点の立体化、開かずの踏切等を解消する連続立体交差事業等を推進するとともに、道路空間の再配分等による自転車利用環境の整備を推進している。さらに、高速道路上を中心に設置したITSスポット等の道路インフラから詳細な道路交通状況等の情報を提供することで、渋滞の解消を図っている。また、道路設備の省エネルギー化を進めるため、道路照明灯の新設及び更新にあたり、LED道路照明灯の整備を実施している。




（３）物流の効率化



　国内物流の輸送機関分担率（輸送トンキロベース）はトラックが最大であり、5割を超えている。トラックのCO2排出原単位注4は、大量輸送機関の鉄道、内航海運より大きく、物流部門におけるCO2排出割合は、トラックが9割を占めている。国内物流を支えつつ、CO2の排出を抑制するために、トラック単体の低燃費化や輸送効率の向上と併せ、トラックの自営転換注5を含め、鉄道、内航海運等のエネルギー消費効率の良い輸送機関の活用を図ることが必要である。鉄道や海運へのモーダルシフトを推進すべく、隅田川駅の鉄道貨物輸送力増強事業（平成25年3月完成）や、環境省との連携による鉄道を活用した物流の低炭素化促進事業を実施しているほか、省エネ船の建造促進等内航海運・フェリーの活性化に取り組んでいる。加えて、「エコレールマーク」（25年3月末現在、商品99件（153品目）、取組み企業78件を認定）や「エコシップマーク」（24年12月末現在、荷主73者、物流事業者88者を認定）の普及に取り組んでいる。また、海上輸送と陸上輸送の結節点である港湾では、港湾地域における省エネルギー化、再生可能エネルギーの導入円滑化及び利活用、CO2の吸収源拡大等の取組みを推進している。さらに、国際海上コンテナターミナル等の整備により、国際貨物の陸上輸送距離削減を図っている。


　このほか、関係省庁、関係団体等と協力して、グリーン物流パートナーシップ会議を開催し、荷主と物流事業者がパートナーを組んで実施するCO2排出削減に関する取組みについて、優良事業者への表彰やその事例紹介等を通じ支援している。さらに、「モーダルシフト等推進事業」により、荷主及び物流事業者で構成される協議会が実施するモーダルシフト等の取組みを支援している。





　

図表II-8-1-2　グリーン物流パートナーシップ会議を通じた取組みの推進


[image: 図表II-8-1-2　グリーン物流パートナーシップ会議を通じた取組みの推進]





（４）公共交通機関の利用促進



　自家用乗用車から公共交通機関へのシフトは、自動車の走行量削減になり、地球温暖化対策の面から推進が求められている。このため、ICカードの導入等情報化の推進や乗継ぎの改善等による公共交通利便性向上のほか、エコ通勤優良事業所認証制度による事業所単位でのエコ通勤の取組みを推進するとともに、地域独自のエコ通勤推進施策との連携を行うなどの通勤交通グリーン化を展開した。さらに、これまで実施した「環境的に持続可能な交通（EST）モデル事業」の取組み成果及び分析・検証結果について、EST実現に取り組む地域に対し情報提供を全国規模で実施した。





　

図表II-8-1-3　モビリティ・マネジメントによる「エコ通勤」の推進


[image: 図表II-8-1-3　モビリティ・マネジメントによる「エコ通勤」の推進]





（５）鉄道・船舶・航空のエネルギー消費効率の向上



1)鉄道分野の更なる環境性能向上に資する取組み

　鉄道は他のモードに比べて環境負荷の小さい交通機関であるが、更なる負荷の軽減を図るため、蓄電池電車の技術開発やエネルギー効率の良い車両の導入を促進している。




2)海運における省エネ・低炭素化の取組み

　内航海運においては、「海運グリーン化総合対策」として、スーパーエコシップ注6等の普及促進、省エネ・低炭素化に資する新技術や設備の導入に対する補助等により、船舶の省エネ化を促進している。外航海運においては、「海洋環境イニシアティブ」として、船舶からのCO2排出量の30％削減を目標とする省エネ・省CO2技術の開発支援とともに、当該技術の普及促進のための国際標準化戦略を推進しており、我が国は、燃費規制、経済的規制等の国際的枠組み作りの議論を主導している。また、平成24年度からは、天然ガス燃料船の早期実用化・導入へ向けた環境整備事業を新たに開始している。




3)航空分野のCO2排出削減の取組み

　飛行時間・経路の短縮を可能とする広域航法（RNAV）、運航者が希望する最も効率的な高度を飛行できるUPR注7方式の導入、最小のエンジン推力を維持し、降下途中に水平飛行を行うことなく継続的に降下する継続降下運航（CDO）方式の導入等の航空交通システムの高度化や、航空機用地上動力設備（GPU）の利用促進、空港内GSE注8車両のエコカー化等のエコエアポートづくりを推進している。また、管制機関と航空会社が連携をとり、効率的な運航を目指す「アジア太平洋環境プログラム」（ASPIRE）注9へ参画するなど、国際的な取組みの強化も実施している。




（６）国民・民間事業者による取組みの促進



　輸送分野におけるエネルギー使用量の更なる抑制等を目的として、「省エネ法」に基づき、特定輸送事業者及び特定荷主による定期報告書等の提出を義務付け、省エネに向けた取組みを進めている。また、環境負荷の少ない経営（グリーン経営）を促進するため、グリーン経営推進マニュアルに基づく優れた環境への取組みを実施している自動車、海運、倉庫及び港湾運送事業者を認定する「グリーン経営認証制度」の普及を図っている。さらに、地球温暖化対策を進めるためには、国民の理解と積極的な行動が不可欠であるため、交通観光分野のカーボンオフセットの普及を促進している。





　

図表II-8-1-4　「省エネ法」による輸送分野のエネルギー使用効率の改善


[image: 図表II-8-1-4　「省エネ法」による輸送分野のエネルギー使用効率の改善]








注1　現在商品化されている製品のうち、燃費が最も優れているものの性能、技術開発の将来の見通し等を勘案して基準を定める方式。

注2　Compressed Natural Gas自動車（天然ガス自動車）のこと。

注3　自動車の運行において計画的かつ継続的なエコドライブの実施とその評価及び指導を一体的に行う取組み

注4　貨物1トンを1km輸送するときに排出されるCO2の量

注5　自家用トラック（自家用貨物を自ら運ぶトラック）から、複数荷主の積合せ貨物の運送等によって輸送効率の向上を図り、運送コストを低下させるため営業用トラック（他人からの依頼に応じ、貨物を有償で運ぶトラック）へ転換すること


注6　電気推進システムを採用し、CO2、NOxや燃費の向上に資する優れた環境性能と経済性を有する次世代内航船


注7　User Preferred Route

注8　Ground Service Equipments

注9　Asia and Pacific Initiative to Reduce Emissions











コラム　港湾における再生可能エネルギーの円滑な導入の推進に向けた取組み〜導入手順などを提示したマニュアル〜



　東日本大震災を契機に、国内の再生可能エネルギー発電の普及の必要性が高まっている。代表的な再生可能エネルギーの1つである風力発電は、従来事業が行われていた山岳地帯などに加え、安定して強い風が吹き、大規模な展開が可能な空間が拡がる海域が、新たな事業適地として注目されている。その中でも港湾は、これまでの産業の集積により、道路や送電線といった風力発電事業に必要なインフラが既に整備されている場合が多いことや、海上輸送された大型機材の荷揚げ機器の確保や組み立てに必要な作業ヤードが確保できることなど、実際の事業を展開する上で必要な環境が整っていること、また、港湾管理者という海域を管理する公的主体が明確になっていることなどから、着床式洋上風力発電設備（平成24年末現在、設置数14基）の、今後の重要な展開場所として期待が集まってきている。


　しかし、港湾は本来、物流や人流の結節点としての機能を有しており、風力発電の導入においては、この港湾が持つ本来の機能と共生して行う必要がある。そこで国土交通省では、環境省と連携し、共生に必要な具体的課題について検討を行い、港湾へ風力発電を円滑に導入するための手順などを示したマニュアル（「港湾における風力発電について　−港湾の管理運営との共生のためのマニュアル−」。以下、「マニュアル」という。）を24年6月に公表したところである。


　マニュアルでは、風力発電の導入における関係団体が一堂に会する協議会の設置や、港湾の本来の機能と風力発電設備の立地が共生できる適地の設定、また適地内での風力発電事業の公募など、その導入を円滑にするための手順などを提案しており、実際に茨城県鹿島港、山形県酒田港等において、マニュアルに基づいた計画が進められている。





　
北海道瀬棚港に立地する洋上風力発電設備（600kW×2基）


[image: 北海道瀬棚港に立地する洋上風力発電設備（600kW×2基）]



　
港湾の本来の機能と風力発電設備の立地とが共生できる区域イメージ


[image: 港湾の本来の機能と風力発電設備の立地とが共生できる区域イメージ]









3　住宅・建築物、下水道、都市緑化等に関する対策



（１）住宅・建築物の省エネ性能の向上



　民生部門のエネルギー消費量は、他の部門に比べると過去からの増加が顕著であり、住宅・建築物の省エネルギー性能の向上は喫緊の課題である。このため、経済産業省、環境省と連携し、有識者や実務者等からなる「低炭素社会に向けたすまいと住まい方推進会議」を開催し、省エネルギー基準の義務化も含め、住宅・建築物の省エネ対策の今後の方向性の検討を行い、中間とりまとめを行った。また、「省エネ法」に基づく省エネ基準について、創エネも含めて一次エネルギー消費量により総合的に評価する基準への見直しを行った（平成25年度施行予定）。さらに、「都市の低炭素化の促進に関する法律」に基づき、高い省エネ性能を有する低炭素建築物の認定制度を開始し、その普及を図った。


　このほか、住宅の省エネルギー性能を消費者に分かりやすく表示する住宅性能表示制度や、住宅・建築物の居住性（室内環境）の向上と地球環境への負荷の低減等を総合的な環境性能として一体的に評価する建築環境総合性能評価システム（CASBEE）の開発・普及を図っている。


　また、住宅の省エネ化を推進するための支援策として、復興支援・住宅エコポイントや（独）住宅金融支援機構の証券化支援事業の枠組みを活用した金利引下げ等を実施するとともに、民間事業者等の先導的な技術開発の支援、設計・施工技術者向けの講習会の開催等により、省エネ住宅・建築物の設計、施工技術等の開発・普及を図っている。


　さらに、既存ストックの省エネ対策を促進するため、既存住宅の省エネ改修工事に対する税制上の支援措置等を講じている。



（２）官庁施設の環境負荷低減化の推進



　官庁施設の建替え等にあたり、ライフサイクルを通じた環境負荷の低減や周辺環境の保全に配慮した整備を行っており、平成24年度には、横須賀地方合同庁舎等の整備を行った。また、既存施設については、設備機器等の老朽更新に併せて省エネルギー効果の高い機器等への改修を行うほか、施設管理者に対する技術支援等を通じて適切な運用管理、改善に努めている。このほか、官庁施設の木材利用の推進を図っており、24年度には、横浜植物防疫所つくば圃場等の木造化や横須賀地方合同庁舎等の内装の木質化を行った。





　
図表II-8-1-5　木材利用の実例


[image: 図表II-8-1-5　木材利用の実例]



（３）下水道における地球温暖化対策



　京都議定書目標達成計画に基づき、高効率機器の導入等による省エネ対策、下水汚泥の固形燃料化やバイオガスの有効利用等の新エネ対策、下水汚泥の高温焼却による一酸化二窒素の削減を推進している。




（４）河川等における小水力発電の推進



　河川等における低炭素社会に向けた取組みとして、小水力発電の導入を推進している。具体的には、小水力発電の普及促進のため、河川法に基づく水利使用許可手続の簡素化・円滑化等を実施しているほか、直轄管理ダム等においてダム管理用発電設備を積極的に導入するとともに、砂防堰堤を活用した小水力発電設備の導入を支援することにより、未利用エネルギーの徹底的な活用を図っている。




（５）都市緑化等によるCO2の吸収源対策の推進



　都市緑化等は森林と並ぶ温室効果ガス吸収源として、京都議定書において「植生回復活動」として国際的にも位置付けられている。また、ヒートアイランド現象の緩和による熱環境改善を通じた都市の低炭素化や、その意義や効果に関する普及啓発についても京都議定書目標達成計画において位置付けられており、市町村が策定する総合的な緑に関するマスタープランである「緑の基本計画」等に基づき、都市公園の整備、道路、河川、港湾、下水処理施設、住宅、官公庁施設等及び民有地における緑化を積極的に推進している。




（６）市街地整備における地球温暖化対策



1)市街地整備

　低炭素都市づくりの実現に向けて、エネルギーの面的利用をはじめとする、地区・街区レベルでの先導的な都市環境対策を推進するため、計画策定、コーディネート、モデル事業等を支援する。




2)環境対応車を活用したまちづくり

　環境対応車（特に電気バス、電気自動車、超小型モビリティ）を活用し、環境に優しい都市交通の実現や低炭素型のまちづくりを促進するため、平成24年度に電気バス及び超小型モビリティの導入や駐車場における充電施設の設置に関するガイドラインを策定した。電気バスについては、他地域の導入を誘発するような優れた取組みを、超小型モビリティについては、公道走行を可能とする認定制度を創設し、まちづくりと一体となった優れた取組みを支援するなど、地方公共団体や事業者等の取組みを推進している。









第2節　循環型社会の形成促進



1　建設リサイクルの推進



　建設廃棄物は、全産業廃棄物排出量の約2割、最終処分量の約2割、不法投棄量の約6割を占め、その発生抑制、リサイクルの促進は重要な課題である。平成22年度の建設廃棄物の排出量は全国で約7,300万トン、20年度の再資源化等率は93.7％であり、17年度の92.2％と比較して向上しているものの、再資源化等率を高い水準で確保するため、引き続き取組みが必要である。


　下水汚泥についても、全産業廃棄物排出量の約2割を占め、22年度の排出量は約7,200万トンであり、その減量化、リサイクルの推進に取り組んでいる。





　

図表II-8-2-1　産業廃棄物の分野別排出量と建設副産物の品目別再資源化率


[image: 図表II-8-2-1　産業廃棄物の分野別排出量と建設副産物の品目別再資源化率]





（１）建設リサイクルの推進



　「建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律（建設リサイクル法）」に基づき、全国一斉パトロール等による法の適正な実施の確保に努めている。


　また、「建設リサイクル制度の施行状況の評価・検討について　とりまとめ」の中で指摘されている石膏ボードの分別解体の徹底等、様々な課題を克服するため必要な検討調査を行い、建設リサイクルの促進を図ることとしている。建設リサイクルを取り巻く課題として、再資源化率が低い品目があること、発生抑制やリサイクルの「質」の向上への取組みが不十分であること、依然として建設関係の不法投棄が多いことなどが挙げられる。そこで、関係者の意識向上と連携強化や他の環境政策との統合的展開を図り、民間主体の創造的取組みを軸とした建設リサイクル市場の育成を基本的考え方とする「建設リサイクル推進計画2008」を推進している。





　
図表II-8-2-2　建設リサイクルの取組み事例


[image: 図表II-8-2-2　建設リサイクルの取組み事例]



（２）下水汚泥の減量化・リサイクルの推進



　下水汚泥のリサイクルを推進（平成22年度リサイクル率78％）し、処理過程で発生するバイオガスの発電利用や天然ガス自動車への燃料利用、下水汚泥の固形燃料化等によるエネルギー利用や、下水・下水汚泥からのリンの回収・活用を進めている。さらに、下水道革新的技術実証事業（B-DASHプロジェクト）により、下水道資源を有効利用する革新的な技術及びシステムの開発を進めている。











コラム　都市における植物廃材のエネルギー利用



　平成23年3月11日に発生した東日本大震災では、東北・関東の広い範囲で停電が発生し、停電した世帯数は、東京電力・東北電力管内で約840万世帯に上りました。これらは、発災6日後までに80％以上が復旧しましたが、発災後数日間の停電により、避難生活や救援活動等に影響が生じました。


　被災地では、津波被害等により住居を失った被災者の避難生活の場や救援活動の場として、都市公園の体育館や広場等が活用されるケースが多く見られ、福島県では発災後1箇月の間に約200公園が避難地や仮設住宅用地等として活用されました。このような状況を踏まえると、都市公園においても災害時に一定のエネルギー供給が可能な体制を構築しておくことで、円滑な避難や救援・復旧活動を支えることが必要です。


　このことから、都市内の都市公園等から発生する植物廃材のエネルギー利用に着目し、防災公園等にエネルギー供給することで、災害に強くかつ環境問題や人口減少問題等にも対応した低炭素・循環型都市の実現を目指していきます。都市内の都市公園等から発生する剪定枝等の植物廃材は、我が国全体で約200万トン／年が発生しているとも推測されています。これらは一部が有効活用されているものの（大阪府の公園剪定枝利用率：29％、浜松市の緑化木剪定枝利用率：4％、松本市の公園・街路樹の剪定枝利用率：14％等）多くは焼却処分されているのが現状です。また、有効活用されている場合の用途もチップ化や堆肥化がほとんどですが、すべてを有効活用できていないところもあるようです。


　都市で発生する植物廃材は、山間部の間伐材等に比較すると、エネルギー消費地である都市やその周辺に存在することから、搬出や搬送に係るエネルギーやコストが少なくてすむという利点がある一方で、発生量の季節変動が大きく、まとまった量を常時確保することが困難である等の課題があることから、発電等のエネルギー利用がなかなか図られていないのが現状です。


　このため国土交通省では、植物廃材のエネルギー利用を推進していくため、24年度からモデル都市（松本市、北九州市）において、都市由来の植物廃材を活用した発電システムに係る実証実験（植物廃材の収集、発電試験等）を通じ、発生量、収集・運搬方法やコスト等の把握、事業採算性の算定等の検討を行っています。25年度には、引き続き実証実験を行い、その結果をもとに当該システムの導入に関するガイドラインの作成等を行う予定です。





　
モデル都市における実証実験（植物廃材の収集、チップ化）


[image: モデル都市における実証実験（植物廃材の収集、チップ化）]









2　循環資源物流システムの構築



（１）海上輸送を活用した循環資源物流ネットワークの形成



　循環型社会の構築に向けて循環資源の「環」を形成するため、循環資源の広域活動の拠点となる港湾をリサイクルポート（総合静脈物流拠点港）として全国で22港指定している。リサイクルポートでは、岸壁等の港湾施設の確保、循環資源取扱支援施設の整備への助成、官民連携の促進、循環資源の取扱いに関する運用等の改善を行っている。





　
図表II-8-2-3　リサイクルポートの指定


[image: 図表II-8-2-3　リサイクルポートの指定]



（２）廃棄物海面処分場の計画的な確保



　港湾整備により発生する浚渫土砂や内陸部での最終処分場の確保が困難な廃棄物等を受け入れるため、海面処分場の計画的な整備を進めている。特に大阪湾では、大阪湾フェニックス計画に基づいて広域処理場を整備し、近畿2府4県168市町村から発生する廃棄物等を受け入れている。また、首都圏で発生する建設発生土をスーパーフェニックス計画に基づき海上輸送し、各地の港湾等の埋立用材として広域利用を行っている。











3　自動車・船舶のリサイクル



（１）自動車のリサイクル



　「使用済自動車の再資源化等に関する法律（自動車リサイクル法）」に基づき、使用済自動車が解体されたことを確認する制度を導入している。また、「道路運送車両法」の抹消登録を行う場合、使用済自動車に係る自動車重量税還付制度も併せて実施し、使用済自動車の適正処理の促進及び不法投棄の防止を図っている。




（２）船舶のリサイクル



　大型船舶のリサイクル（シップリサイクル）注1は、バングラデシュやインド等の開発途上国を中心に実施されてきており、船舶リサイクル施設において繰り返される死傷事故や海洋汚染等が問題視されてきた。これらの問題を解決するため、我が国主導の下、国際海事機関（IMO）を中心に議論がなされた結果、「2009年の船舶の安全かつ環境上適正な再生利用のための香港国際条約（仮称）」（シップリサイクル条約）が採択された。本条約においては、船舶と船舶リサイクル施設のそれぞれについて検査と証書の保持が義務付けられ、アスベストやポリ塩化ビフェニル（PCB）等の新規搭載の禁止等が求められている。本条約の施行を支援するための各種ガイドラインについては、我が国の主導の下、策定作業を実施し、平成24年10月迄にすべてのガイドラインが採択されたところである。


　国内においては、世界に先駆け、環境に配慮した先進国型のシップリサイクルシステムに向け、市場特性を踏まえた事業運営スキームを構築し、安定的、かつ、継続的な事業実施手法の検討を行っている。


　一方、個人所有のプレジャーボートは、そのほとんどが処理の難しい繊維強化プラスチック（FRP）製であるため、適切な廃棄処理ルートの確立が求められていたことから、FRP船のリサイクル技術を確立するとともに、処理ルートの構築に向けた取組みを行ってきた。この結果、17年からは（社）日本舟艇工業会が主体となり、全国でFRP船のリサイクルに取り組んでおり、現在では年間約700隻が適切にリサイクルされている。








注1　寿命に達した船舶は、解体され、その大部分は鋼材として再活用される。










4　環境負荷低減に資する資材調達の推進等



（１）グリーン調達注1における取組み



　「国等による環境物品等の調達の推進等に関する法律（グリーン購入法）」に基づく政府の基本方針の一部変更を受け、「環境物品等の調達の推進を図るための方針（調達方針）」が策定された。これに基づき、公共工事における資材、建設機械、工法、目的物について、環境物品等の調達を積極的に推進している。




（２）木材利用の推進



　木材は、加工に要するエネルギーが他の素材と比較して少なく、多段階における長期的利用が地球温暖化防止に資するなど環境にやさしい素材であることから、公共工事に木材利用推進を図っている。


　「グリーン購入法」に基づく調達方針においては、間伐材を使用した公共工事の調達を積極的に推進しているほか、木造住宅生産体制の整備や担い手の育成等、地域の木材を活用した木造住宅の振興に積極的に取り組んでいる。


　「公共建築物等における木材の利用の促進に関する法律」等に基づき、平成23年5月に、国土交通省の「公共建築物における木材の利用の促進のための計画」を策定した。25年3月には、農林水産省と連名で「公共建築物における木材の利用の促進に向けた措置の実施状況について」を公表した。また、技術的難易度が高く、建設が進んでいない木造耐火建築物について、整備に関する技術的事項をとりまとめ、25年3月に、「官庁施設における木造耐火建築物の整備指針」を策定した。さらに、先導的な設計・施工技術を導入する大規模木造建築物等の整備に対する支援を行っている。








注1　ここでは「グリーン購入法」第2条に規定された環境物品等を調達することをグリーン調達という。








第3節　豊かで美しい自然環境を保全・再生する国土づくり



1　生物多様性の保全のための取組み



　平成22年10月に愛知県名古屋市で開催されたCOP10において戦略計画2011−2020（愛知目標）が採択されたことを受け、その達成に向けて、取組みを推進しているところである。さらに、24年9月には「生物多様性国家戦略2012−2020」が策定され、河川、都市の緑地、海岸、港湾等において生物の生息・生育地の保全・再生・創出等の取組みを引き続き推進することとしている。


　また、23年10月に、市町村が策定する総合的な緑に関するマスタープランである「緑地の保全及び緑化の推進に関する基本計画」（緑の基本計画）の策定等に当たっての参考資料として、「緑の基本計画における生物多様性の確保に関する技術的配慮事項」を策定し、地方公共団体における都市の生物多様性の確保の取組みの促進を図っている。











2　豊かで美しい河川環境の形成



（１）良好な河川環境の保全・形成



1)多自然川づくり、自然再生の推進

　河川整備に当たっては、「多自然川づくり基本指針（平成18年10月策定）」に基づき、治水上の安全性を確保しつつ、生物の生息・生育・繁殖環境及び多様な河川景観の保全・復元に努めている。


　また、自然再生事業等による湿地等の再生、魚道整備等による魚類の遡上・降下環境の改善等を推進するとともに、これらを多様な主体と連携して進めることにより生態系ネットワーク（エコロジカル・ネットワーク）を形成注1し、流域の生態系の保全・再生を推進している。


　さらに、これらの取組みをより効果的に進めるため、河川水辺の国勢調査や世界最大級の実験水路を有する自然共生研究センターにおける研究成果等を活用するとともに、学識経験者や各種機関との連携に努めている。




2)河川における外来種対策の実施

　生物多様性を保全する上で大きな脅威の1つである外来種は、全国の河川において生息域を拡大しており、生態系への影響等が問題となっている。この対策として、「改訂版河川における外来種対策の考え方とその事例（平成23年2月）」等の周知を行うとともに、各地で外来種対策を実施している。




（２）河川水量の回復のための取組み



　良好な河川環境を保全するには、豊かな河川水量の確保が必要である。このため、河川整備基本方針等において動植物の生息・生育環境、景観、水質等を踏まえた必要流量を定め、この確保に努めているほか、水力発電所のダム等の下流の減水区間における清流回復の取組みを進めている。また、ダム下流の河川環境を保全・改善するため、洪水調節に支障を及ぼさない範囲で洪水調節容量の一部を有効に活用するダムの弾力的管理及び弾力的管理試験を行っている（平成24年度は、全国の計18ダムで実施）。さらに、平常時の自然流量が減少した都市内河川では、下水処理場の処理水の送水等により、河川流量の回復に取り組んでいる。




（３）山地から海岸までの総合的な土砂管理の取組みの推進



　近年、土砂の流れの変化による河川環境の変化や海域への土砂供給の減少、沿岸漂砂の流れの変化等による海岸侵食等が気候変動により加速するおそれがあることから、山地から海岸まで一貫した総合的な土砂管理の取組みを関係機関が連携して推進している。具体的には、渓流、ダム、河川、海岸における土砂の流れに起因する問題に対応するため、関係機関との事業連携のための方針の策定を目指すなど、連携の強化を進めている。





　
図表II-8-3-1　総合的な土砂管理の取組み


[image: 図表II-8-3-1　総合的な土砂管理の取組み]



（４）河川における環境教育



　地域に身近に存在する自然空間として、川においては、近年、環境学習や自然体験活動等の様々な活動が活発に行われている。また、子どもが安全に水辺で学び、遊ぶためのプロジェクトの推進や情報発信を行うとともに、川には危険が内在し、安全に活動するためには正しい知識が不可欠であることから、市民団体が中心となって設立された特定非営利活動法人「川に学ぶ体験活動推進協議会（RAC）」等と連携し、川の指導者の育成等を推進している。さらに、急な増水による水難事故を防止するため、平成19年度に策定した「急な増水による水難事故防止アクションプラン」や20年7月に発生した兵庫県都賀川における水難事故を受けて取りまとめられた「中小河川における水難事故防止策検討WG」報告書等を参考に、水難事故を防止するための対策に取り組んでいる。


○子どもの水辺再発見プロジェクト

　市民団体、教育関係者、河川管理者等が連携して、子どもの水辺を登録し、子どもの水辺サポートセンターにおいて様々な支援を実施。平成24年3月末現在、293箇所を登録。


○水辺の楽校プロジェクト

　子どもの水辺として登録された箇所において、河川利用の促進、体験活動の充実を図るにあたって必要な水辺の整備を実施。24年3月末現在、280箇所を登録。


○全国水生生物調査

　川にすむ生き物を調べることを通じて、身近な河川に接し、川への関心を呼び起こすことを狙いとして実施。23年度は55,772人が参加。調査地点（2,333地点）の55％で、「きれいな水」と判定された。










注1　自然地を保全・再生し、それらをつなぐことにより、生物の移動経路を確保し、自然の働きを回復させることで、豊かな自然を再生する取組み











3　海岸・沿岸域の環境の整備と保全



　高潮、津波、波浪等から海岸を防護しつつ、生物の生息・生育地の確保、景観への配慮や海浜の適正な利用の確保等が必要であり、「防護」「環境」「利用」の調和のとれた海岸の整備と保全を推進している。


　外国由来を含む漂流・漂着ごみにより海岸機能の低下や生態系を含めた環境・景観の悪化、船舶の安全航行確保や漁業への被害等が近年深刻化しているため、「美しく豊かな自然を保護するための海岸における良好な景観及び環境の保全に係る海岸漂着物等の処理等の推進に関する法律（海岸漂着物処理推進法）」に基づき、今後とも、関係機関と緊密な連携を図り、漂流・漂着ごみに対する実効的な対策を推進する。


　また、海岸保全施設の機能阻害の原因となる大規模な海岸漂着ごみを緊急的に処理するため、広域にわたる「複数の海岸」の関係者が一体的・効率的に処理を行うことができる「災害関連緊急大規模漂着流木等処理対策事業」を推進している。











4　港湾行政のグリーン化



（１）今後の港湾環境政策の基本的な方向



　我が国の港湾が今後とも物流・産業・生活の場としての役割を担い、持続可能な発展を遂げていくためには、過去に劣化・喪失した自然環境を少しでも取り戻し、港湾のあらゆる機能について環境配慮を取り込むことが重要である。そのため、港湾の開発・利用と環境の保全・再生・創出を車の両輪としてとらえた「港湾行政のグリーン化」を図っている。





　
図表II-8-3-2　港湾行政のグリーン化


[image: 図表II-8-3-2　港湾行政のグリーン化]



（２）良好な環境の積極的な保全・再生・創出



　港湾整備で発生する浚渫土砂等を有効に活用した干潟造成、覆砂、深堀跡の埋め戻し、生物共生型港湾構造物の普及等を実施し、事業着手後においては、順応的管理手法の導入により整備後の状況を継続監視するとともに、行政機関、研究所等の多様な主体が環境データを登録し、共有することができる海域環境データベースを構築し、環境データの収集・蓄積・解析・公表を図りつつ、沿岸域の豊かな自然環境の保全・再生・創出に積極的に取り組んでいる。


　また、自然環境の大切さを学ぶ機会の充実を図るため、保全・再生・創出した場を活用した「海辺の自然学校」を全国各地で実施している。




（３）放置艇対策の取組み



　放置艇については、船舶の航行や停泊、海洋性レクリエーション活動や漁業活動に影響を及ぼすとともに津波による二次被害も懸念されることから、小型船舶の係留保管能力の向上と放置等禁止区域の指定等の規制措置を両輪とする対策を実施している。


　なお、放置艇に係る課題は各水域で異なることから、地方整備局及び地方運輸局において、水域管理者と関係者の意見交換の場を設け、対策を検討している。











5　道路の緑化・自然環境対策等の推進



　道路利用者への快適な空間の提供、周辺と一体となった良好な景観の形成、地球温暖化やヒートアイランドへの対応、良好な都市環境の整備等の観点から、道路の緑化は重要である。このため、道路空間における木陰の創造を目的とする緑陰道路プロジェクトをはじめとした街路樹や歩道内緑化の整備の推進や、沿道地域と連携・協力した維持管理を実施している。また、道路事業の計画・設計段階から貴重な自然環境のある場所はできるだけ回避し、回避できない場合は影響の最小化や代替措置を講じることを基本として、環境の保全・回復を図っている。





　
緑陰道路の事例（宮崎市）


[image: 緑陰道路の事例（宮崎市）]







第4節　健全な水循環系の構築



1　水関係省庁の連携による健全な水循環系構築への取組み



　健全な水循環系構築に関する関係省庁連絡会議は、水循環系の健全化に向けた考え方となる「健全な水循環系構築のための計画づくりに向けて」を公表しており、地域の取組みを推進するため、関係省庁が連携しながら各種支援を行っている。





　
図表II-8-4-1　健全な水循環系の構築


[image: 図表II-8-4-1　健全な水循環系の構築]









2　水環境改善への取組み



（１）水質浄化の推進



　水質悪化の著しい河川等における、浄化導水、底泥浚渫、植生浄化等の水質浄化を霞ヶ浦（茨城県）、宍道湖・中海（島根県・鳥取県）等において行い、清浄な流水の確保を図っている。


　また、水環境の悪化が著しい全国34の河川等で、水環境改善に積極的に取り組んでいる地元市町村等と河川管理者、下水道管理者等の関係者が一体となり、「第二期水環境改善緊急行動計画（清流ルネッサンスII）」を策定・実施している（34地区を選定）。





　
図表II-8-4-2　清流ルネッサンスII


[image: 図表II-8-4-2　清流ルネッサンスII]



（２）水質の調査と水質事故対応



　良好な水環境を保全・回復する上で、河川・湖沼・ダム・貯水池の水質調査は重要であり、平成23年は109水系の1,091地点を調査した。


　また、市民と協働で、水質調査マップの作成や水生生物調査を実施している。さらに、河川を多様な視点で総合的に評価する新しい水質指標に基づき、一級河川で住民協働調査を実施した結果、23年は約22％（59地点/270地点）が「泳ぎたいと思うきれいな川」と判定された。


　一方、油類や化学物質の流出等による河川の水質事故は、23年に一級水系で1,244件発生した。水質汚濁防止に関しては、河川管理者と関係行政機関により構成される水質汚濁防止連絡協議会を全国109水系のすべてに設立し、水質事故発生時の速やかな通報・連絡、オイルフェンスの設置等被害の拡大防止に努めている。



・全国で見ると、平成23年にBOD（生物化学的酸素要求量）値（又はCOD（化学的酸素要求量）値）が環境基準を満足した調査地点の割合は91％で、3年連続で過去最高となった。


・河川の調査地点のうち、BOD値がサケやアユが生息できる良好な水質とされる3.0mg／L以下となった地点は約95％であった。


・人の健康の保護に関する環境基準項目（ヒ素等27項目）については、環境基準を満足した調査地点の割合は約99％で、ほとんどの地点で満足している。


　

図表II-8-4-3　BOD値（又はCOD値）が環境基準を満足した調査地点の割合


[image: 図表II-8-4-3　BOD値（又はCOD値）が環境基準を満足した調査地点の割合]








（３）閉鎖性海域の水環境の改善



　東京湾、伊勢湾、大阪湾、瀬戸内海等の閉鎖性海域では、陸域から流入する有機汚濁物質及び窒素・リンが多いことや、干潟・藻場の消失により海域の浄化能力が低下したことなどにより赤潮や青潮が発生し、漁業被害等が生じている。このほか、漂流ごみによる環境悪化、船舶航行の障害等問題が生じている。


　この状況を改善するため、1)汚泥浚渫、覆砂、深堀跡の埋め戻しによる底質改善、2)干潟・藻場の再生や生物共生型港湾構造物の普及による生物生息場の創出、3)海洋環境整備船による漂流ごみ・油の回収、4)下水道整備等による海域への流入汚濁負荷の削減等、美しい海域を取り戻す取組みを推進している。




（４）水環境改善に向けた下水道整備の促進



　流域別下水道整備総合計画の策定・見直しを適切に進め、閉鎖性水域における富栄養化の原因である窒素・リン等を除去する下水道の高度処理を推進する。また、施設更新の時期に達しない処理施設においては、部分的な施設・設備の改造等により早期の水質改善を目指す段階的な高度処理を併せて促進している。


　合流式下水道については、中小都市では平成25年度末、大都市では35年度末までに雨天時に雨水吐から放流される未処理下水の量と頻度の抑制等により、対策の完了を図ることとしている。




（５）地域のニーズに応じた水路の再生等



　近年、身近な河川や水路等に水を流すことにより、親水性を高め、水路等を浄化し、また、生物の生息・生育環境及び歴史的文化遺産を保護・保全しようとする地域のニーズが一層高まっている。このため、「環境用水注1に係る水利使用許可の取扱いについて」に基づき、一定量を通年通水する水利使用を認めるとともに、許可基準を明らかにし「まちの清流」の再生に取り組んでいる。








注1　水質、親水空間、修景等生活環境又は自然環境の維持、改善等を図ることを目的とした用水










3　水をはぐくむ・水を上手に使う



（１）水資源の安定供給



　水利用の安定性を確保するためには、需要と供給の両面から地域の実情に応じた多様な施策を行う必要がある。具体的に、需要面では水の回収・反復利用の強化、節水意識の向上等があり、他方、供給面ではダム等の水資源開発施設の建設・維持管理、水資源関連施設の老朽化対策、危機管理対策、雨水・再生水等の利用による水源の複数化等がある。また、地下水の適正利用と保全のほか、水源地域を保全・活性化するため、「水源地域対策特別措置法」に基づく生活環境・産業基盤整備等を実施している。


　さらに、気候変動等によるリスクの対応策として、水を持続的に活用できる社会の実現と健全な水循環系の構築を目指し、1つの水系に依存する流域を単位として水にかかわる主体が連携・調整しながら、水量と水質、表流水と地下水、平常時と緊急時を一体的に捉え、対策の適切な組合せなどにより総合的な水資源管理の実施に向けた取組みを進めている。




（２）水資源の有効利用



1)下水処理水の再利用拡大に向けた取組み

　下水処理水は、都市内において安定した水量が確保できる貴重な水資源である。下水処理水全体のうち、約1.4％が用途ごとに必要な処理が行われ、下水再生水としてせせらぎ用水、河川維持用水、水洗トイレ用水等に活用されており、更なる利用拡大に向けた取組みを推進している。




2)雨水利用等の推進

　水資源の有効利用のため、雨水や建物内からの排水を処理して水洗トイレ用水や散水等へ利用する取組みを促進している。これらの利用施設は、平成22年度末において約2,900施設あり、その年間利用量は約6,500万m3である。引き続き雨水利用の推進を図るため、雨水利用施設の事例や利用上の配慮事項等を含めた実態把握を行い、利用者との情報共有を進めている。




（３）安全でおいしい水の確保



　我が国は水道が普及し、水道の水をそのまま飲める世界の中でも数少ない国であるが、近年は、国民の安全でおいしい水へのニーズは更に高まってきている。このため、水質の悪化による異臭味や有害物質の河川流出等に対応するため、支川等からの水を浄水場取水口の下流にバイパスさせたり、水道水源域におけるダムや河川での水質浄化、下水道の普及促進、高度処理の導入促進、合流式下水道の改善対策等を実施するなど、おいしい水の確保と水質に関するリスクの回避・軽減を図っている。




（４）雨水の浸透対策の推進



　近年、流域の都市開発による不浸透域の拡大により、降雨が地下に浸透せず短時間で河川に流出する傾向にある。降雨をできるだけ地下に浸透させることにより、豪雨による浸水被害等を軽減させるとともに、地下水の涵養、湧水の復活への寄与等、健全な水循環系の構築を目的として、流域貯留浸透施設の整備を税制措置等により、推進・促進している。




（５）地下水対策の推進



　高度経済成長期に産業目的等で地下水が過度に汲み上げられた結果、各地で地盤沈下、塩水化等の地下水障害が発生した。地盤沈下が広範囲に発生した濃尾平野、筑後・佐賀平野、関東平野北部においては、地盤沈下防止等対策要綱に基づき、地下水の保全や利用の適正化等の取組みを行っている。











4　下水道整備の推進による快適な生活の実現



　下水道は、汚水処理や浸水対策によって都市の健全な発展に不可欠な社会基盤であり、近年は、低炭素・循環型社会の形成や健全な水循環の形成等の新たな役割が求められている。




（１）下水道による汚水処理の普及



　汚水処理施設の普及率は平成23年度末において、全国で約88％（下水道の普及率は約76％）になった（東日本大震災の影響により、調査対象外とした岩手県、福島県を除いた45都道府県の集計データ）ものの、地域別には大きな格差がある。特に人口5万人未満の中小市町村における汚水処理施設の普及率は約74％（下水道の普及率は約48％）と低い水準にとどまっている。今後の下水道整備においては、人口の集中した地区等において重点的な整備を行うとともに、地域の実状を踏まえた効率的な整備を推進し、普及格差の是正を図ることが重要である。





　

図表II-8-4-4　都市規模別下水道処理人口普及率（平成23年度末）


[image: 図表II-8-4-4　都市規模別下水道処理人口普及率（平成23年度末）]





1)効率的な汚水処理施設整備のための事業連携

　汚水処理施設の整備については、一般的に人家のまばらな地区では個別処理である浄化槽が経済的であり、人口密度が高くなるにつれて、集合処理である下水道や農業集落排水施設等が経済的となるなどの特徴がある。このため、整備を進めるに当たっては、経済性や水質保全上の重要性等の地域特性を十分に反映した汚水処理に係る総合的な整備計画である「都道府県構想」が各都道府県において策定されている。近年の人口減少傾向も踏まえ、より効率的な汚水処理施設整備のため、都道府県構想の早急な見直しを推進している。また、広域的な汚泥処理等、他の汚水処理施設との連携施策の導入による効率的な整備についても積極的に推進している。





　
図表II-8-4-5　下水道計画の見直しと重点的な整備


[image: 図表II-8-4-5　下水道計画の見直しと重点的な整備]



2)下水道クイックプロジェクト

　本プロジェクトは、人口減少や厳しい財政事情を踏まえ、従来の技術基準にとらわれない地域の実状に応じた低コスト、早期かつ機動的な整備が可能な新たな整備手法を、有識者らにより構成される委員会において性能等の検証を行いながら、地域住民協力の下、広く導入を図るものである。平成24年度までに14市町村で社会実験を実施し、「工場製作型極小規模処理施設（接触酸化型）」等の6つの技術については有効性が認められたため、当技術を利用するに当たっての手引書を取りまとめている。また、他の技術についても全国で活用可能となるよう、検証・評価を進めている。





　

図表II-8-4-6　下水道クイックプロジェクト実施事例（極小規模処理施設：岩手県二戸市）


[image: 図表II-8-4-6　下水道クイックプロジェクト実施事例（極小規模処理施設：岩手県二戸市）]



（２）下水道事業の持続性の確保



1)適正なストック管理

　下水道整備の進展に伴い増大している下水道施設（管路延長約44万km処理場約2,200箇所）の適正な維持管理・改築更新が重要である。老朽化を放置すれば、下水処理機能の停止により日常生活や社会経済活動に重大な影響を及ぼすおそれがある。また、管路施設の老朽化や硫化水素による腐食等に起因する道路陥没は、小規模なものが主であるが、平成23年度には約4,700箇所で発生している。下水道の機能を将来にわたって維持・向上し、また、必要となる費用の最小化あるいは平準化を図るため、予防保全管理を実践したストックマネジメントの導入を推進する必要がある。そのため、効率的な管路点検調査手法や包括民間委託の導入検討等を行うとともに、耐震化等の機能向上や長寿命化対策を含めた計画的な改築を推進している。




2)経営基盤の強化

　下水道事業の経営は、汚水処理費（公費で負担すべき部分を除く）を使用料収入で賄うことが原則であるが、事業の初期段階でまとまった費用が必要であり、面整備の進展とともに収入が安定する事業の性格上、構造的に資金不足が生じる場合もある。したがって、個々の事業においては、短期的な視点ではなく、施設の耐用年数を考慮した長期的な視点で収支状況を見ることが必要である。このため、「下水道経営健全化のための手引」等により、各市町村における下水道経営健全化に向けた取組みを推進している。




3)民間委託の推進と技術力の確保

　下水処理場等の維持管理業務について、包括的民間委託注1の更なる推進に向けて、導入のための環境整備等の取組みを実施している。また、地方公共団体の要請に基づき、下水道施設の建設・維持管理等の効率化のための技術的支援、地方公共団体の技術者養成、技術開発等を地方共同法人日本下水道事業団が行っている。




（３）下水道による地域の活性化



　下水道整備による適切な汚水処理の実施や、良好な水環境の保全・創出により、地域の定住促進や産業・観光振興が図られるとともに、高度処理による再生水等を利用した水辺空間の創出、住民等による親水空間の維持管理を通じた地域活動の活性化、下水処理場の上部空間利用、下水熱による地域冷暖房、バイオガスのエネルギー活用等、下水道資源の有効活用により、下水道は多面的に地域活性化に貢献している。




（４）下水道分野の環境教育の推進



　小学校教員の方々と下水道行政担当者によるワーキンググループにより、授業で使いやすい下水道を活用した学習指導案を作成し、これら下水道教材を教員の方々が自由に利用できるように、「循環のみち下水道環境教育ポータルサイト注2」を通じて提供している。また、各小中学校における下水道に関する環境教育の実施に必要な経費の助成を行っている。





　
図表II-8-4-7　下水道分野の環境教育


[image: 図表II-8-4-7　下水道分野の環境教育]






注1　施設管理について放流水質基準の順守等の一定の性能の確保を条件として課しつつ、運転方法等の詳細については民間事業者に任せることにより、民間事業者の創意工夫を反映し、業務の効率化を図る発注方式


注2　http://www.jswa.jp/kankyo-kyoiku/index.html








第5節　海洋環境等の保全



（１）大規模油汚染等への対策



　大規模油汚染の大きな要因であるサブスタンダード船を排除するため、国際的船舶データベース（EQUASIS）の構築等、国際的な取組みに積極的に参加するとともに、日本寄港船舶に立入検査を行い、基準に適合しているかを確認するポートステートコントロール（PSC）を強化している。また、旗国政府が自国籍船舶に対する監視・監督業務を果たしているかを監査する制度については、我が国の提唱により平成17年（2005年）のIMO総会で任意の制度として創設が承認されたが、その後の取組みの進展を踏まえ、27年度（2015年度）を目途に義務化される予定となっている。我が国は、監査の実効性向上のため、その運用方法の検討等について議論に参画していくこととしている。


　他方、日本海等における大規模な油汚染等が発生した場合の対応策として、日本、中国、韓国及びロシアによる海洋環境保全の枠組みである「北西太平洋地域海行動計画（NOWPAP）」において、「NOWPAP地域油及び有害危険物質流出緊急時計画」を策定するなど、国際的な協力・連携体制の強化に取り組んでいる。また、本邦周辺海域で発生した大規模油流出事故については、大型浚渫兼油回収船により、迅速かつ確実な作業を実施できる体制を確立している。


　さらに、MARPOL条約注1において船舶からの油及び廃棄物の排出が規制されており、25年1月には条約の附属書の改正により船舶発生廃棄物の規制が強化された。我が国では、港湾における適切な受入れを確保するため、船舶内で発生した廃油の受入施設の整備に対して税制等の支援を行うとともに、「港湾における船内廃棄物の受入れに関するガイドライン（案）」を策定した。




（２）船舶からの排出ガス対策



　船舶はエネルギー消費効率の面で優れた輸送特性を有しているが、反面窒素酸化物（NOx）等の排出量が多くなる傾向にあり、大気汚染防止施策が必要である。船舶は国際的に移動するため、実効性を確保するには、国際的に合意された規制の適用が重要である。そのため、我が国は、MARPOL条約の改正に対応して、「海洋汚染等及び海上災害の防止に関する法律」等の改正を行い、平成22年7月から原動機のNOx放出量に係る規制等を強化するとともに、新たな規制に基づき、原動機（ディーゼル機関）のNOx放出量の確認や船舶の定期的な検査の実施、また、IMOにて引き続き行われている排出ガスの規制に関する議論に積極的に参画している。


　世界有数の舶用エンジン生産国である我が国では、国際規制が大幅に強化される中、地球環境保全に貢献するために、船舶からのNOx排出量を大幅に削減する舶用排ガス後処理装置の技術開発や、エンジン本体における燃焼改善手法の開発等による環境に優しい舶用ディーゼル機関の研究開発を推進し、確立した技術を実船で検証を行い、目標であるNOx排出量80％低減を達成した。今後はIMOで検討される各種ガイドライン策定に向け、舶用排出ガス後処理装置の評価及び認証に関する実験等を行っていく。





　
図表II-8-5-1　環境に優しい舶用ディーゼルエンジンの開発


[image: 図表II-8-5-1　環境に優しい舶用ディーゼルエンジンの開発]



（３）船舶を介して導入される外来水生生物問題への対応



　船舶のバラスト水注2への混入又は外板等への付着により水生生物等が移動し、移動先の海域の生態系等に影響を及ぼす可能性が指摘されており、IMOにおいて平成16年にバラスト水管理条約注3、23年には船体付着生物の管理ガイドライン注4が採択された。国土交通省は、条約の早期発効及びガイドラインの更なる改善に向け、IMOでの議論に積極的に参加している。







注1　船舶による汚染の防止のための国際条約

注2　主に船舶が空荷の時に、船舶を安定させるため、重しとして積載する海水

注3　船舶のバラスト水及び沈殿物の制御及び管理のための国際条約

注4　侵入水生生物の越境移動を最小化するための船舶の生物付着の管理及び制御のためのガイドライン








第6節　大気汚染・騒音の防止等による生活環境の改善



1　道路交通環境問題への対応



（１）自動車単体対策



1)排出ガス規制の強化

　新車の排出ガス対策については、トラック、バス及び乗用車から排出される窒素酸化物及び粒子状物質の更なる低減を図るため、世界最高水準の厳しい規制（ポスト新長期規制）を平成20年に制定し、21年10月から順次強制適用している。また、22年には特殊自動車と二輪自動車について、国際統一基準に基づく試験方法を導入した。


　一方、使用過程車（既に使用されている自動車）の排出ガス対策は、「自動車から排出される窒素酸化物及び粒子状物質の特定地域における総量の削減等に関する特別措置法（自動車NOx・PM法）」に基づく対策を実施するなど、一層の排出ガス対策に努めていくこととしている。




2)次世代大型車等の開発・実用化

　次世代大型車の開発・実用化を促進するため、高効率ハイブリッドトラック、次世代バイオディーゼルエンジン、電気・プラグインハイブリッドトラック及び高性能電動バスについて、産学官の連携により、車両の開発、実証走行試験等を実施し、安全上・環境保全上の技術基準の策定等、普及に向けた環境整備を進めている。




（２）交通流の円滑化等



1)大気質対策

　自動車からの粒子状物質（PM）や窒素酸化物（NOx）の排出量は、発進・停止回数の増加や走行速度の低下に伴い増加するため、沿道環境の改善の観点から、幹線道路ネットワークの整備、ボトルネック対策、交通需要マネジメント（TDM）施策等の交通流円滑化対策を推進している。





　

図表II-8-6-1　自動車からの浮遊粒子状物質（SPM）、窒素酸化物（NOx）の排出量と走行速度の関係
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2)騒音対策

　低騒音舗装の敷設、遮音壁の設置、環境施設帯の整備等を進めている。また、「幹線道路の沿道の整備に関する法律」に基づき、道路交通騒音により生ずる障害の防止等に加えて、沿道地区計画の区域内において、緩衝建築物の建築費又は住宅の防音工事費への助成を行っている。











2　空港と周辺地域の環境対策



　航空機騒音に対し最も効果的な対策は、低騒音機材の導入であり、以前のDC8と現在のB767の騒音値80dB（A）注1を比較した場合、騒音影響範囲は約9割減少している。低騒音機材の導入をしてもなお騒音影響が及ぶ地域については、民家の防音工事や移転補償事業といった対策が必要である。民家の防音工事は、今後のメンテナンスを残し、おおむね終了した。航空機騒音による障害は改善の方向にあり、各空港においても順次騒音対策区域の見直しを行っているところであるが、空港と周辺地域の調和ある発展を図るため、今後も騒音の軽減等を図るための対策を行うことが必要である。








注1　周波数重み付け特性A（人間の耳の感度は周波数によって異なるため、人の感覚に近似した評価をするために行う周波数補正のこと）で補正された騒音（音圧）レベルのことをいう。











3　鉄道騒音対策



　新幹線の騒音対策については、環境基準を達成すべく防音壁の設置や嵩上げ、パンタカバーの設置、レールの削正等によって音の発生そのものを抑える音源対策等を行っている。なお、新設新幹線沿線において、これらの対策のみでは達成が困難な区域には、既存の家屋に対して防音工事への助成を行っている。


　また、在来線の騒音対策については、「在来線鉄道の新設又は大規模改良に際しての騒音対策指針」に基づき、新線建設の場合には一定の値以下のレベルになるよう、既設路線の大規模改良の場合には改良前より改善されるよう、それぞれ鉄道事業者に対し指導を行っている。











4　ヒートアイランド対策



　ヒートアイランド現象とは、都市の中心部の気温が郊外に比べて島状に高くなる現象である。過去100年で、地球全体の平均気温が約0.7℃上昇している一方、日本の大都市では、約2〜3℃上昇しており、地球の温暖化の傾向に比べて、ヒートアイランド現象の進行傾向は顕著であるといえる。このヒートアイランド現象は、空調機器からの人工排熱の増加、緑地・水面の減少、地表面の人工化等が主な原因と言われている。


　総合的・効果的なヒートアイランド対策を推進するため、平成16年に関係省庁の具体的な対策を体系的に取りまとめた「ヒートアイランド対策大綱」について、人工排熱の低減、地表面被覆の改善、都市形態の改善、ライフスタイルの改善という従来の4つの目標に、人の健康への影響等を軽減する適応策の推進という目標を追加する等の、改定を進めているところである。国土交通省は、緑とオープンスペースの機動的確保等の対策を重点的に推進している。





　
図表II-8-6-2　ヒートアイランド監視


[image: 図表II-8-6-2　ヒートアイランド監視]









5　シックハウス、土壌汚染問題等への対応



（１）シックハウス対策



　住宅に使用する内装材等から発散する化学物質が居住者等の健康に影響を及ぼすおそれがあるとされるシックハウスについて、「建築基準法」に基づく建築材料及び換気設備に関する規制や、「住宅の品質確保の促進等に関する法律」に基づく性能表示制度等の対策を講じている。


　また、官庁施設の整備に当たっては、化学物質を含有する建築材料等の使用の制限に加え、施工終了時の室内空気中濃度測定等による対策を講じている。





　
図表II-8-6-3　シックハウス問題のイメージ


[image: 図表II-8-6-3　シックハウス問題のイメージ]



（２）ダイオキシン類問題等への対応



　「ダイオキシン類対策特別措置法」で定義されているダイオキシン類について、全国一級水系で水質・底質調査を実施している。平成23年度は、水質は約98％（229地点／233地点）、底質はすべての地点で環境基準を満足した。


　なお、環境基準を超えるダイオキシン類含有汚泥が確認された河川や港湾では、河川及び港湾における対策の基本的な考え方を統一し、20年4月に改訂した「河川、湖沼等における底質ダイオキシン類対策マニュアル」（案）や「港湾における底質ダイオキシン類対策技術指針（改訂版）」に基づき、ダイオキシン類対策を実施している。また、底質から基準を超えたダイオキシン類が検出されている河川及び港湾においては、公害防止対策事業にて支援を行っている。




（３）アスベスト問題への対応



　アスベスト問題は、人命に係る問題であり、アスベストが大量に輸入された1970年代以降に造られた建物が今後解体期を迎えることから、被害を未然に防止するための対応が重要である。


　既存施設におけるアスベストの除去等を推進するため、各省各庁の所管の既存施設における除去・飛散防止の対策状況についてフォローアップを実施している。


　また、社会資本整備総合交付金等の活用により、既存建築物等における吹付けアスベストの除去等の対策を推進しているほか、「建築基準法」により、建築物の増改築時における吹付けアスベスト等の除去等を義務付けている。


　さらに、吹付けアスベスト除去工事の参考見積費用や、アスベスト建材の識別に役立つ資料（目で見るアスベスト建材）、アスベスト含有建材情報のデータベース化、建築物のアスベスト対策パンフレット等により情報提供を推進している。











6　建設施工における環境対策



　建設施工が大気環境に与える負荷の低減を目的に、公道を走行しない建設機械等を対象とした「特定特殊自動車排出ガスの規制等に関する法律」による使用規制を実施しており、平成23年から順次排出ガス規制の基準を強化している。また、排出ガス対策型として指定された建設機械について直轄事業等で使用を推進し、普及促進を図っている。22年よりハイブリッド等のCO2排出削減効果の高い建設機械を低炭素型建設機械として型式認定する制度を創設し、融資制度での支援を行っている。また、省エネ効果を定量的に認識しやすくするため、主要な建設機械である油圧ショベル、ブルドーザ、ホイールローダについて燃費測定手法を確立し、燃費基準値を設定している。









第7節　地球環境の観測・監視・予測



1　地球環境の観測・監視



（１）気候変動の観測・監視



　気象庁では、温室効果ガスの状況を把握するため、大気中のCO2等を国内3地点で、北西太平洋の洋上大気や表面海水中のCO2を海洋気象観測船で観測しているほか、北西太平洋上空のCO2等を、航空機を利用して観測している。さらに、気候変動を監視し、地球温暖化予測の不確実性を低減するため、日射と赤外放射の観測を国内5地点で実施している。


　また、地球温暖化に伴う海面水位の上昇を把握する観測を行い、日本沿岸における長期的な海面水位変化傾向等の情報を発表している。


　このほか、気候変動の監視及び季節予報の精度向上のため、過去の全世界の大気状態を一貫した手法で解析した25年長期再解析（JRA-25）の対象期間を延長して精度を向上させた気象庁55年長期再解析（JRA-55）プロジェクトを現在実施している。


　さらに、観測結果等を基に、「気候変動監視レポート」や「異常気象レポート」を取りまとめ、毎年の気候変動、異常気象、地球温暖化等の現状や変化の見通しについての見解を公表するとともに、世界気象機関（WMO）温室効果ガス世界資料センターとして、世界中の温室効果ガス観測データの収集・提供を行っている。





　
図表II-8-7-1　日本における二酸化炭素濃度の推移


[image: 図表II-8-7-1　日本における二酸化炭素濃度の推移]





（２）次期静止気象衛星整備に向けた取組み



　次期静止気象衛星「ひまわり8号及び9号」は、台風や集中豪雨等に対する防災機能の向上に加え、地球温暖化をはじめとする地球環境の監視機能を世界に先駆けて強化した「静止地球環境観測衛星」として整備することとし、8号を平成26年度に、9号を28年度にそれぞれ打ち上げる計画として、21年度より2機の製造に着手した。




（３）海洋の観測・監視



　海洋は、温室効果ガスであるCO2を吸収したり、熱を貯えることによって、地球温暖化の進行を緩やかにしている。地球温暖化の監視のためには、海洋の状況を的確に把握することが重要である。


　気象庁では、平成22年度より海洋気象観測船の観測機能を強化し、国際的な連携により高精度な海洋観測を行うとともに、国際的な海洋観測網で得られたデータも活用して、地球温暖化に係る海洋の状況を監視している。


　また、観測船の他に、海洋の内部を自動的に観測する装置（アルゴフロート）や衛星等による様々な観測データを収集・分析し、地球環境に関連した海洋変動の現状と今後の見通し等を総合的に診断する「海洋の健康診断表」を公表している。





　
図表II-8-7-2　海洋気象観測船による地球環境の監視


[image: 図表II-8-7-2　海洋気象観測船による地球環境の監視]




　

図表II-8-7-3　気象庁ホームページで公開している「海洋の健康診断表」の例


[image: 図表II-8-7-3　気象庁ホームページで公開している「海洋の健康診断表」の例]






　海上保安庁では、アルゴフロートのデータを補完するため、伊豆諸島周辺海域の黒潮変動を海洋短波レーダーにより常時監視・把握するとともに、観測データを公表している。また、日本海洋データセンターにおいて、我が国の海洋調査機関により得られた海洋データを収集・管理し、関係機関及び一般国民へ提供している。




（４）オゾン層の観測・監視



　気象庁では、オゾン・紫外線を観測した成果を毎年公表しており、それによると世界のオゾン量は長期的に見て少ない状態が続いている。また、紫外線による人体への悪影響を防止するため、紫外線の強さを分かりやすく数値化した指標（UVインデックス）を用いた紫外線情報を毎日公表している。




（５）南極における定常観測の推進



　国土地理院は、南極地域の測地観測、地形図の作成、デジタル標高データの整備等を実施しており、得られた成果は、南極観測隊の円滑・安全な活動に資するとともに、地球環境変動等の研究や測地測量・地理空間情報に関する国際的活動に寄与している。


　気象庁は、昭和基地でオゾン、日射・赤外放射、地上、高層等の気象観測を継続して実施しており、観測データは南極のオゾンホールや気候変動等の地球環境の監視や研究に寄与するなど、国際的な施策策定のために有効活用されている。


　海上保安庁は、海底地形調査を実施しており、観測データは、海図の刊行、氷河による浸食や堆積環境等の過去の環境に関する研究等の基礎資料として役立てられている。また、潮汐観測も実施し、地球温暖化と密接に関連している海面水位変動の監視に寄与している。











コラム　海洋酸性化についての情報提供開始



　海洋は、人間活動により排出された二酸化炭素の約三分の一を吸収することにより、大気中の二酸化炭素濃度の増加を抑制し、地球温暖化の進行を緩和しています。しかし海洋に蓄積された二酸化炭素が増えつづけているため、海洋が酸性化している可能性が指摘され、近年、注目されています。海洋酸性化が進行すると、海洋の二酸化炭素吸収能力が低下し、大気中に残る二酸化炭素の割合が増えるため、地球温暖化を加速する可能性があります。また海洋酸性化の進行は、海洋の生態系に大きな影響を与える可能性があり、水産業やサンゴ礁等の海洋観光資源に依存する観光産業などの経済活動への影響も懸念されます。


　このため、気象庁では、平成24年11月より国内で初めて海洋酸性化に関する定期的な監視情報の提供を開始しました。この情報では、気象庁が北西太平洋を対象に長期にわたり継続して実施した海洋気象観測船による海洋観測データをもとに、北西太平洋海域（東経137度線上の北緯3度〜34度）の表面海水中における海洋酸性化（＝水素イオン濃度指数（pH）の低下）の解析結果を提供しています。具体的には、東経137度線に沿った海域では、観測を行っているすべての緯度帯においてpHが10年あたり約0.02低下しており、海洋酸性化が進行していることを示しています。


　地球温暖化対策や生物多様性の維持にとって重大な問題である海洋酸性化に適切に対処していくために、気象庁では今後も海洋の監視を継続し、海洋酸性化に関する科学的な知見を集積・提供していきます。


　なお、この情報は、海況情報や地球温暖化に係る海洋の長期変動などともに、気象庁のホームページ「海洋の健康診断表」（http://www.data.kishou.go.jp/kaiyou/shindan/index.html）を通じて閲覧することができます。





　
[image: コラム：海洋酸性化についての情報提供開始]









2　地球環境の予測



（１）地球温暖化に関する研究



　気象庁及び気象研究所では、世界全体及び日本付近の気候の変化を予測するモデルの開発等を行い、世界気候研究計画（WCRP）等の国際研究計画に積極的に参加している。気象研究所では、炭素循環過程等を含む地球システムモデルの開発及び温暖化予測研究を行っており、平成25年から26年に発行される気候変動に関する政府間パネル（IPCC）の第5次評価報告書への貢献を目指している。また、気象庁では、24年度に、高度化した地域気候モデルを用いて従来より詳細な日本周辺の温暖化予測を示した「地球温暖化予測情報第8巻」を公表した。


　国土技術総合政策研究所では、気候変動による水災害分野への影響を把握するため、河川流量の変化予測等を行っている。



（２）アジア太平洋気候センターの活動



　アジア太平洋地域の気候情報提供業務支援のため、気象庁は世界気象機関（WMO）の地域気候センターとしてアジア各国の気象機関に対し、異常気象等の監視、長期予報、地球温暖化予測等に関する情報を提供し、その活用のための技術支援を行っている。











3　地球地図プロジェクトの推進、地球測地観測網



　我が国は、地球地図国際運営委員会事務局を務め、各国の国家地図作成機関と協力し、全球陸域を対象にしたデジタル地理空間情報である地球地図第2版整備を概成するなど、地球地図プロジェクト（平成24年12月現在182の国と地域が参加）を主導するとともに、国連持続可能な開発会議（リオ＋20）等の場を通じて、地球環境の把握・解析等への利活用を促進している。また、VLBI（電波星による測量技術）やSLR（レーザ光により人工衛星までの距離を測る技術）を用いた国際観測、験潮、絶対重力観測、国際GNSS事業（IGS）への参画等により、地球規模の地殻変動等の観測・研究を行っている。さらに、衛星データの解析等により植物の活性度等のデータを整備する「国土現況モニタリング」を行っている。











第9章　戦略的国際展開と国際貢献の強化



第1節　インフラ・システム輸出の促進



　アジアをはじめとする新興国においては、めざましい成長の中、今後大きなインフラ需要が見込まれている。我が国が培ってきた技術と経験を活かしたインフラ・システムを輸出していくことによって、これら新興国等の成長を取込むことは、我が国が成長を継続していくための重要な課題である。


　国土交通省では、インフラ・システム輸出を促進するため、トップセールスの展開や各種協議会を活用した官民での情報収集、我が国の制度・基準等のソフトインフラの展開、資金調達のための支援等を行っている。これらの取組みを通じて、プロジェクト構想段階から我が国企業等への総合的・戦略的な支援を実施し、具体的案件の受注を目指すとともに、我が国のインフラ関連産業の国際競争力強化を図っている。









第1節　インフラ・システム輸出の促進



1　トップセールスの展開



　我が国事業者による各種プロジェクトの受注を目指して、相手国政府とのハイレベル協議やセミナーの開催、相手国要人・政府行政官の招へい等による働きかけなどのトップセールスを積極的に実施している。平成24年度における主な取組みは以下のとおりである。




（１）タイ



　平成24年10月に国土交通大臣が訪問し、首相との会談において、高速鉄道整備における日本の強みをアピールするとともに、日タイ間の防災協働対話の実現について意見交換を行った。さらに、タイ運輸大臣との間で鉄道分野の協力に関する覚書を締結し、鉄道分野のノウハウ共有やセミナーの共催等を行うこととした。




（２）ベトナム



　平成24年10月に国土交通大臣が訪問し、ビンズン省人民委員長との会談において、日本企業が取り組んでいる新都市開発における街づくりや、ベトナムにおけるエコシティ開発に関する協力について意見交換を行った。




（３）インドネシア



　平成24年10月に開催された首都圏投資促進特別地域（MPA）注1第3回運営委員会において、国土交通副大臣と経済担当調整大臣等との間で、鉄道・港湾・空港・下水道等の各MPAプロジェクトを円滑かつ早期に実現するための協力を進めていくことが合意された。同年9月には、日・インドネシア建設会議への出席のためインドネシア公共事業副大臣が来日し、国土交通副大臣との会談において、建設分野における協力関係を一層強化することなどを確認した。




（４）ミャンマー



　平成24年11月に運輸大臣が訪日し、国土交通大臣との会談において、交通分野における連携緊密化について覚書を締結した。25年2月には、建設大臣を日本に招へいし、国土交通大臣との会談において、道路分野における連携強化について覚書を締結した。




（５）インド



　平成24年5月に、国土交通副大臣が訪印し、インド道路交通閣外大臣らとの会談において、道路分野における協力関係を推進することで一致した。25年2月に国土交通副大臣が訪印し、高速鉄道セミナーを開催した。




（６）ブラジル



　平成24年5月に、国土交通大臣とブラジル開発商工大臣が海洋開発・海事分野の協力覚書を締結し、同分野における両国間の協力関係の強化を図った。




（７）カタール



　平成25年2月に、日・カタールインフラセミナーへの出席のためカタール行政監督庁長官が来日し、国土交通大臣との会談において、2022年FIFAワールドカップ開催に向けたカタールにおけるインフラ整備をはじめとする両国協力関係の一層の発展等を確認した。




（８）米国



　平成24年7月に、国土交通副大臣が訪米し、米国運輸副長官をはじめとする要人との会談において、高速鉄道整備計画に対する日本の協力を表明するとともに、航空の安全分野における日米の協力強化等を確認した。また、25年2月の日米首脳会談では、内閣総理大臣が超電導リニア技術の導入について提案を行った。





　
図表II-9-1-1　各国における主な海外プロジェクト


[image: 図表II-9-1-1　各国における主な海外プロジェクト]






注1　我が国とインドネシアとの連携の下、ジャカルタ首都圏のインフラ開発等を加速化するため、「首都圏投資促進特別地域（MPA）構想に関する協力覚書」（平成22年10月に外務省、経済産業省、国土交通省が署名）に基づき、インドネシア関係閣僚との間で、同国のインフラ案件及び投資制度を協議する枠組み。











コラム　140年の時を経て、鉄道の母国・英国へはばたく我が国鉄道システム



　鉄道の母国・英国に学んだ日本の鉄道が新橋〜横浜間に開業して140年を迎えた、平成24年7月、英国の高速鉄道車両更新プロジェクト（IEP:Intercity
Express
Programme）について、日立製作所等の企業連合が受注しました。本プロジェクトは、英国鉄道史上最大規模であり、事業規模は約45億ポンド（約5,400億円（1ポンド120円で換算））、約600両に及ぶ車両を納入するとともに、約30年の車両保守業務等を行うものです。


　我が国の鉄道は、英国人技師の指導の下に建設され、機関車も英国から輸入するなど、英国の技術を導入してつくられてきた歴史があります。今日では、独自の技術開発と経験を積み重ね、新幹線においては、乗客の死傷者数開業以来48年間ゼロ、平均遅れ時間1分未満といった世界屈指の安全性と信頼性を誇るまでに成長しました。


　英国における鉄道システムの更新プロジェクトが構想されていた際には、欧州市場は世界の主要メーカーが席巻しており、我が国企業の進出は困難との見方もありました。しかし、我が国企業の高い技術力や地道な営業努力に加えて、国土交通大臣等関係閣僚によるトップセールス、国際協力銀行（JBIC）融資等公的金融支援の体制強化、日英間の鉄道担当局長級協議の定期開催を通じた、鉄道当局や関係企業間の関係づくり等を行い、受注が実現しました。


　本プロジェクトは、官民一体となった取組みが実を結んだ案件受注と言え、車両の納入にとどまらず、現地に建設する車両製造工場での雇用創出等を通じて、鉄道発祥の地である英国の社会経済にも大きく貢献するものです。


　今回の受注を足がかりに、優れた我が国の鉄道システムが世界にはばたけるよう、海外展開に向けた取組みをより一層強化してまいります。




参考）本プロジェクトの受注に向けた取組み




	平成21年2月
	日立製作所等の企業連合が、優先交渉権を獲得



	平成22年4月
	制度改正により、国際協力銀行（JBIC）の先進国向け高速鉄道事業への投資金融が可能に



	平成22年5月
	英国政権交代に伴い、本プロジェクトは歳出削減のための見直し対象に

→その後、総理、国土交通大臣等の関係閣僚が、英国への働きかけを実施



	平成23年3月
	英国運輸省が、日立連合との交渉再開と、正式契約締結を目指す旨を発表



	平成23年9月
	ハモンド英国運輸大臣（当時）が訪日し、新幹線の試乗等を実施



	平成24年7月
	日立製作所等の企業連合が、受注









　
IEP路線図


[image: IEP路線図]



　
IEP向け車両イメージ
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2　各種協議会を活用した官民での情報収集の強化



　各種協議会（海外水インフラPPP協議会、海外道路PPP協議会、海外鉄道推進協議会、海外港湾物流プロジェクト協議会、海外エコシティプロジェクト協議会）の開催を通じて、官民がインフラプロジェクト等について情報共有・意見交換等を行っている。


　平成24年度の取組みとしては、7月に第3回海外港湾物流プロジェクト協議会を開催し、ミャンマーにおける港湾物流プロジェクトを推進するため、ミャンマーワーキンググループを設置した。25年2月には第4回海外水インフラPPP協議会を開催し、インドネシア、ミャンマー、アラブ首長国連邦、ベトナムの4箇国から政府高官等を本協議会に招へいし、各国のニーズや水インフラ整備計画を共有するとともに、我が国企業の水インフラに係る技術・ノウハウを各国にアピールした。また、同月には第4回海外道路PPP協議会を開催し、ミャンマーにおける道路プロジェクトの情報交換や我が国企業の道路分野の技術・ノウハウの共有を行った。











3　ソフトインフラの積極的な展開



　我が国がこれまで築き上げてきた制度・基準、技術・運用ノウハウ等のソフトインフラについて、世界への展開・国際標準化等を行い、我が国企業が進出するための環境整備を行っている。具体的には、自動車基準認証制度等の構築、港湾EDI（港湾関係手続を処理する電子システム）の導入支援、物流システム、航空管制システム、防災パッケージ、ITS（高度道路交通システム）、グリーンビルディング／シティ技術（環境に配慮した建築物や都市の普及に向けた方策）の海外への展開に取り組んでいる。











4　資金調達を通じた我が国企業の国際展開支援



　国土交通省は、我が国企業のインフラ輸出に対する金融面での支援体制を強化するための働きかけを行っており、平成22年には、国際協力銀行（JBIC）の先進国向けの投資金融の対象に高速鉄道・都市鉄道、水分野等が追加された。同投資金融解禁後初めての高速鉄道事業へのJBIC融資は、英国の高速鉄道車両更新プロジェクトに対して行われた（コラム「140年の時を経て、鉄道の母国・英国へはばたく我が国鉄道システム」参照）。


　また、海外建設プロジェクトにおける施工技術、施工管理マネジメントの課題に関する我が国企業からの相談窓口として、国土交通省に「海外建設ホットライン」を設置しており、相談に答えるのみならず、寄せられた相談事項を踏まえ、我が国建設企業が安定的に海外展開できるように相手国政府との協議等を行っている。


　さらに、発展途上国等の調達、安全、品質管理等の事業監理能力の向上を支援する目的で、我が国の入札契約、工事安全・品質確保等の技術・ノウハウを共有するセミナーを、24年7月にカンボジア、9月にベトナムでそれぞれ開催している。


　加えて、32年度までに建設業の新規年間海外受注高2兆円以上を目指す政府の目標を達成するため、海外建設市場データベースの構築、在外公館からの建設産業情報の収集、建設企業の海外PPP事業への参画のための戦略検討、人材育成の強化、契約・リスク管理の強化等を実施している。












コラム　空港分野におけるインフラ・システム輸出の推進〜ベトナム「ノイバイ国際空港」における空港整備、運営・管理等のパッケージ支援〜




　我が国は、経済成長に伴う急激な航空需要の増加、これに伴う空港容量不足といった課題を克服してきたなかで、空港の整備、運営・管理面において、世界的にも高い技術力と豊富な経験・ノウハウを蓄積してきました。国土交通省は、この強みを最大限生かすべく、空港の設計・建設事業の実施といったハード面の支援から、供用後の運営・管理、これらを支える人材育成といったソフト面の支援に至るまで、相手国のニーズを形にするトータルソリューションを提供すべく、空港分野におけるインフラ・システム輸出を推進しています。


　ベトナムの首都ハノイにおける、ノイバイ国際空港への協力について、同空港では、経済成長に伴い利用者が急増しており、空港の能力増強を図ることが急務となっていることから、新たに第2旅客ターミナルビル等を建設する事業を、平成24年2月より実施しています。これは、「ベトナム玄関口」となる首都の国際空港を整備するものであり、25年は日ベトナム国交40周年でもあるなか、日本とベトナムの親密な協力関係を示す象徴的事業の一つとなっています。





　
ノイバイ国際空港第2旅客ターミナル完成イメージ図


[image: ノイバイ国際空港第2旅客ターミナル完成イメージ図]



　本事業については、ノイバイ空港の管理者である国営ベトナム空港会社（ACV）の要望に基づき、ハード・ソフト両面から、国際協力の枠組みを活用して支援を実施しています。まず、空港の設計・建設事業（ハード面）については、事業資金に円借款が活用されるとともに、日本企業と地元企業のJVが工事を受注し、施工管理も日本企業が実施するなど、日本の空港建設技術・ノウハウが活かされています。また、空港供用後の運営・管理、これらを支える人材育成（ソフト面）については、ターミナル供用開始までに、航空会社等の関係者との調整や空港運営に必要な人材確保・トレーニングを終了させるべく、アクションプランを作成して進捗を管理し、必要な準備を空港建設工事と並行して進めています※。




※主なソフト面の協力項目は、1)第2旅客ターミナル供用準備委員会、2)専門家派遣、3)人材育成であり、平成24年に実施した支援内容は、具体的には以下のとおり。




1)第2旅客ターミナル供用準備委員会：日本側から、国土交通省、国際協力機構（JICA）、我が国の空港オペレータである成田国際空港（株）、ベトナム側からACVが参画し、「To
Doリスト」（マネジメントコンセプトの決定、中期事業計画の策定、航空会社やテナントとの協定や契約の締結、各種訓練及び空港使用料の設定など約300項目）に基づいて、ターミナル供用に向けた組織体制、O&Mに関する実施計画の作成やその進捗管理を共に実施


2)専門家派遣：本事業で導入されるハイドラント方式の給油システムやデータシステム等、先進技術を取り入れたシステムに関して、ACVが自らそれらのシステムに係るO&Mを適切に実施できるよう技術支援を実施。給油システムの長期専門家として、職員の現地派遣を実施


3)人材育成：ACV関係者を日本に招へいし、空港のO&Mに関する研修、日本の国際空港の施設見学、ターミナル管理事業者との意見交換等を実施











5　今後のインフラ・システム輸出戦略の検討



　平成24年5月に「インフラ海外展開推進のための有識者懇談会」を開催し、計6回の懇談会を通じて、インフラ海外展開のこれまでの取組みを評価・検討して今後の課題を洗い出した。25年2月には課題克服に向けた戦略及び具体的施策を内容とする最終取りまとめ「これからのインフラ・システム輸出戦略」を取りまとめた。（図表II-9-1-2）


　今後は、具体的施策の実施状況をレビューするとともに、新たな状況に的確に対応するため更なる検討を行うこととしている。




　
図表II-9-1-2　これからのインフラ・システム輸出戦略


[image: 図表II-9-1-2　これからのインフラ・システム輸出戦略]









第2節　国際協力・国際連携の取組みを通じたイニシアティブの発揮



　国土交通省では、各国との間で多国間・二国間の会合等を通じて、発展途上国を中心に、研修員の受入れやセミナー等を通じた人材育成への協力、JICA等の関係機関と連携した専門家派遣等を行っている。また、アジア地域、交通分野における国際連携、防災分野での協力、国際的な水問題への対応等の取組みを通じてイニシアティブを発揮している。




（１）アジア等新興国地域における国際連携



　アジアにおける多国間での国際連携の取組みとして、「日ASEAN交通連携」の枠組みの下、物流や安全、環境等の様々な分野で協力プロジェクトの強化を推進している。平成24年11月には、インドネシアで「第10回日ASEAN交通大臣会合」が開催され、日本から提案された「ASEANにおける質の高い交通の推進」が今後10年間の日ASEAN間連携の基本的な考え方として合意されるとともに、交通の安全・安心の向上を図るため、1)交通運輸技術連携プログラムの推進、2)交通分野における防災協力の推進、3)内航船舶の海上安全改善協力の推進、4)新港湾保安向上行動計画の策定の4つの新規プロジェクトが承認された。


　ミャンマーに対しては、同年11月にミャンマー運輸大臣と国土交通大臣の間で、交通分野における両国間の協力の覚書を締結し、定期的なハイレベル協議の場の設置や人材の育成・交流等、両国間で具体的な協力を進めていくことについて合意した。


　インドネシアに対しては、同年7月、インドネシアにおいて第3回日インドネシア交通次官級会合を開催し、両国において「安全で質の高い交通システム」の構築を目的に、交通関係の制度やシステム等のソフトインフラについて意見交換を実施するとともに、引き続き交通分野における両国間の協力を推進していくことを確認した。


　ベトナムに対しては、同年10月、東京において第3回日ベトナム交通次官級会合を開催し、両国が、ハード・ソフトの交通インフラの整備事業について議論し、分野ごとに情報や認識の共有、今後の一層の連携の確認を行った。インドに対しては、同年10月、インドにおいて第1回インド高速鉄道システム推進のための日印次官級会議を開催し、高速鉄道分野における両国間の具体的な協力を推進していくことを確認した。


　ロシアに対しては、同年6月、「日露運輸作業部会」を立ち上げ、東京において第1回次官級会合を開催し、極東をはじめとしたロシアの運輸インフラの近代化等に向けて協議していくことを確認した。




（２）交通分野における国際連携



　国際交通大臣会議（International Transport
Forum）は、54箇国の交通担当大臣を中心に、年1回、世界的に著名な有識者・経済人を交え、交通政策に関するハイレベルかつ自由な意見交換を行う国際枠組みであり、これまで、交通分野に関する気候変動問題、グローバリゼーション等に関して議論を行ってきた。


　平成24年5月の大臣会合では、「シームレスな交通」をテーマとして、議論が行われた。我が国は、アジアの国として初めて議長国を務め、経済の成長の促進、貿易の促進、雇用・教育・社会サービスへのアクセスの改善等のために、シームレス化を進める旨の大臣宣言を取りまとめた。今後とも我が国は、アジアの主要メンバーとして主体的に会議に参画していく。




（３）防災分野の協力



　海外で災害が発生した際に派遣される国際緊急援助隊の救助チームや専門家チームに、国土交通省及び海上保安庁から専門家が参画している。近年では、中国四川大地震（平成20年）、ニュージーランド南島で発生した地震（23年）等へ派遣された救助チームに参加した。23年にタイで発生した洪水に対しては、官民連携の専門家チームとしての排水ポンプ車や排水対策の専門家を初めて海外であるタイに派遣した。


　また、海外における被災地の教訓を我が国の防災対策へ活かすことを目的に、24年度は、タイ（洪水）、米国（ハリケーン・サンディ）等の被災地で現地調査を実施した。特に、ハリケーン・サンディは、ニューヨークを直撃し極めて甚大な被害をもたらしたが、これは先進国の大都市で発生した初めての大規模水害であることから、この教訓を我が国の首都圏等の水害対策に活かすことを目的に、国土交通省・防災関連学会合同の調査団を派遣した。


　東日本大震災等によって得られた教訓や、上述したタイの洪水に対する我が国の取組みの成果を踏まえ、アジアをはじめとする災害に脆弱な国に対して、現地のニーズに応じて、防災能力の向上に資する対策をヒト・モノ・ノウハウを合わせて総合的に提供する「防災パッケージ」を戦略的に世界へ展開する取組みを進めている。


　具体的には、我が国の防災に関する技術や経験を各国と共有し、当該国における防災能力向上への貢献と防災分野のビジネス機会創出を目的に、24年11月には南アフリカ、25年1月にはミャンマー、インドネシアを対象に、水・防災に係るワークショップを開催した。




（４）国際的な水問題への対応



　水問題は地球規模の問題であるという共通認識の高まりを反映し、第6回世界水フォーラム（平成24年3月）、国連持続可能な開発会議（リオ＋20）（同年6月）、国連水と災害に関する特別会合（25年3月）等、国際会議の場で水問題についての議論が行われた。


　国土交通省では、水問題解決のための有効な手法として国際的に共通認識とされている総合水資源管理（IWRM）計画の策定支援のため、国際連合教育科学文化機関（UNESCO）を中心とした「河川流域におけるIWRMガイドライン」の作成に協力するとともに、UNESCOやアジア河川流域ネットワーク（NARBO）と連携してIWRMの普及・促進に貢献している。また、北九州市、大阪市、東京都、横浜市、神戸市、福岡市及び国土交通省等からなる連合体である水・環境ソリューションハブを発足させ、セミナーや現地調査、研修を通して、途上国に下水道事業の経験、ノウハウを提供している。


　さらに、世界の水災害の軽減に向けて、災害予防が持続可能な発展の鍵であるという国際共通認識を形成するため、我が国の経験・技術を発信するとともに、水災害予防の強化に関する国際連帯の形成に努めている。また、UNESCOの協力機関として認定を受けている土木研究所内の水災害・リスクマネジメント国際センター（ICHARM）では、衛星情報を活用した総合洪水解析システム（IFAS）や降雨流出氾濫モデル等解析技術等の研究開発を行っており、これらの成果を活用し、修士課程水災害リスクマネジメントコースや、水災害リスクマネジメントに係る各種短期研修での研修生受入れ等の人材育成に取り組んでいる。また、UNESCOやアジア開発銀行と共同し、アジアの水災害に脆弱な国・地域を対象に、洪水予警報システムの構築やワークショップの開催等を通じた技術協力・国際支援を実施している。











コラム　韓国・釜山にて第4回日中韓物流大臣会合の開催



　日中韓三国は、2006年（平成18年）より2年おきに開催している日中韓物流大臣会合等の政府間対話を通じ、シームレスで環境にやさしい物流システムの実現に向け、相互に協力した取組みを行っています。


　2012年（24年）7月には、韓国・釜山において第4回日中韓物流大臣会合を開催しました。同会合において、1)シャーシ注1の相互通行の一層の推進、2)北東アジア物流情報サービスネットワーク注2の機能充実、3)パレット注3等の物流資材の標準化の一層の推進、4)日中韓三国間のグリーン物流に係る協力の強化の4点をはじめとする今後の物流協力の方向性について日中韓三国間で合意し、共同声明注4を発表しました。同会合の合意に基づき、日韓両国が協力して、両国間において両国のシャーシがそれぞれ相手国の現行法令の適用を受けて相互通行するパイロットプロジェクトを実施しております。


　また、同会合に併せて民間企業や研究機関等が参加するセミナーが開催されました。セミナーでは、日中韓三国の民間企業が、シャーシやRORO船注5を利用した北東アジアにおけるシームレス物流の構築等、日中韓三国における物流の発展に向けた提案について発表しました。





　
[image: コラム：韓国・釜山にて第4回日中韓物流大臣会合の開催の図]





注1　動力を持たない被牽引車両

注2　日中韓がそれぞれ構築している港湾の物流情報システムを相互接続し、日中韓の港湾間の船舶の入出港情報、コンテナの動静情報等をインターネット上で一元的に幅広く把握できるようにする取組み


注3　荷役時に、梱包・集約された複数の貨物を、機械を用いて効率的にコンテナに搬出入する際に必要な荷台

注4　共同声明の概要については、以下のウェブサイトで公表

　　 http://www.mlit.go.jp/common/000217815.pdf

注5　シャーシなどの車両を収納する車両甲板を持つ貨物船











コラム　アジア初の議長国として交通サミットの成功に貢献〜国際交通大臣会議（ITF）〜



　ITFでは、毎年1回、加盟54箇国の交通担当大臣、企業トップ、学識経験者等が集まって、交通政策をめぐる課題について議論を行う「交通サミット」を開催しています。交通サミットは、交通担当大臣が集まり、交通分野全般をテーマとして議論を行う唯一の場であり、各国の経験を共有し、課題の解決を模索する場として活用されているほか、産官学の垣根を越えた人的ネットワーク、新たな協力関係の構築にも大きく貢献しております。各年のテーマは、世界的な交通に係る重要課題の中から選定されており、これまで、「気候変動問題」、「グローバリゼーション」、「イノベーション」、「社会」をテーマとして議論を行い、交通政策の新たな方向性を打ち出してきました。


　平成24年に開催されたサミットでは、「シームレスな交通」注1というテーマの下、我が国がアジアで初めて議長国を務め、重要な役割を果たしました。特に大臣セッションでは、国土交通大臣が議長を務め、加盟国大臣による政策宣言「シームレスな交通」の採択に大きく貢献しました。この宣言では、交通モード間の乗継ぎやインフラ不足などのシーム（継ぎ目）の問題を解消するために各国大臣は協調する旨宣言しています。


　また、全体会合では、国土交通副大臣が発表を行い、我が国における「シームレスな交通」の現状として、高速鉄道等の優れた都市間交通を紹介するとともに、多くの国が今後直面することになる高齢社会においては「シームレスな交通」を達成し、バリアフリー化した公共交通整備が必要である旨強調しました。


　さらに、海賊対策を議論するセッションでは、海賊問題の現状と課題について議論し、IMOで検討を進める旨の共同宣言をとりまとめました。


　また、ITFには、世界から著名なスピーカーが参加しており、イタリアの鉄道事業者Nuovo Transporto
Viaggiatori最高経営責任者のGiuseppe Sciarrone氏や、OECD事務総長のAngle
Gurría氏が基調講演を務めました。我が国からも、宮原日本郵船株式会社会長、葛西東海旅客鉄道株式会社（JR東海）会長、清野東日本旅客鉄道株式会社（JR東日本）会長等がスピーカーとして会議に参加し、我が国交通システム等を紹介するなど、議論を深めました。


　今後とも、我が国としては、議長国を務めた経験を活かして、主体的にITFに参画してまいります。




　
加盟国交通担当大臣等


[image: 加盟国交通担当大臣等]



　
大臣セッションの様子


[image: 大臣セッションの様子]






注1　円滑な交通を阻害している要因となるシーム（継ぎ目）をどのように除去するかについて、様々な角度から議論を実施しました。










コラム　防災の主流化に向けた水災害分野の取組み



　「防災の主流化（Mainstreaming Disaster Risk
Reduction）」という言葉は、国際防災戦略（UNISDR）という国連機関が設置されて以来、用いられています。現時点まで明確な定義はありませんが、


　1．各国政府が、「防災」を政策の優先課題とすること

　2．すべての開発政策・計画に「防災」を導入すること

　3．「防災」に関する投資を増大させること

の3点の主旨で使用されています。

　世界では、タイの洪水（平成23年9−12月）に見られるように、水災害の頻発化、激化が世界各地で発生しています。アジアにおける水関連災害による被害人口は、全世界におけるすべての災害被害人口の約85％を占めているにもかかわらず、水災害対策は取組みが遅れており、防災の面と水管理の面が一体的に強化される必要があります。このような中、24年3月には、第6回世界水フォーラム、6月には国連持続可能な開発会議（リオ＋20）が開催され、国際的な水問題の中で水災害について議論がなされています。


　日本は、東日本大震災（23年3月）から得られた教訓を世界と共有することを目的に、24年7月には、「世界防災閣僚会議in東北」を主催するとともに、同年10月には、昭和39年以来48年ぶり、2度目となる「国際通貨基金（IMF）・世界銀行年次総会」が日本で開催されました。総会には、世界各国財務相らが参加し、防災についての集中議論がなされました。また、総会に併せ、世界銀行、国土交通省、国際協力機構（JICA）の共催により、「東日本大震災からの教訓セミナー」が開催され、東日本大震災からの教訓を活かし、途上国における「防災の主流化」に向け、日本を含む世界各国はどのように支援ができるかについて議論がなされました。


　こうした流れを踏まえ、25年3月、ニューヨークの国連本部において、国連事務総長、国連水と衛生に関する諮問委員会（UNSGAB）と水関連災害有識者委員会（HLEP/UNSGAB）の共催により、水と災害に関する地球規模の行動に向けた方向性に関する議論を行うことを目的として、水と災害に特化した国連初の会合である「水と災害に関する特別会合」が開催されました。同会合には、皇太子殿下がご出席になり、日本の災害の記録と現在の防災に関する知恵を結び付けることで、災害に対してより備えのできる社会を構築できる旨の基調講演をなさいました。国土交通省からは技監がパネリストとして登壇し、東日本大震災による津波の経験から得た教訓について発言をしました。


　27年、国際社会が防災分野における重要な指針としている兵庫行動枠組注1が見直し時期を迎えます。日本で開催予定の第3回国連防災世界会議に向け、兵庫行動枠組に続く新たな枠組の策定に向けた議論や、27年より先の新たな国際開発目標（ポストMDGs（ミレニアム開発目標：Millennium
Development
Goals））注2のターゲットや指標に防災の要素を位置づけることを含め、開発及び国際協力における「防災の主流化」を促進し、実効性をもった取組みを進めていくこととしています。





　
国連水と災害に関する特別会合


[image: 国連水と災害に関する特別会合]






注1　17年1月、兵庫県神戸市で開催された第2回国連防災世界会議において採択された17年-27年に各国・機関が取り組むべき防災施策のガイドライン。


注2　12年9月にニューヨークで開催された国連ミレニアム・サミットで採択された国連ミレニアム宣言を基にまとめられた開発分野における国際社会共通の目標。極度の貧困と飢餓の撲滅、環境の持続可能性確保等、27年までに達成すべき8つの目標を掲げている。











コラム　ISO国際水ワークショップの開催



　多くの公的な国際標準を作成するISOは、平成23年3月に開催された理事会において、上下水道等の水に関連する国際規格化を推進すべく、新規タスクフォース“Implementation
Task Force on
Water”を設置しました。その後、タスクフォースの勧告に従い、1)水に関連する規格開発の認識を向上し、それに係わる技術を広め、水の知識及びベストプラクティスを共有し、世界規模で必要とされるソリューションを広めること、2)世界的な水への挑戦に取り組むための規格化の提案及び調査を行うこと、3)水分野における新たなISO規格の開発のための優先順位を特定し、具体的な行動計画を特定することを目的とし、24年7月25日〜26日に「日本において水に関する国際ワークショップ」が開催されました。


　ワークショップには22カ国から約150名の関係者が参集し、水分野の国際標準の取組みについて議論を行いました。その結果、優先的にISO規格を開発すべき項目として、1)漏水対策、2)下水再生利用、3)下水汚泥有効利用、4)浸水対策等の14項目が決定されました。


　ワークショップの結果を踏まえ、汚泥の有効利用や再生水に関するISOへの規格提案が行われており、水分野の標準化が一層加速化していくと見込まれます。





　
ワークショップの様子


[image: ワークショップの様子]










第3節　多国間・二国間交渉・連携等を通じた取組み



1　経済連携・国際機関への対応



（１）世界貿易機関（WTO）への対応



　WTOドーハ・ラウンド交渉において、一層の貿易自由化を目指し、我が国は、サービス貿易交渉において、海運・建設分野における複数国会合の議長を務めるなど、各分野における交渉に積極的に参加している。平成24年初頭からは、ドーハ・ラウンド交渉全体が停滞する中で、日本を含む有志国は、21世紀にふさわしい新サービス貿易協定の策定に向けた議論を並行的に進めてきた。また、政府が行う調達に関する規律を設けている政府調達協定（GPA）については、手続の透明性の確保と市場参入の拡大を図ることを目的とした改正交渉が、23年12月に行われたWTO／GPA改正交渉関係閣僚会合において妥結した。




（２）EPA／FTA（経済連携協定／自由貿易協定）締結への対応



　我が国は、アジア・太平洋地域、東アジア地域、欧州などとの経済連携を戦略的に推進することとしている。平成25年3月時点では、世界の国・地域と13のEPA／FTAが発効している。このような協定の中で我が国の運輸、建設業等の国際競争力の強化及び海外展開の推進の観点から、相手国における外資規制の撤廃・緩和等のサービス分野の自由化、相手国の政府調達に関する市場開放及び参加機会の拡大を推進するとともに、人的交流拡大の観点から、相手国との観光分野における二国間協力にも取り組んでいる。











2　国際機関への対応



（１）アジア太平洋経済協力（APEC）への対応



　国土交通省では、APECの交通・観光分野に係る大臣会合及び作業部会を中心に積極的に取り組んでいる。平成24年7月には第7回観光大臣会合がロシアで開催され、東日本大震災での各加盟国・地域からの支援に対する感謝を伝えるとともに、震災から得た教訓を共有した。24年8月には交通大臣特別会合がロシアで開催され、我が国はサプライチェーンの改善における交通大臣の役割及びAPEC加盟国・地域との協力について発表した。それぞれの大臣会合において採択された大臣宣言が同年9月に開催された首脳会議における首脳宣言に盛り込まれた。特に観光分野については、経済発展における観光の重要性や旅行円滑化等が盛り込まれた。また、25年9月には、第8回交通大臣会合が東京で開催される予定である。




（２）経済協力開発機構（OECD）への対応



　国土交通省では、OECDの下部組織のうち、造船部会、地域開発政策委員会（TDPC）、OECD及び国際交通フォーラム（ITF）が共同で設置している共同交通研究センター（JTRC）に参画している。


　OECD造船部会では、健全な造船市場の構築、公正な競争条件の整備及び新興造船国との対話強化に取り組んでいる。TDPCでは、国土・地域政策等に関する各加盟国の政策レビュー、グリーン成長戦略における都市などの政策の検討や、コンパクトシティ政策、被災地の力強い回復等の調査等に積極的に取り組んでいる。JTRCでは、道路の運用、維持管理、整備のための財源の最適化、異常気象や気候変動に対するインフラの適合等の研究ワーキングへ参画し、加盟国に共通した政策課題について調査研究を行っている。




（３）国際海事機関（IMO）、国際労働機関（ILO）への対応



　我が国は世界有数の海運・造船国として、IMOの活動に積極的に参加し、主導的な役割を果たしている。平成24年1月にはIMO事務局長に日本人が初めて就任した。IMOの組織・予算改革をはじめ、船舶からの温室効果ガス削減対策、ソマリア沖海賊対策、旅客船の安全の確保等の重要課題への取組みが進められており、我が国もこうした課題に積極的に貢献している。


　また、ILOについては、18年に採択された船員の労働環境の向上及び国際海上輸送における公正な競争条件の確立を図る「海上労働条約」に関し、国内関係者間において本条約に対応した国内制度の策定に関する検討・調整を実施するなど、本条約の締結に向けた取組みを進めている。




（４）国際民間航空機関（ICAO）への対応



　ICAOは、国際民間航空の安全かつ整然とした発達及び国際航空運送業務の健全かつ経済的な運営に向け、一定のルール等を定めている。我が国は加盟国中第2位の分担金を負担し、また、第1カテゴリー（航空輸送において最も重要な国）の理事国として、ICAOの諸活動に積極的に参加し、国際民間航空の発展に寄与している。











3　各分野における多国間・二国間の取組み



（１）建設分野



　平成24年5月にシンガポールで鋼構造による高層建築物普及セミナーを開催し、東南アジアでの鋼構造建築の普及・啓発を図るとともに、建設分野における課題の解決や協力関係の構築を目的として、同年7月に日台公共建設交流会議を、同年10月に日インド建設会議を、25年2月に日モンゴル建設投資セミナーを開催した。また、同年3月には、建設人材の育成方策等の協力関係の構築等を目的として、日ベトナム建設会議を開催した。




（２）水管理・国土保全分野



　ベトナムでは、平成24年6月に農業農村開発省と水資源施設管理の協力に関する覚書を締結し、11月に現地でセミナーを開催するなど、水資源分野での協力を強化している。建設省との間では、22年に締結した下水道分野に関する協力覚書に基づき、技術協力を行っている。


　インドネシアでは、25年1月に公共事業省と共催したワークショップや、二国間の下水再生水水質基準検討会議、24年2月に公共事業省と締結した覚書に基づく砂防ワークショップ等を通じて協力を行っている。


　南アフリカとの間では、水省との共同決議に基づき、同年11月に東京で第2回日・南アフリカ水資源管理ワークショップを開催し、協力関係を強化している。


　ブルガリアでは、同年10月にセミナーを開催し、管路アセットマネジメントの重要性を説明し、我が国企業がブルガリアにて管路更生の工事を受注した。


　4年に1度開催される土砂災害・洪水分野などの防災に関する国際学会「インタープリベント」及び砂防行政官会議に参加し、スイス、オーストリア等5箇国と砂防技術の交流を図った。


　韓国、中国、フランス、イタリア及び米国との間では、河川・水資源管理等に係る二国間会合を開催し、情報交換、技術協力等を推進している。




（３）道路分野



　インド、ベトナム、フィリピン、インドネシア、ミャンマー、ラオスでセミナーを開催し、我が国の道路技術を紹介するなど、積極的な取組みを行った。


　さらに、計画段階から建設、運営・維持管理の幅広い視点にて、オールジャパンの官民共同体制で「日本高速道路インターナショナル株式会社」等とともに、海外展開を推進している。


　また、世界道路協会（WRA）では、我が国が実行委員を務めるとともに、15の技術委員会に参画するなど、道路及び道路交通に関する技術交流・情報共有を推進している。平成24年10月、同協会が主催する総会・実行委員会において、日本の交通安全の取組みを世界各国に発信した。


　このほか、ITS（高度道路交通システム）分野では、日米間、日欧間の協力覚書に基づく日米欧の三極での協調体制を確立しており、今後の研究開発、普及促進に向け定期的な会合を開催している。また、同年10月にウィーンで開催されたITS世界会議に参加し、各国との連携・協力の強化を図るとともに、東京での次回会議（25年10月）開催に向け、世界の関係者へ日本におけるITSの取組みをアピールした。




（４）住宅・建築分野



　韓国、中国、フランス、カナダ及びドイツとの間で定期的に二国間会合を開催し、住宅政策、建築基準、建築技術等に関する情報交換等を行っている。




（５）鉄道分野



　米国、ブラジル、ベトナム、インド、タイ等の高速鉄道計画について、省エネルギー性に優れ、安全・安定・高頻度・大量輸出を強みとする我が国の新幹線技術の導入に向けた取組みを進めている。また、都市鉄道についても技術協力を実施し、海外展開を積極的に推進している。


　さらに、平成24年4月より、海外展開体制の整備を図るべく、鉄道事業者を中心としたオールジャパン体制による海外鉄道コンサルティング会社（「日本コンサルタンツ株式会社」）が営業を開始し、相手国における案件形成支援を実施している。




（６）海事分野



　平成24年5月に、日ノルウェー海事分野の協力覚書を踏まえたワークショップを開催し、省エネ船舶の普及促進等について、国際的な議論の主導のため連携することで合意した。


　また、インドネシア、ミャンマー及びタイ等に対して、内航海運の振興や造船分野での協力等、海事分野における国際協力を進めた。

　このほか、主要海運国との間で定期的に二国間会合を開催しており、24年度は英国及び韓国との間で会合を開催し、海事分野に係る重要課題に関する情報交換等を行った。




（７）港湾分野



　ミャンマー等を対象に、港湾背後の開発と一体になった港湾物流プロジェクトの案件形成調査を実施するなど、今後の港湾開発が見込まれる国々における日本企業の進出を積極的に支援している。


　平成24年10月に、日中韓三箇国により、第13回北東アジア港湾局長会議を開催し、共通する港湾政策について話し合った。また、日本人が副会長を務める国際航路協会（PIANC）や国際港湾協会（IAPH）を通じて、我が国の技術基準の海外展開の推進や情報交換を多国間の場で行っている。




（８）航空分野



　我が国と空域を接するアジア太平洋地域を中心に、航空安全、航空管制、インフラ・システム輸出に向けた取組み等を実施している。平成24年には、二国間の取組みとして、中国と航空政策対話を実施した。また、同年10月には第49回アジア太平洋航空局長会議において、航空安全の課題と対策の検討に加え、航空管制の現状と将来計画について意見交換を行った。




（９）物流分野



　平成24年7月に開催された第4回日中韓物流大臣会合における合意に基づき、シャーシの相互通行の推進、北東アジア物流情報サービスネットワーク（NEAL-NET）の機能強化、パレットの品質や荷役機器の寸法等の標準化等について、日中韓3国間の協力を推進している。




（10）測量・地図分野



　UNCE-GGIM注1に積極的に参画し、地球規模の測地基準系の構築に貢献するとともに、地球地図プロジェクト注2推進のため、地球地図第2版整備に向けた途上国への技術支援、リオ＋20注3等の場を通じた普及活動を実施している。


　さらに、UN-GGIM-AP注4の事務局長を務めるほか、関係各国と協働で地殻活動監視を推進している。このほか、第10回UNCSGN注5及び第18回IHC注6において政府代表団として地名表記に関する議論等に参加している。第6回UNCSGN以降、韓国等は、「日本海という名称を東海（East
Sea）に改称するか併記すべき」との主張を繰り返している。国土交通省は、外務省等関係省庁と連携し、国際社会に呼称「日本海」への正しい理解と支持を求めている。




（11）気象・地震津波分野



　世界気象機関（WMO）の枠組みの下、気象観測データや技術情報の相互交換に加え、我が国の技術を活かした台風や気候等の情報を各国に提供し、世界の気象業務の実施・推進に協力している。また、国際連合教育科学文化機関・政府間海洋学委員会（IOC）の枠組みの下、北西太平洋における津波情報を各国に提供し、沿岸諸国の津波防災に貢献している。




（12）研究分野



　我が国の優れたインフラ関連技術等のアジア諸国への普及を見据えて、ベトナム、インドネシア、インド等との研究連携ロードマップに基づき、現地適応性を高めた環境舗装等の建設技術の基準類の共同開発等を行っており、共同ワークショップの開催、現地JICA専門家との連携、中堅・若手研究者の交流を推進している。




（13）海上保安分野



　北太平洋海上保安フォーラム（日、加、中、韓、露、米6箇国）及びアジア海上保安機関長官級会合（アジア17箇国・1地域）並びにロシア、韓国、インドとの二国間長官級会合・連携訓練等を通じて、捜索救助、海上セキュリティ対策等の各分野で海上保安機関間の連携・協力を積極的に推進しているほか、国際海事機関（IMO）、国際水路機関（IHO）、コスパス・サーサット理事会、国際航路標識協会（IALA）等、国際機関を通じた国際貢献にも努めている。







注1　地球規模の地理空間情報管理に関する国連専門家委員会

注2　地球環境問題の分析等に必要な基盤的な地理情報データベース（地球地図データ）を世界各国の地理空間情報当局の自主的協力の下で整備するプロジェクト


注3　1992年のリオ地球サミットから20周年にあたる2012年6月にブラジルのリオデジャネイロで開催された「国連持続可能な開発会議」の略称


注4　国連地球規模の地理空間情報管理に関するアジア太平洋地域委員会

注5　国際連合地名標準化会議

注6　国際水路会議










コラム　「アレクサンダー・ダルリンプル賞」を我が国がアジアで初受賞



　元海上保安庁海洋情報部長西田英男博士（在任期間：平成14年4月〜16年3月）が、24年10月2日、ロンドンにて英国水路部より、海図の作成や普及等を通して世界中の船舶の航海安全に顕著な貢献をした個人に贈られる「アレクサンダー・ダルリンプル賞」（Alexander
Dalrymple Award）を受賞しました。




　
受賞した西田元海洋情報部長（右）とモンクリーフ英国水路部長（左）


[image: 受賞した西田元海洋情報部長（右）とモンクリーフ英国水路部長（左）]



　同賞は、18世紀末の英国初代水路部長であるアレクサンダー・ダルリンプルの名前を冠したもので、2006年（18年）に国連総会で採択された「世界水路の日」（6月21日）を記念して制定されました。これまでに、毎年1人ずつ、世界の海図の作成等に関する水路業務の分野で著名な6名（順に、英、英、独、南ア、仏、米）が受賞しており、西田博士はアジアでは初の受賞となります。


　西田博士は海洋情報部在籍時、アジアを中心とした途上国での海図作成に関する能力向上に精力的に取り組まれました。今回の受賞では、この取組みと、それを通した船舶の航海安全確保への貢献が受賞の理由となっています。


　また、英国水路部は今回の受賞に当たって、海洋情報部が東日本大震災への対応で果たした、海上からの被災地への救援物資運搬ルートの確保等における役割について、その過程での西田博士の係りにも言及しつつ、災害復旧において水路当局が果たすべき役割の重要性を世界に示したものであるとの評価も表明しています。


　英国は海事分野で世界をリードする存在ですが、海図の分野でも同様で、現在、英国製の海図は国際航海を行う船舶の7割に使われています。我が国も、明治4年、水路部（現海洋情報部）が設立された当時、英国からの技術指導により出発した歴史があります。


　英国の技術指導を受けはじまった我が国の水路業務が、現在の海事大国である英国から高く評価されたということは大変感慨深いことであり、大きな意義を感じます。国土交通省において技術分野に携わる者にとって励みとなる受賞であり、今後とも、世界的視野を持ち、更なる技術力の向上を目指しつつ、航海安全のための水路業務の推進に努めてまいります。





　
海図を見ながらの研修風景


[image: 海図を見ながらの研修風景]









第4節　国際標準化に向けた取組み



（１）自動車基準・認証制度の国際化



　安全で環境性能の高い自動車を早期・安価に普及させるため、我が国は国連欧州経済委員会自動車基準調和世界フォーラム（UNECE／WP29）等に積極的に参加し、安全・環境基準の国際調和を推進するとともに、その活動を通じ、日本の新技術を国際的に普及させていくこととしている。このような活動を推進するため、平成23年6月、官民の代表者からなる「自動車基準認証国際化ハイレベル会議」において取りまとめられた「自動車基準認証国際化行動計画」に沿って、1)日本の技術・基準の戦略的国際基準化、2)アジア諸国との連携、3)全世界的かつ車両単位の相互承認の実現、4)基準認証のグローバル化に対応する体制の整備を着実に実施し、自動車基準認証制度の国際化を推進している。




（２）鉄道に関する国際標準化等への取組み



　欧州が欧州規格の国際標準化を積極的に推進するなど、我が国鉄道システムの海外展開に当たって、国際標準化への対応は重要な課題である。我が国の優れた技術が国際規格から排除されると既存の国内規格が淘汰される可能性があるなど、鉄道関係産業に大きな影響を与えるため、戦略的対応が必要である。このため、「鉄道技術標準化調査検討会」では、鉄道技術に関する学識経験者や鉄道関係産業と協力して、鉄道の国際規格戦略の審議、国際規格に関連する国内規格対応の審議等、積極的な活動を行っている。


　平成24年は、4月に設置された国際標準化機構（ISO）の鉄道分野専門委員会（TC269）の議長へ日本人が就任するとともに、第2回総会を日本へ誘致するなどの成果を上げた。


　また、我が国鉄道システムの更なる海外展開のため、（独）交通安全環境研究所が同年9月に、我が国では初めて鉄道分野における国際規格の認証機関として（独）製品評価技術基盤機構（NITE）認定センター（IA
Japan）より認定を取得した。



（３）船舶や船員に関する国際基準への取組み



　国際的な海上運送事業は、様々な国籍の船舶・船員により営まれており、安全や環境保護に関する国際的な統一ルールに従い、適正かつ公平な競争条件の下で営まれる必要がある。我が国は従来より、SOLAS条約、MARPOL条約、STCW条約等の船舶や船員に関する条約等による国際基準の策定作業に積極的に参画し、貢献してきている。平成24年には、我が国の主導により、安全かつ環境に配慮した船舶の解体を目的としたシップリサイクル条約関連ガイドラインが策定されるなどの成果を挙げた。




（４）土木・建築基準及び認証制度の国際調和



　近年、市場の国際化が進展している土木・建築・住宅分野における外国建材の性能認定や評価機関の承認等の制度の運用、JICA等による技術協力等の施策を実施し、ISOによる設計・施工技術の規格制定に参画するなど、土木・建築基準及び認証制度の国際調和の推進に取り組んでいる。また、我が国の技術的蓄積を国際標準に反映するための対応、国際標準の策定動向を考慮した国内の技術基準類の整備・改定等について検討を進めている。




（５）高度道路交通システム（ITS）の国際標準化



　効率的なアプリケーション開発、国際貢献、国内の関連産業の発展等を図るため、ISOや国際電気通信連合（ITU）等の国際標準化機関におけるITS技術の国際標準化を推進している。


　特にITSの国際標準化に関する専門委員会（ISO／TC204）に参画し、スマートウェイの国際標準化を推進するとともに、欧米政府と協調し、ITSの標準の調和に取り組んでいる。また、自動車基準調和世界フォーラム（UN／ECE／WP29）において、先進安全自動車（ASV）に係る国際基準の策定等を目指した活動を行っている。




（６）地理情報の標準化



　地理空間情報を異なる地理情報システム（GIS）間で相互利用する際の互換性を確保することなどを目的として、ISOの地理情報に関する専門委員会（ISO／TC
211）における国際規格の策定に積極的に参画している。併せて、国内の地理情報の標準化に取り組んでいる。



（７）技術者資格の海外との相互承認



　APECエンジニア相互承認プロジェクトでは、参加国・地域間における技術資格の相互承認に基づく有資格技術者の流動化を促進している。APECアーキテクトプロジェクト（建築家登録制度）では、我が国は、平成20年7月にオーストラリアとの「APECアーキテクト日豪二国間相互認証協定」、21年7月にニュージーランドとの「APECアーキテクト日本・ニュージーランド二国間相互受入覚書」に署名し、建築設計資格者の流動化を促進している。




（８）下水道分野



　「知的財産推進計画2010（平成22年5月21日策定）」に基づき、下水道分野で国際展開を目指す我が国企業が高い競争性を発揮できる国際市場を形成することを目的として、戦略的な国際標準化を推進している。現在、再生水の灌漑利用に関する専門委員会（ISO／PC253）やアセットマネジメント分野（ISO／PC251、ISO／TC224／WG6）・クライシスマネジメント分野（ISO／TC224／WG7）等においてISO国際規格の策定に積極的に参画している。また、再生水の都市利用の国際規格については、将来的なISO規格の策定も視野に検討を進めている。











第10章　ICTの利活用及び技術研究開発の推進



第1節　ICTの利活用による国土交通分野のイノベーションの推進



　内閣総理大臣を本部長とするIT戦略本部（高度情報通信ネットワーク社会推進戦略本部）と連携しつつ、国土交通分野における安全で効率的な次世代インフラの構築をはじめとした高度情報通信ネットワーク社会の形成に関する施策を推進している。











1　ITSの推進



　最先端のICTを活用して人・道路・車を一体のシステムとして構築する高度道路交通システム（ITS）は、高度な道路利用、ドライバーや歩行者の安全性、輸送効率及び快適性の飛躍的向上の実現とともに、交通事故や渋滞、環境問題、エネルギー問題等の様々な社会問題の解決を図り、自動車産業、情報通信産業等の関連分野における新たな市場形成の創出につながっている。


　また、「新たな情報通信技術戦略」に基づき、交通事故等の削減のため、情報通信技術を活用した安全運転支援システムの導入・整備とともに、リアルタイムの自動車走行（プローブ）情報を含む広範な道路交通情報を集約・配信し、道路交通管理にも活用するグリーンITSを積極的に推進している。





　

図表II-10-1-1　ITSスポットと対応カーナビとの高速・大容量通信により、多様なサービスを実現


[image: 図表II-10-1-1　ITSスポットと対応カーナビとの高速・大容量通信により、多様なサービスを実現]



1)社会に浸透したITSとその効果

（ア）ETCの普及促進と効果

　ETCは、今や日本全国の有料道路で利用可能であり、車載器の新規セットアップ累計台数は平成24年12月時点で約4,052万台、全国の高速道路での利用率は約87.9％となっている。これにより高速道路の渋滞原因の約3割を占めていた料金所渋滞がほぼ解消され、CO2排出削減等、環境負荷の軽減にも寄与している。さらに、ETC専用ICであるスマートICの導入や、ETC車両を対象とした料金割引等、ETCを活用した施策が実施されるとともに、有料道路以外においても駐車場での決済やフェリー乗船手続等への応用利用も可能となるなど、ETCを活用したサービスは広がりと多様化を見せている。


（イ）道路交通情報提供の充実と効果

　走行経路案内の高度化を目指した道路交通情報通信システム（VICS）対応の車載器は、平成24年9月末現在で約3,500万台が出荷されている。VICSにより旅行時間や渋滞状況、交通規制等の道路交通情報がリアルタイムに提供されることで、ドライバーの利便性が向上し、走行燃費の改善がCO2排出削減等の環境負荷の軽減に寄与している。




2)新たなITSサービスの技術開発・実展開

（ア）スマートウェイの全国展開

　これまで、産学官が一体となり、交通安全、渋滞対策、環境対策等を目的とし、人と車と道路とを情報で結ぶITS技術を活用した次世代の道路スマートウェイの展開を進めてきた。この一環として、平成23年より、高速道路上を中心に設置したITSスポットによる多様なサービスが全国で開始された。


　ITSスポット及び対応カーナビにより、これまでバラバラの車載器で提供されてきたカーナビ、VICS、ETC等のサービスをオールインワンで提供することができるようになり、ダイナミックルートガイダンス、安全運転支援及びETCの3つの基本サービスを実現した。また、一部の機種では、インターネット接続により地域観光情報の提供も可能となり、今後は、駐車場等のキャッシュレス決済、物流支援等、様々なサービスへの展開が期待されている。これらに加え、車両の運行支援に資するよう経路の確認等に関する検討を行う。


（イ）次世代ITSの実現に向けた検討

　今後はITSスポットサービスの普及促進を行うとともに、道路側から道路交通状況等の情報を提供し自動車が適切に運転を支援・制御することで渋滞を緩和し、自動車側から走行経路情報等を収集し道路管理に活用するなど、道路と自動車を「つなげる」ことにより、安全・安心、円滑な道路交通の実現を目指している。また、高速道路上の自動運転を実現するシステムについて、その実現に向けた課題の整理・検討等を進めるとともに、その一環として、ACC（車間距離制御システム）搭載車両を使用した官民連携による実証実験等により技術・安全面の検討等を進めている。


（ウ）先進安全自動車（ASV）プロジェクトの推進

　ASV推進計画に基づき、ICT技術等の先進技術を利用してドライバーの安全運転を支援する先進安全自動車（ASV）の開発・実用化・普及に取り組んでいる。通信利用型安全運転支援システムの開発促進に関する検討を進めており、平成24年3月に通信を利用した車車間通信システムのガイドラインを策定した。また、歩車間通信システムの実用化に向けた検討を開始した。





　

図表II-10-1-2　車車間通信システムのイメージ（先進安全自動車（ASV））
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2　地理空間情報を高度に活用する社会の実現



　位置や場所に関する情報「地理空間情報注1」を、ICTを用いて更に高度に利活用するため、平成24年3月27日に閣議決定された新たな「地理空間情報活用推進基本計画」に基づき、誰もがいつでもどこでも必要な地理空間情報を活用できる「G空間社会（地理空間情報高度活用社会）」の実現に向けた取組みを推進している。




（１）社会の基盤となる地理空間情報の整備・更新



　様々な地理空間情報の活用の基礎として社会全体で共通に利用できる電子国土基本図注2及び基盤地図情報注3について、各種行政機関と連携して迅速な整備・更新を進めている。また、空中写真、地名に関する情報や国土数値情報、電子基準点による地殻変動の常時監視等、国土に関する様々な情報の整備を行っている。さらに、東日本大震災からの復興のための基準点や位置情報を補正するためのパラメータの整備、地図や標高データの整備、今後の災害に備えたハザードマップ整備のための基礎資料となる地形分類等の情報整備、発災時における空中写真の緊急撮影等、迅速な国土の情報の把握及び提供を可能とする体制の整備等を行っている。




（２）地理空間情報の活用促進に向けた取組み



　整備された地理空間情報は、その多くをインターネットを用いて幅広く提供している。また、Web上で様々な情報を重ね合わせるための電子国土Webシステム注4の機能改良や、社会全体での共有と相互利用を更に促進するための産学官の新たな取組みを支援している。さらに、地理空間情報の個人情報の取扱い・二次利用促進に関するガイドラインの整備・普及促進を行うとともに、一般への更なる普及と新たな産業・サービスの創出のため、平成24年6月に「G空間EXPO2012」を産学官が連携して開催した。








注1　空間上の特定の地点又は区域の位置を示す情報（当該情報に係る時点に関する情報を含む）及びこの情報に関連づけられた情報。G空間情報（Geospatial
Information）とも呼ばれる。

注2　これまでの2万5千分1地形図をはじめとする紙の地図に代わって、電子的に整備される我が国の新しい基本図。我が国の領土を適切に表示するとともに、全国土の状況を示す最も基本的な情報として、国土地理院が整備する地理空間情報


注3　電子地図上における地理空間情報の位置を定める基準となる、測量の基準点、海岸線、公共施設の境界線、行政区画等の位置情報。項目や基準等は国土交通省令で定義される。国土地理院において、平成23年度までに初期整備が行われ、現在は電子国土基本図と一体となって更新されている。


注4　電子国土（コンピュータ上に再現した国土）の実現のために、インターネットを通して、ユーザーが様々な地理空間情報を、背景となる電子国土基本図上に重ね合わせ表示し、地方公共団体の情報共有及び個人や企業の情報発信を手軽に行うことができるシステム











3　電子政府の実現



　「新たな情報通信技術戦略」等に基づき、電子政府の実現に向けた取組みを行っている。なかでも、オンライン利用については、業務プロセス改革や費用対効果等の検証によるオンライン利用の範囲の見直しにより、行政のサービスと効率の向上を目指して取り組んでいる。




（１）自動車保有関係手続のワンストップサービス化



　自動車の検査・登録、保管場所証明、自動車重量税等諸税の納付等の諸手続を窓口申請に代えて電子申請するワンストップサービスを関係府省と連携して推進している。新車の新規登録については、10都府県で導入しており、更なる手続・地域の拡大等に取り組んでいる。




（２）公共事業の調達手続等のICT化



　国土交通省（当時建設省）は、平成8年（1996）に「建設CALS整備基本構想」を策定し、22年（2010）までの期間を短期、中期、長期の3段階に分割し、段階ごとにCALS／ECアクションプランを策定、公共事業に係る各種情報の電子化、受発注者間の効率的な情報の交換・共有・連携を推進してきた。


　15年（2003）には国土交通省の直轄事業で電子入札を全面実施、16年（2004）には同じく直轄事業で電子納品を全面実施するなど、調達手続等におけるICT化はおおむね達成されてきた。


　今後は、CALS／ECの範ちゅうにとどまらず、幅広く建設生産システムの情報化、効率化に向けたICT化の取組みを推進する。










4　公共施設管理用光ファイバ及びその収容空間等の整備・開放



　「e-Japan重点計画」等を受け、世界最高水準の高度情報通信ネットワークの形成をより一層進めるため、公共施設管理用光ファイバ及びその収容空間等の整備・開放を推進してきた。


　公共施設管理用光ファイバについては、公共施設管理の効率化と大容量データ等の迅速かつ安定した提供・共有等を行うことを目的に、河川、道路、港湾及び下水道において整備を進めている。このうち、国の管理する河川・道路管理用光ファイバについては、施設管理に支障のない範囲で民間事業者等へ開放しており、平成24年度においては、約18,000kmについて利用希望者の募集を行った。











5　ICTの利活用による高度な水管理・水防災



　近年情報技術が伸展する中、新たな技術を現場にあてはめることにより水管理・水防災の高度化を進めている。

　河川・流域の監視については、リモートセンシング等の新たな監視技術や最先端の画像認識技術を活用した測量や観測に、取り組んでいる。具体的には、局所的な雨量をほぼリアルタイムで観測が可能な新型レーダXRAIN（国土交通省XバンドMPレーダネットワーク）の整備を進めているほか、流量・水位観測については、ADCP（超音波のドップラー効果を応用した流速計。図表II-10-1-3　図-1）やCCTV等の映像を活用した画像解析といった新たな技術の導入・実用化を進めている。


　また、航空レーザ測量（LP）による高精度の地形データの取得に加え、モービルマッピングシステム（MMS）による地形データや画像情報を活用した維持管理の効率・効果の向上を図る取組みを進めている。


　こうして得られた雨量・水位情報や高精度の地形データ等を用いて、従来よりも高度な洪水予測モデルである「分布型流出モデル」による洪水シミュレーション・リスク把握（図表II-10-1-3　図-2）に取り組む等、更なる危機管理を進めている。この他に、地形、地質、地表水等のデータを基にして地下水の動きを立体的に可視化できるモデルを構築し、筑後・佐賀平野の地盤沈下防止等対策要綱地域で、その結果を用いて今後の地下水の管理方策を検討している。


　また、豪雨等により発生する土砂災害の監視については、広域的な降雨状況を把握する雨量レーダー、土砂災害により発生する振動から土砂災害発生位置や規模を推測する大規模土砂移動検知システム、崩壊位置の確認や規模の計測を行う衛星画像解析等の技術を活用して土砂災害を早期に把握し、関係機関への情報配信を行う大規模崩壊監視警戒システム（図表II-10-1-3　図-3）の整備を推進し、早期の災害対応に役立てていく。


　下水道分野においては、高度な都市機能が集中する地下空間におけるゲリラ豪雨等に対する防災・減災のため、浸水・避難シミュレーションを活用した実効性のある避難計画の策定やICT技術を活用した効果的な情報発信・避難誘導のあり方を検討している。





　

図表II-10-1-3　高度な水管理・水防災のためのICTの利活用例


[image: 図表II-10-1-3　高度な水管理・水防災のためのICTの利活用例]







第2節　技術研究開発の推進



1　技術政策における技術研究開発の位置づけと総合的な推進



　国土交通省では、平成24年度から28年度を計画期間とした、第3期国土交通省技術基本計画を定め、技術政策の基本方針を示し、技術研究開発の推進と技術の効果的な活用、技術政策を支える人材育成等の重要な取組みを定めている。計画においては、「安全・安心の確保」、「持続可能で活力ある国土・地域の形成と経済活性化」、「技術研究開発の推進を支える共通基盤の創造」の3分野を取り組むべき技術研究開発として示しており、これに基づき、国土交通本省各局、施設等機関、特別の機関、地方整備局、外局等において、技術研究開発の推進に取り組んでいる。なお、計画の策定にあたっては、社会資本整備審議会・交通政策審議会技術部会並びに国土交通省及び研究機関の関係者から成る国土交通技術会議において組織横断的に議論を行った。


　技術研究開発の実施においては、産学官の連携体制の一層の充実を図りつつ、分野横断的・総合的に推進しており、その成果を公共事業及び建設・交通産業等へ積極的に反映している。




（１）施設等機関、特別の機関、外局、独立行政法人における取組み



　施設等機関、特別の機関、外局や研究を主たる業務とする国土交通省所管の独立行政法人における取組みは図表のとおりである。独立行政法人においては、公共性、透明性及び自主性を備え、適正かつ効率的に業務を運営するという趣旨を十分踏まえつつ、民間を含む関係機関との一層の連携強化を図りながら、それぞれの社会・行政ニーズに対応した研究を重点的・効率的に行っている。





　

図表II-10-2-1　施設等機関、特別の機関、外局における平成24年度の主な取組み


[image: 図表II-10-2-1　施設等機関、特別の機関、外局における平成24年度の主な取組み]



　

図表II-10-2-2　研究を主たる業務内容とする国土交通省所管の独立行政法人における平成24年度の主な取組み


[image: 図表II-10-2-2　研究を主たる業務内容とする国土交通省所管の独立行政法人における平成24年度の主な取組み]



（２）地方整備局における取組み



　技術事務所及び港湾空港技術調査事務所においては、管内の関係事務所等と連携し、土木工事用材料及び水質等の試験・調査、施設の効果的・効率的な整備のための水理実験・設計、環境モニタリングシステムの開発等、地域の課題に対応した技術開発や新技術の活用・普及等を実施している。




（３）建設・運輸分野における技術研究開発の推進



　建設技術に関する重要な研究課題のうち、特に緊急性が高く、対象分野の広い課題を取り上げ、行政部局が計画推進の主体となり、産学官の連携により、総合的・組織的に研究を実施する「総合技術開発プロジェクト」において、平成24年度は、「社会資本の予防保全的管理のための点検・監視技術の開発」等、計5課題について、研究開発に取り組んでいる。


　また、運輸分野においても、安全の確保、利便性の向上、環境の保全等に資する技術研究開発を産学官の連携により、効率的・効果的に推進しており、24年度は、「交通分野における高度な制御・管理システムの総合的な技術開発の推進」に取り組んでいる。




（４）民間企業の技術研究開発の支援



　民間企業の研究開発投資を促進するため、試験研究費に関する税制上の特例措置による支援を行っている。



（５）公募型研究開発補助制度の推進



　建設分野の技術革新を推進していくため、国土交通省の所掌する建設技術の高度化及び国際競争力の強化、国土交通省が実施する研究開発の一層の推進等に資する技術研究開発に関する提案を公募する「建設技術研究開発助成制度」では、政策課題解決型技術開発公募（2〜3年後に実用化）、震災対応型技術開発公募（1〜2年後に実用化）の2種類の公募を行い、平成24年度は新規14課題、継続12課題を採択した。


　また、交通運輸分野については、交通機関の安全性・環境保全性や交通サービスの高度化等に寄与する新しい技術を確立するため、（独）鉄道建設・運輸施設整備支援機構において、「運輸分野における基礎的研究推進制度」を実施し、24年度は継続8課題を採択した。なお、国土交通省の政策目標に資する技術開発をより重点的に実施するため、本制度は24年度をもって廃止し、25年度以降、国土交通省において交通運輸分野の新たな技術開発推進制度を実施していく。












コラム　第3期国土交通省技術基本計画の策定〜社会資本の維持管理・更新のための新たな技術開発〜



　平成24年12月、社会資本整備重点計画等の国土交通行政全体に係る計画を支えるものとして、第3期の国土交通省技術基本計画を策定しました。





　
重点プロジェクトの例：社会資本維持管理更新プロジェクト


[image: 重点プロジェクトの例：社会資本維持管理更新プロジェクト]



　計画では、特に優先度が高く、分野横断的に取り組む7つの重点プロジェクトを定めています。その中の1つである「社会資本維持管理・更新プロジェクト」では、「社会資本に係る維持管理技術の進歩を総括的に評価、民間技術の活用も含めた今後の優先的に高めるべき維持管理技術の明確化」を示しており、社会資本の計画的な長寿命化・老朽化対策を進め、重大な事故等を防ぐために、こうした取組みを推進することとしております。


　ここでは、その中の研究開発事例の1つである「社会資本の予防保全的管理のための点検監視技術の開発」の紹介をします。本技術開発では、鋼材等のコンクリート内埋込部など見えない部分でも構造物を破壊せずに点検する手法や高所などの点検しにくい部分も効率的に検査できる技術の開発をしております。今後は、実際の現場における実証実験を行うなど、実用化に向けた取組みを一層推進していきたいと考えております。（図1、2、3）。





　
[image: コラム：第3期国土交通省技術基本計画の策定の図]









2　公共事業における新技術の活用・普及の推進



（１）公共工事等における新技術活用システム



　民間事業者等により開発された有用な新技術を公共工事等で積極的に活用するための仕組みとして、新技術のデータベース（NETIS）を活用した「公共工事等における新技術活用システム」を運用している。平成24年度では公共工事等に関する技術の水準を一層高める画期的な新技術として推奨技術を4件、準推奨技術を15件選定した。また、24年12月に策定された国土交通省技術基本計画ではシステムの再構築に当たり、技術の新規性や重要度に応じて国の関与度合いを適正にすることなどが位置付けられている。




（２）新技術の活用支援



　公共工事等における新技術の活用促進を図るため、有識者等から活用効果が高いと評価を受け、発注事務所が積極的に活用を検討する新技術について、発注の合理化に資する積算資料等を作成している。









第3節　建設マネジメント（管理）技術の向上



1　公共工事における積算技術の充実



　公共工事の透明性を確保することを目的に、各種積算基準類の公表を行っている。また、平成24年度からは積算の効率化を進めるため「施工パッケージ型積算方式」の試行を実施している。さらに、近年の不調不落に対応すべく大都市地域で行う道路維持工事等の間接費補正や応札者の見積りを予定価格に反映することができる積算方式の試行を実施している。また、22年度から工事請負契約における受発注者間の双務性の向上の観点から、請負代金額の変更があった場合の金額の算定や部分払金額の算定を行うための単価等を前もって協議して合意しておくことにより、設計変更や部分払に伴う協議の円滑化を図ることを目的として実施する「総価契約単価合意方式」を導入している。


　公共土木工事の発注における公平性、透明性を確保するため、適正な予定価格を算出することを目的とした土木工事費積算要領及び積算基準を踏まえ、積算基準を構成する土木工事標準歩掛及び建設機械等損料注1に基づき、工種ごとの標準的な労務、材料、機械等の所要量並びに機械経費算出のための諸数値を設定している。土木工事標準歩掛は、社会環境及び施工形態の変動、新工法・新工種の出現等により変化するため、実態調査を継続的に行い、変化が確認された工種については、迅速に見直しを行っている。また、建設機械等損料については、施工者の保有する建設機械等について実態調査を行い、建設機械の基礎価格、維持管理費用、稼働状況等を把握し、定期的に改訂している。








注1　建設機械等の使用に必要な経費のうち、建設機械等の償却費、維持修理費、管理費等のライフサイクルコストを1時間当たり又は1日当たりの金額で示したもの。











2　CIM・BIMの取組み



　公共事業の計画から調査・設計、施工、維持管理そして更新に至る一連の過程において、ICTを駆使して、設計・施工・協議・維持管理等に係る各情報の一元化及び業務改善による一層の効果・効率向上を図り、公共事業の品質確保や環境性能の向上、ライフサイクルコストの縮減を目的としたCIM（Construction
Information
Modeling）の導入に向けた取組みを行っている。平成24年度は、全国10の直轄事業をモデル事業として選定し、詳細設計においてCIM導入の試行を行うとともに、制度・技術の両面からCIM導入に向けた検討を進めている。


　また、官庁営繕事業においても、官庁施設のライフサイクルにおけるBIM（Building Information
Modeling）の効率的・効果的な活用により、官庁施設の品質確保、施設の整備・保全に係るライフサイクルコストの縮減及び官庁施設における顧客満足度の向上に資することが期待される。このため、22年度から3件の直轄事業において、BIM活用事業の試行を開始し、BIM導入の効果・課題等を検証している。











第4節　建設機械・機械設備に関する技術開発等



（１）建設機械の開発及び整備



　国が管理する河川や道路の適切な維持管理、災害復旧への迅速な対応を図るため、維持管理用機械及び災害対策用機械の全国的な整備に取り組んでいる。


　また、治水事業及び道路整備事業における施工の効率化、省力化、安全性向上等を図るため、建設機械と施工に関する調査、技術開発に取り組んでいる。




（２）機械設備の維持管理の合理化と信頼性向上



　災害から国民の生命・財産を守る河川用・ダム用水門設備、堰、揚排水ポンプ設備等は、昭和40年代後半から建設が進み、老朽化した設備が多くなっている。このため、設備の設置からの経過時間や稼働時間に基づく時間計画保全に加え、設備の状態を監視する状態監視保全の考え方を導入し、設備の信頼性を確保するとともに、設備の長寿命化を図っていく。さらに、機械設備の長寿命化や信頼性向上のために技術開発等を進めて行く。




（３）建設施工における技術開発成果の活用



　大規模水害、土石流災害、法面崩落等の二次災害の危険性が高い災害現場において、安全で迅速な復旧工事を行うため、安全な場所から遠隔操縦が可能で、かつ、分解して空輸できる油圧ショベルを開発し、災害対策用の機械として配備している。











はじめに



　かつて、我が国には、多くの人がたどる「標準的な」ライフコースがあった−学校を卒業した後、正規雇用で就職し、20代で結婚し、子供を持つ。住居については、親元を離れて、まずは借家に住み、その後持ち家と、ライフステージに応じて住み替えをする−。




　しかし、現代の人々の暮らしは、ライフコースのそれぞれの段階で多様化しており、以前の人々の暮らしとは大きく異なるものとなっている。進学率が高まる中で失業率や非正規雇用割合は上昇しており、経済的な不安から、結婚、出産・子育てに踏み出せず、単身や夫婦のみで暮らす人々が増えている。また、郊外に一戸建てを構えるのではなく、利便性の高いまちの中心部にマンションを購入したり、民間賃貸住宅で暮らしたりする者も増えている。




　我々の暮らす世界自体も、この数十年の間に大きく変容している。交通網の発達は、以前よりも短時間・低コストで人やモノを移動させることを可能にした。また、情報通信技術の進展は、外出せずに買い物をすることや、行ったことのない国について調べること、遠く離れたところにいる家族や友人と連絡を取り合うこと等、様々なことを可能にし、我々が従来持っていた「距離感」や「時間感覚」を変えようとしている。これらの環境変化もまた、人々の暮らしを多様なものにしている。




　このように人々の暮らしが変化する中、進学・就職・結婚等のライフコースの節目を迎え、今後、社会の中核を担っていく存在である「若者」の暮らしは、今後の我が国の形を大きく左右するものと言える。若者が新たな暮らし方を模索し始めた今、国土交通行政は、その変化を踏まえて、現在及びこれからの時代を生きていく人々が豊かな暮らしを送れるよう、彼らの暮らしを支えていく必要がある。




　平成24年度国土交通白書第I部では、「若者の暮らしと国土交通行政」をテーマとし、第1章では、現在の若者を取り巻く社会経済状況の変化やその中で見られる若者の意識の変化について概観する。第2章では、現在の若者の暮らし方に具体的にどのような変化が見られるかについて、「働き方」、「住まい方」、「動き方」といった観点から分野ごとに分析を行い、人々が今後、生き生きとした暮らしを送るためにどのようなことが求められているのかを明らかにする。第3章においては、「働き方」、「住まい方」、「動き方」のそれぞれの分野において国土交通行政が今後目指すべき方向性や実施していく施策について記述する。




　また、第II部においては、国土交通行政の各分野における動向を、政策課題ごとに報告する。




　
＜参考：年表＞


[image: ＜参考：年表＞]





I　国土交通行政関係資料



１　予算、法律、政策評価、社会資本整備、輸送の動向



（予算）




　
資料1-1　平成24年度国土交通省関係予算（国費）




[image: 資料1-1　平成24年度国土交通省関係予算（国費）]













　
資料1-2　国土交通省関係予算の推移（国費：当初ベース）




[image: 資料1-2　国土交通省関係予算の推移（国費：当初ベース）]













　
資料1-3　平成24年度国土交通省関係財投機関財政投融資計画総括表




[image: 資料1-3　平成24年度国土交通省関係財投機関財政投融資計画総括表]













　

資料1-4　平成24年度国土交通省関係財投機関事業規模・財政投融資・自己資金等内訳表




[image: 資料1-4　平成24年度国土交通省関係財投機関事業規模・財政投融資・自己資金等内訳表(1)]



[image: 資料1-4　平成24年度国土交通省関係財投機関事業規模・財政投融資・自己資金等内訳表(2)]













　
資料1-5　建設投資の推移（名目値・実質値）




[image: 資料1-5　建設投資の推移（名目値・実質値）(1)]



[image: 資料1-5　建設投資の推移（名目値・実質値）(2)]













　
資料1-6　平成24年度公共事業予算の一括計上等




[image: 資料1-6　平成24年度公共事業予算の一括計上等]











（法律）




　
資料1-7　国土交通省関係法律等の審議状況等（第180回国会）




[image: 資料1-7　国土交通省関係法律等の審議状況等（第180回国会）]











（政策評価）




　
資料1-8　政策目標、施策目標、業績指標・関連指標及び業績目標一覧




[image: 資料1-8　政策目標、施策目標、業績指標・関連指標及び業績目標一覧(1)]



[image: 資料1-8　政策目標、施策目標、業績指標・関連指標及び業績目標一覧(2)]



[image: 資料1-8　政策目標、施策目標、業績指標・関連指標及び業績目標一覧(3)]



[image: 資料1-8　政策目標、施策目標、業績指標・関連指標及び業績目標一覧(4)]



[image: 資料1-8　政策目標、施策目標、業績指標・関連指標及び業績目標一覧(5)]



[image: 資料1-8　政策目標、施策目標、業績指標・関連指標及び業績目標一覧(5)]



[image: 資料1-8　政策目標、施策目標、業績指標・関連指標及び業績目標一覧(7)]



[image: 資料1-8　政策目標、施策目標、業績指標・関連指標及び業績目標一覧(8)]



[image: 資料1-8　政策目標、施策目標、業績指標・関連指標及び業績目標一覧(9)]











（社会資本整備）




　
資料1-9　住宅・社会資本整備の推移




[image: 資料1-9　住宅・社会資本整備の推移]













　
資料1-10　住宅・社会資本の整備水準・目標、国際比較




[image: 資料1-10　住宅・社会資本の整備水準・目標、国際比較]













　

資料1-11　「第2次社会資本整備重点計画」（計画期間：平成20年度〜平成24年度）の指標及び実績値




[image: 資料1-11　「第2次社会資本整備重点計画」（計画期間：平成20年度〜平成24年度）の指標及び実績値(1)]



[image: 資料1-11　「第2次社会資本整備重点計画」（計画期間：平成20年度〜平成24年度）の指標及び実績値(2)]



[image: 資料1-11　「第2次社会資本整備重点計画」（計画期間：平成20年度〜平成24年度）の指標及び実績値(3)]



[image: 資料1-11　「第2次社会資本整備重点計画」（計画期間：平成20年度〜平成24年度）の指標及び実績値(4)]











（輸送の動向）




　
資料1-12　国内旅客輸送




[image: 資料1-12　国内旅客輸送(1)]



[image: 資料1-12　国内旅客輸送(2)]




[image: 資料1-12　国内旅客輸送(3)]














　
資料1-13　国内貨物輸送




[image: 資料1-13　国内貨物輸送(1)]



[image: 資料1-13　国内貨物輸送(2)]




[image: 資料1-13　国内貨物輸送(3)]




[image: 資料1-13　国内貨物輸送(4)]














　
資料1-14　我が国の国際輸送量




[image: 資料1-14　我が国の国際輸送量]













　
資料1-15　交通とエネルギー




[image: 資料1-15　交通とエネルギー(1)]



[image: 資料1-15　交通とエネルギー(2)]




[image: 資料1-15　交通とエネルギー(3)]












2　総合政策




　
資料2-1　国土交通省所管PFI事業一覧（実施主体別）




[image: 資料2-1　国土交通省所管PFI事業一覧（実施主体別）(1)]



[image: 資料2-1　国土交通省所管PFI事業一覧（実施主体別）(2)]



[image: 資料2-1　国土交通省所管PFI事業一覧（実施主体別）(3)]



[image: 資料2-1　国土交通省所管PFI事業一覧（実施主体別）(4)]













　
資料2-2　建設廃棄物の工事区分別排出量の経年変化




[image: 資料2-2　建設廃棄物の工事区分別排出量の経年変化]













　
資料2-3　品目別建設副産物の排出量




[image: 資料2-3　品目別建設副産物の排出量]













　
資料2-4　建設廃棄物の再資源化率等




[image: 資料2-4　建設廃棄物の再資源化率等]













　
資料2-5　建設業許可業者の資本金階層別構成比




[image: 資料2-5　建設業許可業者の資本金階層別構成比]













　
資料2-6　建設技能労働者不足率の推移（全国、原数値、年平均）




[image: 資料2-6　建設技能労働者不足率の推移（全国、原数値、年平均）]













　
資料2-7　主要建設資材の国内出荷の推移




[image: 資料2-7　主要建設資材の国内出荷の推移]













　
資料2-8　建設機械の業種別購入台数比率の推移




[image: 資料2-8　建設機械の業種別購入台数比率の推移]













　
資料2-9　主要建設機械の推定保有台数の推移




[image: 資料2-9　主要建設機械の推定保有台数の推移]













　
資料2-10　建設機械レンタル年間売上高の推移




[image: 資料2-10　建設機械レンタル年間売上高の推移]













　
資料2-11　建設投資と主要建設機械購入台数の推移




[image: 資料2-11　建設投資と主要建設機械購入台数の推移]













　
資料2-12　宅地建物取引業者数の推移




[image: 資料2-12　宅地建物取引業者数の推移]













　
資料2-13　監督処分等の状況の推移




[image: 資料2-13　監督処分等の状況の推移]













　
資料2-14　倉庫




[image: 資料2-14　倉庫(1)]



[image: 資料2-14　倉庫(2)]














　
資料2-15　我が国建設業の海外受注額推移




[image: 資料2-15　我が国建設業の海外受注額推移]













　
資料2-16　国際協力




[image: 資料2-16　国際協力]













　
資料2-17　交通産業




[image: 資料2-17　交通産業(1)]



[image: 資料2-17　交通産業(2)]












（観光）




　
資料2-18　国際観光




[image: 資料2-18　国際観光(1)]



[image: 資料2-18　国際観光(2)]




[image: 資料2-18　国際観光(3)]




[image: 資料2-18　国際観光(4)]














　
資料2-19　国内観光




[image: 資料2-19　国内観光]













　
資料2-20　旅行業（旅行業者数）




[image: 資料2-20　旅行業（旅行業者数）]











3　国土政策




　
資料3-1　国土形成計画の概要




[image: 資料3-1　国土形成計画の概要]













　
資料3-2　国土利用計画（全国計画）概要の比較




[image: 資料3-2　国土利用計画（全国計画）概要の比較(1)]



[image: 資料3-2　国土利用計画（全国計画）概要の比較(2)]













　
資料3-3　広域ブロックの諸指標




[image: 資料3-3　広域ブロックの諸指標]











4　土地・建設産業




　
資料4-1　土地購入・売却金額の推移（購入・売却主体別）




[image: 資料4-1　土地購入・売却金額の推移（購入・売却主体別）]













　
資料4-2　不動産証券化の実績の推移




[image: 資料4-2　不動産証券化の実績の推移]













　
資料4-3　法人及び世帯の土地所有率




[image: 資料4-3　法人及び世帯の土地所有率]













　
資料4-4　公示価格の推移




[image: 資料4-4　公示価格の推移]













　
資料4-5　地域区分別地籍調査の進捗状況




[image: 資料4-5　地域区分別地籍調査の進捗状況]











5　都市




　
資料5-1　都市計画の概況




[image: 資料5-1　都市計画の概況(1)]



[image: 資料5-1　都市計画の概況(2)]




[image: 資料5-1　都市計画の概況(3)]




[image: 資料5-1　都市計画の概況(4)]




[image: 資料5-1　都市計画の概況(5)]














　
資料5-2　業務核都市




[image: 資料5-2　業務核都市(1)]
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6　水管理・国土保全




　
資料6-1　治水施設等の整備状況




[image: 資料6-1　治水施設等の整備状況]













　
資料6-2　国土交通省所管ダム




[image: 資料6-2　国土交通省所管ダム]













　
資料6-3　河川延長等の現況（都道府県別）




[image: 資料6-3　河川延長等の現況（都道府県別）]













　
資料6-4　近年の災害復旧決定工事費の推移




[image: 資料6-4　近年の災害復旧決定工事費の推移]













　
資料6-5　全国の水使用量




[image: 資料6-5　全国の水使用量]













　
資料6-6　各種用水の渇水発生地区数




[image: 資料6-6　各種用水の渇水発生地区数]













　
資料6-7　世界各国の降水量等




[image: 資料6-7　世界各国の降水量等]













　
資料6-8　渇水発生年数




[image: 資料6-8　渇水発生年数]













　
資料6-9　地域別降水量及び水資源賦存量




[image: 資料6-9　地域別降水量及び水資源賦存量]











7　道路




　
資料7-1　一般道路の整備率




[image: 資料7-1　一般道路の整備率]













　
資料7-2　高規格幹線道路網図




[image: 資料7-2　高規格幹線道路網図]











8　住宅




　
資料8-1　世帯数及び住宅戸数の推移（全国）




[image: 資料8-1　世帯数及び住宅戸数の推移（全国）]













　
資料8-2　住宅水準等の推移（全国）




[image: 資料8-2　住宅水準等の推移（全国）]













　

資料8-3　住生活基本計画（全国計画）における誘導居住面積水準及び最低居住面積水準




[image: 資料8-3　住生活基本計画（全国計画）における誘導居住面積水準及び最低居住面積水準]













　
資料8-4　新設住宅着工戸数の推移




[image: 資料8-4　新設住宅着工戸数の推移]











9　鉄道




　
資料9-1　鉄道旅客輸送の推移




[image: 資料9-1　鉄道旅客輸送の推移]













　
資料9-2　鉄道貨物輸送の推移




[image: 資料9-2　鉄道貨物輸送の推移]













　
資料9-3　新幹線輸送の推移




[image: 資料9-3　新幹線輸送の推移]













　
資料9-4　輸送障害件数の推移




[image: 資料9-4　輸送障害件数の推移]











10　自動車




　
資料10-1　旅客自動車輸送量の実績
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資料10-2　貨物自動車輸送量の実績
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資料10-3　自動車保有車両数
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11　海事




　
資料11-1　我が国商船隊の動向
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資料11-2　国内旅客輸送実績




[image: 資料11-2　国内旅客輸送実績]













　
資料11-3　旅客船事業の自動車航送台数及び台キロ
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資料11-4　長距離フェリー輸送実績
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資料11-5　内航貨物輸送量の推移
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資料11-6　内航船舶の船種・船質別船腹量
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資料11-7　造船の動向
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資料11-8　船員の動向
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12　港湾




　
資料12-1　都道府県別港湾数一覧
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資料12-2　重要港湾位置図
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資料12-3　港湾取扱貨物の現況
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資料12-4　港湾運送量の推移
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13　航空




　
資料13-1　世界の定期航空輸送量（国際線・国内線の計）の推移
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資料13-2　我が国航空企業の国際線輸送実績




[image: 資料13-2　我が国航空企業の国際線輸送実績]













　
資料13-3　我が国出入国航空貨物量及び航空企業の積取比率
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資料13-4　世界の国際航空に占める我が国航空企業のシェア
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資料13-5　国内航空旅客輸送実績
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資料13-6　国内航空貨物輸送実績
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資料13-7　空港の利用状況
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資料13-8　空港分布図
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14　北海道




　
資料14-1　北海道総合開発計画の概要
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15　国土地理




　
資料15-1　全国都道府県別面積の推移（5年間）
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II　国土交通行政に係る主な出来事
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参考資料　誘導居住面積水準（住生活基本計画（平成23年3月15日閣議決定）より抜粋）




　誘導居住面積水準は、世帯人数に応じて、豊かな住生活の実現の前提として多様なライフスタイルに対応するために必要と考えられる住宅の面積に関する水準であり、都市の郊外及び都市部以外の一般地域における戸建住宅居住を想定した一般型誘導居住面積水準と、都市の中心及びその周辺における共同住宅居住を想定した都市居住型誘導居住面積水準からなる。


　その面積（住戸専用面積・壁芯）は、別紙1の住宅性能水準の基本的機能注を満たすことを前提に、以下のとおりとする。




　　（1）一般型誘導居住面積水準

　　　　1) 単身者55m2

　　　　2) 2人以上の世帯25m2×世帯人数＋25m2



　　（2）都市居住型誘導居住面積水準

　　　　1) 単身者40m2

　　　　2) 2人以上の世帯20m2×世帯人数＋15m2



注1　上記の式における世帯人数は、3歳未満の者は0.25人、3歳以上6歳未満の者は0.5人、6歳以上10歳未満の者は0.75人として算定する。ただし、これらにより算定された世帯人数が2人に満たない場合は2人とする。


　2　世帯人数（注1の適用がある場合には適用後の世帯人数）が4人を超える場合は、上記の面積から5％を控除する。

　3　次の場合には、上記の面積によらないことができる。

1) 単身の学生、単身赴任者等であって比較的短期間の居住を前提とした面積が確保されている場合

2)
適切な規模の共用の台所及び浴室があり、各個室に専用のミニキッチン、水洗便所及び洗面所が確保され、上記の面積から共用化した機能・設備に相当する面積を減じた面積が個室部分で確保されている場合








注　居住室の構成等や共同住宅における共同施設について良質な住宅ストックを形成するための指針となる性能水準を示したもの。なお、別紙1は紙面の都合上、省略する。











[image: ]




